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開会日に応招した議員 

喜 納 昌 春 君 

浦 崎 唯 昭 君 

上 原   章 君 

砂 川 利 勝 君 

具志堅   透 君 

又 吉 清 義 君 

儀 間 光 秀 君 

新 田 宜 明 君 

仲 村 未 央 さん 

玉 城   満 君 

西 銘 純 恵 さん 

比 嘉 京 子 さん 

吉 田 勝 廣 君 

島 袋   大 君 

中 川 京 貴 君 

桑 江 朝千夫 君 

座喜味 一 幸 君 

呉 屋   宏 君 

仲宗根   悟 君 

崎 山 嗣 幸 君 

山 内 末 子 さん 

瑞慶覧   功 君 

渡久地   修 君 

大 城 一 馬 君 

嶺 井   光 君 

前 島 明 男 君 

照 屋 守 之 君 

新 垣 良 俊 君 

仲 田 弘 毅 君 

新 垣 安 弘 君 

當 間 盛 夫 君 

照 屋 大 河 君 

狩 俣 信 子 さん 

新 垣 清 涼 君 

金 城   勉 君 

糸 洲 朝 則 君 

翁 長 政 俊 君 

新 垣 哲 司 君 

      具 志 孝 助 君 

新 里 米 吉 君 

髙 嶺 善 伸 君 

奥 平 一 夫 君 

玉 城 義 和 君 

玉 城 ノブ子 さん 

嘉 陽 宗 儀 君 

 

12月２日に応招した議員 

      末 松 文 信 君                 赤 嶺   昇 君      
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平成25年11月27日 

 

 

平 成 2 5年 

第 ７ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録 

 

（第 １ 号） 

  



 

議  事  日  程 第１号 

平成25年11月27日（水曜日） 

午前10時開議 

第１ 会議録署名議員の指名 

第２ 会期の決定 

第３ 平成25年第６回議会乙第13号議案及び同乙第14号議案（決算特別委員長報告） 

第４ 平成25年第６回議会認定第１号から同認定第23号まで（決算特別委員長報告） 

第５ 甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第29号議案まで（知事説明） 

第６ 陳情第131号及び第135号の付託の件 

第７ 議員派遣の件（九州各県議会議員行流セミナー） 

 

本日の会議に付した事件 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 会期の決定 

日程第３ 平成25年第６回議会乙第13号議案及び同乙第14号議案 

      平成25年第６回議会乙第13号議案 平成24年度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て 

      平成25年第６回議会乙第14号議案 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について 

日程第４ 平成25年第６回議会認定第１号から同認定第23号まで 

      平成25年第６回議会認定第１号 平成24年度沖縄県一般会計決算の認定について 

      平成25年第６回議会認定第２号 平成24年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について 

      平成25年第６回議会認定第３号 平成24年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認

定について 

      平成25年第６回議会認定第４号 平成24年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について 

      平成25年第６回議会認定第５号 平成24年度沖縄県下地島空港特別開会決算の認定について 

      平成25年第６回議会認定第６号 平成24年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定ついて 

      平成25年第６回議会認定第７号 平成24年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について 

      平成25年第６回議会認定第８号 平成24年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定につい

て 

平成25年第６回議会認定第９号 平成24年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第10号 平成24年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第11号 平成24年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第12号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別

会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第13号 平成24年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第14号 平成24年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計決

算の認定について 

平成25年第６回議会認定第15号 平成24年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について 

平成25年 

第 ７ 回 
沖縄県議会（定例会）会議録（第１号）  

平成25年11月27日（水曜日）午前10時３分開会 
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平成25年第６回議会認定第16号 平成24年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の

認定について 

平成25年第６回議会認定第17号 平成24年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定に

ついて 

平成25年第６回議会認定第18号 平成24年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第19号 平成24年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別

会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第20号 平成24年度沖縄県公債管理特別会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第21号 平成24年度沖縄県病院事業会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第22号 平成24年度沖縄県水道事業会計決算の認定について 

平成25年第６回議会認定第23号 平成24年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について 

日程第５ 甲第１号議案、甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第29号議案まで 

      甲第１号議案 平成25年度沖縄県一般会計補正予算（第２号） 

      甲第２号議案 平成25年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

      乙第１号議案 沖縄県職員の旅費に関する条例の一部を改正する条例 

      乙第２号議案 東日本大震災に対処するための沖縄県職員の特殊勤務手当の特例に関する条例の一

部を改正する条例 

      乙第３号議案 特別職に属する常勤の職員及び一般職に属する職員の給与に臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例 

      乙第４号議案 沖縄県部等設置条例の一部を改正する条例 

      乙第５号議案 沖縄県延滞金徴収条例の一部を改正する条例 

      乙第６号議案 沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例 

      乙第７号議案 沖縄県待機児童解消支援基金条例 

      乙第８号議案 沖縄県緊急雇用創出事業等臨時特例基金条例の一部を改正する条例 

      乙第９号議案 沖縄県留置施設視察委員会条例の一部を改正する条例 

      乙第10号議案 工事請負契約について 

      乙第11号議案 工事請負契約について 

      乙第12号議案 工事請負契約について 

      乙第13号議案 工事請負契約について 

      乙第14号議案 工事請負契約について 

      乙第15号議案 工事請負契約についての議決内容の一部変更について 

      乙第16号議案 財産の取得について 

      乙第17号議案 指定管理者の指定について 

      乙第18号議案 指定管理者の指定について 

      乙第19号議案 指定管理者の指定について 

      乙第20号議案 指定管理者の指定について 

      乙第21号議案 指定管理者の指定について 

      乙第22号議案 当せん金付証票の発売について 

      乙第23号議案 県営土地改良事業の執行に伴う負担金の徴収について 

      乙第24号議案 県営水質補z年対策事業の執行に伴う負担金の徴収について 

      乙第25号議案 県営通作条件整備事業の執行に伴う負担金の徴収について 

      乙第26号議案 農業基盤整備促進事業の執行に伴う負担金の徴収について 

      乙第27号議案 県道の路線の認定について 

      乙第28号議案 国土交通大臣の作成する漢那ダム及び億首ダムの建設に関する基本計画の変更に対

する知事の意見について 

      乙第29号議案 沖縄県教育委員会委員の任命について 
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日程第６ 陳情第131号及び第135号の付託の件 

日程第７ 議員派遣の件（九州各県議会議員交流セミナー） 

 

出 席 議 員（45名）

議 長  喜 納 昌 春 君 

副議長  浦 崎 唯 昭 君 

１ 番  上 原   章 君 

２ 番  砂 川 利 勝 君 

３ 番  具志堅   透 君 

４ 番  又 吉 清 義 君 

６ 番  儀 間 光 秀 君 

７ 番  新 田 宜 明 君 

８ 番  仲 村 未 央 さん 

９ 番  玉 城   満 君 

10 番  西 銘 純 恵 さん 

11 番  比 嘉 京 子 さん 

12 番  吉 田 勝 廣 君 

13 番  島 袋   大 君 

14 番  中 川 京 貴 君 

15 番  桑 江 朝千夫 君 

16 番  座喜味 一 幸 君 

17 番  呉 屋   宏 君 

18 番  仲宗根   悟 君 

19 番  崎 山 嗣 幸 君 

20 番  山 内 末 子 さん 

21 番  瑞慶覧   功 君 

22 番  渡久地   修 君 

23 番  大 城 一 馬 君 

24 番  嶺 井   光 君 

25 番  前 島 明 男 君 

26 番  照 屋 守 之 君 

27 番  新 垣 良 俊 君 

28 番  仲 田 弘 毅 君 

29 番  新 垣 安 弘 君 

30 番  當 間 盛 夫 君 

31 番  照 屋 大 河 君 

32 番  狩 俣 信 子 さん 

34 番  新 垣 清 涼 君 

37 番  金 城   勉 君 

38 番  糸 洲 朝 則 君 

39 番  翁 長 政 俊 君 

41 番  新 垣 哲 司 君 

42 番  具 志 孝 助 君 

43 番  新 里 米 吉 君 

44 番  髙 嶺 善 伸 君 

45 番  奥 平 一 夫 君 

46 番  玉 城 義 和 君 

47 番  玉 城 ノブ子 さん 

48 番  嘉 陽 宗 儀 君 

欠 席 議 員（２名） 

      ５ 番  末 松 文 信 君            33 番  赤 嶺   昇 君 

欠     員（１名） 

  

説明のため出席した者の職、氏名

知 事  仲井眞 弘 多 君 

副 知 事  高 良 倉 吉 君 

副 知 事  川 上 好 久 君 

知 事 公 室 長  又 吉   進 君 

総 務 部 長  小橋川 健 二 君 

企 画 部 長  謝 花 喜一郎 君 

環境生活部長  當 間 秀 史 君 

福祉保健部長  崎 山 八 郎 君 

農林水産部長  山 城   毅 君 

商工労働部長  小 嶺   淳 君 

文 化 観 光 

スポーツ部長 
湧 川 盛 順 君 

 

土木建築部長  當 銘 健一郎 君 

企 業 局 長  平 良 敏 昭 君 

病院事業局長  伊 江 朝 次 君 

会 計 管 理 者  岩 井 健 一 君 

知事公室秘書 

広報交流統括官 
久 貝 富 一 君 

総 務 部 

財 政 統 括 官 
田 端 一 雄 君 

教 育 委 員 会 

委 員 長 
新 垣 和歌子 さん 

教 育 長  諸見里   明 君 

公 安 委 員 会 

委 員 長 
翁 長 良 盛 君 
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警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

会 長 代 理 
春 田 吉備彦 君 

人 事 委 員 会 

委 員 長 
玉 城   健 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 義 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

政務調査課長  大 村 浩 三 君 

副 参 事  宮 城   弘 君 

主 幹  田 代 寛 幸 君 

 

○議長（喜納昌春君） ただいまより平成25年第７回

沖縄県議会（定例会）を開会いたします。 

   ―――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 本日、知事から、お手元に配付いたしました議案31

件並びに今期定例会提出補正予算説明書、平成25年10

月末現在の平成25年度一般会計予算執行状況報告書及

び同一般会計繰越予算執行状況報告書の提出がありま

した。 

 次に、これまでに受理いたしました陳情のうち、特

別委員会に付託すべき陳情を除く陳情７件は、お手元

に配付の陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員

会に付託いたしました。 

 次に、説明員として出席を求めた労働委員会会長藤

田広美君は、所用のため本日、12月４日から６日まで

及び９日から11日までの会議に出席できない旨の届け

出がありましたので、その代理として、本日の会議に

労働委員会会長代理春田吉備彦君、12月４日から６日

まで及び９日から11日までの会議に同委員会事務局長

真栄城香代子さんの出席を求めました。 

 その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔諸般の報告 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 会議録署名議員の

指名を行います。 

 今期定例会の会議録署名議員は、会議規則第114条

の規定により 

   24番 嶺 井   光 君 及び 

   32番 狩 俣 信 子 さん 

を指名いたします。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第２ 会期の決定を議題

といたします。 

 お諮りいたします。 

 今期定例会の会期は、本日から12月19日までの23日

間といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、会期は、本日から12月19日までの23日間と

決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、日程第３ 平成25年

第６回議会乙第13号議案及び同乙第14号議案及び日程

第４ 平成25年第６回議会認定第１号から同認定第

23号までを一括議題といたします。 

 各議案及び各決算に関し、委員長の報告を求めま

す。 

 決算特別委員長狩俣信子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔委員会審査報告書（議決事件及び決算） 巻

末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔決算特別委員長 狩俣信子さん登壇〕 

○決算特別委員長（狩俣信子さん） 皆さん、おはよ

うございます。 

 ただいま議題となりました平成25年第６回議会乙第

13号議案及び同乙第14号議案の議決議案２件につい

て、決算特別委員会における審査の経過及び結果につ

いて御報告申し上げます。 

 これらの議案は、平成25年第６回議会において付託

されたもので、決算特別委員会は、所管の土木環境委

員会に調査を依頼し、慎重に審査を行ってまいりまし

た。 

－ 14 －



 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、平成25年第６回議会乙第13号議案「平成24年

度沖縄県水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい

て」は、平成24年度決算における未処分利益剰余金の

処分について、地方公営企業法第32条第２項の規定に

基づき議会の議決を求めるものである。 

 主な内容は、剰余金17億7142万6282円について、今

後の企業債償還に充てるため、全額を減債積立金に積

み立てるものであるとの説明がありました。 

  次に、平成25年第６回議会乙第14号議案「平成24年

度沖縄県工業用水道事業会計未処分利益剰余金の処分

について」は、平成24年度決算における未処分利益剰

余金の処分について、地方公営企業法第32条第２項の

規定に基づき議会の議決を求めるものである。 

 主な内容は、剰余金4344万4329円について、今後の

企業債償還に充てるため、全額を減債積立金に積み立

てるものであるとの説明がありました。 

 本案に関し、企業局の財政状況の見通しはどうなっ

ているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成24年度末において水道事業で約

716億円の企業債残高を抱えている。今後、復帰後急

速に整備した導水管等が更新時期を迎えており、ま

た、耐震性の管路の整備が想定されるため、現状は黒

字であるが、今後５年から10年前後にはかなり厳しい

状況が生じてくると想定している。そのため、可能な

限り管路の長寿命化対策を行ったり、第９次企業局経

営計画以降において、経費の節減、定員管理等により

歳出を抑制しながら、可能な限り水道料金の値上げに

つながらないような仕組みを考えていかなければなら

ないとの答弁がありました。 

 そのほか、企業債の償還計画、起債の状況などにつ

いて質疑がありました。 

 以上が土木環境委員会における説明及び質疑の概要

でありますが、調査報告を受けた決算特別委員会にお

いて採決の結果、乙第13号議案及び乙第14号議案の２

件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いたし

ました。 

  次に、平成25年第６回議会認定第１号から同認定第

23号までの決算23件について、決算特別委員会におけ

る審査の経過及び結果について御報告申し上げます。 

 これらの決算は、平成25年第６回議会において付託

されたもので、決算特別委員会は、各常任委員会に対

し所管の決算事項について調査を依頼し、予算の執行

が議決の趣旨に沿って適正に合理的かつ効率的に運営

され、所期の目的が十分に達成されているかどうかに

ついて慎重に審査を行ってまいりました。 

 以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。 

 まず、平成25年度は、平成25年度の事業と平成24年

度の繰越事業、そして、これから見込まれる国の緊急

経済対策関連事業を執行しなければならない。不用額

や繰り越しが出た場合には、執行率の問題が沖縄振興

一括交付金に大きく影を落とす可能性があると考える

がどうかとの質疑がありました。 

 これに対し、沖縄振興一括交付金事業は、昨年度は

交付決定が４回に分けて行われている状況で、その交

付決定のおくれによって繰り越しも多くなっている。

今年度は国の内諾を得て４月１日から着手していると

聞いているので、確かに今年度事業、繰越事業、緊急

経済対策関連事業もかなり膨らんではいるが、事業着

手が早くなった分だけ執行率はよくなるのではないか

と期待をしているとの答弁がありました。 

 次に、会計管理者の基本的な仕事は何か、地方自治

法の改正により、出納長が廃止され一般職の会計管理

者となったが、権限が縮小されてやりにくいことはな

いのかとの質疑がありました。 

 これに対し、会計管理者の権限は、地方自治法に基

づき現金の出納及び保管、有価証券の出納及び保管、

物品の出納及び保管、あるいは支出負担行為に係る確

認を行うこと、あるいは決算を調整して長に提出する

ことである。出納長が廃止され一般職の会計管理者と

なったが、会計事務に係る従来の職務権限はそのまま

引き継がれている。地方公共団体の内部統制の一つと

して会計事務の適正な執行を確保する仕組みは受け継

がれているところであり、職務遂行上変わったところ

はないと思っているとの答弁がありました。 

 次に、防災体制の強化として平成24年度はどのよう

な取り組みを行ったのかとの質疑がありました。 

 これに対し、東日本大震災以来、全国的に防災体制

の強化は行政の最重要課題となっており、県としても

総合防災計画の見直しを適宜行っている。平成24年度

は津波に関する見直しとして、道路が狭隘、高台に逃

げる経路がないなどの津波避難困難地域等の対象調査

を行い、その調査結果を市町村が検証した後、県の

ホームページ等を通じて県民に周知させることによっ

て、災害に対する認識と自覚を持っていただく取り組

みを行っている。さらに、市町村と協力して防災マッ

プの作成、避難経路の見直し、津波タワー設置の検

討、防災行政無線の更新など、ソフト・ハード両面か

ら検討を行っている。しかし、実際津波が発生した場

合は、まず逃げるということを観点に諸計画の見直し
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を行っているとの答弁がありました。 

 次に、自主財源比率を引き上げるためにどのような

取り組みを行っているのか、ネーミングライツ導入も

考えるべきではないのかとの質疑がありました。 

 これに対し、県としては、標準税率を上回る税金を

徴収する超過課税を法人税関係で実施しており、それ

を平成27年まで継続するとともに、法定外目的税で産

業廃棄物税を導入している。また、徴収対策としてコ

ンビニ納付の実施などの納税機会の拡大を図ってい

る。 

 さらに、入域税、レンタカー税、宿泊税などの新税

について、制度設計も含めてワーキングチームで検討

しているところである。一方、公共施設においてネー

ミングライツの導入ができないか、行政改革プランの

中に位置づけており、今後引き続き検討していく必要

があると認識しているとの答弁がありました。 

 次に、離島生活コスト低減実証事業について、10年

後のビジョンを持って事業を実施しなければ、今回の

ような執行率の悪い結果を繰り返すことになる。今後

は事業内容について抜本的な見直しを行わなければ、

成果を上げ評価することは難しいのではないのかとの

質疑がありました。 

 これに対し、離島生活コスト低減実証事業は、離島

の生活コストを下げるために、この補助事業自体の有

効性、効果的または効率的な実施方法について実証し

ているものであり、平成26年度までは４村５島で事業

を続けていきたいと考えている。現在、事業スキーム

を見直し、よりわかりやすい簡素なものに変えて執行

率を上げようと努力しているところである。さらに対

象品目の拡大については、実証事業の検証を踏まえた

上で関係する離島市町村との意見交換を行い検討して

いきたいと考えているとの答弁がありました。 

 次に、米軍基地航空機騒音実態調査事業の実施結果

はどうなっているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、県では、嘉手納基地、普天間飛行場周

辺に固定局を設置して、航空機騒音を長時間測定して

いる。しかし近年、住宅防音工事対象区域外から騒音

の苦情が増加したことを受け、その実態を把握する目

的で、平成24年度及び平成25年度に米軍基地航空機騒

音実態調査を実施した。その結果、住宅防音工事対象

となる75Ｗを超過する地点はなかったが、平成23年度

夏の調査において、３地点で環境基準の70Ｗを超過し

ていた。また、全期間を通して、航空機騒音規制措置

により飛行制限されている22時から翌朝６時における

航空機騒音が確認されたとの答弁がありました。 

 次に、女性の乳がん、子宮がんの死亡率が全国ワー

スト２位であるが、これについての対策はどのような

ことを考えているのか、また、メタボリックシンド

ロームや糖尿病などの生活習慣病は県内の子供たちに

どのぐらい蔓延し始めているのか、予防対策とともに

実態調査を行う必要があるのではないのかとの質疑が

ありました。 

 これに対し、がんについては、検診によって早目に

見つけて早目に治療するということが基本になるが、

検診受診率が全国の目標に達していないので、検診受

診率を上げるための普及啓発を行っている。また、検

診を受けた方が精密検査なりの医療が必要になったと

きに、速やかに受診できるような受診環境の整備とい

うことで、精密検査を行っている機関の名称をホーム

ページで公開したり、市町村への情報提供などを行っ

ている。 

 子供たちの生活習慣病については、子供たちの健康

を守ることが将来の健康・長寿につながると考えてお

り、教育庁と連携して生活習慣病の副読本のような教

材をつくっていく予定である。実態調査については、

全庁的な組織「健康長寿おきなわ復活推進本部」の中

で各部局とも連携し、その中でどのように進めていく

か検討していきたいとの答弁がありました。 

 次に、臨空、臨海を含めて、農林水産物をアジアに

向けて販売しようとしたときに、農林水産部としてど

う取り組もうとしているのか、現状とこれからの施策

展開についてどう考えているのかとの質疑がありまし

た。 

 これに対し、農林水産物については、加工品に比べ

て海外輸出の取り組みが余り進んでいないことから、

平成24年度から海外販路拡大支援事業を実施し、香

港、台湾、シンガポールを対象として、現地量販店で

のテストマーケティング、商談会、現地でのプロモー

ション活動、バイヤーの招聘等を行い、沖縄の農水産

物をＰＲしているところである。アジアへの展開につ

いては、物流の海外展開を行っている全日本空輸株式

会社や商工労働部とも連携しながら展開しているとこ

ろである。また、安定的に供給していくことが非常に

重要であることから、安定的に供給できる仕組みを考

えていきたいとの答弁がありました。 

 次に、主要施策の成果に関する報告書で、今回から

国際ハブ空港化が進んだと述べているが、どのように

進んだのかとの質疑がありました。 

 これに対し、全日本空輸株式会社が４年前から沖縄

に来ているが、その間で、那覇空港における国際貨物

の取扱量は全国で４番目で、物量がふえてきた。当初

からすると80倍以上の物量になっている。さらに当初
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は国内は成田空港、羽田空港、関西空港の３つの路線

であったが、ことしの８月から中部国際空港も入って

おり、国内の主要空港と全部結ばれている。それか

ら、アジアに関してはソウル、上海、香港、台北、バ

ンコクと結んでいる。全日本空輸株式会社としては、

年度内にあと１ないし２路線を新たに開設すると聞い

ているので、ネットワークが広がることによって、那

覇空港の物量はさらにふえていくと考えているとの答

弁がありました。 

 次に、観光のオフシーズン対策として、どういう対

策をとっているのか、また、民泊事業というものは、

田舎のよさを体験できる一つの手段だと思うが、民泊

の現状はどうなっているのかとの質疑がありました。 

 これに対し、観光客の平準化という観点から、修学

旅行、ＭＩＣＥの誘致、リゾートウエディングといっ

たものに取り組んでいる。また、外国人観光客の誘致

で、例えば韓国であれば１月、２月の冬場は雪で、地

元ではなかなか外出ができないことから、１月、２月

の沖縄に対するニーズも高まっている。そういった国

内、海外を含めて、オフシーズンの時期に沖縄に訪れ

るような商品づくりに取り組んでいるところである。 

 民泊については、ことし５月に実施した民泊受け入

れ団体に対する調査によると、沖縄への修学旅行にお

いて、民泊と言われる宿泊形態を利用している学校

は、平成24年度の実績で691校、10万9893人、平成25

年度の予定を含む実績は727校、12万2443人となって

いるとの答弁がありました。 

 次に、中城湾港の定期船就航実証実験事業は平成22

年11月から始まったが、貨物取扱量の推移はどうなっ

ているか、今後の展開はどう考えているのかとの質疑

がありました。 

 これに対し、実験開始前の貨物取扱量の月平均226

トンから、平成24年度には月平均1427トン、平成25年

度は月平均1925トンと増加している。実証実験は平成

26年度まで継続するが、貨物量が採算ベースに若干足

りていないため、新港地区から県外への移出量を今年

度に一定程度集約して次年度へつなげ、平成27年度か

らは定期船就航に持っていきたいと考えている。平成

26年度からは先島航路についても、沖縄県飼料協業組

合が月当たり2500トンの配合飼料移出を予定している

と聞いているため、その実証実験を行う予定である。

県外についても、これまで鹿児島県志布志市での積み

かえで大阪等への移出を行っているが、これをふやし

ながら、今後、大都市圏への航路拡充につなげていき

たいと考えているとの答弁がありました。 

 次に、浄水場の民間委託によるメリットは何か、民

間委託に関する計画及び今後の見通しはどうなってい

るのか、また、それに伴う職員の定員の変動はどうな

るのかとの質疑がありました。 

 これに対し、名護浄水場及び石川浄水場の民間委託

により、年間約4300万円の経費削減となり、また、こ

れまで運転管理を担当していた職員を別の業務に振り

分けることにより、老朽化施設の更新業務、今後の重

点業務に職員を再分配することができた。今後の計画

については、西原浄水場が平成26年度から夜間、休日

の運転管理業務を委託し、久志浄水場が平成28年度か

ら委託を実施する予定である。北谷浄水場については

現在改良工事を行っていることから、平成32年度あた

りになると想定している。定員については、現在の定

員246名から約220名の体制となる予定であるとの答弁

がありました。 

 次に、県立病院の経営改善の状況として、経常収

支、手元流動性の確保、長期債務の縮減はどうなって

いるのか、また、県立病院の未収金について、発生防

止策及び回収強化策としてどのようなことを考えてい

るのかとの質疑がありました。 

 これに対し、平成24年度の経常収支は約13億円の黒

字となっており、手元流動性の確保については、平成

23年度の期末資金残高約71億円から平成24年度は期末

資金残高約108億円に増加している。また、長期債務

残高については平成23年度末残高約64億円から、平成

24年度末残高は公立病院特例債等の借金を支払ったた

め約58億円に縮減されている。 

 未収金の発生防止策としては、納付相談の強化や退

院日の事前通知の徹底による患者への支払い準備期間

の設定、クレジットカードの導入による支払い方法の

多様化等を実施している。未収金の回収強化策として

は、電話による督促や悪質な未納者に対する支払い督

促などの法的措置等を実施しており、法的措置を講じ

ても支払わない債務者に対しては強制執行の実施によ

る債権回収を図りたいと考えているとの答弁がありま

した。 

 次に、沖縄県の歳出に占める１人当たりの教育費の

割合は全国平均と比較するとどうなるのか、また、

「わかる授業」の構築を基軸に学力向上を図るとして

いるが、どのような取り組みを行っているのかとの質

疑がありました。 

 これに対し、文部科学省の平成24年度地方教育費調

査の中間報告によると、小学校の在学者１人当たりの

学校教育費は全国平均の約85万円に対して沖縄県は約

80万3000円、同様に中学校の在学者１人当たりの学校

教育費は全国平均の約98万5000円に対して沖縄県は約
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89万円となっている。 

 「わかる授業」について、現在、教育委員会が進め

ている取り組みとしては大きく２つの事業があり、１

つは、教員指導力向上事業で、ブロック型研究という

ことで近隣の小中学校の教員が集まってそれぞれ授業

研究を行っている。もう一つは、授業改善研修で、内

容的には小中学校の算数・数学、あるいは理科の先生

を中心とした授業研究を行っているところであるとの

答弁がありました。 

 次に、バスレーンの規制時間を短縮することはでき

ないのか、また、複数乗車車両に対する通行許可はで

きないのかとの質疑がありました。 

 これに対し、バスレーンは規制実施から約40年経過

しており、広く県民に理解を得ていると認識している

が、バスレーン廃止や延長、規制時間の短縮を求める

意見はある。県警察としては、規制の見直しによるメ

リット・デメリット及び県民のコンセンサスを踏まえ

総合的な見地から今後検討を行っていく。 

 また、複数乗車車両のバスレーン乗り入れは、専用

交通帯の交通量を増加させる場合もあり、路線バスの

正常な運行に支障を及ぼすことから、現在は、同車両

の通行許可は考えていないとの答弁がありました。 

 そのほか、決算審査意見書の実効性に関する見解、

監査委員事務局の監査体制、自主防災組織率を向上さ

せるための取り組み、日米安全保障協議委員会の合意

に関する見解、沖縄県所有者不明土地管理特別会計で

管理している土地の筆数と面積、米軍に課税した場合

の税収見込み額、交通渋滞に伴う経済損失の現状、沖

縄振興一括交付金事業の事後評価の取りまとめ手法、

赤土等流出防止対策事業の事業効果、ＥＶバス実証実

験による実用化の見通しと課題、母子家庭等医療費助

成における現物給付制度の導入状況、ＤＶの相談件

数、試験研究機関が企画部に一元化されていたことの

評価、島野菜の生産拡大の取り組み状況、太陽光を中

心とする自然エネルギーへの転換状況、国際物流拠点

産業集積地域に変わったことによる効果、市町村及び

各観光協会等への支援・サポートの現状、外国クルー

ズ船を小規模離島へ寄港させるための取り組み、下地

島空港施設株式会社の運営及び下地島空港存続の可能

性、泡瀬干潟の埋立工事の進捗状況、水道施設耐震化

の取り組み状況、特別利益の内容、北部病院における

７対１看護体制の導入の可能性、県立病院における休

床の現状、教職員の精神性疾患による休職者数の実

態、公立図書館の未設置町村数、県内のストーカー事

案の現状と対策、少年非行防止対策事業における補導

活動及び検挙の実績、議会事務局職員の増員の必要性

などについて質疑がありました。 

 なお、各常任委員会の調査の過程で、経済労働委員

会から２項目の要調査事項の報告があり、協議の結

果、戦略的誘客活動推進費の一般財団法人沖縄観光コ

ンベンションビューローへの委託について、10月23日

に仲井眞知事に対する総括質疑が行われました。 

 総括質疑においては、まず、１件48億円もの一般財

団法人沖縄観光コンベンションビューローとの随意契

約は、知事の政策判断によってなされたものかとの質

疑がありました。 

 これに対し、一般財団法人沖縄観光コンベンション

ビューローへの委託は、従来から同じようなスキーム

で委託をしている。一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローは県の政策の執行、その他の制度や

さまざまな施策の展開について、県の補完的な役割を

果たす組織である。そこに一括して委託をし、その執

行に当たっては県と相談をしながらやるというスタイ

ルでこれまでやってきている。そういう意味では、今

回、とりたてて知事の政策判断でやったということで

はないとの答弁がありました。 

 次に、沖縄県の観光予算は沖縄振興一括交付金を財

源に70億円を超え、東京都の25億円、福岡県の３億

円、宮崎県の４億円、北海道の１億5000万円など、他

県とは比較にならないほどの巨額な予算を投じてい

る。選択と集中を基本とし、透明性と公平性を高めた

事業執行に努めることは、沖縄振興一括交付金の使途

に対する基本であると考えるが、県と一般財団法人沖

縄観光コンベンションビューローの契約のあり方、観

光予算執行のあり方について見直すべき課題は何か、

見直しの必要性について、知事はどのように考えてい

るのかとの質疑がありました。 

 これに対し、沖縄県の経済を成り立たせているもの

は観光であり、沖縄県の観光予算が大きいのは当然で

ある。そういう意味では70億円でも足りないかもしれ

ない。それぐらいの気概で、今後も確保していきたい

と思っている。 

 適正な執行については、今後も努めていくことが必

要であり、現在、県と一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローで定期的な連絡会議を設置してい

る。また、再委託の際の手続も定めており、随意契約

を行うときには県と調整をし、企画公募を行う場合に

は県も参画した選定委員会を開催している。そのよう

な形で執行の透明性を高めていく努力をしてきてお

り、特に問題があるという認識はしていないとの答弁

がありました。 

 そのほか、一般財団法人沖縄観光コンベンション
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ビューローが再委託した事業の契約方法が全て随意契

約であったことに関する見解、県内企業育成に関する

見解、観光予算の７割がプロモーションに傾いている

現状に関する見解、一般財団法人沖縄観光コンベン

ションビューローを政策集団とすることに関する見

解、一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

への委託契約内容の情報開示の必要性、平成24年度の

観光関連予算の投資効果などについて質疑がありまし

た。 

  以上が決算特別委員会または各常任委員会における

説明及び質疑の概要でありますが、採決に先立ち、平

成25年第６回議会認定第１号、同認定第12号、同認定

第16号及び同認定第19号については、共産党所属委員

から認定できない旨の意見表明がありました。 

  採決の結果、平成25年第６回議会認定第２号から同

認定第11号まで、同認定第13号から同認定第15号ま

で、同認定第17号、同認定第18号及び同認定第20号か

ら同認定第23号までの19件は、全会一致をもって認定

すべきものと決定し、同認定第１号、同認定第12号、

同認定第16号及び同認定第19号の４件は、賛成多数を

もって認定すべきものと決定いたしました。 

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。 

 平成25年第６回議会認定第１号、同認定第12号、同

認定第16号及び同認定第19号に対する討論の通告があ

りますので、順次発言を許します。 

  嘉陽宗儀君。 

   〔嘉陽宗儀君登壇〕 

○嘉陽 宗儀君 おはようございます。 

 私は、日本共産党県議団を代表し、認定第１号「平

成24年度沖縄県一般会計決算の認定について」と、特

別会計の認定第12号「平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定につ

いて」、認定第16号「平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計決算の認定について」及び

認定第19号「平成24年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）

臨海部土地造成事業特別会計決算の認定について」の

反対討論を一括して行います。 

 まず、沖縄県一般会計決算についてであります。 

 決算を分析する場合に重要な第１の観点は、組まれ

た予算の内容が真に県民の命と暮らしを守るもので

あったかどうかということです。第２点目は、予算の

執行が適正に行われているかどうかです。 

 一般会計予算は、復帰後最高額となり、沖縄振興一

括交付金は3001億円を突破しましたが、一方、借金の

公債費は増加し、収支不足は増大しています。知事は

所信表明で、「沖縄を取り巻く現状の認識」として、

県内経済は個人消費もおおむね堅調で景気は拡大して

いると述べていますが、その認識は実態とかけ離れた

ものでしかないことは明白になっています。県民所得

は年収200万円以下が５割近くに上り、相変わらず全

国最低の水準にとどまっています。 

 復帰して40年も経過しているのに、なぜ全国一の貧

乏県を抜け出せないのか。過重な米軍基地を押しつけ

られるなど、要因はさまざまあります。それだけに重

要なことは、客観的条件が厳しい中で、県民を守るた

めに、知事を初め県政執行部が最善の努力をしたのか

どうかが問われなければなりません。その観点で決算

を分析すると実に多くの問題がありました。 

 その１つは執行率の悪さです。 

 県民のための予算として議会でも審議をして確定を

している予算の執行率が７割台というのは、到底承認

することができない事態であります。なぜそうなった

のか自己分析をさらに深める必要があります。 

 私は、これまで予算の執行に当たっては計画立案を

綿密に行い、進捗状況を正確に掌握して事に当たるべ

きだと指摘を繰り返してまいりました。そのためには

各部局で内部チェック体制を確立すべきと強調してき

ましたが、なかなか改善されてきませんでした。特に

執行率を低下させている要因に一括交付金の問題もあ

りますが、しかしそれを執行率の低下の合理的要因に

することはあってはなりませんし、許されるものでは

ありません。 

 特に、今回の識名トンネル問題の解明が進む中で、

事の深刻さが浮き彫りになり、内部チェック体制の確

立が全庁的に重要視されてきたことはいいことです。

組まれた予算は100％執行するのが当たり前の体制を

確立し、県民の負託に応えていかなければなりませ

ん。 

 なぜこれまで改善されなかったのか、改めて深い自

己分析を求めたいと思います。 

 ２つ目に指摘しなければならないことは、契約問題

です。 

 地方自治体の責務として、最小の経費で最大の行政
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効率を図らなければなりません。ところが、現在の契

約業務の実態はその理念からかけ離れたものになって

います。業者との腐敗につながる要因の大きい随意契

約がまかり通っています。予算の適正な執行を行うた

めには、直ちに改善すべき事態だと強調しておきま

す。 

 ３つ目に指摘しなければならないことは、県民サー

ビスの低下の問題です。 

 小泉構造改革路線が県政にも持ち込まれ、行政の末

端で多くの矛盾が吹き出しています。雇用は正規が当

たり前の常識が覆され、非正規雇用がついに４割を突

破するなど異常な状況がまかり通っています。低賃金

労働、ただ働きさせる事態が広がり、ブラック企業ま

で出現するなど、貧困と格差がいよいよ深刻な事態に

なってきています。それを助長する要因になっている

のが、公務員の給与の切り下げです。公務員給与の県

経済に与える波及効果の影響は大きなものがあり、安

心して働ける賃金を保障することが県民サービスと生

活の向上につながることは明瞭です。また、県の機関

の民営化、民間委託化などの弊害も深刻です。もとも

と公的機関として公営が当たり前でなければならない

のに、財政の削減で本来の機能さえ失われかねない事

態が進行しています。 

 その他にも決算のあり方として承認できない条項が

まだまだありますが、時間の都合でこれ以上の具体的

な指摘はしませんが、決算の承認はできないことを表

明しておきます。 

 次に、特別会計についてです。特別会計の認定第12

号、認定第16号、認定第19号に関する反対討論です。 

 日本共産党県議団は、これまでもこれらの事業につ

いては明確に反対を貫いてきました。 

 初めは、中城湾港の国際物流特区うるま地区と名称

変えをした旧特別自由貿易地域と泡瀬干潟の埋め立

て、土地造成問題についてです。 

 沖縄県は、平成22年度の予算編成方針では、「埋立

事業特別会計の土地売却の低迷による収支悪化等が大

きな懸念材料となっており、本県財政はこれまでにな

い危機的な状況を迎えている。」と明記し、今回の予

算編成においても「臨海部土地造成事業における用地

売却低迷などの懸念材料もある。」と、県財政を圧迫

する要因として記述しています。 

 中城湾港の埋立事業は、県が1982年から536億円余

を借金して339ヘクタールの臨海部土地造成の埋め立

てを進めました。売却予定の土地はこれまで24ヘク

タール、計画面積の2.7％しか売却されていません。

埋め立てるために借りた借金は返済しなければならな

い。土地が売れず返済金が捻出できないため、苦肉の

策として県民の税金でその土地を購入する状況が毎年

続いています。昨年度は、民間に売れない土地を県が

22億733万円で購入しています。そのほかに、県は31

億円かけて買い取った土地に工場を建設して、工場を

賃借する民間会社の使う工作機械なども設備を完備し

ています。今年度は、賃貸工場の整備費用で19億1000

万円余の予算を計上しています。県は、事業推進の立

場から雇用が拡大したと宣伝していますが、1500人を

雇用しているというその実態は、６割の1000人近くは

非正規雇用です。さらに、賃貸工場から撤退していっ

た企業が労働者に賃金不払いをしている事例もありま

す。過大な需要予測を立てて広大な埋め立てを行った

土地は、今後、借金の残金122億円を14年間かけて返

済しなければなりません。当初の過大な需要予測の失

敗が30年後の県民に財政負担を負わせていることを繰

り返してはなりません。 

 中城湾港（新港地区）整備事業特別会計も、整備し

た港に計画どおりの需要がなく、収入が確保できない

ために２億3040万円を一般会計から繰り入れをしてい

ます。県は、その反省もないまま泡瀬干潟の埋め立て

を強行しています。新年度、国直轄事業の県負担分で

２億円、人工海浜の工事などで８億4756万円、県道事

業で１億円、合計11億4756万円の事業費となって、年

間50億円規模で進められています。裁判で経済的合理

性はないと判決が出され、その後の計画でも観光客

850万人という全く根拠のない無責任な需要予測のも

とに進められています。 

 もともと泡瀬干潟の埋め立ては、現在の米軍泡瀬通

信基地を返還させ、その地域を中核としてもとの泡瀬

を復活させるまちづくりとして出発しています。それ

で通信基地撤去と連動して埋め立てる計画でした。と

ころが、米軍基地の撤去ができなくなり、出島方式に

変更された経緯があります。ところが、この計画は埋

立土砂の確保が困難で中断していました。一方、新港

地区は企業誘致を進める計画でしたが、それもスムー

ズにはいかず企業を優遇する特別自由貿易地域にしま

したが、この事業も成功しませんでした。東埠頭の航

路をしゅんせつする計画を進めたところ、しゅんせつ

土砂のヘドロの処分先がなく、その事業もストップし

ていました。もともとそのしゅんせつ土砂は、新港地

区の埋め立てに使用する予定でしたが、ヘドロである

ために埋め立てには適さないという理由で新港地区の

しゅんせつ工事にも使用できなかったものです。 

 東埠頭の航路をしゅんせつしてヘドロの行き場を探

す県と、泡瀬干潟を埋め立てたい沖縄市の思惑が一致
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して、ヘドロの処分場としての現在の泡瀬干潟の埋立

計画になったものです。新港地区の埋め立てには適さ

ないしゅんせつ土砂が泡瀬干潟の埋め立てには適して

いるという道理は全くありません。東日本の大震災で

は、埋立地域は液状化して建物が倒壊しています。こ

のような状況でかけがえのない貴重な干潟が何の合理

性もないまま埋立工事が強行されることは許されない

ことです。 

 泡瀬干潟は、ラムサール条約登録の世界的基準の４

つを満たす国際的にも貴重な生物多様性の宝庫であ

り、2010年９月には環境省が同条約登録の候補地に指

定しました。沖縄県も泡瀬干潟には128種類の絶滅危

惧種が生息していることを公表していて、泡瀬干潟の

埋立事業は世界に誇る生物多様性の宝庫を破壊してし

まうものです。 

 我が党は、一貫して泡瀬埋立事業を中止することを

求めてきました。埋め立てはきっぱりやめて、自然再

生のための新たな干潟の再生事業を行い、泡瀬干潟の

ラムサール条約への登録を目指すべきです。 

 以上の立場から、これらの決算の承認に反対を表明

して討論を終わります。 

○議長（喜納昌春君） 具志堅 透君。 

   〔具志堅 透君登壇〕 

○具志堅 透君 おはようございます。 

 ただいま議題となっている認定第１号「平成24年度

沖縄県一般会計決算の認定について」について、賛成

の立場から討論を行います。 

 平成24年度の予算は、沖縄振興一括交付金を最大限

に活用し沖縄21世紀ビジョン基本計画に基づく「沖縄

らしい優しい社会の構築」及び「強くしなやかな自立

型経済の構築」を基軸的な考えとし、５つの目指すべ

き将来像の実現に向けた諸施策を展開するものとなっ

ております。 

 本予算の執行により、離島の定住条件の整備や子育

て支援等の福祉分野、学力向上に向けた教育分野の諸

施策、観光振興や情報通信関連産業の振興施策に取り

組まれたほか、臨空・臨港型産業の振興など新たな

リーディング産業の振興等に大きく寄与したものと考

えております。 

 次に、平成24年度一般会計の決算状況であります

が、一般会計歳入歳出決算は、予算現額7846億6406万

8150円に対し、歳入決算額は6815億8825万7589円、歳

出決算額は6669億2153万5778円で、歳入決算額及び歳

出決算額ともに前年度を上回っております。 

 平成24年度一般会計における予算の執行率は85.0％

で、前年度に比べ5.2ポイント下回っております。 

 また、平成24年度一般会計における翌年度繰越額

は、991億9970万5399円となっております。 

 平成24年度は、沖縄振興特別推進交付金事業につい

ては、制度開始初年度ということもあり、国との協議

に時間を要し、交付決定や事業実施がおくれたこと、

また、年度後半に補正予算に計上された大型経済対策

に伴う事業の多くが繰り越しされたことにより、執行

率の低下や翌年度繰越額が増加したものであります。 

 これに対して、執行部では、平成25年度の事業執行

に当たっては、国庫補助事業に係る交付決定前の入札

準備手続を実施するとともに、沖縄振興特別推進交付

金事業については年度開始前から内閣府との調整を行

い早期着手に取り組むことなど、今後の執行率の向上

や翌年度繰越額の抑制が期待されているところであり

ます。 

 平成24年度一般会計決算における収入未済額は、47

億8515万5885円で、前年度と比較して12.6％（６億

9055万9777円）減少しております。 

 これは、執行部において、財源の確保と住民負担の

公平性の観点から、収入未済額の解消に向けた数値目

標の設定や滞納処分の強化、各所管部における債権管

理マニュアル等を活用した未収金縮減対策の取り組み

効果により減少したものであります。 

 特に、県税の収入未済額は28億3439万3760円で、前

年度より５億9135万5405円、17.3％の減となってお

り、引き続き収入未済額の縮減対策に取り組み、収納

率の向上が図られるよう期待をしております。 

 平成24年度一般会計決算における不用額は185億

4282万6973円で、前年度に比べ４億3029万3461円

（2.4％）の増となっております。 

 不用額の大部分は、災害復旧費等の予測困難な事業

や、工事費等の入札残、国庫内示減による執行残、執

行部の内部努力による経費節減等により生じたもので

あります。 

 今後は、事業の熟度や必要額を的確に把握し、効率

的な予算執行に努めるよう、不用額の縮減を期待をし

ております。 

 以上、一般会計予算に計上された各般の事務事業に

ついては、監査委員の意見書にもあるように、予算の

執行や財務に関する事務については、関係法令等に照

らしておおむね適正に処理されていると認められてお

ります。 

 沖縄21世紀ビジョン基本計画に掲げた目指すべき将

来像の実現に向けた諸施策を展開するため、引き続き

「新沖縄県行財政改革プラン」に基づく徹底した行財

政改革を実施し、今後とも適正な予算執行が図られる
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よう執行部の努力を期待するものであります。 

 以上、認定第１号「平成24年度沖縄県一般会計決算

の認定について」について、賛成の立場から討論を行

いました。 

 議員の皆様の御賛同を賜りますようお願いを申し上

げ、討論を終わります。 

○議長（喜納昌春君） 砂川利勝君。 

   〔砂川利勝君登壇〕 

○砂川 利勝君 認定第12号「平成24年度沖縄県中城

湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の

認定について」について、賛成の立場から討論を行い

ます。 

 中城湾港の開発は、地元からの要請に基づき中部地

区開発の起爆剤として、流通機能と生産機能をあわせ

持った「流通加工港湾」の整備を目的に、国・県によ

り事業が進められております。その中で、本事業は産

業の振興、雇用機会の創出及び県土の均衡ある発展に

資するため、工業用地等の確保を図るべく整備を進め

てきたところであります。また、本地区の一部は、平

成11年３月に特別自由貿易地域に指定され、平成24年

４月には沖縄振興特別措置法の改正に基づき、国際物

流拠点産業集積地域うるま地区として、加工交易型産

業や情報通信関連産業の立地促進に向け、国内外での

企業誘致活動に取り組んでいるところであります。そ

の結果、当該地区には現在160社余りの企業が立地

し、約4300人の雇用の場を創出するなど、地域経済に

与えた波及効果は大きなものがあります。このような

ことから、本事業は中部圏域の発展、ひいては本県に

おける民間主導の自立型経済構築のため、引き続き推

進する必要があります。 

 以上、認定第12号「平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定につ

いて」について、賛成の立場から討論を行いました。 

 どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。 

 次に、認定第16号「平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計決算の認定について」につ

いて、賛成の立場から討論を行います。 

 中城湾港（新港地区）は、県土の均衡ある発展に資

するため、那覇港との適切な機能分担を図り、沖縄本

島中南部の東海岸における物資の流通拠点及び工業用

地の確保による産業拠点として、流通機能と生産機能

をあわせ持った流通加工港湾に位置づけております。

現在、県においては、中城湾港新港地区内及び背後圏

の企業の活性化を促進するため、定期船の就航実証実

験を実施するとともに、大型クレーンの設置等、輸送

時間の短縮と物流コストの低減に取り組んでおりま

す。引き続き、立地企業や背後圏企業の活動及び企業

誘致を促進し、基盤となる港湾の整備を着実に進める

ことは、沖縄における産業や貿易の振興及び沖縄県の

自立型経済の発展に寄与するものであります。 

 以上、認定第16号「平成24年度沖縄県中城湾港（新

港地区）整備事業特別会計決算の認定について」につ

いて、賛成の立場から討論を行いました。 

 どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。 

 次に、認定第19号「平成24年度沖縄県中城湾港（泡

瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定につ

いて」について、賛成の立場から討論を行います。 

 中城湾港泡瀬地区埋立事業は、昭和63年に沖縄市が

策定した東部海浜開発計画を契機に、20余年にわたり

歴代の市長が推進してきた一大プロジェクトであり、

再三にわたり沖縄市議会において事業の早期実現等に

関する意見書が全会一致で採択されるなど、地元から

の強い要請に基づき進められてきたものであります。 

 当該事業については、社会状況の変化などを踏ま

え、沖縄市において市民意見や専門家などの助言を受

け、「スポーツコンベンション拠点の形成」として土

地利用計画の見直しが行われ、見直した土地利用計画

は、各種統計データ等根拠を有する資料をもとに施設

規模等を算出し、需要に対して手がたい計画とし、ま

た、埋立面積を約半分とすることで干潟の98％が残る

など環境への影響を大幅に軽減したものとなっており

ます。 

 以上のことから、本事業は本島中部東海岸地域の活

性化、ひいては県土の均衡ある発展に資するととも

に、新たな雇用の場を創出し本県における観光振興に

も寄与する重要な事業であることから、地元の強い要

請に応えるためにも引き続き本事業を推進する必要が

あります。 

 以上、認定第19号「平成24年度沖縄県中城湾港（泡

瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定につ

いて」について、賛成の立場から討論を行いました。   

 どうぞ御賛同をよろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 以上で平成25年第６回議会認

定第１号、同認定第12号、同認定第16号及び同認定第

19号に対する討論は終わりました。 

 以上で通告による討論は終わりました。 

  これをもって討論を終結いたします。 

 休憩いたします。 

   午前11時２分休憩 

   午前11時２分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 これより平成25年第６回議会乙第13号議案、同乙第
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14号議案及び平成25年第６回議会認定第１号から同認

定第23号までの採決に入ります。 

 議題のうち、まず平成25年第６回議会乙第13号議案

及び同乙第14号議案の２件を一括して採決いたしま

す。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、平成25年第６回議会乙第13号議案及び同乙

第14号議案は、委員長の報告のとおり可決されまし

た。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、平成25年第６回議会認

定第２号から同認定第11号まで、同認定第13号から同

認定第15号まで、同認定第17号、同認定第18号及び同

認定第20号から同認定第23号までの19件を一括して採

決いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの決算19件は、委員長の報告のとおり認定

することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、平成25年第６回議会認定第２号から同認定

第11号まで、同認定第13号から同認定第15号まで、同

認定第17号、同認定第18号及び同認定第20号から同認

定第23号までは、委員長の報告のとおり認定されまし

た。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、平成25年第６回議会認

定第１号、同認定第12号及び同認定第16号の３件を一

括して採決いたします。 

 各決算に対する委員長の報告は、認定すべきである

とするものであります。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの決算３件は、委員長の報告のとおり認定

することに賛成の諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、平成25年第６回議会認定第１号、同認定第

12号及び同認定第16号は、委員長の報告のとおり認定

されました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、平成25年第６回議会認

定第19号を採決いたします。 

 本決算に対する委員長の報告は、認定すべきである

とするものであります。 

 お諮りいたします。 

 本決算は、委員長の報告のとおり認定することに賛

成の諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○議長（喜納昌春君） 起立多数であります。 

 よって、平成25年第６回議会認定第19号は、委員長

の報告のとおり認定されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第５ 甲第１号議案、甲

第２号議案及び乙第１号議案から乙第29号議案までを

議題といたします。 

 知事から提案理由の説明を求めます。 

 仲井眞知事。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事提出議案 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 平成25年第７回沖縄県議会（定例会）の開会に当た

り、提出いたしました議案について、その概要及び提

案の理由を御説明申し上げます。 

 今回提出しました議案は、予算議案２件、条例議案

９件、議決議案19件、同意議案１件の合計31件でござ

います。 

 それでは、まず甲第１号議案及び甲第２号議案の予

算議案について御説明申し上げます。 

 甲第１号議案「平成25年度沖縄県一般会計補正予算

（第２号）」は、総額55億7669万3000円を計上してお

ります。その内訳は、沖縄振興特別推進交付金を活用

して実施する事業に18億5121万2000円、その他の事業

に37億2548万1000円となっております。これを既決予

算額7043億9021万5000円に加えた改予算額は、7099億

6690万8000円となります。  

 甲第２号議案「平成25年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第１号）」は、中部流域下水道建設費の

繰越明許費の補正を行うものであります。 

 次に、乙第１号議案かち乙第９号議案までの条例議

案９件のうち、その主なものを御説明申し上げます。 

 乙第４号議案「沖縄県部等設置条例の一部を改正す

る条例」は、沖縄21世紀ビジョン基本計画を着実に実

施するため、子ども生活福祉部を新たに設置するとと

もに、福祉保健部門及び環境生活部門の部を再編する

必要があることから条例を改正するものであります。 

 乙第７号議案「沖縄県待機児童解消支援基金条例」
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は、待機児童の解消を目的とした基金を設置するため

条例を制定するものであります。 

次に、乙第10号議案から乙第28号議案までの議決議

案については、「工事請負契約について」や「指定管

理者の指定について」など19件について議決を求める

ものであります。 

 最後に、乙第29号議案の同意議案は、沖縄県教育委

員会委員１人が任期満了することに伴い、その後任を

任命するため同意を求めるものであります。 

 以上、今回提出いたしました議案について、その概

要及び提案の理由を御説明申し上げました。 

 慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申

し上げます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事の提案理由の説明は終わ

りました。 

 ただいま議題となっております議案中、職員に適用

される基準の実施、その他職員に関する事項について

必要な規定を定める条例については、地方公務員法第

５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要

がありますので、ただいまから人事委員会委員長の意

見を求めます。 

 人事委員会委員長。 

   〔人事委員会委員長 玉城 健君登壇〕 

○人事委員会委員長（玉城 健君） おはようござい

ます。 

 ただいま議長から、地方公務員法の規定に基づき人

事委員会の意見を求められましたので、当委員会の意

見を申し上げます。 

 初めに、乙第１号議案「沖縄県職員の旅費に関する

条例の一部を改正する条例」につきましては、船員法

の一部改正に伴い、船員たる職員がその責により退職

した場合における旅費の支給等に係る所要の改正を行

うものであり、適当であると考えます。 

 次に、乙第２号議案「東日本大震災に対処するため

の沖縄県職員の特殊勤務手当の特例に関する条例の一

部を改正する条例」につきましては、原子力災害対策

特別措置法の一部改正に伴い、東日本大震災関連作業

手当の支給の対象となる区域等について、所要の改正

を行うものでありますので、適当であると考えます。 

 次に、乙第３号議案「特別職に属する常勤の職員及

び一般職に属する職員の給与の臨時特例に関する条例

の一部を改正する条例」のうち、一般職の職員に関す

る部分につきましては、本年７月から臨時特例的に実

施している給与減額支給措置について、減額率を低減

するものでありますので、これら職員の士気と生活へ

の影響に配慮した措置であることから、異議はござい

ません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 人事委員会委員長の意見の開

陳は終わりました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第６ 陳情第131号及び

第135号の付託の件を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいまの陳情２件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第７ 議員派遣の件を議

題といたします。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員派遣の件 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） お諮りいたします。 

 本件は、お手元に配付の「議員派遣の件」のとおり

議員を九州各県議会議員交流セミナーへ派遣すること

に御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 次に、お諮りいたします。 

 ただいま可決されました議員派遣の内容に今後変更

を要するときは、その取り扱いを議長に一任すること

に御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、さよう決定いたしました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、お諮りいたします。 

 議案研究のため、明11月28日から12月３日までの６

日間休会といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、明11月28日から12月３日までの６日間休会

とすることに決定いたしました。 

－ 24 －



   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。 

 次会は、12月４日定刻より会議を開きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午前11時20分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 説明員として出席を求めた公安委員会委員長翁長良

盛君は、別用務のため本日から６日まで及び10日の会

議に出席できない旨の届け出がありましたので、その

代理として本日から６日までの会議に公安委員会委員

與儀弘子さん、10日の会議に同委員会委員金城棟啓君

の出席を求めました。 

 また、人事委員会委員長玉城健君は、所用のため本

日から６日まで及び９日から11日までの会議に出席で

きない旨の届け出がありましたので、その代理として

人事委員会事務局長平良宗秀君の出席を求めました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） この際、念のため申し上げま

す。 

 本日から６日まで及び９日から11日までの６日間に

わたって行われます代表質問並びに一般質問及び議案

に対する質疑につきましては、議会運営委員会におい

て決定されました質問要綱に従って行うことにいたし

ます。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 代表質問を行いま

す。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

 照屋守之君。 

   〔照屋守之君登壇〕 

○照屋 守之君 おはようございます。 

 自由民主党を代表して質問を行います。  

 まず１点目の基地問題でございます。 

 私ども自由民主党県連は、普天間飛行場問題につい

て、県連大会や参議院選挙における公約は、①、危険

性の除去、②、早期返還、③、県外移設を求める、④、

固定化阻止、この４点を掲げて県民に示して解決に向

けて取り組んできたところであります。 

 このたび、12月１日の県連総務会において、政策の

「日米地位協定の見直し及び米軍基地の整理縮小」の

中で、「普天間飛行場の危険性除去と早期返還・県外

移設と固定化阻止に取り組みます。」、この部分を

「普天間飛行場の危険性除去と早期返還・固定化を阻

止するため、辺野古移設を含むあらゆる選択肢を排除

しない。」に追加変更を行いました。このことは、こ

れまで県外移設を中心に取り組んできたものの、固定

化阻止のため辺野古移設を含むあらゆる選択肢を排除

しないに方針を変更するものであります。 

 方針の変更については、普天間飛行場の継続使用や 
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固定化が危惧される中で、私どもは普天間飛行場の危

険性の除去のためにあらゆる手段を講じて固定化を阻

止しなければならない。非常に厳しい政治的決断に

至ったわけでございます。 

 なお、県民の皆様には、県外移設の道筋をつくるこ

とができずに、固定化阻止のためとはいえやむを得ず

辺野古移設を認めざるを得ないことにつきましては、

深くおわびを申し上げます。 

 私ども自由民主党県連は、これまで県外移設を求め

る行動として、党本部や政府、官房長官、防衛大臣、

外務大臣への要請、党本部における全国幹事長会議、

全国政調会長会議、さらには全国青年局長会議で沖縄

の基地負担軽減を訴え、党本部幹事長室に県連と基地

問題を協議する場の設置や、党国防部会での取り組み

を訴え、さらに全国各地の基地の視察や意見交換等を

通して普天間飛行場の県外での受け入れ先を模索して

きたわけでございます。そして県外移設先の調査、協

議を行い、それを党本部や政府に働きかけて日米協議

のテーブルにのせたい、県外の道筋をつくっていきた

い、私どもはそのような思いで取り組んできたわけで

ございます。 

 普天間飛行場の返還・移設は、日米両政府の権限、

意思決定のみにより解決するものでございます。私ど

もは、政府や党本部に要求し続けてきたところであり

ますけれども、残念ながら今日に至るまで私ども県連

が求めてきた県外移設について日米両政府が協議する

に至っていないのが現状で、私どもの力不足を感じて

いるわけであります。改めておわびを申し上げます。 

 そして今日に至っては、政府から辺野古への埋立申

請の可否の判断が迫り、党本部、政府とも日米合意

案、辺野古移設案以外は解決の道筋はなく、このまま

県内移設を求め続けていくことは、普天間飛行場の継

続使用、固定化につながる、そのような厳しい局面に

あると感じております。同時に、嘉手納以南の基地の

返還にも大きな影響が出てくる。そのような危機感も

ございます。 

 私ども自民党県連は、普天間飛行場の危険性の除去

と早期返還に取り組んできましたが……（傍聴席にて

発言する者あり） 

○議長（喜納昌春君） 傍聴人は静粛に願います。 

○照屋 守之君 固定化という大変厳しい状況に直面

し、県議会議員のさまざまな議論の結果、普天間飛行

場の固定化阻止について全会一致で確認をし、あらゆ

る手段を講じ、その中でやむを得ず辺野古移設も容認

せざるを得ない状況にあるとの結論に至り、冒頭に説

明いたしましたように、県連の手続を経て議員総会、

常任総務会、総務会を開催して県連の意思を決定した

わけでございます。 

 なお、総務会の開催前日の11月29日に役員が上京し

て、安倍総理大臣、菅官房長官、石破幹事長に対し

て、(1)、普天間飛行場の早期の運用停止、(2)、オス

プレイの分散配備、訓練の県外分散、(3)、嘉手納以南

の基地返還時期の見直し、(4)、日米地位協定に環境条

項の追加、(5)、米軍基地のさらなる整理縮小の要請を

行い、12月中旬までにぜひとも県民に対して負担軽減

を示してほしい、強く要望してきたところでございま

す。 

 普天間飛行場問題は、平成８年、日米合意以来17年

間が経過し、大田県知事、稲嶺県知事、そして仲井眞

県知事と３代の県知事が取り組んできた難題でござい

ます。 

 私ども自由民主党県連の国会議員や県議会議員も同

様に、この問題解決に特に大きな責任を感じておりま

す。その責任とは、国政の政権政党、そして県政与党

として現実の問題を解決する責任でございます。今回

の対応については、厳しい批判を受けることを覚悟い

たしておりますけれども、私どものこの問題に対して

責任を果たしていくその決断になったものでございま

す。 

 仲井眞知事には長年にわたる普天間飛行場問題の解

決の道筋をつけていただきますようお願いを申し上

げ、質問を行います。（傍聴席にて発言する者あり） 

○議長（喜納昌春君） 傍聴人は静粛に願います。 

○照屋 守之君 (1)、米国防総省は、国防費の削減に

伴い海兵隊の規模を現行の19万5000人から縮小する計

画を検討しておりますが、ヘーゲル国防長官は、15万

人台まで削減する可能性に言及しております。本県の

海兵隊再編への影響について県の見通しを伺います。 

 (2)、政府は、オスプレイの県外での訓練実施や2014

年６月に普天間飛行場のＫＣ130空中給油機15機を岩

国基地に移駐する方針を示しております。本県の負担

軽減について、県はどのように評価しておりますか。

また、オスプレイの他県への分散配置について、全国

知事会への要請を含めて県の取り組みを伺います。 

 (3)、辺野古沿岸部への埋立申請に関し、県は、名護

市など関係機関に対し意見照会を行ったが、その回答

の内容、また、沖縄防衛局に対する31項目・73問の質

問の回答について、２次質問をした理由と主な項目な

ど、そして県の埋立時期の判断時期について伺いま

す。 

 (4)、日米両政府は、２プラス２で普天間飛行場の移

設問題の推進を確認し、外務・防衛両大臣が来県し知
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事と会談をしております。会談の内容と、両大臣がそ

ろって来県したことの意味、今後の本県の基地負担の

軽減にどのようにつながると考えるか伺います。 

 ２、観光振興について。 

 (1)、本県観光の将来展望について。 

 ア、平成33年における本県観光は、観光収入１兆

円、観光客１人当たりの県内消費額10万円、入域観光

客総数1000万人を目標としておりますけれども、それ

を実現するための目指すべき本県観光の将来像・目標

が達成された観光地としてのイメージをどのように描

いているか伺います。 

 イ、観光客１人当たりの観光消費額が伸びない要因

として、ハワイやグアム等との比較において、本県観

光に何が不足し何が問題なのか伺います。 

 ウ、県が検討している２万人収容の県内最大の大型

ＭＩＣＥ施設の整備については、早くも誘致を求める

市町村の動きが活発化しております。県が計画してい

る施設の機能や運営等の基本的な考え方について伺い

ます。 

 エ、2020年東京オリンピック開催に向け、本県への

海外客誘致について、県の戦略と国の東南アジア観光

客を対象としたビザの発効要件緩和の拡大、富裕層を

限定にした長期滞在ビザについて、本県への取り込み

をどう展開するか伺います。 

 (2)、観光誘客のための国際交流について。 

 ア、せんだっての高良副知事の欧州視察の目的とそ

の成果について伺います。 

 イ、世界的なパリ百貨店役員の一行が沖縄訪問をし

ておりますけれども、その目的は何か。 

 ウ、その際のＣＥＯは、観光・工芸品・食に興味を

持ったようでありますけれども、今後の展開について

伺います。 

 エ、来年の日本展で、沖縄を特別に取り上げたいと

のことでありますけれども、県は積極的に支援すべき

ではございませんか、御見解を賜ります。 

 ３、離島・過疎地域の振興について。 

 (1)、那覇を発着する慶良間、伊江島路線、石垣を発

着する波照間、多良間路線について、県は、関係市町

村、航空会社等との協議を行っておりますけれども、

県の支援内容によっては就航は可能と考えるもので

す。県の対応を伺います。 

 (2)、離島各島々の歴史的に受け継がれてきた伝統文

化や芸能・伝統行事などの活用や自然を生かしたエコ

ツーリズムの推進など、離島観光の振興について県の

取り組み状況を伺います。 

 (3)、離島のガソリンなど石油価格軽減補助につい

て、県は制度拡充を図っておりますけれども、その概

要と対象地域、期間等について伺います。 

 (4)、離島における建設工事施工価格の割高につい

て、関係業界は離島の実態に沿った単価の設定を求め

ておりますけれども、現状と県の考えを伺います。 

 ４、農林水産業の振興について。 

 (1)、台風による被害が相次いでおりますけれども、

台風23号、24号、そして27号による農作物等への被害

について、その内訳と県の支援対策を伺います。 

 (2)、県産パイナップルの収穫量が年々減少しており

ます。台風など自然災害による減産や安価な外国産が

国内流通の９割を占めている状況に対する対応と、収

穫量向上に向けた県の取り組みについて伺います。 

 (3)、本県のサトウキビは、周年発生する害虫、イネ

ヨトウによる被害が問題となっております。これまで

の県の防除対策による効果と根絶に向けた取り組みに

ついて伺います。 

 (4)、本県は、亜熱帯・島嶼性に適合した水産業の振

興を図るため、つくり育てる漁業を推進しております

けれども、その前提となる水産業の基盤整備はどのよ

うに進められていくか、これまでの成果を含む取り組

みについて伺います。 

 (5)、ＴＰＰ交渉が進む中で、政府の産業競争力会議

で、1970年代から続けられてきた米の生産調整（減

産）の見直しが提言され、農水省は、見直しを検討す

る方針を決めたようでございます。本県米農家への影

響について伺います。 

 (6)、ＴＰＰ交渉の動向や国の対応が注目されており

ますけれども、本県農水産業の保護を図るため、県の

取り組み状況はどうなっているか。また、交渉が最終

局面を迎える中、今後の県の対応と見通しについて伺

います。 

 ５、陸上交通網の整備について。 

 (1)、県は、鉄軌道の導入について、2020年３月末工

事着工を想定しているようでございます。路線計画や

公共交通の再編など多くの課題の解決や具体的な作業

に入るための事業工程表の策定など、今後７年でどの

ように進めていくのか伺います。 

 (2)、対象ルートについて、内閣府は、名護―糸満間

に30駅、支線として本部、南城、八重瀬、那覇空港と

つなぐ案となっております。県案は、名護―那覇空港

を13駅で結ぶ一本の軸線だけとなっております。県民

の足の便を考える上で支線も重要であると考えるもの

でございます。お伺いをいたします。 

 (3)、沖縄都市モノレールの浦添延長については、首

里駅から浦西駅（仮称）までの全体延長の就業開始を
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2019年に予定されておりますけれども、石嶺駅（仮

称）までの先行開業について、県の考えを伺います。 

 (4)、県の地域公共交通総合計画に基づくバスレーン

規制が関係機関の意見がまとまらず先行き不透明との

ことですけれども、定時・定速を目指す基幹バスの導

入に影響しないか伺います。 

 (5)、2011年度から実施してきたＥＶバス開発・実証

運用事業について、本年度で終了する理由と当初目標

を３年間でどの程度達成できたか。また、本格的に普

及させるための課題や問題点について伺います。 

 ６、教育環境の整備について。 

 (1)、会計検査院の調査で、県内の小・中・高校など

の教育施設の耐震化率は、全国平均を下回っているよ

うでありますけれども、その理由と取り組みの状況を

伺います。 

 (2)、地震などの災害の際、学校は避難場所となりま

すけれども、震度６程度の地震で倒壊するおそれのあ

る学校施設が避難場所に指定されていることはないか

伺います。 

 (3)、いじめ防止対策推進法の成立で、教育委員会や

学校に調査組織の設置を義務づけた中で、文部科学省

は、いじめ防止の基本方針…… 

 ちょっと休憩願います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時26分休憩 

   午前10時26分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○照屋 守之君 やり直します。 

 (3)、いじめ防止対策推進法の成立で、教育委員会や

学校に調査組織の設置を義務づけた中で、文部科学省

は、いじめ防止の基本方針をまとめ、重大ないじめを

担当する附属機関の設置を地方に求める方針のようで

ありますけれども、その理由と全国一律の方策で本県

の対応は可能であるか伺います。 

 (4)、県教育委員会は、ネット犯罪への児童生徒の関

与を未然に防ぐため、プロジェクトチームを発足させ

ておりますけれども、その構成メンバーと各学校や教

員向けのガイドラインの内容、県警や関係行政機関、

保護者等との連携はどのように行われますか伺いま

す。 

 (5)、県教育委員会は、県立の高校や特別支援学校な

どで使う教科書の決定を教育長に委ねることを決めた

ようでありますけれども、その理由と法律の定め、他

県の状況等について伺います。 

 (6)、児童生徒の生活実態調査について、調査対象と

結果の総括、過剰な部活動と学習時間への影響が懸念

されていることについての県教育委員会の見解を伺い

ます。 

 (7)、県教育委員会は、国から竹富町教育委員会に是

正要求するよう指示されている件について、是正要求

はせず継続協議することとなったようであります。協

議の内容と国の要求の妥当性について伺います。 

 (8)、学力向上推進室を設置しての学力向上の取り組

みについて伺います。 

 よろしくお願いいたします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 照屋守之議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、基地問題に係る御質問の中で、辺野古

埋立承認申請の判断時期についての御質問にお答えい

たします。 

 埋立承認申請につきましては、現在、その内容につ

いて審査が継続している状況であります。承認するか

否かの判断時期につきましては、早くても今月末以降

になるものと考えております。 

 次に、観光振興についての御質問の中で、沖縄観光

の将来像の達成イメージについてという御趣旨の御質

問に答弁をいたします。 

 沖縄県では、アジア・太平洋地域における観光地の

中でも高いブランド力を保持する「世界水準の観光リ

ゾート地」の形成を目指しているところでございま

す。その目標達成のイメージとして、観光客は沖縄な

らではの観光交流を楽しみ、そして観光産業は安定的

な収入を得ている。また、県民は、観光から経済的な

メリットを享受し、積極的に観光地づくりに参画して

いる。観光資源につきましては、保全と活用の両立が

図られているなどなどというような将来像を描いてお

ります。 

 次に、陸上交通網の整備についての御質問の中で、

鉄軌道導入の事業工程についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。 

 沖縄県は、鉄軌道等の早期導入に向けて、今年度、

導入するルートやシステム、そして事業スキームな

ど、県としての考えを取りまとめていくことといたし

ております。その考えをもとに平成26年度から27年度

にかけまして、県民のコンセンサスを得るためのパブ

リックインボルブメント等を実施するとともに、「沖

縄鉄軌道整備計画策定委員会」――これはまだ仮称で

すが――を立ち上げ、県の計画案を策定してまいりた

いと考えております。平成28年度には、策定した県の

計画案をもとに事業化に向けた国との調整を行い、事
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業主体及び運行会社を決定し、環境アセスや鉄道事業

法等に基づく諸手続を経て、平成31年度末に工事に着

手できるよう取り組みを加速してまいる所存でござい

ます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 観光振興に関する御質問の

中で、私の欧州視察の目的とその成果についてお答え

をしたいと思います。 

 私は、11月３日から11日にかけまして、ヨーロッパ

のウチナーネットワークを深め、観光や文化など各分

野における欧州との交流を促進することを目的に、イ

ギリス、フランス、ドイツの３カ国を訪問してまいり

ました。 

 今回の訪問では、各国県人会や新ウチナー民間大使

等の指導のもと、現地の人々が沖縄空手や三線演奏を

行う姿を拝見し、沖縄の文化や伝統芸能が欧州に根づ

いている様子に深く感銘を受けるとともに、関係者の

これまでの活動をねぎらい、今後沖縄との交流を深め

ることを約束してまいりました。また、各国日本大使

館やカリエール・シュール・セーヌ市やデュッセルド

ルフ市など現地自治体を表敬して、県系人及び関係者

の活動支援をお願いし、あわせて沖縄県の観光ＰＲや

文化公演事業への協力についても要望してまいりまし

た。 

 続きまして、農林水産業の振興に関する御質問の中

で、ＴＰＰ交渉に対する沖縄県の対応についてお答え

をいたします。 

 ＴＰＰ交渉については、去る10月のＴＰＰ首脳声明

以降、11月に首席交渉官会合が開催され、12月にはＴ

ＰＰ閣僚会合が予定されるなど、年内妥結に向けて加

速的に進展しており、予断を許さない状況にあると認

識しております。このため、沖縄県では10月24日と11

月29日に、ＪＡ等関係団体と連携し、内閣官房長官や

ＴＰＰ担当大臣など政府・与党に対して、本県農林水

産業に影響が出ないよう、強く要請したところであり

ます。 

 今後とも、ＴＰＰ交渉の動向や国の対応を踏まえな

がら、時期を逸しないよう、必要な対策について適切

に対応してまいります。 

 続きまして、教育環境の整備に関する御質問の中

で、学力向上推進室の取り組みについてお答えをいた

します。 

 教育委員会は、本県の学力に係る現状を真摯に受け

とめ、諸課題を学校とともに改善するため、学力向上

推進室を設置しております。全ての学校が全職員で意

欲的に取り組む体制を構築し、全国学力調査において

30位台を目指すとともに、児童生徒一人一人がみずか

らの夢や目標を達成できるよう学校を支援してまいり

ます。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、米国防総省による海兵隊削減計画が在沖

海兵隊へ与える影響についてお答えいたします。 

 海兵隊の再編については、去る７月、ヘーゲル国防

長官が海兵隊の兵力を17万5000人から最大15万人まで

削減することに言及したことは承知しております。ま

た、米海兵隊は、統合・再編を検討する中で沖縄の第

３海兵遠征軍は引き続き維持するとしております。 

 県としましては、国防費削減に伴う海兵隊の統合・

再編が在沖海兵隊に与える影響について、引き続き情

報収集を行いつつ、今後の動向を注視してまいりたい

と考えております。 

 次に、ＫＣ130給油機の岩国移駐及びオスプレイの

分散配置についてお答えいたします。 

 普天間飛行場のＫＣ130の移転は、在日米軍再編計

画の中で合意されていたもので、普天間飛行場の危険

性や騒音が低減することとなれば、沖縄の負担軽減に

つながるものと考えております。 

 オスプレイについては、去る11月８日の全国都道府

県知事会議において、知事が総理大臣や防衛大臣に対

して、訓練移転や配置分散の実施などを求めたところ

です。これに対し、防衛大臣からは、沖縄以外の場所

での訓練等について、自治体の理解と協力を求める旨

の発言がありました。オスプレイについては、県民の

不安が一向に払拭されておらず、県としては軍転協と

も連携し、配備計画の見直しと配置分散の実施などを

あらゆる機会を通じ日米両政府に求めてまいりたいと

考えております。  

 次に、外務・防衛大臣との会談及び来県の意味につ

いてお答えいたします。 

 去る10月８日の外務・防衛大臣との会談では、同３

日の２プラス２、日米共同発表において、「普天間飛

行場の代替施設をキャンプ・シュワブ辺野古崎地区及

びこれに隣接する水域に建設することが唯一の解決

策」としたことについて、知事は「全く理解できかね

る。」と申し上げ、「日米両政府間でどのような議論

があるのか。」説明を求めました。大臣からは、「従
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来の日米間の立場を再確認した。」とのことであり、

唯一の解決策とした具体的な理由、経緯などについて

説明はありませんでした。また、両大臣から、沖縄の

基地負担の軽減への取り組みについて説明がありまし

たが、県としては県民が実感できる負担軽減の実現が

必要であると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基地問題について

の御質問の中で、辺野古埋立承認申請に関する関係機

関等への質問と回答についての御質問にお答えいたし

ます。 

 埋立承認申請に関して、名護市長、第11管区海上保

安本部中城海上保安部、県農林水産部及び県環境生活

部へ意見照会を行っております。その結果、名護市長

から、埋め立てを承認しないよう求める意見がありま

した。中城海上保安部からは、船舶交通の安全性確保

の観点からは意見なしとの回答がありました。また、

県農林水産部から、汚濁防止に努め漁業への影響を最

小限に抑えるよう配慮してもらいたいとの意見があり

ました。県環境生活部からは、事業実施区域周辺域の

生活環境及び自然環境の保全についての懸念が払拭で

きないとの意見が提出されております。これら意見の

内容について、沖縄防衛局に見解を求めているところ

であります。また、沖縄防衛局に対して、申請書に関

する31項目73問の質問を出しましたが、その回答を審

査した結果、埋立土砂に用いる岩ズリのストック量、

移入種対策の具体的な方法、ウミガメ類の保全措置等

について、より詳細に確認すべきと判断されたことか

ら、再度質問を行い、11月20日に２次回答が提出され

たところであります。 

 次に、離島・過疎地域の振興についての御質問の中

で、離島における公共工事設計単価の現状と県の考え

についてお答えをいたします。 

 公共工事における設計単価は、市場における取引価

格を調査し、労務単価や材料単価に反映させておりま

す。本県における新年度の労務単価は、昨年度に比べ

平均で12.3％上昇したところであります。また、材料

単価も定期的に発刊される最新の建設物価資料等をも

とに適正に算定を行っているところであります。しか

し、関係業界からは離島地区の実勢単価とは乖離があ

り、改善を要するとの指摘があります。 

 県といたしましては、現在、実態調査を進めている

ところであり、実際に設計単価と実勢単価に乖離があ

るのであれば、積算方法の見直しも含めて検討してい

きたいと考えております。 

 次に、陸上交通網の整備についての御質問の中で、

モノレール石嶺駅までの先行開業についての御質問に

お答えいたします。 

 モノレール石嶺駅までの先行開業につきましては、

道路の拡幅が完了し、那覇市から早期開業の意見があ

ることから、県、那覇市、浦添市、沖縄都市モノレー

ル株式会社の４者で勉強会を開催しているところであ

ります。現在、運行システムの安全性や経済性、モノ

レール社の体制、行政手続及びスケジュール等につい

て検討をしているところであります。今年度内には国

の関係部局との調整を経た後、方向性を出したいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） それでは観

光振興に関する御質問の中の、ハワイやグアムとの比

較における観光消費額の課題についてお答えいたしま

す。 

 平成24年における沖縄・ハワイ・グアムそれぞれを

訪問した日本人観光客１人当たり観光消費額は、沖縄

が６万7472円、ハワイが15万4674円、グアムが４万

9402円となっております。１人当たり観光消費額が、

沖縄がハワイに比べて低くグアムよりも高くなってお

りますのは、沖縄における平均滞在日数が3.73日であ

るのに対して、ハワイは6.02日と長く、グアムは３日

と短くなっていることから、滞在日数の差が主な要因

であると考えております。 

 観光消費額の増加に向けては、滞在日数の延伸を図

ることのほか、土産・買い物費を増加させることなど

が課題であります。このため、県としましては、島々

をめぐる周遊型観光や、歴史・文化等の地域資源を活

用した魅力ある観光を推進するとともに、新たな土産

品開発の支援などに取り組むこととしております。 

 次に、ＭＩＣＥ施設の機能や運営等の基本的な考え

方についてお答えいたします。 

 ＭＩＣＥ施設については、アジア諸国を初め世界的

に誘致に向けた取り組みが強化されていることから、

大型ＭＩＣＥ施設については国際競争力を備える必要

があると考えております。そのため、ＭＩＣＥ施設の

規模や形態、利便性など多様な主催者ニーズに対応で

きる機能を備えることとしております。 

 施設の運営については、安定的かつ自立的な経営を

確保するとともに、高品質なサービスを周辺エリアと

も連携しながら提供していくことが重要と考えてお
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り、今年度はこれらの考え方を基本に、必要な機能や

運営のあり方等を検討しているところであります。 

 続きまして、オリンピック開催に向けた国の誘客施

策と本県への誘客展開についてお答えいたします。 

 2020年の東京オリンピック・パラリンピック競技大

会の開催については、外国人観光客を県内へ呼び込む

絶好の機会であると認識しております。沖縄県としま

しては、オリンピック開催国としての国際的注目度を

生かしつつ、査証要件の緩和の拡大など国の取り組み

に的確に対応しながら戦略的な海外誘客プロモーショ

ンを展開してまいります。 

 次に、離島・過疎地域の振興に関する御質問の中

の、離島観光の振興についてお答えいたします。 

 離島観光の振興においては、航空路線の拡充や旅行

商品の充実を図るとともに、多様な離島の魅力を効果

的に発信することが重要と考えております。このた

め、離島へのチャーター便等の就航支援や、観光協会

等と連携しながら歴史・文化、自然環境などを活用し

た旅行商品の造成支援を行うほか、ウエブサイトで離

島の魅力をきめ細かく情報発信しております。また、

今年度は、東京において本土と離島の観光事業者が商

談を行う離島コンテンツフェアを開催しております。 

 県としましては、引き続き離島観光の振興に努めて

まいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 観光振興についてと

いう御質問の中の、フランス百貨店の沖縄訪問につい

てという趣旨の御質問でございます。２の(2)のイ、

ウ、エは関連いたしますので一括してお答えをいたし

ます。 

 創業160年を誇る世界最古の百貨店であるフランス

のボン・マルシェ百貨店が、毎年開催しております国

別フェアにおいて日本展の開催を検討していると聞い

ております。その中で、特に沖縄の県産品について関

心があり、今回はその視察のための沖縄訪問であると

いうことでございます。 

 今後、沖縄県といたしましては、観光や文化とも連

携し支援を検討してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島・過疎地域の振興

についての御質問の中の、離島航空路線の再開につい

てお答えいたします。 

 離島航空路線の再開については、地元からの早期再

開の要望及び航空事業者の就航意向がある石垣―波照

間、石垣―多良間路線について、県、竹富町、多良間

村及び第一航空株式会社を構成員とした石垣拠点航空

路開設検討協議会を10月29日に立ち上げ、平成27年度

中の再開に向け運航方策の検討を行っております。 

 慶良間、伊江島路線については、今後、地元や航空

会社の意向、事業採算性等を踏まえ検討する必要があ

ると考えております。 

 次に、石油製品輸送等補助事業の拡充の概要と対象

地域等についてお答えいたします。 

 沖縄県では、本島・離島間における石油製品価格差

のさらなる縮小を図るため、平成25年11月１日から石

油製品輸送等補助事業の拡充を行ったところでありま

す。拡充の内容としましては、石油製品の輸送過程に

おいて、コンテナやドラム缶などの輸送形態ごとに異

なる離島特有の経費が発生していることに着目し、こ

れまで一律１リットル当たり0.75円の補助を行ってい

たところを、輸送形態に応じて最大で12円までの複数

の補助単価を設定したところであります。拡充の対象

地域としましては、島に石油製品販売事業者が存在

し、かつ油槽所が設置されていない規模の小さな18離

島を対象としております。 

 県としましては、次年度以降も引き続き当該補助事

業を実施し、本島・離島間における石油製品価格差の

縮小を図ってまいります。 

 次に、陸上交通網の整備についての御質問の中の、

支線の必要性についてお答えいたします。 

 沖縄県総合交通体系基本計画では、沖縄本島を縦断

し、広域移動を支える基幹軸となる鉄軌道を含む新た

な公共交通システムを導入し、支線となるフィーダー

交通としてＬＲＴ、基幹バス等が有機的に連携する利

便性の高い公共交通ネットワークの構築に向けた取り

組みを進めることとしております。そのため、今年度

は鉄軌道等の導入に向けたルートやシステム、事業ス

キームの検討とあわせ、フィーダー交通との連携につ

いても幅広く検討を行っており、鉄軌道等と一体と

なった望ましい公共交通ネットワークのあり方につい

て、県としての考え方をまとめていくこととしており

ます。 

 次に、基幹バスの導入についてお答えいたします。 

 沖縄県は、急激な自動車利用の拡大とバス利用者の

減少により極めて高い自動車依存型社会が形成され、

交通渋滞が日常化しております。県としては、交通渋

滞の緩和には公共交通利用への転換が重要であると考

えていることから、国道58号を中心とする那覇市から
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沖縄市までの区間に、定時・速達性が高く多頻度で運

行する基幹バスシステムを平成29年度に導入すること

を目的とした地域公共交通総合連携計画を平成24年３

月に策定し、公共交通の活性化に向けた各種事業に取

り組んでおります。 

 基幹バスシステムの導入に当たっては、バス専用の

走行空間が必要不可欠であるため、関係機関と連携し

て段階的にバスレーンを延長することとしており、現

在、平成26年４月からの延長実施に向けて調整を行っ

ているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業の振興に

ついての御質問の中の、台風による農作物等の被害の

内訳と県の支援対策についてお答えいたします。 

 平成25年度襲来した台風４号から台風27号までの７

個による農林水産業への被害は、全体で約12億2600万

円となっております。その内訳としましては、１、サ

トウキビ、露地野菜等の農作物で約11億1800万円、

２、農地・農業用施設で約3000万円、３、畜産で約

5400万円、４、漁港施設等で約2400万円となっており

ます。 

 対策につきましては、１、農業共済の活用、２、農

林漁業セーフティネット資金など低利の制度資金の活

用、３、農業制度資金の借入者に対する償還猶予、

４、サトウキビの種苗確保、５、公共施設への災害復

旧事業の活用など支援を行っております。 

 次に、県産パイナップルの生産状況と県の取り組み

についてお答えいたします。 

 パイナップルは、北部や八重山地域の酸性土壌に適

した作物であり、地域経済を支える重要な品目となっ

ております。しかしながら、近年、生産農家の高齢

化、たび重なる台風等の自然災害により減産傾向にあ

り、平成24年の生産量は6260トンで、国内流通量に占

める割合は約３％となっております。このため、県と

しましては、沖縄21世紀ビジョン基本計画に基づき、

沖縄振興特別推進交付金等を活用し、１、災害に強い

栽培施設の整備、２、優良種苗の計画的な増殖・配

布、３、生果用・加工用果実の一元集荷による生産出

荷体制の整備・強化、４、農業生産法人等の育成確保

及び機械化による省力化など、生産対策に取り組んで

おります。 

 県としましては、今後ともＪＡや市町村等関係機関

と連携し、パイナップルの増産対策に取り組んでまい

ります。 

 次に、サトウキビ害虫イネヨトウの防除対策につい

てお答えいたします。 

 サトウキビ害虫のイネヨトウは周年発生し、サトウ

キビの芯枯れを起こすことが問題となっております。

このため、県としましては、沖縄振興特別推進交付金

等を活用し、交信攪乱法による環境に優しい防除技術

の普及を図っているところであります。その結果、

フェロモントラップへの成虫の誘引数がほぼゼロに近

い数値となっており、事業の効果が発現しておりま

す。 

 県としましては、今後とも市町村、ＪＡ、製糖工場

等と連携し、効果的なイネヨトウの防除対策を推進し

ていく考えであります。 

 次に、つくり育てる漁業の基盤整備についてお答え

いたします。 

 本県においては、水産資源の減少等に対応するた

め、サンゴ礁海域の特性を生かした養殖業等、つくり

育てる漁業の振興に努めているところであります。具

体的には、海ブドウ養殖施設やモズク種苗供給施設、

クルマエビ種苗供給施設などの整備を促進しておりま

す。その結果、クルマエビやモズク、海ブドウ及びヤ

イトハタが全国１位の生産となり、平成23年の生産額

は漁業生産額全体の約４割となっております。さら

に、つくり育てる漁業の研究拠点を強化するため、水

産海洋技術センターの移転整備や、栽培漁業センター

の低コスト陸上養殖試験施設の設置等を行っておりま

す。 

 県としましては、今後ともつくり育てる漁業の推進

に努めてまいります。 

 次に、米の生産調整の見直しによる本県米農家への

影響についてお答えいたします。 

 国においては、平成22年度から農業者戸別所得補償

制度を実施しております。米については、現在、国が

示した生産数量目標を守った生産者に対し、10アール

当たり１万5000円が交付されておりますが、今回の制

度見直しに伴い、平成26年産米から交付単価を7500円

に減額し、30年産から廃止される予定となっておりま

す。一方、新たな国の支援策として、日本型直接支払

い制度の創設や水田活用の直接交付金の拡充などが検

討されていると聞いております。国の試算によります

と、新たな制度等により米生産農家の所得は確保され

るとしていることから、県としましては、引き続き米

生産農家の経営安定が図られるよう適切に対応してま

いります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 
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   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 陸上交通網の整備に

ついての中で、ＥＶバス開発・実証運用事業の終了の

理由と実績及び課題等についての御質問にお答えしま

す。 

 ＥＶバス開発・実証運用事業は、路線バスをディー

ゼルバスから電気バスへ転換することによる温室効果

ガスの削減効果と、電気バスへの改造技術を蓄積し事

業化の可能性を検討することを目的として平成23年度

から開始しております。試作した２台のＥＶバスは、

平成24年度、25年度に実証運行を行い、ディーゼルバ

スと比較して二酸化炭素の排出量を約40％削減できる

ことが確認されております。一方、ＥＶバスへの改造

は中古バスの状態に応じた設計が必要であること、

バッテリーのコストが割高なこと、１充電での走行距

離が短いこと、量産化を行うための県内企業の体制が

整っていないことなどの課題があり、事業化にはさら

なる技術革新と県内事業者の体制整備が必要でありま

す。これらのことから事業化の可能性が低く、開発・

実証運用事業を終了することとしました。 

 今後は、試作した２台のＥＶバスの利活用を図り、

ＥＶバスの県民への周知を進めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育環境の整備

についての御質問で、県内小・中・高校の耐震化の取

り組み状況等についてお答えいたします。 

 本県における公立小・中・高校の学校施設の耐震化

率は、平成24年12月末現在の会計検査院の調査により

ますと、全国平均84.3％に対して78.2％となっており

ます。本県では、沖縄振興計画に基づく高率補助を活

用して、改築事業による耐震化を推進してまいりまし

た。一方、全国では比較的短期間で対応できる耐震補

強を中心に取り組んでおり、耐震化率の伸びが著しい

ものがあります。結果として、沖縄県の耐震化率が全

国平均を下回っている状況となっております。 

 県教育委員会としましては、改築事業の前倒しを積

極的に働きかけるなど、市町村とも連携して引き続き

早期の耐震化に取り組んでまいります。 

 次に、避難場所に指定されている学校施設の耐震化

の状況についてお答えいたします。 

 会計検査院の調査によりますと、避難場所指定され

ている県内小・中・高校のうち、震度６強程度で倒壊

する危険性の高い施設の占める割合は、全国平均

14.5％に対して22.1％となっております。学校施設

は、児童生徒等の学習・生活の場であるとともに、地

震等の災害時には地域の応急避難場所として重要な役

割を担っております。 

 県教育委員会としましては、今回の調査結果を真摯

に受けとめ、市町村とも連携して引き続き早期の耐震

化に取り組んでまいります。 

 次に、いじめ防止に係る附属機関の設置についてお

答えいたします。 

 附属機関につきましては、重大ないじめ事案の防止

と速やかな対応を図るために、医師、弁護士、心理・

福祉の専門家などの第三者が参加し調査の公平性・中

立性を確保する目的で設置されます。県教育委員会と

しましては、現在、教育庁内に附属機関の役割を果た

す「いじめ問題対策連絡協議会」を設置し、同問題に

取り組んでいるところです。 

 全国一律の展開については、小規模の自治体などで

設置が困難とされる課題もありますが、県教育委員会

としましては、人材派遣等、多様な面から支援を行っ

ていきたいと考えております。 

 次に、ネット犯罪防止プロジェクトチーム等につい

てお答えいたします。 

 県教育委員会では、児童生徒をネット被害から守る

ため、県警察、沖縄総合通信事務所、県福祉保健部及

び県教育庁の担当職員で構成するプロジェクトチーム

を立ち上げ、ネット被害防止に向けたガイドラインを

作成中であります。同ガイドラインは、児童生徒の規

範意識、危険回避能力、情報モラルの向上を目的に、

ネットトラブル事例、未然防止のポイント、被害児童

生徒の支援等から成っており、保護者を含む外部有識

者会議の審議を経て策定いたします。 

 今後とも、県ＰＴＡ連合会等の関係機関・団体と連

携し、児童生徒がネット被害に巻き込まれないよう未

然防止に向けた取り組みを推進してまいります。 

 次に、教科書採択を教育長に委ねた理由等について

お答えいたします。 

 県立学校で使用する教科書の採択事務につきまして

は、これまでも学校長からの選定報告を受け教育長が

行い、教育委員会に報告しておりました。今回の規則

改正は地教行法第23条にのっとり、教科書採択の権限

は教育委員会にあること、事務手続を教育長が行うと

いうことを明文化したものであり、採択事務の流れは

これまでと変わりありません。 

 教科書採択に係る他県の状況としましては、教育委

員会へ付議しているのが18都府県、本県と同様に教育

長が決裁して教育委員会へ報告しているのが16道府

県、教育長決裁のみが11県、教育次長が決裁している
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のが１県、その他が１県となっております。 

 次に、生活実態調査と運動部の活動についてお答え

いたします。 

 本調査は、公立の小学５年生及び中学２年生、さら

にその保護者、合わせて約６万3000人を対象に実施

し、約５万人から回答を得ております。調査の結果か

ら、学習面においては、食事、睡眠、運動、学習時間

や読書時間等が極めて有意に関係していることや、生

活面においては、児童生徒と保護者の認識のずれなど

が明らかとなり、基本的生活習慣や家庭教育について

の課題が浮き彫りとなりました。また、部活動と学習

時間との関係につきましては、部活動が人間形成に大

きな役割を果たしていることを踏まえ、一部の過剰な

活動について関係機関・団体等と連携し、休養日や練

習時間の適正化に努めているところです。 

 県教育委員会としましては、調査結果を真摯に受け

とめ、学校、家庭、地域の教育機能の充実、特に家庭

教育の改善充実に向け、保護者や地域が一体となって

取り組める教育環境づくりを検討していきたいと考え

ております。 

 次に、是正要求に関する協議内容と要求の妥当性に

ついてお答えいたします。 

 県教育委員会では、この問題について真摯に取り組

み、これまで７回にわたり議論を重ねてまいりまし

た。話し合いの場では、竹富町の現在の教育環境、是

正要求した場合の八重山地区への影響、地方公共団体

の自主性及び自立性への配慮等について協議してまい

りましたが、結論には至りませんでした。是正要求の

指示については重く受けとめておりますが、その妥当

性についてもいまだ明確な判断には至っておりませ

ん。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き、何よ

りも子供の教育の視点から是正要求への対応について

協議するとともに、３市町教育委員会それぞれの立場

を尊重しつつ指導助言を行い、同一の教科書採択の実

現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 具志孝助君。（傍聴席にて発

言する者あり） 

 傍聴人は静粛に願います。 

   〔具志孝助君登壇〕 

○具志 孝助君 代表質問に入る前に、一言所見を申

し上げたいと思います。 

 ただいま我が党の照屋幹事長からも、我が党の基地

問題に対する政策の変更についての報告がありまし

た。自民党県連は、普天間飛行場の移設問題で、これ

までの「県外移設」から「辺野古移設を含むあらゆる

選択肢を排除しない。」に……（傍聴席にて発言する

者あり） 

○議長（喜納昌春君） 静粛に願います。 

○具志 孝助君 政策を変更しました。 

 普天間飛行場は、日米政府の移設返還合意から17年

も経過し、事実上固定化の現状にあります。これ以

上、返還の見通しが立たないまま放置していくことは

許されない。沖縄の在日米軍施設の74％の基地負担

は、いかにも過重であり不公平である。我々は、基地

負担の軽減を建白書をもってオール沖縄で政府に訴え

てまいりました。 

 一方、今日の我が国は、尖閣諸島の領土問題、北朝

鮮のミサイル問題、中国の防空識別圏の問題など、安

全保障環境が極めて厳しい状況にあり、現憲法下で政

府が国民の安全・安心のためにやれることは、日米同

盟を強化する以外にないと考えます。このことは喫緊

の課題であると考えます。（傍聴席にて発言する者あ

り） 

○議長（喜納昌春君） 傍聴人は静粛に願います。 

○具志 孝助君 自民党は、普天間飛行場の移設問題

で県民との公約と党本部と政府の板挟みになり、大変

な苦悩をしてまいりました。また、県連の中でも大変

な議論をしてまいりました。最終的に問題の原点は普

天間飛行場の危険性の除去であり、このことを最優先

に考えることにいたしました。知事においては、辺野

古沿岸部の埋立申請の採決に当たっては、我が党の政

策を御賢察の上、賢明な御判断を御要望いたします。 

 我々は、今後予定されている名護市長選挙を初めあ

らゆる機会を通して普天間飛行場の移設問題を一日で

も早く解決するために原点に返り、再び辺野古移設容

認の苦渋の選択をしたことを県民に対し誠心誠意を込

めて説明してまいることをお約束いたします。 

 それでは通告に従いまして代表質問を行います。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 中国政府が防空識別圏を突然尖閣諸島を含む東シナ

海海上に設定したことで、日中間に新たな火種と緊張

を増幅させております。今日、中国が東シナ海の上空

だけを狙い撃ちしたことは、領土問題で我が国に対し

さらなる圧力をかけてきたのは間違いないものと思わ

れます。一方、日台漁業をめぐる取り決めや日中漁業

協定について、日台漁業取りきめ後、適用水域で台湾

漁船の操業が増加しておりますが、操業ルールが策定

されてないことから、本県漁船の操業が困難な状況に

あります。また、日中漁業協定については、中国のサ

ンゴの漁船による乱獲で漁場が荒廃されるおそれがあ
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るとの懸念が示されております。これらの問題につい

てはいずれも本県が知らないところで決められた経緯

があり、政府の責任で本県漁業者の納得のいく解決を

図ることが必要であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、中国の防空識別圏設定について。 

 ア、中国政府は、日本が既に設定している防空識別

圏と重なるように、尖閣諸島を含む東シナ海に防空識

別圏を設定したと発表している。戦闘機の緊急発進す

なわちスクランブルの基準になるだけに、日中の緊張

関係を一層高めるおそれがある。県の認識と本県関係

の航空機への影響について伺いたい。 

 (2)、日台漁業取り決め・日中漁業協定について。 

 ア、日台漁業協定の締結を受け、県内漁業者と台湾

側との操業ルール策定等に向けた意見交換の進展状況

と政府の台湾側との協議について伺いたい。 

 イ、沖縄近海での中国のサンゴ密漁船の取り締まり

について、日中間で協力して通報体制を構築すること

で合意したが、県内漁業者の懸念は解消されるに至っ

ていない。県の認識を伺いたい。 

 ２、基地問題について。 

 (1)、普天間飛行場の移設に係る辺野古沿岸部の埋立

申請について、知事判断が注目される中、承認する・

しないのほか、その中間もあると発言しているが、発

言の真意と中間とは何を意味するのか伺いたい。 

 (2)、日米合意で米軍ホテル・ホテル訓練区域の一部

が解除されるが、解除区域や操業については明らかと

なっていない。詳細に関し県は情報を把握しているか

伺いたい。 

 (3)、これまでの日米地位協定の運用見直しでは過重

な基地負担の軽減に効果は見られないことから、地位

協定の条項の改定が必要である。返還施設・区域への

立ち入りを認めた環境条項の追加について、交渉の進

展状況について伺いたい。 

 (4)、嘉手納基地に常駐している特殊作戦群は、エリ

ア開発事業として格納庫の増設など新たな施設の建設

を計画しているようだが、2014年から2016年までに空

軍仕様のオスプレイ配備計画との関連も懸念される

が、県の認識を伺いたい。 

 ３番目の質問は、沖縄振興策の推進についてであり

ます。 

 自立経済の構築を目指す本県にとって、21世紀ビ

ジョン計画は多くの課題解決に向けて、今後10年、20

年で県みずから考えて、みずからの責任のもとで目標

を達成しなければなりません。そのためには、国から

の財政移転について計画期間10年間においても県の要

望どおり推移することが必要であり、また、県経済の

柱である観光・リゾート産業や情報通信関連産業な

ど、県内の産業活動については本県の特性を生かしさ

らなる成長を図ることが求められます。国の財政は、

2014年４月から消費税が５％から８％に引き上げられ

ることから、来年度は国や地方の税収が５兆1000億円

ふえると見込まれておりますが、大半は社会保障制度

を維持するための借金の穴埋めや子育て支援に使わ

れ、増税しても現在の水準を維持するのが精いっぱい

のようであります。沖縄振興予算獲得に向け、県の一

層の努力と戦略的な理論武装が求められています。 

 そこで伺います。 

 (1)、政府が地域を限って規制を大胆に緩和する国家

戦略特区を検討しているが、県は３つのプロジェクト

で７件の規制緩和を盛り込み応募している。応募の狙

いと調整の進展状況について伺いたい。 

 (2)、本県のさらなる経済成長を図る上で、臨空・臨

港型産業の集積が必要であるが、国際貨物ハブ事業と

の連携をどのように図り、国際物流拠点産業集積地域

の形成につなげていくか伺いたい。 

 (3)、臨空・臨港型産業（国際物流拠点産業）の集積

は、本県における新たなリーディング産業の創設と那

覇空港、那覇港湾や中城港湾の国際競争力を向上させ

県経済の自立を図ることにあるが、その基盤整備を図

るため、21世紀ビジョン基本計画10年間でどのような

施策を具体的に展開するのか伺いたい。 

 (4)、県内では過去最大級の大型国際商談会の沖縄大

交易会プレ交易会が開催され、中国、香港など海外か

ら16カ国・79社、国内23社のバイヤーが参加し大盛況

をおさめたようである。開催の意義と、今後、今回の

成果をどのように生かしていくか伺いたい。 

 (5)、来年４月から消費税が５％から８％に引き上げ

られることに伴い、政府は地方の公共料金への適正範

囲での増税分の上乗せを通知したようだが、県内経済

への影響について伺いたい。 

 (6)、県は、今後の組織編成の基本的な指針となる沖

縄県組織ビジョンを策定したが、これまでの県組織編

成のどこに課題があり、何を反省点として新たなビ

ジョンを策定したか。また、その目的、21世紀ビジョ

ンとの関連、行財政改革との整合性等について伺いた

い。 

 ４、県内空港の整備促進について。 

 那覇空港の第２滑走路増設については、去る９月に

公有水面埋立法に基づく申請書が県に提出され、承認

手続を経て平成26年１月にも工事着工の見込みであり

ます。そして、平成31年度末までに工事を完了し、平
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成32年３月末にも供用を開始する予定のようでありま

す。今、懸念されることは財源の問題であり、国の空

港整備特別会計も逼迫しており、今回、那覇空港へ回

せるのは130億円ほどであり、残り170億の財源確保に

ついて、現段階ではめどが立っていないということで

あります。一方、下地島空港については、ＡＮＡが来

年度から撤退することが明らかとなり、ＪＡＬは既に

撤退しており、これで下地島空港の維持管理費を賄う

収入源がなくなってしまうという最悪の事態となりま

した。県は、休港という最悪の事態に至ることのない

ように、取り組みを粘り強く進めてほしいと願うもの

であります。 

 そこで伺います。 

 (1)、那覇空港滑走路増設に係る公有水面埋立申請に

ついて、審査の現状と今後のスケジュールについて伺

いたい。 

 (2)、下地島空港は、ＡＮＡも2014年度から撤退する

ことが明らかとなり、空港の維持管理が難しくなっ

た。次年度以降の利用拡大への取り組みと宮古空港と

の一元化について県の考えを伺いたい。 

 (3)、ＪＡＬはグアムで訓練を再開し、ＡＮＡも他の

訓練場所を検討しているようだが、グアムなどに比べ

距離的に下地島が不利とは思えない中で撤退を決める

背景には何があるのか。単に費用の問題だけが要因か

伺いたい。 

 (4)、県は、那覇空港内に航空機整備基地建設に向け

調査を進めているが、懸案の用地確保の見通しがつき

基本設計の公募を始めたようだが、計画の概要と運営

主体、国との調整の状況について伺いたい。 

 (5)、伊平屋空港建設について、県は、当初の計画か

ら滑走路の長さを短縮する考えのようだが、航空機の

離着陸の安全性の確保と環境保全との整合性、供用開

始までのスケジュールを伺いたい。 

 ５、県内産業の振興について。 

 本県産業構造の現状は、中小零細企業が多く占め、

経営規模、経営体力が脆弱な状況にあり、そのため

リーディング産業である観光や情報通信産業に続く柱

となる産業の創出が大きな課題となっております。県

は、21世紀ビジョン基本計画において期間10年間で自

立経済の構築に向けた基盤整備としてさまざまな施策

を展開するとしており、その中で沖縄型新産業や沖縄

の国際物流ハブ機能を生かした中継貿易型産業の創

出、国内外を結ぶ供給網を支える産業拠点の構築など

は、アジアに近いという地理的優位性から注目を集め

ております。そのためには県内産業を支える技術の開

発、人材の育成を図り県内企業の立地・誘致促進に努

めるべきであります。 

 そこで伺います。 

 (1)、県産品の販路拡大は、県内企業の活性化や本県

の特産物開発促進を図る上で重要であるが、国内外で

の物産展の開催を含め県の取り組み状況を伺いたい。 

 (2)、県は、沖縄県エネルギービジョンに基づき再生

可能エネルギーの普及拡大と地産地消を推進している

が、現在策定中の沖縄県エネルギービジョン・アク

ションプランについて、その具体的な目標と国が策定

を進めている新エネルギー基本計画との整合性をどう

図るか伺いたい。 

 (3)、国際物流拠点産業集積地域うるま地区につい

て、これまでの企業誘致の実績と今後期待される新規

企業の立地、県内産業への波及効果について伺いた

い。 

 (4)、ＩＴ津梁パークでは、民間資金を活用してＩＴ

企業の誘致を進めているが、企業集積施設第２号棟整

備の進捗状況と立地企業の活動状況について伺いた

い。 

 (5)、県は、バイオ産業を振興しその集積を図るた

め、先端医療産業開発拠点形成事業を進めているが、

本県におけるバイオ産業の現状と経緯、拠点形成をど

のようにイメージしているか伺いたい。 

 (6)、本県の雇用情勢の改善と求職者や事業者に対し

生活相談、就職など幅広い支援を行う総合就職支援拠

点（グッジョブセンターおきなわ）について、これま

での実績と今後の活動方針等、県の取り組みについて

伺いたい。 

 (7)、昨年度から県が実施している県内企業雇用環境

改善支援事業について、これまでの成果と今回創設す

る人材育成企業認証制度の狙い、雇用改善への効果に

ついて伺いたい。 

 (8)、財団法人沖縄駐留軍離職者対策センターの財政

状況は厳しさを増しているが、県としての支援を含め

た取り組みについて伺いたい。 

 (9)、去る10月1日に消費税転嫁対策特別措置法が施

行されたことに伴い、県や市町村においてどのような

取り組みが求められているか伺いたい。 

 (10)、県は、沖縄近海の豊富な海洋資源の現状や将来

における海底資源開発の支援拠点形成の可能性等につ

いて調査を実施するが、調査に向けた基本的な考え方

や方法、県産業・経済への波及効果をどのように描い

ているか伺いたい。 

 ６、子ども・子育て支援について。 

 本県は共働きが多く、安心して子供を預けられる社

会の仕組みが必要であり、保育所や学童保育の充実強 
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化が求められております。しかし、本県は保育所に入

れない待機児童数が全国でも高く、県のまとめにより

ますと、通常、保育の定数は2009年の２万9888人から

2012年には３万5503人と5615人ふやしております。一

方で、待機児童は2009年４月の1888人から2013年４月

には2216人と328人ふえております。また、県はこれ

までの待機児童数に加え潜在的な待機も含め2017年度

までに待機児童9000人の解消を図るとしております。

しかし、これまでのやり方では待機児童解消への期待

は限定的であります。このため、県と市町村が連携を

強化、密にして、施策の実施において効果的な成果を

上げるため基本方向、実施計画等の進捗状況等の総合

点検、評価を行えるような仕組みづくりが求められま

す。 

 そこで伺います。 

 (1)、県は、潜在的待機児童を含めた約9000人の待機

児童解消に向け、実施主体である市町村の行う待機児

童対策の支援を具体化するため、基金を設置すること

としている。基金設置の基本的な考え方と市町村支援

で具体的に実施する事業等について伺いたい。 

 (2)、防衛省は、認可外保育所に対する防音対策事業

について、認可外保育施設指導監督基準を満たした施

設を対象とする方針のようだが、本県の要求は全ての

施設への補助である。防衛省からの回答と県の対応を

伺います。 

 (3)、県は、公立・認可保育所の受け入れ面積で国の

基準を誤って解釈した問題について、解釈を誤った理

由と影響の程度、是正した場合の各保育所に与える影

響について伺いたい。 

 ７、地域福祉・医療の充実強化について。 

 少子・高齢化が進む中で、性別や年齢、障害の有無

などにかかわりなく、いつでもどこでも安心して医療

サービスが受けられるよう、地域医療の充実強化が求

められております。そのため、地域における中核病院

としての役割を担う県立病院が安定的な医療供給がで

きるよう必要な体制整備を図ることが必要でありま

す。 

 一方、核家族の増加や都市部への人口が流れること

で、地域間の交流や隣近所のつながりが薄くなったと

言われるようになっております。地域福祉・地域医療

の充実を図るには、県だけでなく市町村との連携・協

力が不可欠であり、地域によっては市町村が自主的に

住民のニーズにかかわることも必要であると考えま

す。 

 そこで伺います。 

 (1)、県は、本県における産科・小児科等の医師確保

を図るため、産科医師養成など、さまざまな施策を展

開しているが、21世紀ビジョン基本計画10年で実施す

る産科・小児科医師等、県立病院の医師確保計画につ

いて伺いたい。 

 (2)、離島・僻地の医師不足を解消し、安定的な確保

を図るため、県と琉球大学附属病院等が協力して地域

医療支援センター設立を検討しているということだ

が、新組織の概要と具体的な事業内容について伺いた

い。 

 (3)、新県立八重山病院建設に向け、検討委員会にお

ける議論が進められているが、議論の進捗状況と救急

医療体制、産科・小児科医療体制、観光客への対応な

ど、八重山地域における基幹病院としての運営方針

等、基本的な考え方について伺いたい。 

 (4)、県が導入を進めている重粒子線治療施設につい

て、同施設導入により県内医療はどう変わるか。ま

た、他県における導入の状況と財源の確保、採算性、

運営主体はどうなるか伺いたい。 

 (5)、北部病院と北部地区医師会病院を併合した基幹

病院設立については、県の基本方針と進めている取り

組みについて伺いたい。 

 以上であります。（傍聴席にて発言する者あり） 

○議長（喜納昌春君） 傍聴人は静粛に願います。静

粛に願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 具志孝助議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、沖縄振興策の推進についての中で、沖

縄大交易会プレ交易会についての御質問に答弁をいた

します。 

 今回の沖縄大交易会プレ交易会では、多数の国内外

のバイヤーとサプライヤーが沖縄に集まり、多くの商

談がまとまる見込みと伺っております。 

 沖縄県といたしましては、今後とも、今回の成果や

沖縄の地理的優位性、そしてハブ機能を生かし、県産

品の販路拡大のみならず、我が国のアジアの流通拠点

としての役割を担ってまいりたいと考えております。

次年度はさらに内容を拡充すべく、沖縄県も一緒に

なって取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、県内産業の振興についての御質問の中で、海

洋資源利用と支援拠点形成の可能性調査についてとい

う御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県では、沖縄21世紀ビジョン基本計画におきま

して、「国等の調査・研究を踏まえ、将来の産業化も

見据え、我が国の海洋資源調査・開発の支援拠点を沖
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縄に形成するための取組を推進」するといたしており

ます。 

 本調査では、海洋資源利用関連産業集積に向けまし

て、地域の役割や地域経済への波及効果等を取りまと

めてまいる予定でございます。  

 次に、地域福祉・医療の充実強化についての御質問

の中で、重粒子線治療施設導入についての御質問に答

弁をいたします。 

 重粒子線治療は、がんを切らずに治療する最先端の

医療であり、施設の導入は、沖縄県のがん治療体制の

大きな柱となると考えております。 

 他県におきましては、千葉、兵庫、群馬、佐賀の４

県に導入されております。 

 施設導入のための財源につきましては、一括交付金

を考えております。また、運営主体につきましては、

公設民営を含め検討を深めてまいります。採算性につ

きましては、国内外からの集患や、そして医療ツーリ

ズム等について、県医師会、琉球大学を中心に検討を

深めていただいているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、中国による東シナ海防空識別圏設定に対

する県の認識と航空機への影響についてお答えをいた

します。 

 去る11月23日に中国国防部が発表した「東シナ海防

空識別区」について、外務省は、中国側に対し「東シ

ナ海における現状を一方的に変更し、事態をエスカ

レートさせ、現場海空域において不測の事態を招きか

ねない非常に危険なものであり、日本政府として強い

懸念を表明する。」として厳重に抗議するとともに、

関連措置の撤回を求めております。 

 また、県関係の航空機への影響については国土交通

省航空局へ照会したところ、中国が発表した防空識別

圏には、那覇と韓国及び台湾間の航空路の一部が含ま

れるが、現時点で当該エリアを飛行する航空機に特段

の影響があったとの情報はないとのことであります。 

 県としましては、同空域が沖縄県域を含んでいるこ

とから重大な関心を抱いており、政府において、今後

も平和的な外交を通じ、不測の事態が生じないよう、

万全を期していただきたいと考えております。 

 同じく知事の政治姿勢に関する御質問の中で、日台

漁業取り決めの進展状況についてお答えいたします。 

 日台漁業取り決めについては、双方の漁船が安心し

て操業できるよう、国に対し、操業ルールの確立を最

優先に求めております。 

 国は、沖縄側の案をもとに日本側の操業ルールを取

りまとめており、12月５日に台湾で開催予定の「日台

漁業者間会合」の意見交換の結果を踏まえ、「日台漁

業委員会」で協議すると聞いております。 

 沖縄県としましては、来年のクロマグロの操業時期

までに操業ルールが策定できるよう、漁業関係者等と

連携して取り組んでまいります。 

 同じく知事の政治姿勢に関する御質問の中で、中国

のサンゴ網漁船の操業についてお答えいたします。 

 中国のサンゴ網漁船は、北緯27度以南の沖縄本島と

宮古島との間の水域において、多数の船団で操業して

いると聞いていることから、国に対して取り締まりの

強化について申し入れてきたところであります。 

 国は、本年８月に行われた「日中漁業共同委員会」

において、日中間で協力して取り締まりに取り組むこ

ととしておりますが、中国のサンゴ網漁船による操業

は以前より増加していることから、11月に中国に抗議

を行っております。 

 県としましては、その結果を踏まえ、今後の対応に

ついて、引き続き漁業団体と連携し、国に対し、中国

漁船の取り締まりの強化を求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 沖縄振興策の推進について

の御質問の中で、沖縄県組織ビジョンについてお答え

いたします。 

  これまで沖縄県は、本土との格差是正や自立的発展

の基礎条件整備などを主要目標とし、全国標準の施策

や高率補助予算の執行を重視した組織のもと、県民福

祉の向上に努めてまいりました。 

 しかしながら、グローバル経済の進展、アジア諸国

の経済成長や環境保全、産業振興、雇用、福祉、医療

分野への県民ニーズの高まりなど本県を取り巻く環境

が大きく変化してきております。 

 こうした環境の変化を踏まえ、21世紀ビジョンの実

現に向けた課題に迅速かつ的確に対応していくために

は、従来型の組織の見直しを行う必要があります。 

 沖縄県組織ビジョンでは、組織と21世紀ビジョン基

本計画との対応関係を適切に取り結んだ政策実現型組

織の編成、内部統制機能の再構築等を基本的な考え方

として、トップマネジメントを強化し、関連する部署

が連携・協働して課題に対応するための組織再編を行

うこととしております。 
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 また、組織再編に当たっては、行財政改革の観点か

ら選択と集中を行い、簡素で効率的な組織の構築を図

ることとしております。 

 次に、県内空港の整備促進についての御質問の中

で、那覇空港埋立承認申請についてお答えいたしま

す。 

 埋立承認申請につきましては、現在、その内容につ

いて審査しているところであります。今後、公有水面

埋立法等関係法令にのっとり、承認基準への適合状

況、利害関係者、那覇市長、豊見城市長及び関係行政

機関等の意見などを総合的に勘案し、承認するか否か

判断してまいります。 

 なお、その時期につきましては、今月以降になるも

のと考えております。 

 次に、子ども・子育て支援についての御質問の中

で、待機児童解消支援基金についてお答えいたしま

す。 

 沖縄県におきましては、平成29年度末までに、潜在

的待機児童を含む約9000人の待機児童の解消を図って

いくこととしております。このため、待機児童対策の

強化を図ることを目的として基金を設置し、待機児童

の解消に資する事業を実施する市町村に対し、交付金

を交付することにより、取り組みの加速化を支援して

まいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基地問題について

の御質問の中で、辺野古埋立承認申請に対して承認、

不承認、その中間と発言したことについてお答えいた

します。 

 知事は11月１日の定例記者会見において、承認、不

承認、あるいはその中間もあるかもしれないという旨

の発言をいたしました。 

 このことは、承認または不承認がある以上、その中

間となるものも概念的にはあるのではないかとの意味

で申し上げたものであり、具体的な対応策を念頭に置

いたものではございません。 

 次に、県内空港の整備促進についての御質問の中

で、下地島空港の利用拡大の取り組みと宮古空港との

一元化についての御質問にお答えいたします。 

 下地島空港の利用拡大を図るため、これまで新たな

利活用に向けた誘致活動を展開しているところであ

り、あわせて全日本空輸の訓練継続と日本航空の訓練

再開を両社に働きかけているところであります。 

 県としては、次年度の管理運営費が確保できるよ

う、今後とも誘致活動に鋭意取り組んでいきたいと考

えております。 

 また、伊良部大橋供用後において、下地島空港と宮

古空港の２空港を維持することが困難な場合は、１空

港への集約も視野に検討を行っていく必要があると考

えております。 

 次に、 県内空港の整備促進についての御質問の中

で、下地島空港から訓練を撤退する要因についての御

質問にお答えいたします。 

 実機訓練につきましては、シミュレーターの高度化

により、これまで実機で行っていた訓練がシミュレー

ターで実施できるように制度改正等が進んだ結果、実

機訓練は近年、大幅に減少してきている状況にありま

す。 

 また、定期便が就航しているグアムなどの空港で訓

練をしたほうが、機材の輸送費や整備及びハンドリン

グ体制を含めた総コストの面で有利であると、航空会

社からは聞いているところでございます。 

 同じく県内空港の整備促進についての御質問の中

で、伊平屋空港の計画内容と事業スケジュールについ

ての御質問にお答えいたします。 

 伊平屋空港については、環境影響評価書に対する知

事意見を踏まえ、滑走路長さを1180メートルから1000

メートルに短縮し、環境保全に配慮しております。 

 就航機材といたしましては、39人乗りの機材を想定

しておりますが、滑走路長さを1000メートルに短縮す

ることにより、運航に際して若干の重量制限がかかる

ものの安全性は確保されているものと考えておりま

す。 

 なお、現在、供用中の天草空港においても、滑走路

長さ1000メートルで同型機が就航しております。 

 また、事業スケジュールについては、環境影響評価

書の補正の手続と航空会社の就航同意の取りつけ及び

関係機関との協議を経て、早期に事業着手ができるよ

う取り組んでいきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 基地問題についての

御質問の中で、ホテル・ホテル訓練区域の一部におけ

る使用制限の解除についてお答えいたします。 

 日米安全保障協議委員会が、11月末までに「使用制

限の一部解除」に係る原則的な取り決めを作成するこ

ととしていた、ホテル・ホテル訓練区域の一部におけ

る使用制限の一部の解除について、国は、12月３日に

協議結果を発表しております。 
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 発表の概要は、「同訓練区域のうち、東経129度よ

り西側の水域の使用制限を一部解除し、その期間を事

前に通告し、船舶の通過とはえ縄漁法等の操業を認め

る」ものとなっております。 

 県としましては、今後とも情報収集に努め、漁業団

体等と連携し対応していくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、日米地位協定への環境条項の追加につい

てお答えいたします。 

 日米地位協定について、県は、平成12年から、環境

保全に関する日本国内法を適用すること等を内容とし

た環境条項を新設することや施設・区域への立ち入り

等、地方公共団体の公務遂行上必要な援助を与えるこ

と等を内容とした11項目にわたる抜本的な見直し要請

を行ってきたところであります。 

 これに対し、日米両政府は、日米地位協定につい

て、「米軍及び在日米軍施設・区域を巡る様々な問題

を解決するためには、その時々の問題について、日米

地位協定の運用の改善によって機敏に対応していくこ

とが合理的と考えている」としております。 

 県としては、米軍基地をめぐる諸問題の解決を図る

ためには、米側に裁量を委ねる形となる日米地位協定

の運用改善だけでは不十分であると考えており、今後

とも軍転協や渉外知事会と連携し、あらゆる機会を通

じ、日米両政府に同協定の見直しを粘り強く求めてま

いります。 

 次に、嘉手納飛行場のエリア開発事業とオスプレイ

配備計画の関連についてお答えいたします。 

 嘉手納飛行場でのエリア開発事業計画について米軍

は、開発事業として承認されている建設工事ではない

としております。また、政府は、ＣＶ22オスプレイの

嘉手納飛行場配備については、いかなる決定もないと

しております。 

 嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う一部訓

練移転が実施されておりますが、外来機のたび重なる

飛来などにより、依然として目に見える形での航空機

騒音等の負担軽減があらわれているとは言えない中、

これ以上の負担増加があってはならないと考えており

ます。 

 県としましては、引き続き情報収集に努めてまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） この際、申し上げます。 

 答弁の途中ではありますが、具志孝助君の質問に対

する残りの答弁は、時間の都合もありますので午後に

回したいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時58分休憩 

   午後１時24分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の具志孝助君の質問に対する答弁を続行いたし

ます。 

 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 沖縄振興策の推進につ

いての御質問の中の、国家戦略特区への応募及び調整

状況についてお答えいたします。 

 国家戦略特区は、我が国の産業の国際競争力を強化

するとともに、国際的な経済活動の拠点を形成するた

め、大胆な規制緩和を実行する制度とされておりま

す。ことし８月に国が特区で実施する規制緩和のアイ

デアを広く募集したことから、沖縄県は、世界水準の

観光・リゾート地の形成や世界最高水準の科学技術拠

点の形成に向け、７つの規制緩和を含む３つのプロ

ジェクトに応募し、９月に国によるヒアリングを受け

たところです。 

 具体的には、外国人観光客の集客及び受け入れ強化

のための規制緩和や、外国人研究者の受け入れを促進

するための規制緩和となっております。加えて、これ

までの調査研究の成果を活用するため、沖縄統合リ

ゾートの導入についてもアイデア提案を行いました。 

 今後、国会審議中の「国家戦略特別区法案」が成立

次第、内閣総理大臣を議長とする諮問会議が設置さ

れ、地域指定の検討が行われることとなっておりま

す。 

 次に、消費税増税の県内経済への影響についてお答

えいたします。 

 消費税率の引き上げに伴い、国から公共料金の改定

について、税負担の円滑かつ適正な転嫁をするよう通

知が出されており、電気、ガス・水道などの公共料金

の改定による家計や企業の負担増加が想定されます。

その場合、消費税の逆進性から、特に低所得者の経済

的負担が増すことや、中小企業においてコスト増によ

る経営悪化も懸念されます。政府においては、消費税

率引き上げ決定に当たって、新たな経済対策の策定に

ついても閣議決定をしており、現在、低所得者向けの

給付措置や中小企業支援策の内容を取りまとめている

ところであります。 

 沖縄県としましては、今後の動向を注視し、適切に
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対応してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 沖縄振興策の推進に

ついての中の、国際貨物ハブを活用した臨空・臨港型

産業の集積についてという御質問でございます。 

 那覇空港の国際貨物ハブ事業は、ことし８月から中

部空港路線が就航し、さらに今年度中に青島及びシン

ガポール等を候補に新たに２路線が就航する見込みで

ございます。この国際貨物ハブを活用して、昨年から

ヤマトグループが各種国際物流事業を展開しており、

また、ことし８月には東芝グループが修理用部品を欧

米及びアジア地域等に供給するパーツセンターを開設

いたしました。 

 沖縄県では、那覇空港の国際貨物ハブを核とする国

際物流拠点産業集積地域の展開を図り、我が国やアジ

アを代表する企業の誘致を積極的に進め、臨空・臨港

型産業の集積を推進し、国際物流拠点の形成を図って

まいりたいと考えております。  

 同じく、臨空・臨港型産業の集積に向けた基盤整備

の施策展開についてという御質問でございます。 

 県では、臨空・臨港型産業の集積に向けて、ソフト

とハードの両面で戦略的な基盤整備を進めてまいりた

いと考えております。沖縄21世紀ビジョン基本計画の

初年度である昨年度は、法人税の優遇措置等を盛り込

んだ国際物流拠点集積地域制度を創設するとともに、

同地域内への物流センター及び賃貸工場の整備等を行

い、企業を誘致いたしました。また、今年度は同制度

の拡充を図るとともに、企業の集積を加速させるべく

大型物流センター４号棟の整備や賃貸工場の増設、航

空機整備産業の集積に向けた施設整備等を進めており

ます。さらに、今後は那覇空港第２滑走路の整備、那

覇港の物流関連施設の整備など空港及び港湾の基盤整

備を進め、その国際競争力を高めることにより、沖縄

の地理的優位性を生かした臨空・臨港型産業の集積を

さらに促進してまいりたいと考えております。 

 県内空港の整備促進についての中の、航空機整備基

地整備事業の計画の概要、運営主体及び国との調整状

況についてという御質問にお答えをいたします。 

 航空機整備基地整備事業は、航空機整備基地の誘致

に必要な施設を県が整備をし、航空機整備業を行う者

に使用させることにより、当該施設を核とした航空関

連産業の集積を促進することを目的としております。 

 沖縄県といたしましては、現在、航空機整備基地の

基本計画調査に取り組み、整備基地の機能、規模等に

ついて検討を行っているほか、基本設計に向けた取り

組みを進めているところでございます。 

 なお、那覇空港内における用地の確保及び施設の設

置申請に係る手続等については、現在国と調整中でご

ざいます。  

 県内産業の振興についてという御質問の中の、県産

品の販路拡大の県の取り組みについてという御質問に

お答えをいたします。 

 県では、国際物流ハブ機能を活用した海外向け販路

拡大を促進するために、香港、シンガポール、タイ、

マレーシア、台湾、大連、アモイにおける大型国際展

示会への出展、百貨店や大型量販店における物産フェ

アの開催、商談会への参加、高級ホテルにおける県産

食材フェアの開催等に取り組んでおり、県内企業の海

外販路拡大を支援をしております。また、今年度、県

内企業133人を商談等のため海外へ派遣をしており、

海外バイヤー54名を招聘をしております。その結 

果、県が実施をしているコンテナ借り上げ事業による

県産品の輸出量は、事業開始前に比べておよそ50倍に

増加をしております。また、国内におきましては、東

京の伊勢丹新宿店や大阪の阪急百貨店を初め10都市で

の物産展を開催するほか、北海道から九州までのイオ

ン約700店舗において沖縄フェアを開催をしておりま

す。 

 県といたしましては、今後とも県内企業を積極的に

サポートし、県産品の販路拡大に努めてまいりたいと

考えております。 

 同じく沖縄県エネルギービジョン・アクションプラ

ンの具体的な目標と、国が策定を進めている新エネル

ギー計画との整合性についてという御質問でございま

す。 

 現在、策定中の沖縄県エネルギービジョン・アク

ションプランでは、全エネルギー供給量に対する再生

可能エネルギーの導入率を、2012年の0.5％から2030

年に13.5％とする目標値を掲げてございます。国にお

きましては、新たなエネルギー基本計画を策定中であ

り、年内にも公表する可能性もあることから、内容に

応じて整合をとる必要があるものと考えております。 

 今後とも、地域特性に合った再生可能エネルギーの

普及に向けて、系統安定化対策などの各種施策に取り

組んでまいります。  

 同じく国際物流拠点産業集積地域うるま地区の企業

誘致の実績と新規の立地見込み、波及効果についてで

ございます。 

 国際物流拠点産業集積地域うるま地区では、今年度

整備をしました高度技術製造業賃貸工場に新たに５社
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が入居し、10月末現在、製造業等39社が立地し約500

人が雇用されております。また、ＩＴ津梁パークでは

18社が立地をし約1300人の雇用が創出されており、地

区全体では企業数57社、雇用者数は約1800人となって

おります。 

 今後の新規企業の立地でございますけれども、製造

業では自動車関連企業を初め電子部品や機械器具製造

業などの企業と調整を行っているところでございま

す。 

 それから、県内産業への波及効果についてでござい

ますけれども、立地企業から県内企業への発注や原材

料調達などの直接効果に加え、県内企業の技術力向上

や人材育成などの効果が出ていると考えております。 

 続きまして、ＩＴ津梁パーク企業集積施設２号棟の

整備についてという御質問にお答えをいたします。 

 ＩＴ津梁パーク企業集積施設整備事業は、県が民間

資金により整備された施設をリース方式で借り上げ、

公の施設として入居企業に使用許可することで情報通

信関連企業の集積を促進するものでございます。 

 企業集積施設２号棟の整備につきましては、ことし

９月に民間開発事業者を選定し、今月建設工事に着

手、来年７月末完成に向け事業を進めているところで

ございます。同施設に入居する株式会社ＮＴＴデータ

は、企業の業務の一部を請け負い、効率的に業務を運

用するＢＰＯ事業の新たな拠点として来年８月から事

業を開始をするという予定となっております。また、

同施設における新規雇用者数は当面200名、その後400

名の雇用を見込んでいると聞いております。 

 県といたしましては、情報通信関連産業の一層の振

興及び雇用の拡大を図るため、引き続き企業集積施設

の整備を促進をしてまいります。 

 続きまして、バイオ産業の現状と経緯、拠点形成を

どのようにイメージしているかという御質問でござい

ます。 

 県では、バイオ関連産業の集積を図るため、イン

キュベーション機能を担う沖縄健康バイオテクノロ

ジー研究開発センターを平成15年度に整備をするとと

もに、企業の研究開発を支援してまいりました。その

結果、平成25年３月末現在、32社のバイオベンチャー

企業が県内で研究開発を行っております。また、再生

医療産業の開発拠点を形成するため、今年度から琉球

大学医学部と再生医療に取り組む製薬企業との共同研

究や再生医療産業を支える人材の育成を推進しており

ます。さらに、バイオ医薬品を中心とする再生医療関

連製品や関連機器のメーカーを集積し、アジアの先端

医療産業開発拠点を目指すための構想策定に取り組ん

でいるところでございます。  

 続きまして、総合就業支援拠点の実績と今後の活動

方針についてという御質問でございます。 

 「グッジョブセンターおきなわ」の４月の本格開所

から10月末までの利用者数は延べ9218人で、実人員は

2259人、就職者数が377人となっております。同セン

ターでは、ハローワークによる職業紹介、若年者の就

職支援を行う「キャリアセンター」、就職困難者等の

支援を行う「就職・生活支援パーソナル・サポート・

センター」、女性や中高年齢者など各階層に応じた相

談支援窓口を設置しており、求職者のさまざまなニー

ズに対応をしております。 

 県といたしましては、今後とも「グッジョブセン

ターおきなわ」の周知広報に努めるとともに、関係機

関との連携を強化することにより、本県の雇用情勢の

改善を図ってまいりたいと考えております。  

 続きまして、沖縄駐留軍離職者対策センターへの支

援等についてという御質問でございます。 

 沖縄駐留軍離職者対策センターでは、駐留軍従業員

の離職者対策及びアスベスト相談等を行っております

が、年々市町村からの補助金が減少し、増加するアス

ベスト相談等の業務に十分に対応できない状況にござ

います。 

 県では、こうした状況を踏まえ、相談体制の強化等

の支援策を検討しているところであり、また、去る10

月30日に関係市町村との意見交換会を実施するととも

に、市町村長宛てに同センターの運営に係る協力要請

を行ったところでございます。 

 県といたしましては、引き続き関係市町村や広域市

町村圏事務組合等と連携し、必要な支援策等について

検討をしてまいりたいと考えております。  

 同じく消費税転嫁対策特別措置法施行に伴い県や市

町村に求められている取り組みについてという御質問

でございます。 

 平成25年10月１日に施行された「消費税転嫁対策特

別措置法」では、来年４月に引き上げられる消費税の

円滑かつ適正な転嫁を確保するため、転嫁拒否や転嫁

を阻害する行為等が禁止されております。国において

は、この法律に違反する行為の防止及び是正をするた

め、消費税価格転嫁等対策推進室の設置や、政府共通

の相談窓口等を設置し、主務大臣が調査・助言または

指導を行うこととなっております。 

 県においては、県内中小企業者が消費税を円滑に転

嫁できるように周知広報を行うとともに、転嫁拒否等

の行為が疑われる情報の受付窓口を設置をしておりま

す。また、県内各市町村へも同様に情報受付窓口の設
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置等について依頼をしたところでございます。 

 県といたしましては、来年４月の消費税引き上げに

備え、消費税の円滑かつ適正な転嫁を確保するため、

国や関係機関と連携をして取り組んでまいります。  

 県内産業の振興についてという中の、県内企業雇用

環境改善支援事業の成果と人材育成企業認証制度の狙

いと効果についてという御質問でございます。 

 県内企業雇用環境改善支援事業には、「人材育成推

進者養成講座」と「人材育成企業認証制度」がありま

す。養成講座については、昨年度56名が受講修了し、

今年度は60名が受講中でございます。また、認証制度

につきましては、去る11月21日から企業の募集を開始

したところでございます。本認証制度は、従業員のス

キルアップやキャリア形成など人材育成にすぐれてい

ることはもとより、離職率が低く正規雇用に積極的で

あるなど、若年者の労働環境が整備されている企業を

県が認証するものでございます。 

 県といたしましては、この認証制度により雇用の質

の向上を図り、従業員の定着、企業の生産性の向上、

雇用情勢のさらなる改善につながるものと考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 子ども・子育て支援

についての御質問の中で、認可外保育施設の防音対策

事業についてお答えいたします。 

 沖縄防衛局に防音対策事業について確認しましたと

ころ、指導監督基準を満たした施設を対象とするとの

ことであります。 

 県としましては、全ての施設が対象となるよう、引

き続き国に働きかけてまいります。 

 次に、保育所の面積基準の解釈等についてお答えい

たします。 

 平成23年10月の国の通知において、ゼロ歳児及び１

歳児の居室面積については、匍匐しない子供１人につ

き1.65平方メートル、匍匐する子供１人につき3.3平

方メートルの面積を確保することとし、匍匐する子供

には立ち歩きを始めた子供を含むという解釈が示され

ております。しかし、沖縄県においては、当該通知後

においてもしっかり歩くようになった子供は匍匐しな

い子供に含まれ、１人につき1.65平方メートルの面積

を確保するものと理解しておりました。現在実施して

いる保育所実態調査によりどのような影響があるのか

を把握し、また、市町村及び保育関係団体との調整を

踏まえ対応を検討してまいります。 

 次に、地域福祉・医療の充実強化についての御質問

の中で、地域医療支援センターについてお答えいたし

ます。 

 県では、離島・僻地における安定的な医師確保を図

るため、地域医療支援センターの設置について検討し

ております。 

 国の実施要綱によりますと、当該センターには専任

医師と専従職員を配置し、また、大学、関係医療機

関、医師会、市町村、保健所等を含む行政機関等で構

成する運営委員会を置くことになっております。ま

た、センターの具体的な事業内容については、医師の

確保状況等の把握・分析、医師派遣の調整・あっせ

ん、医師のキャリア形成支援、地域医療関係者相互の

協力関係の構築等、医師の地域偏在解消のための事業

を行うこととされております。  

 次に、北部地域における基幹的病院についてお答え

いたします。 

 沖縄県保健医療計画では、北部保健医療圏における

医師確保等の課題の解消を図るため、県立北部病院及

び北部地区医師会病院の病床を活用した、基幹的病院

の検討を含めた広範な議論を行うこととしておりま

す。 

 県としましては、現在、同医療圏に係る保健医療関

係団体等からヒアリングを行っているところであり、

今後、その効果や可能性について検討するため研究会

を開催することとしております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 病院事業局長。 

   〔病院事業局長 伊江朝次君登壇〕 

○病院事業局長（伊江朝次君） 地域福祉・医療の充

実強化についての御質問の中で、県立病院の医師確保

計画についてお答えいたします。 

 沖縄21世紀ビジョン基本計画においては、県内各地

域において適切に医療サービスが提供されるよう医師

の確保に取り組むとしております。病院事業局として

は、これまで大学病院や民間病院との連携、人的ネッ

トワークの活用、臨床研修の実施による医師の養成及

び地域・離島医療確保モデル事業等の取り組みにより

医師の確保を図ってまいりました。 

 病院事業局としては、産科や小児科などの医師確保

についてこれまでの取り組みを推進していくととも

に、離島へき地病院勤務医師研修派遣事業の継続及び

居住就労環境の充実や研修体制の整備など、あらゆる

手段を講じて医師確保に努めてまいります。  

 次に、新県立八重山病院建設に向けた進捗状況と基

本的な考え方についてお答えいたします。 
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 県立八重山病院は、八重山圏域における中核的医療

機関として、救急医療、小児医療、周産期医療及び精

神医療など政策医療において大きな役割を担っていま

す。また、新空港の開港後は観光客が増加しているこ

とから、新たな医療需要が見込まれています。 

 このようなことを踏まえ、新病院の運営・役割・機

能及び施設整備に関し基本構想を取りまとめていると

ころであり、年内に策定する予定であります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

   〔髙嶺善伸君登壇〕 

○髙嶺 善伸君 皆さん、こんにちは。 

 社民・護憲ネットを代表いたしまして質問を行いま

す。 

 歴史哲学者Ｅ.Ｈ.カーは、「歴史とは何か」という

著作の中で、「歴史とは過去の諸事件と次第に起こる

未来の諸目的との間の対話である」と述べておりま

す。 

 今ほど沖縄の自己決定責任が問われているときはあ

りません。識者も指摘しているとおり、普天間から辺

野古までわずか36キロ、この移設で在沖米軍基地の過

重な負担や危険性の除去は解決できません。辺野古移

設がなければ普天間は固定化するという恫喝は、国に

よる沖縄の構造的・政治的差別であります。差別を看

過することはできません。オール沖縄で沖縄のアイデ

ンティティーをしっかり守り抜くこと、これが今歴史

に学ぶことであり、沖縄の政治家の使命だと確信して

おります。 

 以下、質問いたします。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、自民党県連が米軍普天間飛行場の辺野古移設容

認を決めたことに、琉球新報は11月28日の社説で「県

連公約撤回 民意を裏切る行為だ 議員辞職し信を問

え」と見出しで指摘し、沖縄タイムスも社説で、県外

移設を求めるなら普天間は固定化するという脅しで自

民党県連が辺野古容認したことを指摘して「恥ずべき

裏切り行為だ」と訴えた。沖縄県議会は「米軍普天間

飛行場の早期閉鎖・返還と県内移設に反対し、国外・

県外移設を求める意見書」を全会一致で決議し、議決

機関の使命感を持ってオール沖縄の先頭に立ち、41全

市町村とともに政府に県外移設を求めてきたことから

信じられない思いであります。仲井眞知事は、「固定

化という発想、言葉が出ること自体が一種の堕落」、

「無能」と発言してきました。政府の固定化発言と自

民党県連の辺野古容認に対する知事の見解をお伺いし

ます。 

 (2)、仲井眞知事は、米軍普天間飛行場の「辺野古移

設は事実上不可能」との見解を示してきた。昨年、ア

メリカ・ワシントンＤＣで沖縄県が主催したシンポジ

ウムで、普天間移設が進まないことに対し、ＳＡＣＯ

合意以後16年間は技術的・事務的な処理しか行われて

いない。政治的に解決しようとすればすぐに解決でき

る、日本本土の滑走路のある飛行場へ移転先を変更す

るのが一番早い解決策と述べている。知事の政治的な

解決策について伺います。 

 (3)、稲嶺進名護市長は、同市議会の同意を得て「普

天間飛行場の辺野古移設」に断固反対する意見を仲井

眞知事に提出した。公有水面埋立法の要件を満たして

いない事項や事業の不適正、計画の非合理性を的確に

指摘して、仲井眞知事に対し埋立承認申請を承認しな

いように求める内容となっている。地元名護市長の意

見について知事の所見を伺います。 

 (4)、オーストラリア外務省の公文書で、米国防総省

が在沖海兵隊基地を米本国に統合する案を検討してい

た復帰直後、日本政府が海兵隊撤退を引きとめていた

ことが報道され、県民は怒り心頭であります。国防総

省は、米国自動歳出削減に伴う国防予算の削減で海兵

隊20万人体制を15万人台まで縮小する国防計画見直し

案を議会に提出する方針を示し、在沖海兵隊について

も削減が検討されていると報道された。アメリカ国内

での見直しのさまざまな提言を踏まえると、世界一危

険な普天間飛行場の辺野古移設ができなければ普天間

基地の閉鎖・返還につなげるチャンスであり、仲井眞

知事は名護市辺野古埋立承認申請を不承認にして県内

移設は不可能ということを明確に示すべきではない

か、対応をお伺いします。 

 (5)、平成26年度沖縄振興予算は沖縄県の要望どおり

確保できる見通しであるが、政府は辺野古受け入れを

念頭に米軍基地の押しつけをリンクさせているのでは

ないかとの指摘もある。しかし、沖縄関係予算は決し

て突出して優遇されておらず、むしろ、県民１人当た

りの国費投入額は類似県と比較しても少ないのが現状

であります。仲井眞知事の沖縄振興予算に対する認識

をお伺いします。 

 (6)、与那国町への自衛隊配備については町民を二分

する賛否両論があります。計画地は町有地や個人有地

を賃貸借して国庫補助事業を導入した農業生産法人の

敷地内であり、同意が得られていない現状で強行配備

することは地元を混乱させ、離島振興にも逆行しかね

ない。国境離島は漁業環境や防空識別圏問題等により

不安要素が増幅しております。地元住民頭越しの配備

計画に慎重な対応を求めてきた知事の対応を伺いま
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す。 

 (7)、識名トンネル工事契約問題で国の会計検査院

は、沖縄県が虚偽の契約書作成で工事の実施を偽装し

て不適正な経理処理を行って補助金を受けたと指摘

し、沖縄総合事務局の告発を受けて沖縄県警は書類送

検したとの報道がありました。沖縄県監査委員は住民

監査請求に対して、虚偽契約工事による公金支出は違

法であり、国庫補助金返還に伴う利息を県民に与えた

損害として仲井眞知事に対し必要な措置を勧告しまし

た。一連の不祥事は県政史上ゆゆしき事態であり対応

を伺います。 

 ア、沖縄県警察本部が元土木建築部長ら12人前後を

書類送検したとの報道があったが、捜査経過、被疑者

と罪名はどうか、今後の対応について県警本部長と知

事の見解を伺います。 

 イ、沖縄県監査委員は、国庫補助金返還に伴い県が

こうむった損害金について措置勧告を行った。補助金

返還に伴う損害金について、代表監査委員と知事の見

解と対応を伺います。 

 ２、教育行政について。 

 八重山教科書採択問題で、文部科学省は沖縄県教育

委員会に対して「是正要求」の指示を発出したが、教

育の中立性や地方自治に対する国の介入であります。

教育長は、これまで各教育委員会の地方教育行政法に

基づく権限、主体性を尊重する、教科書無償措置法に

基づき八重山地区３教育委員会に指導助言をしていく

と答弁してきました。県教育委員会は11月20日の定例

会で対応を協議したようでありますが、県教育委員長

にお伺いします。 

 (1)、国の指示に対して、無償措置法の目的とする義

務教育の充実について、竹富町教育委員会では大きな

問題は生じていないとして是正要求の結論に至らな

かったということでありますが、協議の内容、文部科

学省の今後の動向と県教育委員会の対応を伺います。 

 (2)、地方自治法改正における衆参国会附帯決議を踏

まえて、「「是正の要求」は、現在安定している教育

環境をかえって「混乱・停滞」に招き入れてしまうの

ではないかという危惧があります。」ということだ

が、第三者機関である国地方係争処理委員会へ不服審

査申し立てに至らなかった協議の内容と是正要求の指

示の撤回について国と協議する考えはないかお伺いい

たします。 

 (3)、指示文書は竹富町教育委員会のみ違法状態の是

正となっているが、地方教育行政法と教科書無償措置

法に基づく教育委員会の権限と採択地区協議会を構成

する３教育委員会の置かれている状況をどのように認

識しておりますか。今後の指導助言への対応をお伺い

します。 

 ３、産業振興と雇用問題について。 

 沖縄振興のエンジンとしての役割を果たす県内企業

育成・支援は重要で、雇用確保を初め失業率を解消す

ることと一体であり、求人と求職が双方にウイン・ウ

インの関係となるような産業振興と雇用対策が求めら

れております。 

 (1)、沖縄県中小企業振興条例策定に基づく中小企業

の振興に関する施策と成果をお伺いします。 

 (2)、県内企業の資金需要は旺盛だが、県単融資事業

の利用率は低い。雇用政策と相乗効果を高める金融政

策の拡充を求める声もあり、資金繰り円滑化借換資金

融資事業も含めた県単融資事業の手続の改善や保証料

の軽減措置への取り組みをお伺いします。 

 (3)、本県の完全失業率は改善の方向にあるものの、

全国に比べて若年者の失業率の高さや非正規労働者の

増加、低賃金等の課題があります。本県の雇用問題と

非正規労働者の雇用環境改善の対策を伺います。 

 ４、医療行政について。 

 (1)、本県の医師、看護師等の人材不足を解消するた

めには、琉球大学医学部やおきなわクリニカルシミュ

レーションセンター等と連携した医師の養成、沖縄県

へき地医療支援機構や地域医療振興協会などと連携し

た医師派遣事業の拡充等、全国のモデルとなるような

人材確保施策が必要と考えるが、医師、看護師等の安

定的な確保対策を伺います。 

 (2)、県立八重山病院建てかえに関連して、基本構想

や基本計画策定等の進捗状況と完成までの今後のスケ

ジュール、新病院の課題等についての取り組みをお伺

いします。 

 ５、農林水産業について。 

 (1)、ＴＰＰ交渉は国益にかなう最善の交渉を行うと

いうことであったが、参加国からの関税撤廃の圧力は

大きい。本県のサトウキビや牛肉等の関税措置廃止

は、離島振興のみならず沖縄振興を根底から崩壊させ

るものであります。国会決議でも要求が認められない

と判断した場合は脱退も辞さないものとするとなって

いるが、交渉内容の現状と今後の見通し、本県の不退

転の決意と取り組みをお伺いします。 

 (2)、日台漁業取り決めと日中漁業協定は、沖縄近海

における好漁場の放棄と言っても過言ではありませ

ん。このままだと本県の漁業者の安全はおろか漁業資

源の保全もおぼつかない状況にあり、県益を確保する

ために今後どのように取り組むか伺います。 

 (3)、沖縄台湾技術交流推進事業として、今後県産和
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牛等の台湾への出荷可能性、特産品流通支援、近隣海

域における操業ルール等当面する課題について議題に

取り上げて取り組んではどうか、対応を伺います。 

 ６、環境行政について。 

 (1)、県は、閉鎖性海域における堆積赤土等の対策事

業で石垣市川平湾の環境保全に関する調査を行い、対

策手法検討委員会でしゅんせつ等の浄化対策を検討し

ている。川平湾は国立公園地域であり、国の無形文化

財「名勝」にも指定され、世界的に評価の高いミシュ

ランガイドブックで最高の「３つ星」にランクされる

景勝地であり環境対策が注目されております。調査結

果の内容と今後の環境保全対策を伺います。 

 ７、離島振興について。 

 (1)、県民の消費税負担は、現行の５％で約1078億

円、宮古・石垣税務署管内では約65億円で、10％へ増

税となれば宮古・八重山で130億円の負担と予測され

る。離島の物価は沖縄本島と比較して生活必需品では

約３割程度高いという説明から、消費税増税は離島振

興と逆行いたします。県は、国において低所得者に配

慮する複数税率の導入等総合的に検討されることを注

視したいとの答弁でありましたが、離島住民への物流

経費を上乗せした物価高等についての認識と消費税の

過重負担軽減についての取り組みをお伺いいたしま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 髙嶺善伸議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、辺野

古埋立承認申請に対する名護市長意見についての御質

問にお答えいたします。 

 名護市長意見につきましては、現在、その内容につ

きまして精査しているところであります。さらに、意

見の内容に関して沖縄防衛局の見解を確認していると

ころでもございます。そういうことですから、今後、

市長意見につきましてもいわば総合的に考え、判断し

てまいるということになります。 

 次に、同じく知事の政治姿勢についての中で、沖縄

振興予算に対する認識についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。 

 国は、沖縄振興特別措置法に基づき、沖縄の自立的

発展や豊かな住民生活の実現に寄与することを目的に

総合的かつ計画的に沖縄振興を図ることとしておりま

す。内閣府沖縄振興予算は、そのような沖縄振興の目

的を実現するためのものであると理解しております。

平成26年度の沖縄振興予算の概算要求につきまして

も、このような考え方に基づきなされたものと考えて

いるところであります。 

 次に、医療行政に係る御質問の中で、医師、看護師

の安定確保についての御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県では、県立病院での後期臨床研修や琉球大学

と連携した医師修学資金等貸与事業などにより、安定

した医師の確保対策を進めているところでございま

す。また、沖縄県の支援で整備したおきなわクリニカ

ルシミュレーションセンターや新看護研修センターで

医師や看護師の育成を進める等、人材確保対策の充実

を図ってまいっているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 農林水産業に関する御質問

の中で、日台漁業取り決め、日中漁業協定の取り組み

状況についてお答えをいたします。 

 日台漁業取り決めについては、双方の漁船が安心し

て操業できるよう、国に対し操業ルールの確立を最優

先に求めております。国は、沖縄側の案をもとに日本

側の操業ルールを取りまとめており、12月５日に台湾

で開催予定の「日台漁業者間会合」の意見交換の結果

を踏まえ、「日台漁業委員会」で協議すると聞いてお

ります。また、日中漁業協定については、去る10月24

日に、その見直しと外務大臣書簡の破棄を政府へ要請

したところであります。沖縄県としましては、来年の

クロマグロの操業時期までに操業ルールが策定できる

よう、漁業関係者等と連携して取り組んでまいりま

す。 

 続きまして、環境行政に関する御質問の中で、川平

湾の環境保全に関する調査についてお答えいたしま

す。 

 調査の結果、川平湾には約160万立方メートルの泥

土が堆積していることが明らかになっております。川

平湾の濁りの主な原因は、陸域からの赤土等の流入

と、湾内の浅場のサンゴれきに堆積した赤土等である

と推定されております。10月に開催した有識者による

検討委員会では、しゅんせつや開削等の土木的対策は

環境への影響が懸念されるため、見送る方針となって

おります。 

 今後の環境保全対策については、検討委員会の意見

を踏まえ検討したいと思います。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 
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   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 産業振興と雇用問題につい

ての御質問の中で、中小企業振興条例に基づく中小企

業の振興に関する施策と成果についてお答えいたしま

す。 

 県では、中小企業を支援するため、これまで創業者

を支援する創業力・経営力向上支援事業、特定規模事

業者を支援する沖縄独自の沖縄雇用・経営基盤強化事

業を実施するとともに、今年度は、「資金繰り円滑化

借換資金」の創設等を行ってまいりました。これによ

り、県民の創業意欲の喚起や、県内中小企業の経営基

盤の強化及び資金繰りの支援等について一定の成果を

上げております。 

 次に、沖縄県の雇用問題と非正規労働者の雇用環境

改善の対策についてお答えいたします。 

 沖縄県の完全失業率は、平成25年６月に18年ぶりの

４％台、直近の10月に再び４％台になり、さらに、有

効求人倍率及び新規求人倍率も復帰以降、過去最高を

記録する等県内の雇用情勢は着実に改善をしておりま

す。一方、若年者の完全失業率、非正規雇用者数の割

合は全国と比べ依然として高く、従来の「雇用の量の

拡大」に加えて、「雇用の質の向上」に取り組む必要

があると考えております。そのため、県では、若年従

業員の定着を支援する若年者定着支援実践プログラム

事業や経済団体に対する正規雇用の拡大の要請、人材

育成や雇用環境にすぐれた企業を認証する「人材育成

企業認証制度」を創設するとともに、国が行う「キャ

リアアップ助成金」等の周知徹底に努めております。 

 県としましては、今後とも雇用機会の拡大及び雇用

環境改善を図りつつ、県内完全失業率の全国並みに向

けて取り組んでまいります。 

 次に、医療行政についての御質問の中で、県立八重

山病院建てかえのスケジュール、課題等についてお答

えいたします。 

 新県立八重山病院整備基本構想については、検討委

員会における議論を経て取りまとめているところであ

ります。課題としましては、将来的に予測されている

高齢者や観光客の増加などがあり、これらに対応した

施設整備となるよう検討を重ねているところでありま

す。また、今後のスケジュールとしましては、新年度

のできる限り早い時期に基本計画を策定し、設計に着

手していく予定で、平成29年度開院に向けて努めてま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、政府の固定化発言と自民党県連の

辺野古容認についてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要で、固定化は決し

てあってはならないと考えております。日米両政府に

おいては、辺野古移設か普天間飛行場の固定化かとい

う硬直した考え方ではなく、柔軟性を持って検討すべ

きであると考えております。また、自民党県連の方針

については、党としてさまざまな意見を踏まえ決定し

たものと理解しており、県政与党の一員である自民党

県連において「辺野古移設を含むあらゆる選択肢を排

除しない」とする政策を決定したことは重く受けとめ

ております。 

 次に、政治的な解決策についてお答えいたします。 

 普天間飛行場移設問題を初め沖縄の基地問題は、我

が国の安全保障のあり方の中で日本国民が等しく考え

るべき課題であり、国会の議論を見ても国民の理解が

不十分だと考えております。こうしたことを踏まえ、

普天間飛行場移設問題は、過去の決定等にとらわれ

ず、状況の変化に柔軟に対応し、日本全体で米軍基地

の負担を分かち合うという原点に立ち返って解決する

必要があると考えております。 

 次に、埋め立ての不承認と県内移設を不可能と示す

ことについてお答えいたします。 

 今回の埋立承認申請については、行政手続法や公有

水面埋立法等の関係法令にのっとり、必要な手続を実

施しております。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い危険性の除去、移設・返還の実現が必要であ

ります。現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛

行場における早期の危険性除去は困難であることか

ら、政府においては、確実な早期移設の方策を示す必

要があると考えております。 

 次に、与那国島への自衛隊配備についてお答えいた

します。 

 防衛省は、６月27日に与那国町への陸上自衛隊の沿

岸監視部隊配置に向け、与那国町と町有地停止条件付

賃貸借契約を締結しております。自衛隊の配備につい

ては、我が国の防衛やさまざまな緊急事態対応などの

観点から、政府において適切に検討されるべきものと

認識しております。しかしながら、配備に当たって

は、政府において、今後とも地元の理解と協力を得る

よう、最大限の努力をするべきであると考えておりま

す。 

 以上でございます。 
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○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、識名トンネル工事契約問題に関す

る捜査経過等についてお答えをいたします。 

 県警察では、識名トンネル新設工事に関し、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律並びに虚偽

公文書作成及び虚偽公文書行使に当たる行為があった

として、平成24年６月４日、沖縄総合事務局から告発

を受けた後、所要の捜査を行い、平成24年９月21日に

沖縄県庁を初め数カ所の捜索を実施するとともに、関

係者からの事情聴取等を経て本年10月18日に告発状の

罪名で那覇地方検察庁に送付をしたところでありま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、識名トンネル工事契約問題に

おける書類送検と今後の対応についての御質問にお答

えいたします。 

 識名トンネル工事契約問題において、県警察が書類

送検したとの報道がありました。県といたしまして

は、書類送検は刑事訴訟法に基づく一連の手続である

と認識しており、捜査等に協力しつつ、推移を見守る

とともに、引き続き再発防止に向けて全力で取り組ん

でいきたいと考えております。 

 同じく知事の政治姿勢についての御質問の中で、識

名トンネル工事契約問題における補助金返還に伴う損

害金についての御質問にお答えいたします。 

 識名トンネル工事契約問題において、住民監査請求

に基づき監査委員による監査が実施され、「国庫補助

金返還金の返還に伴う利息分が県の損害であり、県が

被った損害金の補てんのため、必要な措置を講ずるこ

とを勧告する。」とされたところであります。しかし

ながら、住民監査請求人から、「勧告は、不十分なも

のである。」として、住民訴訟が提起されました。こ

のため、損害の有無等につきましては、住民訴訟の中

で明らかにされていくものと考えており、県としまし

ては、裁判所の判断を踏まえて対応したいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 代表監査委員。 

   〔代表監査委員 知念建次君登壇〕 

○代表監査委員（知念建次君） 知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、識名トンネル工事契約問題にお

ける補助金返還に伴う損害金についてお答えいたしま

す。 

 識名トンネル工事契約問題につきましては、住民監

査請求により監査を実施した結果、国庫補助金の返還

に伴う利息分を監査委員の合議の上、県の損害と判断

したものであります。監査委員としましては、住民監

査請求制度の次の段階である住民訴訟が提起されてお

りますので、その推移を見守っていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育委員会委員長。 

   〔教育委員会委員長 新垣和歌子さん登壇〕 

○教育委員会委員長（新垣和歌子さん） 教育行政に

ついての御質問で、是正要求に関する協議の内容、対

応等についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、この問題について真摯に取り組

み、これまで７回にわたり議論を重ねてまいりまし

た。話し合いの場では、竹富町の現在の教育環境、是

正要求した場合の八重山地区への影響、地方公共団体

の自主性及び自立性への配慮等について協議してまい

りましたが、結論には至りませんでした。現在、文部

科学大臣政務官から早急に是正要求するよう、強く指

示を受けているところです。 

 県教育委員会としましては、今回の強い指示も踏ま

えて、今後も引き続き、何よりも子供の教育の視点か

ら是正要求への対応について協議してまいります。 

 次に、不服申し出に関する協議の内容と、是正要求

の撤回についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、竹富町の現在の教育環境、是正

要求した場合の八重山地区への影響、地方公共団体の

自主性及び自立性への配慮等について協議してまいり

ましたが、不服申し出をするという明確な結論には至

りませんでした。不服申し出の期限を過ぎている状況

において、その撤回について国と協議するのは困難で

あると考えております。 

 次に、地方教育行政法と教科書無償措置法に基づく

教育委員会の権限等についてお答えいたします。 

 地方教育行政法では、市町村教育委員会に教科書の

採択権が保障されており、教科書無償措置法では、同

一採択地区で同一の教科書を採択しなければならない

という規定になっております。現在の八重山採択地区

の状況は、同一地区で同一教科書になっていないこと

から、教科書無償措置法に基づいていない状況にある

と考えております。 

 今後の指導については、引き続き３市町教育委員会

それぞれの立場を尊重しつつ指導助言を行い、同一の
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教科書採択の実現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 産業振興と雇用問題

についての中の、県単融資事業の手続の改善や保証料

の軽減措置の取り組みについてという御質問でござい

ます。 

 県融資制度については、景気回復により資金需要が

改善しつつある中で、平成24年度は26.2％と平成23年

度よりも7.6ポイント改善をしており、今年度もより

一層の改善に向け、制度の周知に取り組んでいるとこ

ろでございます。県では、これまで融資期間の延長や

限度額の引き上げといった融資条件の改善を行うとと

もに、金利の引き下げや保証料補塡の実施、雇用拡大

に関連して利子補給制度を創設するなど、融資制度の

利便性の向上や、県施策との相乗効果につながるよう

な取り組みを行っているところでございます。また、

今年度は、金融円滑化法終了後の影響緩和を目的とい

たしまして、資金繰り円滑化借換資金の創設や融資枠

拡大を行うとともに、原油・原材料高騰の影響が懸念

される中小企業者の資金繰り支援策を講じるなど、時

宜に即した支援策の実施に努めているところでござい

ます。 

 県といたしましては、中小企業振興会議や中小企業

者へのアンケート調査等での意見を踏まえ、今後も引

き続き制度の改善に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 農林水産業について

の御質問の中の、ＴＰＰ交渉に対する県の対応につい

てお答えいたします。 

 ＴＰＰ交渉については、去る10月のＴＰＰ首脳声明

以降、11月に首席交渉官会合が開催され、12月にはＴ

ＰＰ閣僚会合が予定されるなど、年内妥結に向けて加

速的に進展しており、予断を許さない状況にあると認

識しております。このため、県では、10月24日と11月

29日に、ＪＡ等関係団体と連携し、内閣官房長官やＴ

ＰＰ担当大臣など政府・与党に対して、本県農林水産

業に影響が出ないよう、強く要請したところでありま

す。今後とも、ＴＰＰ交渉の動向や国の対応を踏まえ

ながら時期を逸しないよう、必要な対策について適切

に対応してまいります。  

 次に、沖縄台湾技術交流推進事業での当面する農林

水産関係課題の対応についてお答えいたします。 

 沖縄台湾技術交流推進事業は、亜熱帯の気象条件下

にある沖縄県と台湾が、農林水産業の分野で共通の課

題を有していることから、双方の人的交流及び技術交

流を組織的に進め、農林水産技術の振興や研究開発の

推進に寄与することを目的に実施しております。本事

業では、「琉台技術研究交流会」において、沖縄、台

湾双方が協議事項を提案し、合意事項に基づき研究交

流を行っております。なお、和牛の輸出や日台漁業交

渉については、国家間の交渉事項であり、それぞれの

部署において行われるものと考えております。 

 今後とも、本交流事業を通じて人的交流を深め、双

方の課題解決に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 離島振興についての御

質問の中の、離島における物価についての認識及び消

費税の負担軽減についての御質問にお答えいたしま

す。 

 離島における生活必需品の物価状況につきまして

は、離島の遠隔性による輸送上の不利性等により、沖

縄本島と比較して平均で３割程度高くなっているもの

と認識しております。沖縄県では、離島住民の生活コ

ストの低減に向け、平成24年度から離島生活コスト低

減実証事業を実施しているところであります。今後と

も、離島住民の生活コストの軽減を図るための施策の

推進に取り組んでまいります。 

 また、消費税については、国において低所得者に配

慮する観点から複数税率の導入等総合的に検討される

こととなっており、その検討状況を注視していきたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 髙嶺善伸君。 

   〔髙嶺善伸君登壇〕 

○髙嶺 善伸君 それでは再質問をいたします。 

 先ほど、けさのタイムスの世論調査の結果を資料と

して念のためにお見せいたしました。 

 タイムスと琉球朝日放送のこの世論調査の結果を見

ると、日本政府が仲井眞県知事に移設のために提出し

た公有水面埋立承認申請については、承認しないほう

がよいという回答は72.3％に達しております。普天間

の望ましい移設先は、県外、国外を合わせると77.2％

となっております。 

 先ほどの答弁で、知事は稲嶺名護市長の意見につい

て総合的に判断するということですが、今県民は知事

に期待しているんですね。承認するか、不承認する
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か。普天間は県民が受け入れたものではない、押しつ

けられたものなんです。今度承認すると初めて県民が

受け入れるんです。こういう歴史的な過ちを犯しちゃ

いけない。そういう意味では断固反対するという名護

地元の意見と、世論調査に見られるような県民の声に

応えることが今政治や行政に期待されている大きな沖

縄県の課題だと思いますよ。 

 私は知事にぜひ再質問に対しては御答弁いただきた

い。これは不承認しかない。沖縄差別を許さないと、

沖縄のことは沖縄が決めるという知事の明確な態度を

示すことが、これからの過重な基地負担軽減や危険性

の除去につながると思うんです。このことを今回の議

会は多くの県民が期待して固唾をのんでいるんです。

ぜひ総合的に判断するということ以上に、知事はこれ

までのＳＡＣＯ合意は余りにも事務的、机上のプラン

だと言ってきました。政治的な解決しかありません。

私は知事にもう一度、もう一点聞きたい。本当に日本

政府は国民全体で安全保障を考えるなら、他府県に本

当に移設の可能性はないのかどうか。飛行場のある他

の自治体の動向を確認したのか。そのことを知事は

はっきり政府から言質をとってその結果どうなのか、

これを明確にすべきだと思います。この２点について

知事の御答弁をいただきたいと思いますので、よろし

くお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時37分休憩 

   午後２時40分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 髙嶺議員の再質問にお答え

をいたします。 

 まず第１に、防衛局からの埋立申請については不承

認と、今の段階でももう言うべきだという御趣旨の御

質問といいますか御下命だったと思うんですが、これ

は先ほどから申し上げていますように、埋立法にのっ

とって我々今審査をやっているまだ最中でございます

ので、先ほど答弁申し上げましたように、その審査の

事務処理を待ってしかこの答えは出すべきでない、出

せないと考えております。 

 それからもう一点、県外について、これは政府で

しょうか県外には受け入れるところがないということ

をちゃんと調べているのか、政府は調べたのかという

ことを確認せよという御趣旨だと理解して答弁させて

いただきますが、無論これは県外については、何回も

いろいろな形で私ども東京へ行き、外務、防衛、さら

に官邸、総理も含めて何回にもわたって県外のほうが

早いということなどを中心に話をしてきております

が、確たるといいますか返事はいただいておりませ

ん。むしろ先ほどの２プラス２のように県内移設、辺

野古移設が唯一の固定化を避ける方法であるという式

の２プラス２の答えが出てきている状況でございま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

   〔狩俣信子さん登壇〕 

○狩俣 信子さん 皆さん、こんにちは。 

 社民護憲ネット、代表質問、狩俣信子です。 

 知事、くれぐれも御身大切になさってください。70

を超すといろんなのが起こってきます、私も含めて。

まずこれはお見舞い申し上げます。 

 さて、質問に入ります前に、所見を述べさせていた

だきます。 

 今回の自民党国会議員、そして県議会議員の公約破

棄の姿、力でねじ伏せられていく1879年の琉球処分の

ときの姿とダブって見えます。このような自民党の姿

は多くの県民が見ており、公約を守れないことに怒り

と不信感が募っています。建白書や県議会決議、あれ

は何だったんでしょうか。一方的に米軍基地を沖縄に

押しつけることは、沖縄に対する差別としか言わざる

を得ません。事件・事故の被害をこれからも沖縄に押

しつけることにつながっていきます。 

 さて、今国会、一方では特定秘密保護法など大変な

法律が十分な審議もなく成立しようとしています。秘

密国会にひた走る安倍政権に大きな危惧を持っており

ます。 

 ということで、代表質問に入ります。 

 まず、辺野古新基地について。 

 県選出の自民党国会議員５名が公約を覆し、辺野古

に基地をつくることを認めさせられた。特に今回の國

場・宮﨑・比嘉の３氏には離党をちらつかせての説得

だという。県民を裏切ったことに怒りと失望を禁じ得

ない。未来の子供たちに基地の負担を押しつけていい

のか。大きな争点となっていた辺野古新基地建設につ

いて「ＮＯ」だと言ってきた公約をかなぐり捨てる行

為について知事の所見を伺います。 

 知事は、これまで辺野古に基地をつくるのは無理だ

と発言してきた。時間もかかるので他のところに移設

したほうが早いと述べている。自民党県連は知事に辺

野古容認を進言するとのことだが――私が代表質問通

告を出すときはそうですね――県民の80％以上が反対

する辺野古に本当に新基地をつくれるのか。また、後
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世の歴史の批判に耐え得るのか。戦争が起こったらま

ず基地の集中するところから攻撃される。普天間の固

定化というが、次、大きな事故を起こしたら米軍は沖

縄から出ていかざるを得ない。普天間の固定化を恐れ

ているのは、むしろ日米両政府ではないのか。知事に

伺います。 

 次、教育問題について。 

 学力向上を推進するため、教育庁は「学力向上推進

室」を設置して対応するようだが、具体的にどのよう

なことをするのか。教師の指導力を高め、生徒のやる

気を出させることがとても大切だと思うが、過度の圧

力がかからないよう配慮が必要だ。また、全国で30位

台を目標にするとのことだが、具体的な年次計画を伺

う。 

 「久米島留学」について、久米島高校は大阪や東京

でＰＲしたようですが、経過はどうですか。 

 文部科学省は2020年までの実施を目指し、小学３年

から英語教育を導入する計画のようだが、人材育成や

時間の確保など課題が山積しております。教育庁の対

応を伺う。 

 ３、高等特別支援学校の分教室を陽明高校に設置す

ることについて伺います。 

 2010年度設置の３分教室同様、今回の陽明高校分教

室も「年度途中の決定表明による来年度スタート」と

いう形のようですが、準備期間（11月から３月まで）

及び初年度の職員配置や予算確保についてはどうなっ

ているのか伺います。 

 母体校から年度途中の移動になる分教室準備担当職

員については、生徒・保護者の不安にならないよう十

分な配慮が必要であるが、教育長はどう考えているの

か伺います。 

 2010年度に設置された３分教室の課題については、

既に検証を行っていると思いますが、施設・設備や教

員配置等の面でどのような課題が上がっているのか伺

います。 

 インクルーシブ教育の充実のために分教室における

施設・設備の整備や人的配慮について、当該校の要望

にスピーディーに対応するべきだと考えるが、今後ど

のように対処していくのか伺う。 

 ４、学校現場における医療的ケアについて。 

 全国と比較して沖縄県の医療的ケア対象の児童生徒

数と看護師配置人数はどうなっているのか。 

 看護師の勤務実態はどうなっているのか。 

 今年度から行われている教員の実施状況はどうなっ

ているのか。 

 文部科学省は、都道府県の責任において体制整備を

行うとしているが、具体的に教育行政としてどのよう

な取り組みをしているのか。また、医療的ケア確立の

ためのマニュアル作成は既にできているのか。 

 次、今後の医療的ケアを考えると看護師の増員はも

ちろん、常勤看護師の配置も必要と思うが、どう対応

するのか。 

 ５、教職員の再雇用について。 

 無年金期間が生じる今年度末定年退職者について、

雇用と年金の接続という観点から、教育行政として教

職員の再任用をどのように取り扱うのか伺う。 

 ６、教科書専決権について。 

 高校教科書の専決権を教育長に委ねることを決めた

とのことだが、システムについては従来と全く変わら

ないという。これまでどおり学校単位で教科担当者の

語し合いで決めると理解していいのか。 

 ７、福祉問題について。 

 「障害者虐待防止法」（2012年10月）が施行されて

半年間で県内で虐待を受けた障害者が34人とのこと。

「障害者権利条例」も来年４月から施行される。障害

のある人もない人もともに支え合って生きる社会を目

指すことが求められている。この半年で虐待の数や苦

情の届けはどのぐらいあるのか伺います。 

 高齢者虐待について伺います。 

 次、老老介護や認知症の問題などは少子・高齢社会

で避けては通れない問題である。家族だけではケアで

きないためどこか施設に入れたいと思っても施設が少

ないため、入所者が死亡しないと入れないという。特

養施設の待機状況はどうなっているのか。また、県の

中長期展望を伺う。 

 ８、環境問題について。 

 枯れ葉剤汚染について。 

 先日、坂田雅子初監督のドキュメンタリー「花はど

こへいった」を見た。夫が54歳で突然死亡。若いこ

ろ、ベトナム戦に従軍していたときに浴びた枯れ葉剤

ががんが発症した原因だと述べている。ベトナムで出

会った多くの枯れ葉剤による被害者。沖縄市のサッ

カー場建設現場から出たダイオキシンのドラム缶。元

陸軍兵士のリンジー・ピーターソン氏の証言。帰還米

兵から生まれたヘザー・バウザーさんも手足に障害を

持っている。坂田監督は、枯れ葉剤による障害を持っ

たヘザー・バウザーさんをメーンに第２作「沈黙の春

を生きて」を発表した。枯れ葉剤を浴びると２世・３

世と被害が続く怖さ。ダイオキシンのドラム缶が出て

きた以上、県は徹底した追跡調査が必要だが、その後

の対応を伺う。 

 次、ＰＣＢ汚染・鉛汚染について。 
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 米軍基地の返還跡地から出てくるＰＣＢや鉛汚染

（キャンプ桑江跡地）の問題について、米国内の環境

法を適用するためにも無責任な日米地位協定の見直し

をさせることが求められている。県の取り組みはどう

か。また、これほど汚染問題が出てくると返還跡地は

全てその使用の経歴調査が必要だと思うが、県の対応

はどうか。 

 ９、待機児童問題について。 

 2013年４月時点での待機児童は2216名いる。県は潜

在的待機児童を約9000人と推計しており、それを解消

するために９月議会では認可化を目指す認可外保育園

を対象に２億円の予算が計上された。県は運営費支援

の拡充を５年間続ける方針だが、希望園はどうか。県

の方針を浸透させるため、どのようなことをしている

のか伺う。 

 2013年11月補正で「待機児童解消支援基金」が30億

円予算化されている。30億円使う上での課題は何か。

また、待機児童をゼロにするのにどのぐらいの年数を

考えているのか。 

 10、オスプレイの違反飛行について。 

 オスプレイの違反飛行はこれまでにどのぐらいある

のか。 

 この問題について、国や防衛局との話し合いはどう

なっているのか。 

 11、観光行政について。 

 年間200万人の外国人観光客誘致を目指す本県に

とって、誘客の課題と取り組みについて伺う。 

 新国際線ターミナルビルの供用開始に伴う施設利用

について取り組みを伺う（駐機料・入域料・ボーディ

ングブリッジなど)。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 狩俣信子議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、県選出の自民党国会議員５名の公約に

ついてという御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 県政与党であります自民党の県選出国会議員５名が

辺野古への移設を選択肢としたことは重く受けとめて

おります。各国会議員におかれては、党やそれぞれの

支持者の意見を踏まえて熟慮された結果の御判断と推

察いたします。それゆえ、私の所見については差し控

えたいと思うところでございます。 

 次に、待機児童問題に係る御質問の中で、待機児童

解消支援基金の活用及び待機児童解消時期についてと

いう御趣旨の御質問に答弁させていただきます。 

 沖縄県では、平成29年度末までに潜在的待機児童を

含む約9000人の待機児童の解消を図っていくこととい

たしております。このため、待機児童対策の強化を図

ることを目的として基金を設置し、待機児童の解消に

資する事業を実施する市町村に対し交付金を交付する

ことにより取り組みの加速化を支援してまいる所存で

ございます。 

 沖縄県といたしましては、地域の実情に応じて基金

を有効に活用してもらうよう、市町村と調整してまい

りたいと考えております。 

 次に、観光行政に係る御質問の中で、外国人観光客

誘客の課題と取り組みについての御質問に答弁をいた

します。 

 沖縄県では、外国人観光客数200万人の実現に向け

重要となる認知度を向上させるため、沖縄観光のイ

メージを伝えるキーコピーを活用し、沖縄観光ブラン

ドの浸透を図っているところでございます。また、台

湾や中国、東南アジア等におきまして、市場特性を踏

まえた誘客プロモーションや航空路線の拡充に努めて

おります。受け入れ体制につきましては、通訳案内士

の養成やＷｉ－Ｆｉの整備等に取り組むほか、関係機

関と連携し空港や港湾の拡充、ＣＩＱの強化等も推進

しているところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 教育問題に関する御質問の

中で、学力向上推進室の取り組みと年次計画について

お答えをいたします。 

 教育委員会は、本県の学力に係る現状を真摯に受け

とめ、諸課題を学校とともに改善するため、学力向上

推進室を設置しております。児童生徒が成就感や達成

感を実感する指導方法等について支援しており、小学

校において30位台を目標に掲げることで、教育振興基

本計画に掲げた「平成28年度までに全国水準」の目標

に迫りたいと考えております。 

 続きまして、環境問題に関する御質問の中で、日米

地位協定の見直しと返還跡地の使用経歴調査について

お答えします。 

 日米地位協定について、県は、平成12年から環境保

全に関する日本国内法を適用すること等を内容とした

環境条項を新設すること等、11項目にわたる抜本的な

見直し要請を行ってきたところであります。これまで

米軍施設・区域の返還跡地から汚染物質や不発弾等が

発見される事例がたびたび発生しております。米軍施
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設・区域の返還に当たっては、昨年４月に施行された

跡地利用推進法により、国の責任において支障の除去

に関する措置が講じられることとなっております。 

 県としては、既に返還された土地についても同法の

趣旨を踏まえ、国の責任において適切な措置を講じる

必要があると考えております。このため、県として

は、去る８月に軍転協を通じ政府に対し、今後返還さ

れる施設・区域の使用履歴の提供等を求めたところで

あります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 福祉問題についての御質問

の中で、特別養護老人ホームの入所待機者及び中長期

計画についてお答えいたします。 

 平成24年10月末時点での特別養護老人ホームの入所

申込者は2041人となっており、そのうち、施設入所の

必要性が高い高齢者は916人となっております。 

 県としましては、入所待機者の解消を図るため、平

成26年度までに沖縄県高齢者保健福祉計画に基づき、

特別養護老人ホーム等を1056床整備することとしてお

ります。また、平成27年度以降の整備計画について

は、平成26年度に次期計画を策定する中で検討するこ

ととしております。 

 次に、観光行政についての御質問の中で、新国際線

旅客ターミナルビルの施設利用についてお答えいたし

ます。 

 新国際線旅客ターミナルビルについては、那覇空港

ビルディング株式会社において、来年２月17日の供用

開始に向け整備が行われております。新ビルは４階建

てで、延べ床面積は現在のおよそ４倍になります。ま

た、直接、航空機への搭乗が可能となるボーディング

ブリッジが４基新設されるほか、チェックインカウン

ターの増設や出国待合所のスペース拡大等、施設の機

能及び利便性が大幅に向上します。 

 施設の利用料については、駐機料は現状どおりです

が、新たに航空会社との協議のもと、旅客サービス施

設の提供に要する経費に充てるため、出発客に対し旅

客取扱施設利用料が課されることとなっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 辺野古新基地について

の御質問の中で、自民党県連の進言をどう考えるのか

という趣旨の御質問にお答えいたします。 

 自民党県連の方針については、党としてさまざまな

意見を踏まえ決定したものと理解しておりますが、県

政与党の一員である自民党県連において、「辺野古移

設を含むあらゆる選択肢を排除しない」とする政策を

決定したことは重く受けとめております。普天間飛行

場の危険性の除去は喫緊の課題であり、一日も早い移

設・返還の実現が必要で、固定化は決してあってはな

らないと考えております。日米両政府においては、辺

野古移設か普天間飛行場の固定化かという硬直した考

え方ではなく、柔軟性を持って検討すべきであると考

えております。 

 次に、オスプレイの違反飛行についての御質問の中

で、10の(1)と10の(2)は関連いたしますので一括して

お答えいたします。 

 県では、普天間飛行場にオスプレイ24機が配備され

たことを受け、軍転協を中心に10月から11月までの

間、オスプレイの飛行実態について情報収集を行った

ところです。10月１日から31日までの間で、日米合同

委員会合意の趣旨に反すると思われるものとして172

件の報告が市町村から寄せられております。 

 県としては、県民の不安が一向に払拭されておら

ず、引き続き政府の責任でオスプレイの飛行実態の確

認を行うとともに、合意事項の徹底的な遵守を米側に

再度申し入れるよう求めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育問題につい

ての御質問で、久米島留学の経過についてお答えいた

します。 

 久米島町では、平成26年度より沖縄県外から久米島

高校への受検をサポートする里親制度等事業をスター

トする予定です。県外説明会においては、大阪で30

名、東京で35名の参加があり、その後、資料請求が５

件あったとのことです。また、生徒を受け入れる里親

希望者が３名決定していると聞いております。なお、

県外からの受検につきましては、県教育委員会が定め

る高等学校入学者選抜実施要項に基づき実施されるこ

とになります。 

 次に、小３からの英語教育導入への対応についてお

答えいたします。 

 小学校における英語教育の早期導入につきまして

は、現在、国において議論の段階であり、今後も国の

動向を注視してまいります。 

 県教育委員会としましては、小学校英語教育の充実

に資するため、英語立県沖縄推進戦略事業や使える英

語推進事業において教員の指導力向上を図るととも
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に、小中学生を対象にイングリッシュサマーキャンプ

などを実施しております。 

 今後とも、国際性豊かな視野の広い人材の育成を目

指し、小学校外国語活動の充実に努めてまいりたいと

考えております。 

 次に、高等特別支援学校の分教室を陽明高校に設置

することについての御質問で、陽明高校分教室の職員

配置等についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、本年度５月の分教室調査研究モ

デル校事業の成果を検証したところ、１、分教室設置

をさらに推進する必要があること、２、軽度知的障害

生徒の高等部への進学のニーズに対応する必要がある

こと、３、那覇・南部地区の既設の特別支援学校の過

密状態の緩和を図る必要があることなどの理由によ

り、平成26年度に県立沖縄高等特別支援学校の分教室

を新たに県立陽明高等学校に設置することとしまし

た。同分教室の開設に向け、現在、母体校と設置校が

連携を図るとともに、職員配置や予算等につきまして

も教育課程などを勘案しながら支障がないように取り

組んでいるところです。 

 次に、分教室準備担当職員についてお答えいたしま

す。 

 分教室準備担当職員につきましては、特色ある教育

課程の編成や組織体制の構築等を円滑に進めるため、

適正な人選を行い配置しております。母体校における

後任の配置につきましては、特別支援学校で勤務経験

があり、特別支援学校教諭専修免許状を有する者を任

用しております。また、指導の継続性が図られるよ

う、学校全体で連携し支援しており、生徒等が不安に

思うことのないよう配慮しているところであります。 

 次に、分教室の施設・設備等の課題についてお答え

いたします。 

 モデル校事業を実施した当初は、課題として学習環

境、教材費等の確保、実習室や備品等の充実が挙げら

れました。現在では、施設・設備や教員配置の充実が

図られ、設置校における職員間の協力体制のもと、交

流及び共同学習も推進され、大きな課題は解消された

ものと認識しております。 

 次に、分教室における施設・設備等の対応について

お答えいたします。 

 県教育委員会では、陽明高等学校に分教室を設置す

るに当たり、前回のモデル校事業の検証を踏まえ、円

滑な開設に向けて準備を進めております。11月１日に

は分教室の担当者を配置し、母体校と設置校が連携を

図るとともに連絡調整会議を立ち上げ、職員配置や予

算等につきましても学校教育に支障がないよう取り組

んでいるところです。 

 次に、学校現場における医療的ケアについての御質

問で、医療的ケア対象の児童生徒数等についてお答え

いたします。 

 沖縄県では、今年度特別支援学校７校に17名の看護

師を配置し、68名の児童生徒に医療的ケアを実施して

おります。児童生徒の医療的ケアの内容や頻度が一人

一人異なるので単純比較はできませんが、文部科学省

の平成24年度全国調査結果によりますと、沖縄県では

看護師１人当たり3.8人、全国平均では5.7人の児童生

徒を受け持っております。 

 次に、看護師の勤務実態についてお答えいたしま

す。 

 特別支援学校における看護師の勤務は「特別支援学

校嘱託看護師設置規程｣に基づき、一月の日数は21日

以内、１日６時間と定められております。各学校で

は、医療的ケア校内委員会を設置し、看護師と関係職

員の連携を図るとともに、看護師の勤務時間をシフト

制にするなど柔軟に対応しております。 

 次に、教員による医療的ケア実施についてお答えい

たします。 

 平成24年の法令改正に伴い、原則として看護師や保

護者に限られていた学校での医療的ケアが教員でも実

施できるようになりました。それを受けて、県教育委

員会では、平成24年度の教員による医療的ケアの調査

研究を踏まえ、今年度は教員１名が医療的ケアを実施

しております。 

 次に、医療的ケアの体制整備等についてお答えいた

します。 

 医療的ケアにつきましては、平成17年度より県単独

事業として特別支援学校における医療的ケア体制整備

事業を立ち上げ、同実施要綱及び実施要領に基づき各

学校で作成した医療的ケア手引書をもとに実施してお

ります。また、医療的ケア運営委員会を立ち上げ、学

校における体制整備を図るとともに看護師、養護教諭

の研修会等の充実に努めているところです。 

 次に、看護師の増員等についてお答えいたします。 

 県教育委員会では、平成26年度に向けて増加する医

療的ケアの必要な児童生徒に対応するために看護師の

増員に努めているところです。常勤看護師の配置につ

きましては、現在、法的な定めがないことから全国都

道府県教育長協議会等を通じて、看護師の定数措置に

向け国に要望しているところであります。 

 県教育委員会としましては、今後とも質の高い医療

的ケア体制を整え、各学校での安心・安全な学習環境

を維持するよう努力してまいります。 
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 次に、教職員の再雇用についての御質問で、教職員

の再任用の取り扱いについてお答えいたします。 

 地方公務員の再任用制度については、高齢期雇用を

推進するために制度化されたものであり、県教育委員

会では、雇用と年金の接続の観点を踏まえて教職員の

再任用を推進しているところです。採用に当たって

は、希望者の意向を事前に把握し、面接や勤務実績、

健康状況等を総合的に判断し選考を行うこととしてお

ります。 

 県教育委員会としては、今後とも教職員の雇用と年

金の接続が図られるよう再任用制度の適切な運用に努

めてまいります。 

 次に、教科書専決権についての御質問で、県立学校

の教科書採択事務専決権についてお答えいたします。 

 県立学校で使用する教科書の採択事務につきまして

は、これまでも学校長からの選定報告を受け教育長が

行い、教育委員会に報告しておりました。今回の規則

改正は、地教行法第23条にのっとり、教科書採択の権

限は教育委員会にあること、事務手続を教育長が行う

ことを明文化したものであります。なお、教科書の選

定につきましては、沖縄県立高等学校管理規則に基づ

き、これまでどおり地域や学校、生徒の実態に応じて

適切な教科書を各学校が選定してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉問題についての

御質問の中で、障害者虐待の件数についてお答えいた

します。 

 平成25年４月から11月末現在の障害者虐待の状況

は、県が通報を受理した件数が３件となっており、現

在、障害者虐待があったかどうかについて調査等を

行っております。なお、市町村が通報を受理した件数

と障害者虐待の認定件数については、来年度に今年度

１年間の調査を実施し公表する予定としております。 

 次に、高齢者虐待の実態についてお答えいたしま

す。 

 平成24年度の沖縄県における高齢者虐待認定件数は

176件で、その全件が家族等養護者によるものであ

り、養介護施設従事者等によるものはありませんでし

た。 

 次に、待機児童問題についての御質問の中で、認可

外保育施設の運営費支援事業についてお答えいたしま

す。 

 認可外保育施設の運営費支援の実施予定施設は、平

成25年度において62施設となっておりますが、平成26

年度以降については、現在、市町村待機児童解消計画

において取りまとめを行っているところであります。

また、当該運営費支援について、市町村担当者を対象

にした説明会や認可外保育施設を対象とした研修会等

で説明を行っております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境問題についての

中の、沖縄市サッカー場で見つかったドラム缶に関す

る追跡調査についての御質問にお答えします。 

 この問題については、現在、沖縄防衛局がサッカー

場全体に範囲を広げて調査を行っております。あわせ

て、沖縄市も独自に調査を実施しております。全面調

査が実施されるに当たって、県は周辺地下水の水質等

のモニタリング調査を実施することとしております。

また、調査の内容に関する情報提供、助言等を行うな

ど、これまでと同様に沖縄市及び沖縄防衛局と連携し

ていくこととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 狩俣信子さん。 

   〔狩俣信子さん登壇〕 

○狩俣 信子さん 再質問いたします。 

 まず、辺野古新基地についてですけれども、自民党

さんは、さまざまな意見があってあらゆる選択肢を排

除しないというわけですが、それなのに皆さんの受け

とめ方は辺野古というふうに来るわけですから、この

意味がもっと県民にわかりやすく説明ができないもの

かと私は思います。 

 それから、又吉公室長は、辺野古という硬直した考

えはないんだということですが、それはどこまで硬直

してないと受けとめたらいいんですか。今、世間から

は自民党さんは辺野古に回帰したというふうに受けと

められているんですが、それはどうなんですか。もう

一回答弁お願いします。又吉さん、お願いします。 

 次、行きます。 

 特別支援学校のことについてなんですが、これは３

カ所やったんですよね。その中でいろいろ課題が出て

きたということであります。今の話では、人員とか施

設・設備、対応してやっているというんですけれど

も、それがどのような解決のされ方をしたのかなと、

お話を聞いているだけではちょっとわかりかねまし

た。もう一度そこはお願いします。 

 それから、久米島、中部農林、南風原の実施した後

のアンケート調査なんですが、分教室では同世代の友

とのつながりを強めるための、学校生活となっている
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と思いますかに対して、そう思うという答えもあるん

ですが、余り思わないというのが28.6％もあるんです

ね。これについてどうなんでしょうか。私は分教室に

なって喜んでくれたのかなと思ったんですが、そう思

わないという子供たちも28.6％いたということ、これ

についてもうちょっと説明お願いします。 

 １つの場所に、分校から来た生徒、それから当然そ

こにいた生徒両方いるわけですから、そこらあたりが

交流もちゃんとできるようになったというんですが、

そこに管理者がいないということで不便もあったとい

うふうに聞いております。そこらあたりの解決はどう

するんでしょうか。 

 それから、医療的ケアについてなんですけれども、

今、文科省、厚労省の考え方で教員にそれができる

と、たんの吸引とかできるというふうなことであるん

ですけれども、学校における医療的ケアの実施には、

私は看護師の配置が必要ではないかというのが基本的

にあるものですから、そこらあたりはどう解決してい

くんでしょうかね。今、教員の養成はお一人ですか、

できたという話ではあったんですけれども、そこらあ

たりの看護師さんの充実の仕方。 

 それから、今、看護師は１日６時間という話をして

おりましたね、21日間。けれども、それは話を聞きま

すと、勤務が終わった後、８時半から15時半まで、３

時半までの勤務で、帰宅時間が３時半。しかし、その

後、生徒の帰宅後も日誌の記入、器具の洗浄、それか

ら消毒、ミーティング等いろいろあって、結局３時半

には帰れないわけですね。そこら辺の改善はどうお考

えでしょうか。 

 それから、都道府県の責任において医療的ケアの体

制整備ということであるんですが、沖縄県はそれは十

分にされているのでしょうか、お伺いします。 

 それから、年金問題についてなんですが、今回、年

度末定年退職者は何名いますか。その中で教育長が

おっしゃった、いろんな選考を行いながら適切な運用

をしていくという答弁であるんですが、そこらあたり

がちょっと見えなくて、どのぐらいの退職者がいて、

無年金にならないような対応がされていくのか、お願

いします。 

 議長、ちょっと休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時28分休憩 

   午後３時28分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○狩俣 信子さん 30億円の待機児童の問題ですが、

県は待機児童対策に係る６次事業と言っていますが、

どんなことをやるんでしょうか。 

 それから、制度を検討中というんですが、それはい

つまでにできるんでしょうか。 

 それから、ボーディングブリッジとかいろんなこと

の話を聞きました。聞きましたら４本できるというけ

れども、小型機が２機、これが４機はとめられる、

150人乗りの。大型機400人乗りは２機しかとめられな

いという話も聞きました。 

 それから、旅客使用料は幾らでしょうか。 

 よろしくお願いします。 

 最後に知事、知事が辺野古移設を認めないように、

私たち女性たち、12月10日に知事を支えるための女性

集会を持ちます。既に60団体以上がもう名前を連ねて

います。それだけ知事に期待をしていて、辺野古は

ノーだと言ってほしいと思っています。判断は12月末

以降とのことですが、知事は県民を裏切らないでいた

だきたいし、知事は女性たちを裏切らないでいただき

たい。 

 以上、終わります。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時30分休憩 

   午後３時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 狩俣議員の再質問にお

答えいたします。 

 いわゆる硬直した考え方ということなんですけれど

も、これまで再三にわたりまして、この席で、壇上

で、日米両政府においては辺野古移設か普天間飛行場

の固定化かという硬直した考え方ではなく、柔軟性を

持って検討すべきであるといった趣旨の答弁をしてお

ります。 

 ここで言う硬直した考え方というのは、従前から日

米両政府が今の辺野古案、とりわけロードマップ以降

このＶ字案というものを全く動かさないということを

硬直した考え方と指摘しているわけでございます。し

たがいまして、硬直した考え方というのは、辺野古あ

らずんば固定化といったそういう二元論は、県として

いかがなものかということを申し上げているわけでご

ざいます。 

 なお、自民党県連の決定につきましては、先ほど来

申し上げておりますように、県として重く受けとめて

いるということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 
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   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 再質問にお答えいた

します。 

 30億円の基金について、まず１つ目ですけれども、

市町村がどのような独自事業に活用できるかというこ

とですけれども、これにつきましては、待機児童対策

に係る独自事業に係る費用ということで、例えば保育

士の確保に要する費用であったり、あるいは公立幼稚

園の午後の預かり保育に要する費用であったり、ある

いは待機児童対策に関連する事業に必要な臨時的職員

等に要する費用、こういったものを想定しておりま

す。 

 ２つ目の質問としまして、この制度をいつまでに取

りまとめるかというふうな質問でありますけれども、

この交付金の充当事業につきましては、当初予算に向

けて市町村と調整をしながら待機児童の解消に必要な

事業や加速化につながる事業に充当できるような制度

を検討中でありまして、近日中に取りまとめをすると

いうところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 狩俣議員の新国際線

ターミナルビルについての御質問、２つあったと思い

ます。 

 まず１点、副知事からも答弁ございましたけれど

も、新国際線旅客ターミナルビルボーディングブリッ

ジが２基できます。議員からもありましたように、大

型機ならば２機同時に、小型機ならば４機、駐機可能

なマルチスポットとなっております。これによって

150万人の観光客の受け入れが可能になるということ

でございます。 

 それから、使用料のお話がございました。今現在、

新国際線ターミナルビルの使用料金の価格について航

空会社と協議を重ねているところです。昨年10月から

協議を行っておりますが、まだ現時点において合意に

は至ってないということでございます。 

 県としまして、新国際線ターミナルビルが今後の県

の観光政策、それから、国際線のさらなる就航増につ

ながるわけでございますので、合意形成の情報収集に

努めますとともに、また積極的に意見交換も行ってま

いりたいと、そのように考えているところでございま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） 再質問にお答えしたいと

思います。 

 質問数が多くてちょっと戸惑っておりますけれど

も、答えになっているかどうかお願いしたいと思いま

す。 

 まず、質問１つ目ですけれども、特別支援学校分教

室の課題の解消の件で、もっと具体的に説明してほし

いという件ですけれども、３分教室を平成22年度から

設置したわけですけれども、その当初におきましては

多くの不安等がございました。例えば施設をどうする

かとか、実習室とか、そういうのがございましたけれ

ども、例えば南風原高等学校の分教室におきまして

は、実習室である食品加工室等がないことから、ある

いはこの多目的室をどうするかということは新たに建

設して実習が可能となっております。中部農林高校で

もまた空いている教室等を利用して、それを再整備し

て、施設・設備等については現在のところそういう不

満は聞いておりません。 

 それから、久米島高校でしょうか南風原高校も御一

緒でしょうか、28.6％の生徒がこの分教室を入れても

そんなによいかどうか余り思わないというのがあった

という質問だったと思うんですけれども、そのことに

つきましても実はこの３年間のモデル研究授業を調査

研究、総括したんですけれども、生徒たちのこの間か

らの回答でも良好、保護者そして学校の先生方も、私

たちが調べた段階ではかなり良好な状況です。それか

ら、この３校、特に南風原と中部農林高校ですけれど

も、志願者数も2.2倍を超えるぐらい殺到しておりま

して、それからこの生徒たちとの交流、それから生徒

たちが手を差し伸べるとか協同的な、そういう交流も

大変強くなっているというのを聞いているんですけれ

ども、そういう課題があるのかなとも思っておりま

す。 

 ただ、現在では母体校において設置校においても職

員間の理解も進み、さらに交流及び共同学習が推進さ

れるものと思います。今後もっと相互理解に進むもの

と理解しております。それに努めてまいりたいと思っ

ております。 

 ３点目、設置校に管理者がいないということにつき

ましては、実はこの設置校に例えば高等特別支援学校

の分教室が南風原高校、中部農林高校にあるんですけ

れども、中部農林高校、南風原高校には、そこの担当

教頭を兼務発令してその設置校の管理職として位置づ

けているところです。 

 それから、新たな陽明高校につきましても、教頭の

この兼務が発令されておりまして、そのほかに当然南
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風原高校、中部農林高校の中で教育を一緒に行うわけ

ですから、そこの管理職、校長・教頭も一体となって

この分教室の教育に当たっていると理解、認識してお

ります。 

 それから、医療的ケアについてですけれども、看護

師の配置がもっと必要であるという観点だと思います

けれども、現在看護師を７校17名、それで68名を医療

的ケアを行っているんですけれども、看護師１名の実

質労働時間は条件として６時間です。ケアの内容、頻

度、所要時間等で６時間を超える場合は、１名増配置

し、業務内容、教唆に応じて効果的・効率的に看護師

を配置できるよう検討を進めているところではありま

すけれども、狩俣議員のおっしゃるように確かに終

わってからもいろんな整理とか、それからいろんなま

とめとか、そういうのは聞いております。今後、さら

に医療的ケアを必要とする児童生徒がふえることか

ら、看護師の増に何とか努めようと思っております。 

 続きまして、医療的ケアは沖縄県は十分されている

かという御質問です。先ほど申し述べたんですけれど

も、医療的ケアの内容や頻度が一人一人異なるので単

純比較はできませんけれども、文科省の調査によりま

すと、全国平均では看護師１人当たり5.7人です。本

県では看護師１人当たり3.8人と、そういう勤務条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の面でもいいのかなと思いますけれども、ただ、沖縄

県は医療的ケアにつきましては、先進県に入りまして

かなり前からやっておりまして、その医療ケア体制も

むしろ他府県よりは充実しているんじゃないかなとそ

ういう認識です。 

 再任用の件ですけれども、定年退職予定者数は本年

度３月ですけれども、小中学校が172名、県立学校が

97名、計269名が平成25年度定年退職する予定です。 

 これに対して再任用ですけれども、再任用はほぼ間

違いなく本人の希望で辞退がない限り再任用を実施し

ている状況です。過去３年間の再任用者数につきまし

ては、平成25年度が55名、24年度が51名、23年度が51

名、大体50名前後ぐらい、これまでも希望者をほとん

ど採用しておりますし、今後も採用していく予定でご

ざいます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の代表質問は終わ

りました。 

 本日の日程は これで終了いたしました。 

 次会は、明５日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後３時46分散会 
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説明のため出席した者の職、氏名

知 事  仲井眞 弘 多 君 

副 知 事  高 良 倉 吉 君 

副 知 事  川 上 好 久 君 

知 事 公 室 長  又 吉   進 君 

総 務 部 長  小橋川 健 二 君 

企 画 部 長  謝 花 喜一郎 君 

環境生活部長  當 間 秀 史 君 

福祉保健部長  崎 山 八 郎 君 

農林水産部長  山 城   毅 君 

商工労働部長  小 嶺   淳 君 

文 化 観 光 

スポーツ部長 
湧 川 盛 順 君 

土木建築部長  當 銘 健一郎 君 

企 業 局 長  平 良 敏 昭 君 

病院事業局長  伊 江 朝 次 君 

会 計 管 理 者  岩 井 健 一 君 

知事公室秘書 

広報交流統括官 
久 貝 富 一 君 

総 務 部 

財 政 統 括 官 
田 端 一 雄 君 

教 育 委 員 会 

委 員 長 
新 垣 和歌子 さん 

教 育 長  諸見里   明 君 

公 安 委 員 会 

委 員 長 
翁 長 良 盛 君 

警 察 本 部 長  笠 原 俊 彦 君 

労 働 委 員 会 

会 長 代 理 
春 田 吉備彦 君 

人 事 委 員 会 

委 員 長 
玉 城   健 君 

代表監査委員  知 念 建 次 君 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名 

事 務 局 長  嘉 陽 安 昭 君 

次   長  知 念 正 治 君 

議 事 課 長  平 田 善 則 君 

副 参 事 兼 
勝 連 盛 博 君 

課 長 補 佐 

主     幹  佐久田   隆 君 

主     査  嘉 陽   孝 君 

政務調査課長  大 村 浩 三 君 

副 参 事  宮 城   弘 君 

○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 昨日、山内末子さん外14人から、議員提出議案第１

号「特定秘密の保護に関する法律制定の慎重審議を求

める意見書」の提出がありました。 

 この際、お諮りいたします。 

 議員提出議案第１号「特定秘密の保護に関する法律

制定の慎重審議を求める意見書」を日程に追加し、議

題といたしたいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第１号を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 議員提出議案第１号 特定秘

密の保護に関する法律制定の慎重審議を求める意見書

を議題といたします。 

 提出者から提案理由の説明を求めます。 

 山内末子さん。 

   ―――――――――――――――――― 

   〔議員提出議案第１号 巻末に掲載〕 

   ―――――――――――――――――― 

   〔山内末子さん登壇〕 

○山内 末子さん 皆さん、おはようございます。 

 ただいま議題となりました議員提出議案第１号につ

きましては、12月４日に開催した総務企画委員会の委

員等により協議した結果、議員提出議案として提出す

ることに意見の一致を見ましたので、提出者を代表し

て提案理由を御説明申し上げます。 

 提案理由は、特定秘密に関する法律制定の慎重審議

を求めることについて関係要路に要請するためであり

ます。 

 議員提出議案を朗読いたします前に、一言申し上げ

ます。 

 同法案の対象となります特定秘密の中心が防衛・外

交関連であることから、この２つの分野に深くかかわ

る沖縄県が最も影響を受けると危惧されます。また、

国民の主権を脅かすこの法案に対し、各界各層多くの

県民からの反対する声はとどまることを知りません。 

 よって、県民の命、人権を守る立場から議会の意思

として意見書を提出いたします。 

 次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。 
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〔特定秘密の保護に関する法律制定の慎重審議を求め

る意見書朗読〕 

 以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。 

○議長（喜納昌春君） これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。 

 質疑はありませんか。 

   〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって質疑を終結いたします。 

 この際、お諮りいたします。 

  ただいま議題となっております議員提出議案第１号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。 

  これに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

  よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） これより議員提出議案第１号

「特定秘密の保護に関する法律制定の慎重審議を求め

る意見書」を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（喜納昌春君） 御異議なしと認めます。 

 よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決

されました。 

   ―――――――◆・・◆――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１ 代表質問を行いま

す。 

 質問の通告がありますので、順次発言を許します。 

 玉城義和君。 

   〔玉城義和君登壇〕 

○玉城 義和君 おはようございます。 

 県民ネットを代表して質問をいたします。 

 知事、御無理せずに自席で答弁結構でございますの

で。 

 質問に入ります前に、少しく所見を申し述べたいと

存じます。 

 今、私たち沖縄県民は、歴史の大きな分岐点に立っ

ているというふうに思います。1995年に起きた少女の

暴行事件を糾弾する10・21県民大会を契機にして県民

の米軍基地に対する関心が高まり、基地の整理縮小へ

の大きなうねりが起きました。 

 それに対して日米両政府は、この動きをそのまま放

置すると沖縄の全基地撤去の運動に発展しかねない、

ひいては日米同盟に波及する。こういうことを危惧を

し普天間の返還を発表したわけでありますが、残念な

がらこれが県内移設条件つきということで、17年たっ

た今日でも事態は一向に改善をされてなく今日に至っ

ているわけであります。この間、民主党の政権交代を

挟んで沖縄がオール沖縄で県外移設と、こういうこと

になったわけでありますが、そのような中で自民党所

属の５名の国会議員と自民党県連が県外移設という公

約をかなぐり捨てて辺野古移設を容認する、こういう

表明をし、現在県民の激しい批判を浴びているところ

であります。 

 地元２紙はそれぞれ社説で、「恥ずべき裏切り行為

だ」、「公約破棄、議席返上せよ」、「犠牲強要は歴

史的背信だ」というふうに書き、県民の持って行き場

のない怒り、悲しみを代弁しております。 

 沖縄タイムスは社説で、「東京・永田町の自民党本

部で開かれた石破茂幹事長の会見の光景は、歴史の歯

車が1879（明治12）年の琉球処分まで後戻りしたよう

な印象を抱かせた。 説明する石破幹事長は琉球処分

官。一言も発言する機会がなく、椅子に座ったまま硬

い表情の国会議員５人は、沖縄から連行され、恭順を

誓った人びと…。」と書き、また、琉球新報は、「沖

縄の有権者たちから票と信頼を得た議員たちが、政

府・与党の先導役として沖縄に基地を押しつける作業

にいそしむのか。議員たちが自らの保身のため、沖縄

に犠牲を強要する姿を見るのは悲しい。 民意に背い

ただけでなく、沖縄戦の犠牲者たちへの歴史的背信で

もある。」というふうに述べております。 

 事が深刻なのは、政治家や政党が主要な公約を破棄

したということと同時に、県民の心をいたく傷つけて

しまったのは、本来県民の負託を受けて国政に届ける

べき人たちが、逆に国策にのみ込まれ、それを県民に

強要するという立場に立ったということであります。

県外移設がもとより難しいのであれば、辺野古も難し

い。17年たってもくい１本打てないではないかという

ことを提起をし、沖縄に過重に押しつけられて成り

立っている日米同盟の矛盾をむしろ提起をして、その

ことをこの際考えていくべきだということを申し上げ

て、むしろ議論を起こすことが私は日米同盟の、ある

いは日米関係にとって重要なことではなかったのか

と。そのことが沖縄を代表する議員あるいは国を代表

する国会議員としての矜持ではないのかというふうな
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ことを考えざるを得ないわけであります。 

 首里城明け渡しと比して比屋根照夫琉大名誉教授

は、琉球王府側もこれほどたやすく明治政府に屈しは

しなかった。弁舌を尽くしての抗弁、条理に基づく士

族の抵抗、それが少なくとも琉球王国の誇りであり主

体性の主張であったし、そして今回の事態で何よりも

要求されていたものは、沖縄の政治家としての誇りで

あり、矜持であり、政治家としての尊厳であったと述

べております。全く今、県民の思っていることをあら

わしているというふうに思うわけであります。 

 一方、12月２日に全会一致で可決された那覇市議会

の意見書は、「私たち沖縄県民は、米軍占領時代から

保革をこえた島ぐるみのたたかいで、土地取り上げに

反対し、祖国復帰を実現してきた。いま求められてい

るのは沖縄のアイデンティティを貫き、県民の心をひ

とつに県民総意の実現へ頑張り抜くことである。」と

しております。まさに今、沖縄が置かれた歴史のただ

中にあって何をなすべきかということを明確に意識を

した立派な見識だと存じます。 

 小さき我が沖縄は、分裂してはいけません。沖縄は

団結をしなければ問題解決にはならないというのは、

これは歴史の教訓であります。辺野古移設反対の県民

の圧倒的な世論は揺るぎがありません。それに寄り添

うのが我が県議会の我々政治の任に当たる者としての

最大の使命だということを申し上げて質問に入らせて

いただきます。 

 知事の政治姿勢についてであります。 

 (1)番と(2)番は割愛をいたします。 

 (3)番、仲井眞知事は「「豊かで住みよい美ら島おき

なわづくり」宣言」という知事選マニフェストで、

「私には、ウチナーンチュとしての「誇り」がありま

す」とし、「ウチナーンチュとしての誇り、これこそ

が未来に輝く沖縄の原点です。」と述べています。知

事のウチナーンチュとしての誇りはどのようなものか

お伺いをいたします。 

 (4)番、同マニフェストで「基地問題の解決と跡地利

用の促進」の中で、普天間移設に関して「「日米共同

声明を見直し、県外移設の実現」を政府に強く求めて

いきます」と述べておりますが、これに変更はないか

改めてお伺いをします。明確なお答えをお願いいたし

ます。 

 (5)は削除いたします。 

 ２番、基地問題についてであります。 

 名護市長意見に関して。 

 ア、公有水面埋立法に基づいて11月27日、名護市長

意見が提出をされました。30ページ近くにわたるもの

で、極めて科学的で説得力に富むものになっておりま

す。名護市長意見について知事の所見を求めます（法

第３条関連）。 

 イ、名護市長意見は市議会の議決を経て明確に埋立

反対を表明しております。この市長意見は知事判断に

どのように取り入れられるか。 

ウ、市長意見は、まず市民生活への影響について調査

し、市民の声を聴取し、公有水面埋め立てについて、

「環境保全に重大な問題があり、沖縄県知事意見にお

ける指摘のとおり、事業実施区域周辺域の生活環境及

び自然環境の保全を図ることは不可能であると考え、

本事業の実施については強く反対いたします。」とし

ています。この見解について知事のお考えを承りま

す。 

 エ、オスプレイの配備に関して「合同委員会合意」

が守られていない現状や構造的欠陥を指摘をし、本来

ならば環境影響評価の手続を経て、その安全性が確認

されるべきであるにもかかわらず、当該手続を経ず安

全性への配慮を著しく欠いている。本事業の実施は安

心・安全という地方自治体の最重要責務の遂行を危う

くするもので到底認められないとしています。当該見

解についての知事の所見を求めます。 

 オ、キャンプ・シュワブ内からの土砂採取につい

て、キャンプ・シュワブ内の土壌汚染の証言などもあ

り、土砂の採取について自然環境や漁業に与える影響

も懸念されるとしているが、県の見解はいかがでしょ

うか。 

 カ、公有水面埋め立てにより波高や潮の流れが大き

く変わると指摘している。県の見解はどうか。 

 キ、埋め立てによる海草藻場の消失とジュゴンの保

護に重大な影響を与えると指摘している。県の見解を

伺います。 

 ク、事業者のサンゴ類に対する認識が浅く、辺野古

大浦湾の生息現状を過小評価しているとしている。県

の見解はいかがでしょうか。 

 ケ、埋立申請において外部から購入する土砂に生態

系に悪影響を及ぼす外来生物が混入しているが、誰が

どのように確認するのか。すなわち混入している場

合、供給元における適切な駆除、駆除されたことの証

明、影響を及ぼさない材料の選定を担保するプロセス

等が示されていないとしております。いかがでしょう

か。 

 コ、本件埋立事業が国の生物多様性基本法や生物多

様性国家戦略など国の生物多様性保全の計画と整合し

ないこと。また、自然環境の厳正な保護を図る区域と

してランクⅠに位置づけられている県の「自然環境の
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保全に関する指針」や、名護市の第４次名護市総合計

画との整合性がとれないと指摘しております。県の見

解を伺います。 

 サ、法第４条１項２号及び第３号関連で指摘してい

るように、国土利用上適正かつ合理的とは言えないと

しているがいかがでしょうか。 

 シ、事業の不適切性について。 

 日本政府の「辺野古移設が唯一有効な解決策であ

る」という主張に対して、グアムなどへの9000人海兵

隊の移設計画や識者の提言などを引用し事業者の事業

の不適切性を論じております。県の見解を伺います。 

 ス、一般廃棄物の処理について。 

 事業者は、一般廃棄物の受け入れについて名護市に

建設される最終処分場を想定しておりますが、名護市

は一般廃棄物処理施設整備計画は米軍基地から排出さ

れる一般廃棄物を受け入れる計画にはなっていないと

しております。県の受けとめ方はいかがでございま

しょうか。 

 セ、企業局からの取水について。 

 事業者は「沖縄県企業局からの供給を受けることに

なる」としております。企業局は一般の需要者に対し

て水を供給できるか、企業局長の見解を伺います。 

 (2)番、普天間飛行場の移設に関してです。 

 ア、普天間移設問題の核心は何と考えるか。 

 イ、知事は、これまでの知事の政治姿勢や公約等か

らして埋立申請に対しては不承認をすべきと思うが、

いかがでしょうか。 

 ウ、知事は、承認、不承認のほかに保留ということ

も想定していると報道されています。真意を伺いま

す。 

 エ、普天間飛行場の返還の必要性はそもそも何なの

か。 

 オ、普天間飛行場の辺野古移設によって危険性の除

去、負担の軽減は達成されると考えるか。 

 カ、圧倒的な県民の反対世論、現地、現場での陸

上・海上における強力な反対運動について、知事はど

のような御認識をされているかお示しをいただきたい

と思います。 

 ３番、次世代支援対策等について。 

 待機児童解消に向けた取り組みについて。 

 ア、県内の待機児童をめぐる状況はどのようなもの

か。 

 イ、行動指針や解消計画が予定されているが、いつ

までにどのような事業で待機児童をゼロにするか。 

 ウ、沖縄県待機児童解消支援基金は市町村が行う事

業を支援するとしているが、どのような事業にどのよ

うに支援をしていくのか。 

 (2)、県の人口動態について。 

 ア、国立社会保障・人口問題研究所の統計による

と、日本の人口は今世紀末には現在の半数以下になる

とされている。県の人口動態はどのようになるか。 

 イ、出生率の低下と出生数の減少で全国で限界自治

体が続出すると言われている。本県の未来予測はいか

がか。 

 ４、教育の課題について。 

 (1)、竹富町の公民教科書採択問題の現状と今後の教

育庁の対応を伺います。 

 (2)番、去る11月28日の文科省からの呼び出しをどう

考えているか。また、政務官とのやりとりはどういう

ものか明らかにされたい。 

 (3)番、文科省の有識者会議が小中学校での道徳の教

科化や検定教科書を使用すべしとの提言を行ってい

る。道徳はまさに個々の倫理観、価値観の確立であっ

て、国家、国民統一のものであってはならないと思う

がどうか。 

 (4)番、文科省が小中学校の社会科分野の教科書検定

基準に政府見解の尊重を求める規定を明記している。

国定教科書になる危険性があると思うが、教育長の見

解はどうか。 

 (5)番、県教育庁が行った生活態度調査の結果につい

て明らかにされたし。 

 (6)番、「学力向上推進室」設置の目的、業務につい

てお伺いをいたします。 

 (7)番、人材の育成について。 

 ア、沖縄県として、特に高校生・大学生などの若手

の語学、専門性を育てる留学などの派遣交流事業はど

のように実施されているか。 

 イ、平成24年度の事業結果等を見ると、平成24年度

国際性に富む人材育成留学事業では、高校生65名を１

年間海外に派遣しているわけですが、うちアジア枠が

中国の１名だけとなっております。アジア枠を多くす

ることが今後の世界の動き等も考えると必須になると

考えますがいかがでしょうか。 

 ウ、また、海外で学習すると世界観も広がるという

グローバルなマインドを高校生・大学生にまで広げる

啓発運動を学校で行うことも有効と思うがいかがで

しょうか。 

 ５番、知事部局の組織改編について。 

 (1)番、基地環境特別対策室の設置については、我が

会派がかねてより要請したことでもあり、時宜を得た

ことだと考えます。これから返還される基地跡地利用

の促進のために国任せだけにせず、県も積極的な役割
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を果たしていくべきであると思います。室の取り組み

についてお伺いいたします。 

 (2)番、公共交通推進室の設置について、室を設置す

る理由、主たる業務について明らかにされたし。 

 ６番、ＴＰＰ交渉についてであります。 

 (1)番、ＴＰＰ交渉はどの段階まで来ているのか。 

 (2)番、我が県農業・農産物等に与える影響は甚大だ

と思われますが、現段階での情報収集及び見通しはど

うでしょうか。明確な御答弁をお願いをいたします。 

○照屋 守之君 議長、休憩願います。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時25分休憩 

   午前10時32分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 玉城義和議員の御質問に答弁をいたします。 

 第１に、知事の政治姿勢の中で、知事の言うウチ

ナーンチュとしての誇りに関する御質問に答弁をいた

します。 

 ウチナーンチュとしての誇り、これはいろんな角度

から、いろんな方が、また先生方がいろいろと言って

おられますから、私にそんなことを定義したり、申し

上げる資格はそんなしっかりあるとは思いませんが、

ただ私自身のことで言えば、ウチナーンチュそのもの

であることが我々は即誇りだと思っております。 

 これをまたあえてるる説明するのも何ですが、申し

上げれば、沖縄には魅力あふれる自然環境や伝統文

化、また、その中で育まれた思いやりの心とか優しさ

の心などの世界に誇れる有形・無形の財産が数多くあ

ると考えます。それら全てが私の言う誇りであるとも

言えると思っております。 

 私は、県民と一緒になってつくりました沖縄21世紀

ビジョン基本計画を推進することによりまして、「豊

かで住みよい美ら島沖縄づくり」を実現し、私たちの

子や孫が誇りと夢を持てる沖縄県をつくってまいりた

いと考えているところであります。 

 次に、同じく知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の県外移設に向けた取り組みについてという御趣旨の

御質問に答弁をいたします。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去や運用停止の実現は困難であ

ると考えております。このことから、政府において

は、確実な早期移設の方策を示す必要があると考えて

おります。 

 県といたしましては、他の都道府県の既に滑走路が

ある場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決でき

る方策であると考えております。日米両政府に対し、

普天間飛行場の県外移設及び早期返還の実現を強く求

めてまいります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 教育の課題に関する御質問

の中の、沖縄県として、特に高校生・大学生などの若

手の語学、専門性を育てる留学などの派遣交流事業は

どのように実施されているかについて聞きたい、留学

などの派遣交流事業についてお答えをしたいと思いま

す。 

 沖縄県では、国際社会で主体的に活躍できる人材の

育成を目指して、海外短期研修事業と長期留学事業を

行っております。平成25年度は、短期研修事業で高校

生173名を米国、中国等に派遣する予定です。長期留

学事業では高校生70名を１年間、欧米、アジアの16カ

国に派遣しております。また、社会人や大学生等27名

を７カ国へ派遣する予定です。  

 続きまして、知事部局の組織改編に関する御質問の

中で、基地環境特別対策室の設置についてお答えいた

します。 

 沖縄県は、新たに基地環境特別対策室を設置し、米

軍施設から派生する環境問題の解決に向けた効果的な

環境保全のしくみづくりを推進したいと考えていま

す。具体的には、返還跡地及び返還予定地の環境浄化

の手法や手続等について国に提案するとともに、米軍

施設における環境調査や環境関連法令の適用の実現を

促進していきたいと考えております。  

 続きまして、ＴＰＰ交渉に関する御質問の中で、Ｔ

ＰＰ交渉に関する沖縄県の対応についてお答えいたし

ます。 

 ＴＰＰ交渉については、去る10月のＴＰＰ首脳声明

以降、11月に首席交渉官会合が開催され、12月にはＴ

ＰＰ閣僚会合が予定されるなど、年内妥結に向けて加

速的に進展しており、予断を許さない状況にあると認

識しております。このため、沖縄県では、10月24日と

11月29日にＪＡ等関係団体と連携し、内閣官房長官や

ＴＰＰ担当大臣など政府・与党に対して、本県農林水

産業に影響が出ないよう強く要請したところでありま

す。 

 今後とも、ＴＰＰ交渉の動向や国の対応を踏まえな

がら、時期を逸しないよう、必要な対策について適切
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に対応してまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 基地問題についての御質問

の中で、辺野古埋立承認申請に対する名護市長意見に

ついてお答えいたします。 

 名護市長意見につきましては、現在、その内容につ

いて精査をしているところであります。また、意見の

内容に関して、沖縄防衛局の見解を確認しているとこ

ろであります。 

 今後、市長意見についても総合的に勘案して判断し

てまいりたいと考えております。  

 次に、次世代支援対策等についての御質問の中で、

待機児童解消支援基金についてお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、平成29年度末までに潜在的

待機児童を含む約9000人の待機児童の解消を図ってい

くこととしております。このため、待機児童対策の強

化を図ることを目的として基金を設置し、待機児童の

解消に資する事業を実施する市町村に対し、交付金を

交付することにより取り組みの加速化を支援してまい

ります。  

 次に、知事部局の組織改編についての御質問の中

で、公共交通推進室の設置についてお答えいたしま

す。 

 鉄軌道等の導入については、平成31年度末に工事に

着手できるよう取り組みを加速してまいります。この

ためには、国や関係機関との調整等を精力的に進めて

いく必要があることから、班から室へ体制を強化する

こととしております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 基地問題について

の御質問の中で、辺野古埋立承認申請に対する名護市

長意見についての所見、事業の不適切性を論じている

こと、国土利用上適正かつ合理的ではないことと指摘

していること、及び一般廃棄物の処理についての御質

問にお答えいたします。御質問の２の(1)のア、サ、

シ及びスは関連いたしますので一括してお答えをいた

します。 

 11月27日に提出されました名護市長の意見につきま

しては、その内容に関して沖縄防衛局に見解を確認し

ているところであります。今後、沖縄防衛局の見解が

示された後、その内容を精査した上で県の考え方をま

とめていきたいと考えております。 

 次に、同じく基地問題についての御質問の中で、名

護市長意見のうち公有水面埋立法第４条第１項第２号

に関することについての御質問にお答えいたします。

御質問の２の(1)のウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケまでは

公有水面埋立法第４条第１項第２号に関連する御質問

ですので一括してお答えいたします。 

 名護市長意見につきましては、内容に関して沖縄防

衛局に見解を確認しているところであります。なお、

名護市長意見の中で示された海草藻場やサンゴ類の移

植、埋立土砂搬入に伴う外来種の混入対策等に関する

指摘については、県環境生活部からも同様の意見が提

出されているところであります。今後、沖縄防衛局の

見解が示された後、その内容を精査した上で県の考え

方をまとめていきたいと考えております。 

 同じく基地問題についての御質問の中で、名護市長

意見のうち公有水面埋立法第４条第１項第３号に関す

ることについての御質問にお答えいたします。 

 名護市長の意見のうち、県が策定した「自然環境の

保全に関する指針」に基づくランクとの整合性に関し

ては、県環境生活部から、埋立土砂発生区域の改変面

積並びに普天間飛行場代替施設及び辺野古地区地先の

埋立面積の最小化等について、環境保全指針を前提と

した上で、具体的にどう評価したのか示されていない

との意見が提出されております。こういった点を含

め、各種計画との整合性等についても沖縄防衛局に見

解を確認しているところであります。今後、沖縄防衛

局の見解が示された後、その内容を精査した上で県の

考え方をまとめていきたいと考えております。 

 同じく基地問題についての御質問の中で、辺野古埋

立承認申請に対して、承認、不承認のほかに保留と報

道されたことについての御質問にお答えいたします。 

 知事は11月１日の定例記者会見において、承認、不

承認、あるいはその中間もあるかもしれないという趣

旨の発言をいたしました。このことは、承認または不

承認がある以上、その中間となるものも概念的にはあ

るのではないかとの意味で申し上げたものであり、具

体的な対応策を念頭に置いたものではありません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企業局長。 

   〔企業局長 平良敏昭君登壇〕 

○企業局長（平良敏昭君） 基地問題についての中

の、名護市長意見に関連する部分で、沖縄県企業局か

ら水道供給を受けることについてお答えいたします。 

 沖縄県企業局は、水道法第３条第４項及び沖縄県公

営企業の設置等に関する条例第３条第２項に基づき、

市町村等の水道事業者に対して水道用水を供給する、
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いわゆる水道用水供給事業を行っており、したがいま

して末端の需用者に沖縄県企業局が水道水を供給する

ことはできません。なお、沖縄防衛局長から提出の

あった「普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影

響評価書」において、企業局から水道水の供給を受け

る旨の表現があったため、平成24年２月20日付「環境

影響評価書に対する知事意見」において「当該記述は

適切でない」との意見を述べております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、普天間移設問題の核心は何かとの御質問

にお答えいたします。 

 普天間飛行場移設問題の原点は、喫緊の課題である

同飛行場の危険性の除去であり、一日も早い移設・返

還の実現が必要であるということであります。 

 次に、埋立申請不承認とするべきとの質問にお答え

いたします。 

 今回の埋立承認申請については、行政手続法や公有

水面埋立法等の関係法令にのっとり必要な手続を実施

しております。普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課

題であり、一日も早い危険性の除去、移設・返還の実

現が必要であります。現在の日米合意案は時間がかか

り、普天間飛行場における早期の危険性除去は困難で

あることから、政府においては、確実な早期移設の方

策を示す必要があると考えております。 

 次に、普天間移設問題の返還の必要性についてお答

えいたします。 

 普天間飛行場は市街地の中心部に位置するため、周

辺には学校や住宅、病院等が集中する極めて危険な状

況にあり、一日も早い移設・返還の実現が必要である

と考えております。 

 次に、辺野古移設による危険性除去と負担軽減につ

いてお答えいたします。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去は困難であることから、政府

においては、確実な早期移設の方策を示す必要がある

と考えております。 

 次に、県民の反対世論と強力な反対運動についてお

答えいたします。 

 普天間飛行場の辺野古移設案には、地元名護市長を

初め多くの市町村長等が反対を表明していると認識し

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 次世代支援対策等に

ついての御質問の中で、県内の待機児童の状況及び取

り組みについてお答えいたします。３の(1)のアと３の

(1)のイは関連しますので一括してお答えいたします。 

 平成25年４月１日現在の県内における待機児童数は

2216人となっておりますが、県では潜在的待機児童も

含めた待機児童数を約9000人と推計しております。こ

れを踏まえ、市町村は、沖縄県待機児童対策行動指針

に基づき待機児童解消計画を策定し、保育所の定員

増、幼稚園の活用、家庭的保育事業など多様な施策を

実施し、平成29年度末までに待機児童の解消を図るこ

ととしております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 次世代支援対策等につ

いての御質問の中の、沖縄県の人口動態及び将来予測

についての御質問ですが、これは３の(2)アと３の(2)イ

は関連いたしますので、恐縮ですが一括して答弁させ

ていただきます。 

 沖縄県の人口は、復帰直後の96万人から平成25年に

は141万7000人へと増加しております。全国が既に人

口減少社会を迎えている中、本県は全国で唯一平成37

年ごろまで増加を続け、その規模は144万3000人程度

に達するものと見込まれております。しかしその後

は、全国と同様に人口減少社会を迎えることが予想さ

れており、生産年齢人口の減少によって経済成長にマ

イナスの影響を与えることが懸念されます。特に、離

島・過疎地域においては既に人口減少の傾向が見ら

れ、地域の存立基盤にかかわる問題が生じることも懸

念されることから、現在、県において、離島・過疎地

域を含む県全域でバランスのとれた人口の維持・増加

を図るための計画を今年度中に策定することとしてお

ります。 

 次に、ＴＰＰ交渉についての御質問の中の、ＴＰＰ

交渉の進捗状況についてお答えいたします。 

 ＴＰＰ交渉については、去る10月の首脳会合におい

て年内妥結の目標が再確認され、二国間協議や分野別

会合、首席交渉官会合が行われるなど、協議が加速さ

れております。ＴＰＰ交渉では、厳しい守秘義務によ

り詳細な交渉内容等は明らかにされておりませんが、

政府交渉担当者の説明によりますと、「貿易円滑化」

や「商用関係者の移動」などほぼ合意に達した分野が

ある一方で、「関税の撤廃」、「知的財産」、「競争

政策」などの分野においては、各国の利害が対立し、
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合意に至っていない状況とのことであります。このた

め、今月７日から10日にかけて開催予定の閣僚会合に

おいて、年内妥結に向けたさらなる議論が行われる予

定であります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育の課題につ

いての御質問で、竹富町の教科書採択の現状と今後の

対応についてお答えいたします。 

 竹富町の公民教科書採択については、10月18日に文

部科学大臣から沖縄県教育委員会に対し是正要求の指

示がありました。県教育委員会ではこの問題について

真摯に取り組み、これまで７回にわたり議論を重ねて

まいりました。話し合いの場では、竹富町の現在の教

育環境、是正要求した場合の八重山地区への影響、地

方公共団体の自主性及び自立性への配慮等について協

議してまいりましたが、結論には至りませんでした。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き、何よ

りも子供の教育の視点から是正要求への対応について

協議するとともに、３市町教育委員会それぞれの立場

を尊重しつつ指導助言を行い、同一の教科書採択の実

現に努めてまいります。 

 次に、文部科学大臣政務官との面談についてお答え

いたします。 

 先日の面談は、文部科学大臣からの要請に基づくも

のであり、重く受けとめております。政務官には、こ

れまで７回にわたり議論してきたこと、竹富町では無

償措置法の目的である義務教育の充実について大きな

問題は生じていないこと、今回の是正要求が地方分権

一括法案の附帯決議を反映してないこと等、結論に至

らなかった理由を説明してまいりました。 

 次に、道徳の教科化についてお答えいたします。 

 平成25年11月に開催された文部科学省の有識者会議

において、いじめ問題の深刻化等に関連して、道徳の

時間を教科にすることが提言されております。 

 県教育委員会としましては、いじめや問題行動等へ

の対応として、児童生徒に「規範意識」や「思いやり

の心」等を醸成することは必要なことであり、学校現

場においてもしっかり指導すべきだと考えます。一

方、教科化によって画一的な価値観の植えつけになる

ことが懸念されますので、慎重な議論と対応が必要に

なると考えております。 

 次に、小中学校社会科分野の教科書検定基準改正に

ついてお答えいたします。 

 教科書の検定につきましては、過去に沖縄戦の記述

に関して県民大会を開催するなど大きな社会問題に

なったことは記憶に新しいところであります。教科書

の検定基準については、現在、国において議論してい

る最中であり、見解を述べる状況ではございません

が、教科書の内容については史実・事実をしっかりと

踏まえて記述することが大切であると考えておりま

す。 

 次に、生活実態調査についてお答えいたします。 

 本調査は、公立の小学５年生及び中学２年生、さら

にその保護者、合わせて約６万3000人を対象に実施

し、約５万人から回答を得ております。調査の結果か

ら、学習面においては、食事、睡眠、運動、学習時間

や読書時間が有意に関係していることや、生活面にお

いては、児童生徒と保護者の認識のずれなどが明らか

となり、基本的生活習慣や家庭教育についての課題が

浮き彫りとなりました。 

 県教育委員会としましては、調査結果を真摯に受け

とめ、学校、家庭、地域の教育機能の充実、特に家庭

教育の改善・充実に向け、保護者や地域が一体となっ

て取り組める教育環境づくりを検討していきたいと考

えております。 

 次に、学力向上推進室設置の目的と業務についてお

答えいたします。 

 県教育委員会では、本県の学力に係る現状を真摯に

受けとめ、諸課題を学校とともに具体的・実効的に改

善することを目的に、学力向上推進室を設置しまし

た。学力向上推進室は、児童生徒一人一人に確かな学

力を身につけさせるため、学校訪問等を通して校長等

との意見交換を行い、児童生徒が成就感や達成感を実

感する指導方法等について支援しております。今後と

も、全ての学校が全職員で意欲的に取り組む体制を構

築し、児童生徒一人一人がみずからの夢や目標を達成

できるよう、取り組みの充実を図ってまいりたいと考

えております。 

 次に、留学事業のアジア枠の拡大についてお答えい

たします。 

 平成25年度は、国際性に富む人材育成留学事業で高

校生70名中、中国へ10名、台湾２名、韓国１名、タイ

１名の派遣を行い、アジア枠の拡大を図っておりま

す。 

 県教育委員会としましては、今後とも、アジアを初

め世界との交流を通じて、グローバルスタンダードの

知的水準を備えた人材の育成に取り組んでまいりま

す。 

 次に、グローバルマインド啓発についてお答えいた

します。 
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 県教育委員会では、グローバル海外短期研修事業及

び国際性に富む人材育成留学事業について、校長研修

会や教頭研修会等、多くの機会を通して事業の周知を

図っております。また、今年度より、事後研修の一環

として、両事業の合同成果報告会を実施するととも

に、派遣生による校内や出身小中学校等での成果発表

会を実施しております。今後とも、児童生徒が異文化

への関心を高め、留学への意欲を喚起するなど、子供

たちの世界観が広がるよう啓発に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城義和君。 

○玉城 義和君 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時２分休憩 

   午前11時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 玉城義和君。 

   〔玉城義和君登壇〕 

○玉城 義和君 こちらも丁寧に質問出しているわけ

ですから、もう少し丁寧にお答えをいただきたいと思

いますね。そういう答え方では、どういうふうに答え

たか聞いているほうはさっぱりわからないわけであり

まして、非常に残念だと思います。きちっと答えてく

ださい。 

 では再質問します。 

 まず２の(1)オからスに関連してでございますが、名

護市長意見は、「事業実施区域周辺域の生活環境及び

自然環境の保全を図ることは不可能」とこういうふう

に断じております。一方、沖縄県の環境生活部の意

見、これは総括の部分でありますが、当該事業の承認

申請書に示された環境保全措置等では不明な点があり

として、また生活環境及び自然環境の保護について懸

念が払拭できない、こういうふうに言っているわけで

す。これは沖縄県環境生活部としては、この申請書で

は保全が図れないとこういう認識だというふうに受け

取るんですが、それでよろしいでしょうか。確認をい

たします。 

 それから２番目ですが、２の(1)のクに関連して、名

護市長意見及び沖縄県環境生活部の意見では、県外か

らの大量の土砂搬入に伴う外来種侵入の生態系への影

響とその防止策が具体的に示されていないことが問題

と指摘されておりますね。環境生活部の意見では、コ

ウジカビやセラチア菌がサンゴの病気になるという調

査研究があると、具体例を挙げて示しているわけでご

ざいますが、そして陸由来の土砂が海域生物へ及ぼす

影響への適切な予測評価を行うべきであるとこういう

ふうにしておりますね。これは沖縄県環境生活部とし

ては、この申請書では外来種の侵入に関して環境の保

全が図れないとこういうふうに認識をしているという

ふうに受け取るんですが、それでよろしいでしょう

か。確認をいたします。 

 それから２の(1)のクに関連してですが、県の環境生

活部意見で示されたコウジカビやセラチア菌のほかに

もたくさんの外来種の侵入の可能性が予測されます

ね。沖縄防衛局の土砂購入予定地である瀬戸内地域、

この辺で環境省によって特定外来種に指定されている

アルゼンチンアリが発見されておりまして、農業の害

虫として被害や在来アリ駆逐の被害が報告をされてい

るわけですね。これは２日前でしたか、地元の新聞に

も取り上げられておりますが、これは専門家の間でも

早くから指摘をされていることでございます。例示さ

れたもののほかに、県で議論をされている外来種とし

てはどのようなものが予測されるか、お示しをいただ

きたいというふうに思います。 

 それから４番目ですが、環境生活部の意見を概観す

ると、指摘された多くの問題は今後事業者との調整で

対応できるものはごく少ないのではないかという感じ

がします。公有水面埋立法や関連法令を遵守するため

の根幹にかかわるものが県から提起されているんでは

ないか。つまり埋め立てそのものによって付随的、必

然的に起こるものが問題として多く提起をされている

んじゃないかという感じを私は意見を読んで感じるわ

けですね。したがって、本来であれば現時点において

はもう既に解決をされていなければならない問題が今

日なおやりとりをしている。要するに、３回にわたり

やりとりをしているとこういう感じを受けるんです

ね。それについて部長、いかがでしょうか。考えを聞

かせてください。 

 関連して、防衛局の埋立申請書に関する３回目の質

問が出されたということですが、いつまでこういうや

りとりを続けるのかということです。 

 もう一つは、名護市長意見は、現時点で提出された

埋立申請手続の書面と関連図面に基づいて出されてい

るわけですね。さらに、これは今言ったように、事業

者がさらに提出を行っていくならば、この法律に言う

第３条１項に定める書面及び関連図書をその告示の日

より起算して３週間、公衆の縦覧に供し、かつ期限を

定めて地元市町村の意見を徴するとこうなっています

ね。これに違反しないんですか、これは。私は素人で

はありますが、どう考えてもずっとやりとりをしてど

んどん変わっていくわけでしょう。そうすると最初に

出した市長のものとは変わってくるんではないかと。
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法律的には私はこれは違反するんじゃないかと思いま

すが、どうでしょうか。 

 それから、日米で締結すべしとこう言っている環境

特別協定がありますね。これは部が指摘しているよう

に嘉手納とか普天間のものが平成８年ですか提起をさ

れてほとんど空洞化されているわけですね。それにも

かかわらずまたあえてこういうことを提起するという

意味はどこにあるのか、教えてください。 

 それから同時に、ちょっと私疑問を感じるのは、こ

の協定の締結を言い出したことの意味がよくわからな

いんですね。知事のおっしゃる、承認、不承認の間に

もう一つ中間があるとすれば、何となくこの協定を盾

にしてこの協定が結ばれれば承認しますよみたいなこ

とにこれは使われるんじゃないかという危惧を県民的

には持つんですよね。その辺のところははっきりさせ

てください。そうではないなら、ないということを

おっしゃっていただきたいと思います。 

 普天間の問題でありますが、先ほど知事から明確な

答弁をいただきました。県外移設を堅持するというこ

とでございまして、これは地元の理解が得られないも

のは難しいんだということでありまして、ぜひこれを

堅持していただきたいと思います。同時に、そうであ

ればこれまでの経過を含めておっしゃってきたことを

含めて、非常に重要な時期に差しかかっておるわけ

で、県内は難しいと、時間がかかると。したがって、

既設の県外だというんであれば、その延長線上には必

然的に今度の申請承認については不承認というふうに

ならざるを得ないと思うんですね。あと時間的にもそ

れはないわけですから、そこに新たな条件が入ってく

る余地はないように私は思うわけでありまして、各部

局の非常に誠実で詳しい意見書も出ておりまして、た

くさんの疑問点も出ているわけで、そういうことを考

えるんであれば不承認しかないというふうに当然思い

ますが、改めてその辺について知事の見解をお示しく

ださい。 

 それから普天間移設問題の核心は、私は実現可能性

だと思うんですね、実現可能性。まさに知事もそう

言っているわけですが、そういうふうに思います。12

月３日の琉球新報で、前の知事の稲嶺惠一さんがこん

なことを言っています。2004年の防衛施設庁（当時）

の辺野古沖でのボーリング調査で海に立てられたやぐ

らを防衛省自身が撤去したということを引き合いに出

して、物事を進める困難性を指摘している。つまり辺

野古は無理だというふうに断じているわけですね。私

は、このたびの自民党のこの一連の固定化を避けるた

めに辺野古も一つの考え方だと、辺野古に移設したほ

うがいいというそういうロジックはどうしても理解で

きないわけですね。それは県内のいわゆるこれまで17

年間の様子を見てもわかりますが、いかにその反対運

動が強いか、陸にも海にもいかに強いか。先ほどの稲

嶺さんのことはそのことを言っているわけであります

が、そういうことをどれだけ認識できるかということ

だと思うんですね。だから、県外も難しいわけです

が、辺野古も相当難しい。これはほとんど不可能に近

いということでありまして、実際に座り込んでいるオ

ジー、オバーを、人々を、県警の機動隊が排除をし

て、海上で抵抗する船などを海上保安庁は拘束して、

あのジュゴンのすむ海に本当に土砂を入れてつくれる

のかという、実現可能性の問題なんですね。そこのと

ころをしっかりと考えないと普天間はまさに辺野古に

云々と言っても固定化をされる。17年間固定化されて

いるわけでありますから、このことをしかとどういう

ふうに認識するか。つまり実現可能性という一点に

絞って考えるべきであると思います。 

 そういう意味では現在の知事の認識はまさに正しい

わけでありまして、私はそのとおりだと思っておりま

す。こういうことを強行していくと、まさに第２の成

田になりかねないわけですね。成田は羽田が使えない

からつくるというまだ大義はあったけれども、本当に

この時期にこの時代でこういうことを、犠牲者が出る

かもしれないような事態を押し込んで強権的に本当に

できるのかというリアリティーの問題であり、実現可

能性をどう考えるかという一点だと私は思っておりま

す。 

 そういう意味では、ぜひとも知事におかれてはその

辺をしかと認識されて今のお考えを堅持をしていただ

きたいと思いますが、知事いかがでしょうか。改めて

お考えをお聞きをしたいと思っております。 

 この現場で本当に実際に強権的にやると、ぶつかる

のは沖縄県警と地元住民であって、あるいは地元の工

事者なんですよね。ウチナーンチュ同士がぶつかると

いうそういうことになってしまって、東京で高いとこ

ろから指示を出している方はまさに高みの見物なんで

すよ。そういう意味で、こういう事態はどうしても避

けなきゃならんということで、私は現場にいて十何年

間見てきてこういう事態だけはどうしても避ける。こ

れは、私は、今沖縄県知事があるいは我々が考えるべ

きことだと思いますね。ぜひそういう意味で知事にお

かれては賢明な判断をしていただけると思いますが、

ぜひともそこをお願いを申し上げたいというふうに

思っております。 

 非常に難しい判断が知事には迫られていると思いま
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すが、私は先ほどの、きのうの話もありましたが、沖

縄のこの歴史を踏まえていただいて、沖縄県民だけを

ぶつかり合わすようなことは避ける。そして歴史の審

判に耐え得るようなそういう判断を知事がなさるもの

と思っておりますので、どうぞひとつ知事、英断を下

していただきたいと。改めて知事の見解もいただいて

終わりたいと思います。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時15分休憩 

   午前11時20分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城義和議員の再質問に答

弁をさせていただきます。 

 御質問の中で、３つ私のほうで答弁をいたします

が、易しいほうから答弁のしやすいと思われるものか

ら……。済みません。 

 まず歴史に耐えられる判断をせよという激励かつ御

下命だったんですが、これは適切に判断してまいりた

いと考えておりますということで、答弁にさせてくだ

さい。 

 それからもう一つは、いろいろなことから考えて不

承認とせよという御趣旨のお話だったと思います。 

 これは無論今公有水面埋立法のまだ作業を終えてい

ません。そういうことですから、それをいわば客観的

にといいますかきちっとその法律の趣旨、目的に合う

法律に照らしてどうするかを考えてまいりたいという

ことに尽きるわけです。ですから、その作業の進捗を

待って私のほうで最終的な判断をさせていただきたい

ということでございます。 

 それからその次に、フィージビリティーの問題に尽

きると。普天間移設の問題はフィージビリティーの問

題に尽きるのではないかということを言っておられま

した。そういうことでいわば日本語に直すと実現可能

性という言葉になっていますが、まさにそのとおり

で、私も辺野古移設是か非かとか、イエスかノーかと

いう趣旨の御質問にはこれは現実の可能性の問題で

あって、私自身は辺野古であるからイエスとか辺野古

であるからノーとか、当たり前に初めからノーと言っ

たことは一つもありません。ですから、これは実現可

能性がどれぐらい高いか低いかということで判断する

んだというふうなことを申し上げて、今その点が玉城

議員と似てきたなということで心強く思っておりま

す。 

 そういう中で、非常に長期化しかねない。仮に百歩

譲って、今私が結論を申すのも変ですが、仮に結論に

近いような趣旨のことを言うのも何ですが、仮に百歩

譲って辺野古だというふうに考えたとしても、議員が

おっしゃったように非常に長期化する、実現完成には

長期化する可能性があります。そうすると、普天間の

危険性がそのまま温存され、固定化するとこういうこ

とになろうかと思います。そうすると、それを避ける

ためには、日米両政府はこの辺野古の難しさというの

はきちっと現実的に理解をしないと結局は進まなくな

る。そうすると普天間はそのまま固定化され、危険性

はそのまま温存されてしまう。それを改善し解決する

ためにも当然のこととして、県外で既に埋め立てられ

ている滑走路がある、そして余裕があるというところ

がたくさんあるんですから、そういうところへ移すと

いう発想は別にそんな軍事技術の専門家であろうとな

かろうと誰でも考える話です。ですから、そこをき

ちっとたくさんあるはずですから選んでやったらどう

かということです。ですから、いろんな案が今研究

者、専門家の間から出ておりますが、世界中で海兵隊

についてはローテーション方式ではどうかとか、暫定

的なあっちこっち回っていくような話だとかいろんな

ことが言われておりますが、いろんなことを考えてい

ずれにしても２プラス２の報告書で抜けているのは、

ポリティカリー、経済性エコノミック何とかと書いて

あります。それから、オペレーショナル、この運用で

すよね。それからタクティクスでしたか、抜けている

のは一日も早くという分が抜けているんです。一日も

早い危険性の除去という言葉があの英語にも書いてな

い。ですから、この視点が沖縄県と日本の政府との違

いです。この一日も早くというためには、仮に辺野古

だということにしても、これが今議員おっしゃったよ

うに長期化しかねないと。こうなると、一日も早いと

いうのはやっぱり県外を模索するしかないです、探す

しか。そしてその県外を探すというのはこの問題の解

決に国民的な理解と協力が得られるという姿、そして

それが必要だという姿にも通ずるものがありますか

ら、県外というものはもうどうしても部分的であれ、

機能の一部であれ、ローテーション的であれ、暫定的

であれ、最終的であれ、県外というものは入れ込まな

いと現実的にはならんと思います。 

 私も基地問題の解決には、沖縄の、ウチナーンチュ

の誇りを持って、現実的かつ合理的に取り組みたいと

いうのが私の出馬のときの精神です。ですから、そう

いう姿勢を持って頑張ってまいりたいと考えていま

す。 
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 これが答えでございます。（拍手） 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境生活部のほうで

述べた意見の中で、総評として生活環境及び自然環境

の保全について懸念が払拭できないということは環境

保全が図れないということかという御趣旨の御質問

だったかと思います。 

 今回の意見の中で、我々は18項目の意見を述べてお

りまして、その意見の一々を見ていただければわかる

かと思いますけれども、その中の意見には例えば方策

が示されてないだとか、データが見えないとか、ある

いは明らかになってない部分があるとか、そういった

ことを総評して懸念が払拭できないとしたものであり

ます。現時点においてはまだまだそういう問題があっ

て懸念が払拭できないということでありまして、これ

は字義どおり解釈していただけたらと思います。 

 それから、外来生物による環境影響について、これ

についても環境保全が図られないのではないかという

ことでございますけれども、これについても事業者か

らは具体的な保全の手法が示されてないということも

ありまして、我々は現時点において明らかでないとい

うようなことを述べたものであります。今後、事業者

と土木建築部の間でのやりとりの中でそれは明らかに

なるものと考えております。 

 それから、指摘した意見の中でも核心的な部分、ど

うしても環境保全が図られない部分があるのではない

かと、最終的に残る部分があるのではないかという御

質問だったかと思います。 

 これについても今後土木建築部が事業者等に対する

質問、そのような回答等の中で明らかになり、これに

ついてどこと、土木建築部のほうで考慮がなされると

考えております。 

 それから、どんな外来種が考えられるかということ

でありますけれども、外来種は各都道府県にかなり蔓

延している状況がありまして、例えば九州について申

し上げますと、植物で言えばアレチウリ、イタチハ

ギ、オオキンケイギクとか、クモ類で言えばセアカゴ

ケグモとか、貝類で言えばタイワンシジミであると

か、昆虫類であればアメリカシロヒトリとか、その他

もろもろかなり多くの外来生物がございますので、そ

ういった状況であります。 

 それから、環境保全条項をあらわした件ですけれど

も、これについてはこれまでも渉外知事会の中で我々

も環境特別条項は求めていたところでありまして、今

回意見の事項の３番の中でも供用後の環境保全措置に

ついても周知を図ると言っているけれども、実効性が

ないということでその実効性を高めるためにそういう

特別協定を結ぶべきではないかということでの意図で

ありまして、他意は特にございません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 再質問にお答えを

いたします。 

 公有水面埋立申請書の告示・縦覧は、法の第３条に

基づいて行われたわけですけれども、これまでいろい

ろとやりとりを防衛局との間でしている中で、申請書

が変わってきたのではないかというような御質問がま

ず一つでございます。 

 防衛局と今やりとりをしているものは、これは補足

あるいは補完をするというような意味でやっておりま

す。あくまでも６月から７月にかけて告示・縦覧した

申請書が基本でございまして、根幹は変わりません。

それの補足もしくは補完という意味で防衛局との間で

質問などを今やりとりをしているところでございま

す。 

 いつまで行うかということでございますけれども、

今月に入って沖縄防衛局へ見解を求めております。１

つには県の環境生活部からの意見に対する見解、もう

一つは名護市長の意見、さらに３次質問ということ

で、これまで質問してきたことをさらに補足していた

だくということで質問を投げかけております。これは

回答期限が12月18日までとなっております。 

 いつまで行うかということにつきましては、次の回

答を見て判断してまいりたいと考えております。 

 それから、環境特別協定につきましては、先ほど環

境生活部長のほうからも答弁がありましたとおり、環

境を保全するための実効性のある工法としての一例と

して挙げたものという位置づけでございますので、私

どもはそういった方向で審査を進めてまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 金城 勉君。 

   〔金城 勉君登壇〕 

○金城  勉君 議長、休憩お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時34分休憩 

   午前11時35分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○金城  勉君 改めて、こんにちは。 

 公明党・県民会議無所属を代表して質問をさせてい
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ただきます。 

 質問に入る前に、一言所見を申し上げます。 

 昨年の12月の衆議院選挙の結果、自公連立政権が復

活しました。圧倒的多数の安定政権であります。我が

公明党も、「安定は希望」とのキャッチフレーズで選

挙を戦い一定の議席を確保できたわけですが、私は

今、一抹の不安を感じております。現在、臨時国会が

開会中ですが、ちょっと強引な国会運営ではないかと

いう印象を持っております。多数与党であるだけに、

心の深い謙虚な姿勢で野党の意見にも、また国民の声

にも耳を傾けていくべきではないかと考えておりま

す。 

 さて、普天間飛行場の辺野古移設に関する質問であ

りますが、今議会は辺野古移設についての知事意見が

どのような内容になるか、県内外から大きな注目を集

めております。政府は、日米合意に従って何としても

辺野古に移設しようという強硬な姿勢であります。あ

らゆる選択肢を排除しないとは言うものの、他の選択

肢を検討している様子はありません。 

 今、多くの沖縄県民の脳裏には1879年の琉球処分の

様子が浮かんでいるのではないでしょうか。松田道之

処分官が600名の警察官、軍隊を引き連れ首里城に乗

り込み、明け渡しを求め強引に沖縄県を設置したあの

情景、その結果、500年近く続いた琉球王国は終えん

を迎えたのであります。 

 政府は、今また有無を言わさぬ強引な手段に出てお

ります。自民党の県選出国会議員全員を辺野古容認に

追い込み、自民党県連もとうとう辺野古移設を選択肢

の一つとして容認に追い込んだのであります。記者会

見の中で、苦渋の表情を見せる国会議員や県連の皆さ

んの胸中いかばかりかと、私は政府に対する怒りを禁

じ得ません。権力とはかくも非情なものかと痛感をい

たします。 

 私たちは、県民大会もオスプレイ配備反対の抗議行

動も、県民の心は一つという思いの中で運動に取り組

んでまいりました。この県民のきずな、スクラムは今

後とも大事にしていきたいと考えております。権力側

の思惑は県民の分断であります。そのわなに我々県民

みずからがはまってはいけないと思います。自民党県

連も県外を放棄したわけではありません。まだ県民の

心は一つになって共闘できると考えております。ぜひ

このスクラムを大事にしていこうではありませんか。 

 私は、こうした政府の圧力を予感して普天間問題に

関するみずからの見解がぶれないように、そして仲井

眞知事が自信を持って政府と交渉できるように後押し

をしたいという思いから、普天間移設を含む基地問題

や戦後の日米外交の歴史などを集中的に調査をしてま

いりました。その結果、やはり普天間飛行場は県外へ

の移設を求めるべきであるとの結論になりました。 

 普天間飛行場は1996年、当時の橋本総理とモンデー

ル駐日大使との会談で５年から７年以内に返還すると

合意されました。しかし、17年が経過した今日、いま

だ返還は実現できておりません。それはひとえに県内

移設という条件つきだからであります。その間、危険

は放置され、2004年８月13日にはＣＨ53ヘリが沖縄国

際大学に墜落するという事件もありました。その後

も、一日も早い危険性の除去を願う県民の要請に一切

耳をかさず訓練は続けられ、オスプレイも強行配備さ

れたのであります。 

 政府は県内移設にこだわり、辺野古が唯一の解決策

であるという方針を変えておりません。その理由を抑

止力と地理的優位性で説明してきました。しかし、そ

の論理は既に破綻しております。1995年、少女暴行事

件が起きた直後、当時のペリー国防長官は、日本のあ

らゆる提案を検討する用意があると言明し、日本政府

から本土移転の提案があれば応じる姿勢を見せたので

あります。しかし、日本側からそうした提案はありま

せんでした。また、民主党政権で防衛大臣を務めた森

本氏は、大臣就任前の2010年６月、沖縄で開催された

シンポジウムで、沖縄の海兵隊は中東や太平洋など広

大な地域に展開している。ハワイ、グアム、沖縄の三

角拠点でアジア・太平洋のどこにでも戦略展開でき

る。それを踏まえれば、沖縄でなくてもよい。軍事的

には日本国内であればよい。政治的にできないから官

僚が道を塞いでいるだけだと述べました。昨年12月に

防衛大臣を離任する記者会見のときにも同じ発言をし

ております。 

 政府や自民党は、辺野古を容認しないと普天間が固

定化するぞと恫喝しました。しかし、17年たっても危

険性が放置されている姿そのものが既に固定化ではあ

りませんか。今後、日米合意を受け入れて辺野古移設

を推進したとしても、普天間が返還されるのは順調に

いって９年後、もし反対運動が燃え盛り工事の進行が

妨害されたらさらに何年延びるでしょうか。その間、

普天間の危険性はまたまた放置されるのでしょうか。

こういう状況を固定化と言わずして何と言うのか。固

定化を防ぎ危険性除去を優先させることを考えるので

あれば、すぐにでも普天間飛行場の訓練を中止し、閉

鎖状態にした上で移設先の検討に入るべきでありま

す。それを今日まで放置しておいて固定化を強調する

ことは、単なる脅迫でしかありません。 

 次に、抑止力について申し上げます。 
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 私は、日米同盟を消極的ですが認める立場にありま

す。在日米軍は、北は三沢基地から横須賀基地、横田

基地、厚木基地、岩国基地、佐世保基地、そして沖縄

の嘉手納基地、普天間基地等々、さらには太平洋上に

ある第７艦隊、この圧倒的存在感は抑止力そのもので

あります。在日米軍全体の抑止力は当然認識しており

ます。しかし、沖縄の海兵隊やオスプレイだけを取り

上げて抑止力と言い、沖縄に押し込める理由とするに

は余りにも幼稚な論理であります。海兵隊の動きを見

ればわかります。海兵隊は、ハワイ、沖縄、グアム、

フィリピン、オーストラリア、タイなどをめぐり訓練

を重ねております。訓練ができるところであれば沖縄

にこだわる理由はありません。普天間移設について

は、県外移設、自衛隊との共同使用、国外への訓練移

転等々、さまざまな選択肢があるはずです。また、海

兵隊の大胆な削減計画も浮上しており、県外・国外へ

の移転の可能性はより大きくなっているのではないで

しょうか。政府が沖縄にこだわる理由は、本土に受け

入れ先がないということと、日米同盟の公平負担とい

う発想を意図的に排除しているからであります。ま

た、基地と経済という視点から見ても、もう多くの県

民が知っているように、米軍基地は返還して民間活用

したほうがはるかに経済効果・雇用効果、地域活性化

に役立つことが証明されております。 

 沖縄は、さきの大戦で日米の戦場となり、多くの県

民が犠牲になりました。戦後はサンフランシスコ講和

条約により日本から切り離され、27年もの長きにわた

り米軍の施政権下に置かれました。その間に銃剣とブ

ルドーザーで土地を奪われ、戦闘機やヘリの墜落事

故、米兵の事件・事故による人権侵害、数え上げれば

切りがないほどの犠牲を強いられてきました。日本国

憲法より米軍の運用が優先されるこの国の現実、50年

以上たっても一字一句変わらない日米地位協定、その

しわ寄せはほとんど沖縄に押しつけられてまいりまし

た。こうした歴史を振り返るとき、私は差別という言

葉以外、沖縄の現実を説明できないと思っておりま

す。それでもなお政府は普天間の移設先は辺野古以外

にないと言っております。政府の不作為による固定

化、それを理由に国会議員を恫喝し県連をねじ伏せ、

あくまでも沖縄に押し込めようとする権力に、我々沖

縄は断じてノーと言うべきであります。これは我々ウ

チナーンチュの魂の叫びであり、権力に対する抵抗の

意思であります。 

 もう一度申し上げます。普天間を固定化させている

のは政治の不作為に原因があるのであって、沖縄県民

が辺野古に反対していることが原因ではありません。

我々沖縄県民は、それぞれの立場の違いを認めつつ、

引き続き心を一つにしてスクラムを組んでいこうでは

ありませんか。 

 したがいまして、私は、このたびの辺野古移設につ

いて、政府から求められている知事意見は、不承認に

してもらいたいと強く訴えるものであります。 

 仲井眞知事、県選出の自民党国会議員も自民党県連

も、党本部や政府からの強力な圧力により辺野古移設

容認を余儀なくされました。しかし、県外移設を否定

したわけではありません。その可能性を今後も我々沖

縄県民は追求すべきだと思います。どうか仲井眞知事

におかれては、後世の歴史に残る決定的に重要な今回

の決断を子々孫々に誇れるような知事意見にしていた

だきたいと、切にお願い申し上げるものであります。 

 以上申し上げて質問に入ります。 

 (1)、普天間飛行場移設問題について。 

 ア、危険性除去を優先実行させるべきではないか。 

 イ、固定化とは何か。 

 ウ、日米返還合意の前倒しは可能か。 

 エ、県内移設以外の選択肢はどうか。 

 オ、辺野古移設について、知事はこれまでの辺野古

移設は事実上不可能、県外を探したほうが早いという

姿勢を崩さず一貫していただきたいと思います。その

意味で、辺野古移設に関する知事意見は不承認とすべ

きではないでしょうか。 

 (2)、中南部の返還予定駐留軍用地の跡地利用の総合

計画について、関係市町村との連携、取り組みはどう

か。 

 (3)、ＴＰＰに関する庁内組織の活動状況と、農業分

野を初めとする21分野に及ぶ調査研究について進捗状

況はどうか。 

 ２、総務部関連。 

 (1)、沖縄振興特別推進交付金の次年度分の確保につ

いてどう取り組むか。 

 (2)、那覇空港第２滑走路関連の予算確保の見通しは

どうか。 

 ３、企画部関連。 

 (1)、公共交通政策について。 

 ア、南北縦貫軌道、枝線の路面電車やバス、タク

シー、自転車等、フィーダー交通などを網羅した総合

交通体系プランはどうなっているか。また、県民への

周知をもっと強化すべきではないか。 

 イ、南北縦貫軌道について、速達性のみならずまち

づくりと関係性や利便性も考慮して、地平方式も検討

すべきではないか。 

 ウ、推進体制はどうか。 
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 エ、フランスでは交通権という考え方のもと、公共

交通については福祉政策と位置づけております。そう

いう発想での取り組みはどうか。 

 (2)、21世紀ビジョン推進に向けての県民意識調査報

告書の発表はどうなっているか。 

 (3)、ＩＴ津梁パークへの企業誘致の進捗状況はどう

か。 

 (4)、人口増加計画の進捗状況はどうか。 

 ４、福祉保健部関連。 

 (1)、待機児童対策について。 

 ア、県や市町村の「子ども子育て会議」設置状況は

どうか。 

 イ、認可保育所利用要件緩和の内容はどうか。 

 ウ、認可保育所利用緩和により保育士確保が重要課

題になりますが、対策はどうか。 

 エ、保育の必要性の認定について、現行制度と新制

度はどう変わるか。 

 オ、小規模保育所の制度導入はいつからか、また、

認可外保育所の認可化はどのように変化するか。 

 カ、市町村の待機児童解消支援のための県による

「待機児童解消支援基金」30億円が設置予定されてお

りますが、事業の実施期間、待機児童改善の目標設定

はどうか。 

 キ、「待機児童解消支援基金」は認可外保育園の給

食費助成にも適用できるか。 

 (2)、放課後児童クラブの公的施設移行の進捗状況に

ついて。 

 ア、公的施設への移行実績はどうか。 

 イ、全体の中で公的施設利用の目標はどうか。 

 ウ、公的施設移行により父母負担の軽減と受け入れ

児童数の改善は進むか。 

 (4)、情緒障害児短期治療施設の進捗状況はどうか。 

 (5)、県立病院の経営形態について、判断時期はどう

か。 

 ５、文化観光スポーツ部関連。 

 (1)、中国映画週間の沖縄開催への支援について、今

後どう取り組むか。 

 (2)、中国を初めとする外国人観光客誘客の取り組み

はどうか。 

 ６、商工労働部関連。 

 (1)、航空機整備事業について、県は入居企業を募集

しております。応募状況と同事業の経済効果、雇用効

果等についてどうか。 

 (2)、クラウドセンターの進捗状況はどうか。 

 ７、環境生活部関連。 

 (1)、沖縄市サッカー場改修工事は、汚染問題により

中断しました。一括交付金による事業として進められ

ておりますが、費用負担についてどのように対応され

ているか。また、汚染調査の進捗状況はどうか。 

 (2)、泡瀬干潟のラムサール条約への登録を目指して

はどうか。 

 (3)、米軍基地周辺の騒音調査について、伊江島補助

飛行場周辺の調査を実施すべきではないか。 

 10、教育委員会関連。 

 (1)、竹富町の教科書問題について。 

 ア、文科省から竹富町の教科書選定についての是正

要求が出されているが、県教育委員会としての認識と

対応を伺います。 

 イ、地方教育行政法と教科書無償措置法のそごをど

う整理するか。 

 (2)、「いじめ防止対策推進法」について、今後の取

り組みについて伺います。 

 (3)、ネット依存の実態と対策について。 

 ア、中・高校生のネットゲームやＬＩＮＥなどへの

依存症の実態と対策はどうか。 

 イ、ＳＮＳやコミュニティーサービスなどの出会い

系サイトによる少年少女の被害実態と防止対策はどう

か。 

 11、県警関連。 

 (1)、沖縄におけるストーカー被害の実態と対策につ

いて。 

 (2)、ＤＶ被害の実態と対策について。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） ただいまの金城勉君の質問に

対する答弁は、時間の都合もありますので午後に回し

たいと思います。 

 休憩いたします。 

   午前11時52分休憩 

   午後１時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前の金城勉君の質問に対する答弁を願います。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 金城勉議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、辺野古埋立承

認申請についての御質問にお答えいたします。 

 埋立承認申請につきましては、現在、その内容につ

いて審査をしているところであります。今後、公有水

面埋立法等関係法令にのっとり、承認基準への適合状

況、そして利害関係者、名護市長及び関係行政機関な

どの意見などを総合的に判断し、承認するか否か最終

－ 78 －



的に判断してまいる所存でございます。 

 次に、総務部関係の御質問の中で、那覇空港第２滑

走路関連の予算確保についての御質問にお答えをいた

します。 

 那覇空港滑走路増設事業につきましては、平成26年

度予算概算要求において300億円が要求されておりま

す。 

 沖縄県といたしましては、引き続き国に対し、沖縄

振興の施策展開に影響が出ないよう別途総額を確保す

ることを求めてまいる所存でございます。 

 次に、文化観光スポーツ部についての御質問の中

で、中国を初めとする外国人観光客の誘客についての

御質問に答弁をいたします。 

 外国人観光客の誘客につきましては、中国や台湾な

どを重点市場に、東南アジアを戦略市場に位置づける

など、市場特性を踏まえましたプロモーションを実施

しているところでございます。 

 具体的には、沖縄観光ブランド浸透のための広告の

ほか、旅行博や商談会への参加、そして航空路線拡充

に向けましたセールス等を実施いたしております。ま

た、ＭＩＣＥやリゾートウエディングなど、沖縄の特

性が生かされる旅行市場の開拓にも取り組んでいると

ころでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 環境生活部に関する御質問

の中で、伊江島補助飛行場周辺における騒音調査につ

いてお答えをしたいと思います。 

 オスプレイの追加配備により、伊江島補助飛行場周

辺での訓練増加等の報道があることから、沖縄県とし

ましては、同飛行場周辺における航空機騒音及び低周

波音の調査が必要であると認識しております。そのた

め、今年度中に同調査を実施すべく、伊江村と連携し

て準備を進めているところであります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 総務部関連についての御質

問の中で、沖縄振興特別推進交付金の確保についてお

答えいたします。 

 沖縄県では、沖縄振興特別推進交付金を効果的に活

用し、産業や観光の振興、雇用の確保、離島の定住条

件の整備、子育て支援などの幅広い分野において、県

民ニーズを反映した施策を強力に展開しているところ

であります。平成26年度の沖縄振興予算において、同

交付金は、沖縄県の要望を踏まえ、今年度と同額の

803億円が要求されております。 

 沖縄県としましては、引き続き同交付金を活用して

沖縄振興施策を積極的に推進することとしており、同

交付金を含む沖縄振興予算の確保に向け、県議会や県

選出国会議員の皆様を初めとする関係各位の御支援を

得ながら、国に対し強く求めてまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、企画部関連についての御質問の中で、沖縄Ｉ

Ｔ津梁パークの企業誘致についてお答えいたします。 

 沖縄ＩＴ津梁パークにおきましては、ソフトウエア

開発やＢＰＯ事業、情報通信機器の検証事業などを展

開する企業が順調に進出しております。現在、18社が

進出し、約1300名が就業しております。また、新たに

企業集積施設２号棟の整備に着手したところであり、

来年７月末の完成に向け事業を進めているところであ

ります。 

 次に、福祉保健部関連についての御質問の中で、待

機児童解消支援基金の期間及び待機児童解消の目標に

ついてお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、平成29年度末までに潜在的

待機児童を含む約9000人の待機児童の解消を図ってい

くため基金を設置し、市町村の取り組みの加速化を支

援してまいります。 

 基金の設置期間は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の

期間である平成33年度までを予定しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間飛行場の危険性除去につい

てお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。また、

移設するまでの間であれ、その危険性を放置すること

はできないことから、これまでワーキングチーム会合

や基地負担軽減部会において、具体的な方策の検討・

実施を求めてまいりました。 

 政府は、平成19年８月に日米合同委員会で承認した

報告書に基づく危険性除去のための諸施策を、平成21

年５月までに全て完了したとしております。 

 しかしながら、県としては、普天間飛行場の危険性

除去は不十分であると認識しており、引き続き訓練の

分散移転など、さらなる抜本的な改善措置を検討する

よう政府に求めているところであります。 
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 次に、固定化とは何かについてお答えいたします。 

 普天間飛行場の固定化とは、合意された返還が進ま

ず、同飛行場の使用が継続される状態のことであると

考えております。 

 次に、日米返還合意の前倒しについてお答えいたし

ます。 

 ４月５日に発表された「沖縄における在日米軍施

設・区域に関する統合計画」では、普天間飛行場の返

還の時期、手順等が示されておりますが、いまだ具体

的な取り組み内容等が示されておりません。 

 去る６月12日、県は、軍転協を通じ、安倍総理大臣

や関係大臣へ移設内容の具体的な説明等を要望したと

ころであります。 

 次に、県内移設以外の選択肢についてお答えいたし

ます。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去は困難であることから、政府

においては、確実な早期移設の方策を示す必要がある

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中の、中南部の返還予定駐留軍用地の跡

地利用の取り組みについての御質問にお答えいたしま

す。 

  今後返還が予定されている嘉手納飛行場より南の６

施設は、沖縄の新たな発展のための貴重な空間であ

り、その跡地利用は、中南部都市圏の都市構造のゆが

みを是正し、県土構造の再編にもつながる大きなイン

パクトを持っております。そのため、県では、関係市

町村と連携・協力して、広域的観点から跡地利用の方

向性を示した「中南部都市圏駐留軍用地跡地利用広域

構想」を本年１月に策定したところであります。 

 今後、県は、広域構想を踏まえた関係市町村の跡地

利用計画の策定を支援し、中南部都市圏の都市構造の

再編及び県全体の発展に資する跡地利用につなげてま

いりたいと考えております。 

 次に、ＴＰＰに関する庁内組織の活動状況等につい

てお答えいたします。 

 沖縄県では、ＴＰＰに関して時期を失しない対応を

行うため、７月に知事を本部長とするＴＰＰ対策本部

を設置し、交渉21分野ごとに関係部局を割り振り、情

報収集や関係団体との意見交換を行うなど、県内への

影響把握に努めるとともに、庁内での情報共有を行っ

てきたところであります。 

 ＴＰＰ交渉では、厳しい守秘義務により詳細な交渉

内容等は明らかにされておりませんが、政府交渉担当

者の説明によりますと、「貿易円滑化」や「商用関係

者の移動」など、ほぼ合意に達した分野がある一方

で、「関税の撤廃」、「知的財産」、「競争政策」な

どの分野においては、各国の利害が対立し、合意に

至っていない状況とのことであります。 

 特に「関税の撤廃」の分野については、サトウキビ

生産が主要な産業となっている離島地域への影響が大

きいことから、先般、政府に対して、農林水産分野の

重要５項目などの聖域が確保できなければ、交渉から

の脱退も辞さないものとするなど、慎重な対応や万全

の対策を講ずるよう、ＪＡなどの関係団体と一体と

なって要請を行ってきたところであります。 

 その他の産業についても、引き続き県内への影響を

把握し、適切に対応してまいります。 

 次に、企画部関連の御質問の中で、公共交通政策に

おける総合交通体系プラン及び県民への周知について

の御質問にお答えいたします。 

 沖縄県の総合的な交通体系のビジョンを示した沖縄

県総合交通体系基本計画では、沖縄本島を縦断し、広

域移動を支える鉄軌道を含む新たな公共交通システム

を基幹軸とし、フィーダー交通としてＬＲＴ、基幹バ

ス、タクシー等が有機的に連携する利便性の高い公共

交通ネットワークの構築に向けた取り組みを進めるこ

ととしております。 

 鉄軌道等の導入に当たっては、県民のコンセンサス

を得ることが重要であり、導入の必要性や基本的な考

え方、県の取り組みなどをあらゆる機会を通じて周知

していく必要があると考えております。 

 そのため、平成24年度の県調査結果について、６月

上旬に県ホームページで公表するとともに、10月下旬

には鉄軌道導入に関するシンポジウムを開催いたしま

した。 

 県としましては、引き続き県民及び市町村等に対す

る周知活動を行いながら、早期導入に向け取り組みを

加速してまいりたいと考えております。 

 次に、南北縦貫軌道の地平方式による導入について

お答えいたします。 

 平成24年度の県調査では、沖縄県総合交通体系基本

計画で示す南北骨格軸の構築とともに那覇―名護間を

１時間で結ぶ県土構造の将来像を踏まえ、那覇、普天

間、沖縄市、うるま市、名護市を結ぶ概略ルートを設

定し、検討を行いました。 

 那覇、沖縄市、うるま市にかけての区間につきまし

ては、既に過密な市街地が形成されており、連続した
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用地確保や物件補償等の課題があることから、道路下

を基本とした地下構造での導入が有利と考えておりま

す。 

 一方、うるま市以北などの郊外の区間では、連続し

た用地確保の容易さ及びコスト縮減を考慮し、高架構

造が有利と考えております。 

 地平方式につきましては、市街地では膨大な物件補

償費の発生や用地取得に長期間を要すること、さら

に、踏切設置や道路上への導入に伴う電車と車または

人との事故の懸念、車線減少による自動車交通への影

響などの課題があると考えております。 

 そのため、沖縄本島を縦断する南北骨格軸について

は、市街地は地下構造、郊外では高架構造を基本に検

討を行っているところであります。 

 次に、公共交通政策の推進体制及びエキスパートの

配置についてお答えいたします。 

 鉄軌道導入については、平成31年度末に工事に着手

できるよう取り組みを加速してまいります。そのため

には、国や関係機関との調整等を精力的に進めていく

必要があることから、班から室へ体制を強化してまい

りたいと考えております。 

 また、専門知識や能力、経験を有する職員を配置す

ることに加え、専門知識習得のための研修派遣や、外

部からの専門家の招聘も検討していきたいと考えてお

ります。 

 次に、フランスにおける鉄軌道等の採算性について

お答えいたします。 

 フランスでは交通権という考え方のもと、安い運賃

で公共交通が提供されていることは承知しておりま

す。 

 運賃につきましては、採算性の確保も考慮しつつ、

県民が使いやすい公共交通となるよう、今後検討して

まいりたいと考えております。 

 次に、県民意識調査報告書の公表についてお答えい

たします。 

 県民意識調査は、多様化する県民の意識や価値観、

ニーズの変化及び行政に対する要望等について把握す

るため、昭和54年以降、おおむね５年ごとに実施し、

前回は平成22年６月に公表いたしました。 

 今回の調査は、平成24年度に策定した沖縄21世紀ビ

ジョン基本計画を踏まえ、施策体系に沿って「県民満

足度」に関する項目を追加するなど、調査項目の見直

しを行うとともに、県民ニーズをより的確に把握し、

施策に反映させるため、調査間隔を３年に短縮して実

施したところであります。 

 現在、同報告書の早期公表に向け、鋭意作業を進め

ているところであります。 

 次に、人口増加計画の進捗状況についてお答えいた

します。 

 沖縄の活力と成長力を維持・発展させるためには、

早い段階で積極的な人口増加施策を展開することが重

要であると考えております。 

 このため、人口増加計画を策定し、離島・過疎地域

を含む県全域において、バランスのとれた人口の維

持・増加を図ることとしております。 

 現在、移住者に対するアンケート調査を実施すると

ともに、有識者会議を設置して人口動態に関する現状

分析や子育て支援などの具体的な施策等について議論

を進めているところであります。 

 今後は、圏域ごとに市町村との意見交換会を開催す

るとともに、県民意見を広く募り、これらの意見を反

映させた上で今年度中に計画を取りまとめることとし

ております。 

 次に、環境生活部についての御質問の中の、沖縄市

サッカー場改修工事の費用負担についてお答えいたし

ます。 

 沖縄市サッカー場改修工事については、沖縄振興特

別推進交付金の平成24年度繰越事業として実施されて

おりましたが、ドラム缶出土問題が発生したため、沖

縄市は請負業者に対して工事の中止を通知しておりま

す。 

 現在、沖縄市においては、工事中止までの工事費等

の精算に向けて精査を進めているところであります。 

 なお、当該工事は完了していないことから、平成26

年度に交付金事業として改めて発注し実施する予定で

あると聞いております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉保健部関連につ

いての御質問の中で、地方版子ども・子育て会議の設

置状況についてお答えいたします。 

 県におきましては、本年９月に「沖縄県子ども・子

育て会議設置条例」を制定し、現在、委員の選定を

行っているところであります。 

 また、市町村においては、現在、19市町村が会議を

設置しているほか、残りの市町村についても設置等に

向けて準備を進めていると聞いております。 

 次に、認可保育所の利用要件緩和及び新制度におけ

る保育の必要性の認定についてお答えいたします。４

の(1)のイと４の(1)のエは関連しますので一括してお答

えいたします。 
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 新制度における保育の必要性の認定については、現

在、国において基準等の検討が行われているところで

あります。 

 具体的な検討内容につきましては、認可保育所の入

所利用に関して、現行のフルタイムに加えてパートタ

イムや夜間などの就労形態も対象とすることや、求職

活動や就学等についても対象とするなどとなっており

ます。 

 また、現行では市町村それぞれの判断で行われてい

る「ひとり親家庭」や「虐待のおそれがある場合」な

どへの優先利用や優遇措置についても、今後、国の制

度として措置する方向で検討が行われております。 

 次に、保育士確保対策についてお答えいたします。 

 沖縄県としましては、待機児童を解消し、子ども・

子育て支援新制度を円滑に施行するため、保育士の確

保を支援することが重要であると認識しております。 

 具体的には、給与支給額の改善等による保育士の処

遇向上、修学資金の貸し付け等による保育士の養成確

保支援を行うほか、沖縄県保育士・保育所総合支援セ

ンターにおいて、潜在保育士の就労支援などを行って

いるところであります。 

 次に、小規模保育事業の制度導入と認可外保育施設

の認可化についてお答えいたします。 

 小規模保育事業については、「子ども・子育て支援

新制度」が本格施行される平成27年度からの導入が予

定されております。 

 認可外保育施設につきましては、これまでの20人以

上の保育所としての認可に加え、６人以上19人以下の

小規模保育事業として認可を受けることも可能となり

ます。 

 次に、待機児童解消支援基金の活用方法についてお

答えいたします。 

 待機児童解消支援基金は、待機児童対策の強化を図

ることを目的としており、待機児童の解消に資する事

業を実施する市町村に対し、交付金を交付する予定と

しております。 

 認可外保育施設への給食費の助成については、保育

の質の向上を図ることを目的としたものであります。 

 次に、放課後児童クラブの公的施設移行実績につい

てお答えいたします。 

 沖縄県におきましては、平成24年度から沖縄振興特

別推進交付金を活用し、放課後児童クラブの施設整備

補助など、公的施設の活用を促進する事業を実施して

おります。当該事業により、県内の公的施設活用数は

21カ所増加し、今年度は143カ所となっております。 

 次に、放課後児童クラブの公的施設利用の目標につ

いてお答えいたします。 

 県内の放課後児童クラブ306施設のうち、公的施設

を活用している児童クラブが143施設で、公的施設活

用率は46.7％となっております。 

 県としましては、沖縄21世紀ビジョン実施計画にお

いて、公的施設活用率を全国平均である85％を目標と

して、公的施設の活用を促進しております。 

 次に、公的施設移行による父母負担の軽減、児童数

の改善についてお答えいたします。 

 沖縄県は、全国に比べて民立民営の放課後児童クラ

ブが多く、公的施設活用の割合が低いことから、家賃

などの負担のため、保育料が全国よりも高くなってい

る状況にあります。 

 そのため、公的施設を活用することで家賃などの負

担をなくすことにより利用者の負担軽減につなげ、こ

れに伴い児童の利用促進に結びつくことを期待してお

ります。 

 沖縄県としましては、今後も実施主体である市町村

と連携し、放課後児童クラブの支援に取り組んでまい

ります。 

 次に、情緒障害児短期治療施設についてお答えいた

します。 

 情緒障害児短期治療施設については、現在、関係団

体等と意見交換を行うとともに、他県の情緒障害児短

期治療施設の視察を行うなど、設置に向けて条件整備

が必要となる課題の整理に取り組んでいるところであ

ります。 

 今後は、同施設の運営主体の確保に努めるととも

に、設置する地域の検討、学校教育機能の確保等の課

題解決に向け、引き続き取り組んでまいりたいと考え

ております。 

 次に、県立病院経営形態の判断時期についてお答え

いたします。 

 経営再建検証委員会の評価においては、経営改善は

実現したとしているものの、持続的な経営健全化の達

成については、さらなる経営改善が行われることなど

が課題として示されております。 

 そのため、病院事業局では、平成24年度から平成27

年度までの期間を対象とした「経営安定化計画」を策

定し、これらの課題への対応を含めた一層の県立病院

改革に取り組んでおります。 

 県立病院の経営形態につきましては、当該計画の取

り組み状況と結果を確認した上で、総合的に判断する

こととしております。 

 次に、県警関連についての御質問の中で、ＤＶ被害

の実態と対策についてお答えいたします。 
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 本県の配偶者暴力相談支援センターにおける平成24

年度のＤＶ相談件数は2311件となっており、前年度と

比べて79件の増となっております。 

 県においては、ＤＶ対策として、女性相談所及び県

内全ての福祉保健所を配偶者暴力相談支援センターと

して位置づけ、相談体制の強化を図るとともに、被害

者の自立支援や未然防止に向けた広報啓発に取り組ん

でいるところであります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化観光ス

ポーツ部関連の御質問の中の、沖縄・中国映画週間へ

の支援についてお答えいたします。 

 沖縄・中国映画週間は、第26回東京国際映画祭の提

携イベントとして、平成25年10月19日から23日の５日

間、名護市で開催されております。 

 沖縄県では、同映画週間に対し後援を行ったほか、

プログラムの一部として実施されました「映画と観

光」をテーマにしたシンポジウムに、私がパネリスト

として参加するなどの協力を行っております。 

 本イベントを通じて、中国から来県した映画監督や

プロデューサーに、ロケ地としての沖縄の魅力をア

ピールすることができたと考えております。 

 また、名護市で中国映画が８作品上映されておりま

すが、イベント主催者からは映画館のない地域での上

映とあって、地元の方々に大変喜ばれたとの報告を受

けております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働部関連の中

の、航空機整備基地整備事業の入居者募集の応募状況

と同事業の経済波及効果、雇用効果等についてという

御質問にお答えをいたします。 

 沖縄県は、去る11月13日に、航空機整備基地整備事

業に係る入居者募集の公募を行っており、同日から平

成25年12月11日までを募集期間としております。 

 同事業の波及効果等につきましては、航空機整備に

おける直接雇用のほか、航空機整備基地を核とした航

空関連産業の集積及び新たな雇用創出が促進されるこ

とを期待しております。 

 なお、経済波及効果、雇用効果等につきましては、

現在取り組んでおります基本計画調査の中で詳細な検

討を進めているところでございます。 

 同じく、クラウドデータセンターの整備についてと

いう御質問でございます。 

 うるま市に整備を進めているクラウドデータセン

ターにつきましては、去る11月に建築工事の契約を締

結したところであり、平成26年度中の供用開始を目指

して、今月から本格的に工事に着手することとしてお

ります。 

 また、一般社団法人沖縄オープンラボラトリに助成

をし、今月12日から13日にかけて、クラウドコン

ピューティングと最新の通信技術に関する国際会議を

開催するなど、クラウドデータセンターを活用するＩ

Ｔビジネスの集積に向けた事業にも並行して取り組ん

でおります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境生活部について

の、沖縄市サッカー場の汚染調査の進捗状況について

の御質問にお答えします。 

 沖縄市サッカー場については、去る10月29日から、

沖縄防衛局、沖縄市が全面調査を開始しております。 

 現時点では、グラウンド部分の水平磁気探査、土壌

のサンプリングが終了しております。 

 磁気探査において異常点が見つかった地点では、試

掘作業を実施中であります。また、土壌については、

採取した試料の分析作業を行っているところです。 

 また、沖縄県は、今後、周辺地下水の水質などのモ

ニタリング調査を実施することとしております。 

 なお、沖縄防衛局と沖縄市は今年度中の調査終了を

目指しているところであります。 

 同じく、環境生活部についての中の、泡瀬干潟のラ

ムサール条約登録についての御質問にお答えします。 

 ラムサール条約の登録には、国際的に重要な湿地で

あることの国際基準に該当すること、国による鳥獣保

護区等の指定、地元住民などの登録への賛意が必要で

す。 

 国は、泡瀬干潟については、今後もシギ、チドリの

飛来状況のモニタリングを続け、地元の意向を十分注

視しながら将来的に登録地としての可能性を検討する

としています。 

 県としては、国と協働して取り組んでいきたいと考

えています。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育委員会関連

についての御質問で、是正要求に関する県教育委員会
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の認識と対応についてお答えいたします。 

  文部科学大臣からの是正要求の指示については、重

く受けとめております。 

 県教育委員会ではこの問題について真摯に取り組

み、これまで７回にわたり議論を重ねてまいりまし

た。 

 話し合いの場では、竹富町の現在の教育環境、是正

要求した場合の八重山地区への影響、地方公共団体の

自主性及び自立性への配慮等について議論してまいり

ましたが、結論には至りませんでした。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き、何よ

りも子供の教育の視点から是正要求への対応について

協議するとともに、３市町教育委員会それぞれの立場

を尊重しつつ指導助言を行い、同一の教科書採択の実

現に努めてまいります。 

 次に、地方教育行政法と無償措置法のそごについて

お答えいたします。 

 地方教育行政法と無償措置法との関係については、

現在、多くの識者によってさまざまな角度から議論さ

れているところでありますが、文部科学省では、無償

措置法が地教行法に対して特別な定めをしていると解

釈しています。 

 現在、国において共同採択のルールの明確化を図る

等、議論をしている最中であり、今後、国の動向を注

視してまいりたいと考えております。 

 次に、いじめ防止基本方針等についてお答えいたし

ます。 

 県教育委員会としましては、現在、教育庁内に「い

じめ問題対策連絡協議会」を設置し、いじめ防止基本

方針の策定等につきまして国の基本方針を参考に取り

組んでいるところです。 

 また、各学校へは、学校の実情に応じたいじめ防止

等の対策に関する基本方針を策定するよう周知したと

ころです。 

 次に、ネット依存の実態と対策についてお答えいた

します。 

  厚生労働省が平成24年度に実施した全国調査では、

ネット依存が疑われる中・高校生が8.1％と推定され

ており、本県においても同様な状況が考えられます。 

 県教育委員会としましては、ネット依存が学習状況

や生活習慣に与える影響が大きいことから、ネット被

害防止に向けたプロジェクトチームを立ち上げ、ガイ

ドライン策定に取り組んでいるところです。 

 さらに、日ごろの健康観察やスクールカウンセラー

の活用などを通し、ネット依存症状の早期発見と未然

防止に努めてまいります。 

 次に、ＳＮＳ等による被害に対する防止対策につい

てお答えいたします。 

 県教育委員会では、児童生徒を出会い系サイト等の

ネット被害から守るため、県警察、沖縄総合通信事務

所、県福祉保健部及び県教育庁の担当職員で構成する

プロジェクトチームを立ち上げ、ネット被害防止に向

けたガイドラインを作成中であります。 

 同ガイドラインは、児童生徒の規範意識、危険回避

能力、情報モラルの向上を目的に、ネットトラブル事

例、未然防止のポイント、被害児童生徒の支援等から

成っており、保護者を含む外部有識者会議の審議を経

て策定いたします。 

 今後とも県ＰＴＡ連合会等の関係機関・団体と連携

し、児童生徒がネット被害に巻き込まれないよう未然

防止に向けた取り組みを推進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 警察本部長。 

   〔警察本部長 笠原俊彦君登壇〕 

○警察本部長（笠原俊彦君） 教育委員会関連につい

ての御質問のうち、ネット依存の実態と対策に関し

て、出会い系サイト等を起因とする犯罪の被害実態に

ついてお答えをいたします。 

 一般的に出会い系サイトとは、出会い系サイト規制

法に定義するサイトのことを言い、ＳＮＳなどそれ以

外のサイトについては、非出会い系サイトとされてお

りますので、この定義に従いまして申し上げますと、

本県における本年10月末現在の18歳未満の少年、少女

の被害実態につきましては、出会い系サイトに関係し

た事件の被害者数が12名、非出会い系サイトに関係し

た事件の被害者数が13名で合計25名となっておりま

す。 

 次に、県警関連についての御質問の中で、ストー

カー被害の実態と対策についてお答えをいたします。 

 県警察が受理をいたしました本県のストーカー事案

の相談件数は、平成23年が107件、平成24年が88件で

ありましたが、本年は10月末現在で94件となってお

り、昨年同期と比較をいたしますと、21件、28.8％増

加をしております。 

 相談件数が増加をした理由といたしましては、他県

でのストーカーによる殺人事件等の発生により、この

種事案への社会的関心が従来にも増して高まったこと

や、関係機関と連携した広報啓発活動等により積極的

に相談届け出がなされているためと考えております。 

 この種事案の特徴といたしましては、他県の事例で

見られますように、行為者の行動等に伴い事案の状況

や危険性が刻々と変化し、重大事件に発展するおそれ
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があるということであります。 

 これらを踏まえて県警察といたしましては、これま

でも被害者の安全確保と不安の早期解消を図るため、

各種支援措置を行うとともに、早期の事件化に努め、

違法行為が確認されない場合においても警告等の各種

対策を講じてまいりましたが、今後とも本年７月に改

正をされましたストーカー規制法等の効果的な運用を

含め、被害者の安全確保を最優先に事件の未然防止対

策の徹底を図ってまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 金城 勉君。 

   〔金城 勉君登壇〕 

○金城  勉君 御丁寧な答弁、大変ありがとうござ

いました。 

 知事、今議会は我々各会派の代表もそうですし、ま

た、全国的にもこの辺野古移設についての知事の判断

がどうなのかということが大変注目を集めておりま

す。そういう意味で、この年末以降に予定されている

という辺野古移設についての知事の意見については、

県民の思いを踏まえていただいて、後世の歴史に誇り

得るような判断をぜひ出していただきたい、こういう

お願いを申し上げたいと思います。 

 私は、この沖縄の歴史というものを踏まえたときの

話を申し上げましたけれども、日本政府が沖縄に対し

てきたこの歴史の経緯、いわゆる明治においては琉球

処分、そして、第２次世界大戦においては本土防衛の

盾として、地上戦の戦場として使い、さらにはまた、

戦後はアメリカに質入れをするという、こういう歴史

をたどってまいりました。そして今またこの基地を、

全国が拒否するから沖縄に押しつけておくという、こ

れはもう明らかな事実であります。 

 そういうことを踏まえるならば、この我々ウチナー

ンチュの誇り、知事がおっしゃるウチナーンチュの誇

りというものをまさに踏みつけにした形での基地の強

要以外の何物でもないと思っております。そういう歴

史的な経過を踏まえて、今回の問題をどういうふうに

捉えていらっしゃるか、そのことについての知事の見

解をいただきたいと思います。 

 そして１つ追加で、待機児童解消支援基金の件につ

いてですけれども、福祉保健部長、ちょっと明確では

なかったんですが、この基金については認可外の給食

費の助成にも適用されるかどうか、もう一度明確に御

答弁をお願いします。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時８分休憩 

   午後２時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 金城勉議員の再質問に答弁

させていただきますが、きょうは冒頭から御自身の信

念といいますか、信条といいますか、お考えを非常に

迫力あるスピーチでお話をされ、非常にわかりやすい

お話だったと思います。全国に放映されたら全国民が

よく理解できる内容だと思いますし、先ほどおっ

しゃった本土防衛の盾であるとかいろんな点はありま

すが、私は歴史の研究者ではありませんのでごくごく

当たり前のことしか知りませんけれども、金城勉先生

のお話をけんけんよくよく、よく頭に入れながら埋立

法上の目的、法にのっとって最終的な結論を出してま

いりたいと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 再質問にお答えいた

します。 

 待機児童解消支援基金、支援交付金が給食費の助成

に活用できないかということでありますけれども、こ

の待機児童解消支援交付金は、待機児童対策に関する

市町村への独自事業や、待機児童対策の実施に必要な

臨時職員等の任用に要する費用など、待機児童解消の

加速化につながる事業への活用を想定しています。 

 認可外保育施設の給食費につきましては、入所児童

の処遇改善を目的として沖縄振興特別推進交付金を活

用して支援しているところでありますので、これに重

ねてこの交付金を活用することは困難であるというふ

うに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 渡久地 修君。 

   〔渡久地 修君登壇〕 

○渡久地 修君 日本共産党を代表して質問します。 

 今、沖縄が県みずから沖縄21世紀ビジョンで打ち出

した「基地のない沖縄をめざす」という未来を切り開

いていくのか、それとも豊かな辺野古の海の埋め立て

を容認し、耐用年数200年という外国の軍事基地を建

設し、子々孫々まで米軍基地による苦しみを押しつけ

られるのか、重要な岐路に立っています。 

 ことし１月28日、41市町村長、市町村議会議長、県

議会各会派代表の署名・押印で、県民の総意としてオ

スプレイの配備撤回、普天間基地の閉鎖・撤去、県内

移設断念を求めた建白書を総理に提出しました。この

重みを知事はしっかりと受けとめるべきではありませ
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んか。 

 公有水面埋立承認申請書に関する名護市長の意見が

市議会の議決を経て県に提出されました。その意見で

は、「１ 公有水面埋立法の要件を満たしていない事

項について」、「２ 事業の不適切性について」、

「３ 市民の声」などから構成され、「未来の名護

市・沖縄県へ正しい選択を残すためにも、埋立ての承

認をしないよう求めます。」と不承認を求めていま

す。具体的な内容と県の見解を求めます。 

 沖縄県環境生活部は、環境保全についての懸念が払

拭できないとの意見を提出しましたが、具体的な説明

を求めます。 

 名護市長の意見では、「名護市民の誇りをかけて、

「普天間飛行場の辺野古移設」に断固反対する、」と

述べています。地元の意見は大変重たいものです。知

事は、この意見を尊重して不承認にすべきです。 

 政府が、県外移設はあり得ない、普天間の固定化と

県民を恫喝しています。政府の言うことを聞かない県

民を恫喝するというのは、戦前の大日本帝国憲法の時

代の発想であり、沖縄県民の総意を突き崩そうという

安倍内閣のいら立ちと焦りのあらわれでもあります。

現憲法のもとでは国と地方は対等です。知事は、「固

定化という発想、言葉が出てくるのは一種の堕落だ」

と批判しましたが、知事はこのような恫喝や政府のや

り方に屈服すべきではありません。 

 森本前防衛大臣は、軍事的には沖縄でなくてもよい

が、政治的に考えると沖縄が最適の地域だ、許容でき

るところは沖縄にしかないと述べました。また、オー

ストラリアの外務省の公文書で、復帰時に米国が沖縄

の海兵隊を本国に撤退させようとしたことや、それを

強く引きとめたのが日本政府だということも明らかに

なりました。普天間基地固定化論が道理のないおどし

であるとともに、普天間基地は閉鎖・撤去、海兵隊撤

退こそ一番早い現実的な方法であることが明らかに

なっています。それを米国と日本政府に求めるべきで

あります。 

 選挙で「国外・県外移設」を公約に掲げながら、選

挙が終わると県民への公約を破り「辺野古移設容認」

を打ち出した自民党国会議員、党県連への失望と怒り

が広がっています。2009年の衆議院選挙で、辺野古移

設を掲げた自民党は県内で議席がゼロになり、2012年

の衆議院選挙では、「最低でも県外」との公約を破り

辺野古移設容認になった民主党は議席がゼロになりま

した。県民は辺野古移設と公約破りに厳しい審判を下

してきました。知事は２期目の選挙で「県外移設」を

公約に掲げ、辺野古移設は事実上不可能と言い続けて

きました。知事は自身の選挙公約についてどう認識し

ているか。公約とは守るものなのか、破ってもいいも

のなのか見解を伺います。 

 知事は、これまで地元名護市長の反対、県内41市町

村長の反対、県議会の決議、多くの県民の反対、そし

て反対運動などを理由に挙げ、また、政府が仮に決め

ても、全県的な反対運動は激化して大変な混乱をもた

らす事態になるとして、「辺野古移設は事実上不可

能」と言ってきました。自民党国会議員や県連が辺野

古容認になったが、これまで答弁していた状況と基本

的には変わっていないどころか、那覇市議会が激しく

抗議するとの意見書を全会一致で可決するなど、逆に

県民の怒りの炎に油を注ぐことになっています。知事

の見解を伺います。 

 次に、アメリカの世界戦略と沖縄の米軍基地問題に

ついて。 

 沖縄はアメリカの世界戦略の中に位置づけられてお

り、沖縄の米軍基地問題を解決していく上で、世界の

動きとアメリカの対外戦略を把握することと、国際社

会への働きかけが欠かせません。10年前、米国など一

部の国々は、国連安保理の決議もないまま無法なイラ

ク戦争を開始しました。しかし、ことし米国や英国が

行おうとしたシリアへの軍事介入は国際世論と国内世

論に包囲され阻止され、国連の外交的な解決に委ねら

れました。現在の国際政治は、どんな大国も簡単には

国連憲章を踏みにじって軍事力行使はできなくなって

いることを示しています。経済の分野でも、先進国サ

ミットが「Ｇ６」から「Ｇ７」を経て「Ｇ８」になり

ましたが、それでも世界的な諸問題に対処できなくな

り、新興国・途上国を含めた「Ｇ20」へと発展。さら

に、国連加盟国全てが参加する「Ｇ192」や「Ｇゼ

ロ」が提唱され始めています。一部の発達した資本主

義国が世界経済を支配していた時代はもはや過去のも

のとなっています。知事の認識と県のこれまでと今後

の対応について伺います。 

 アメリカのオバマ政権は、国際的な影響力の相対的

な低下傾向を伴いながらも、世界戦略では無人機によ

る他国領土内での攻撃、局地的な軍事作戦の展開など

歴代政権の基本戦略である軍事的覇権主義の立場に固

執しつつ、一方で、多国間・二国間の外交交渉による

問題解決に一定の比重を置くという２つの側面を持っ

ています。シリア問題では国連安保理を通じた外交解

決の方向を選択し、北朝鮮の核問題に続いてイランの

核問題も外交交渉による解決へかじを切り先日合意を

しています。アジア戦略においても、日米、日韓、米

豪などの軍事同盟強化を第一の戦略に置きながらも、
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中国に対しては旧ソ連のように「封じ込め」ではな

く、米中首脳会談で「競争と協力」の側面を含む「大

国間の新しいモデル」の構築という対話の方向で関係

を発展させることを確認し、平和の地域共同体を形成

しているＡＳＥＡＮなどに対しては外交的関与による

米国の影響力強化に基本戦略を置いています。このア

メリカの２つの側面について知事としての認識を伺い

ます。 

 沖縄の普天間基地問題も、米国では辺野古にあくま

でも固執する勢力と、一方ではこれまで辺野古を推進

していた重鎮らの中からも、辺野古は不可能で別のプ

ランを考えるべきだ、海兵隊は沖縄から撤退すべきだ

と主張する勢力もふえてきています。知事の認識を伺

います。 

 このようなときに辺野古埋立申請に対する知事の判

断は、アメリカにも大きな影響を与えるものになりま

す。知事が辺野古埋立申請を不承認にすることは、県

民の総意を代表としたものとして歓迎され、県民の誇

りを取り戻し、県民世論、全国の世論、国際的な世論

を大きく喚起することになるでしょう。そして、既に

３つの海兵遠征軍を２つに統合する計画を打ち出して

いるアメリカでも、知事の判断を一つのきっかけに、

辺野古移設固執勢力を包囲し、普天間基地の閉鎖、海

兵隊の沖縄からの撤退という選択肢が現実問題として

表に登場してくる展望を切り開くものとなるでしょ

う。知事には、辺野古か固定化かしかないというよう

な敗北主義的、近視眼的な恫喝に屈せず、世界の動

き、アメリカの動き、県民世論など大きな視点で捉

え、県民の期待に応え、県民の立場に立って県民を信

頼し、辺野古埋め立ては断固不承認という勇気ある決

断を求めるものです。 

 次に、沖縄の教育問題について。 

 沖縄の子供たちは、家庭の経済状況、生活環境や教

育環境など極めて厳しい環境に置かれています。特に

学力テスト１位と言われている秋田県、２位の福井県

と47位の沖縄県を比較すると、問題点や改善点が見え

てきます。次の項目で３県の数字と全国比較順位を伺

います。 

 １人当たり県民所得、持ち家比率、３世代世帯割

合、離婚率、母子家庭比率、生活保護受給比率、教育

扶助を受けている小学生、中学生数の率、子供の通院

医療費の助成事業実施状況。 

 家庭の経済状況、生活環境や教育環境が厳しい上

に、教育予算と施策などが全国や３県との開きが浮か

び上がってきています。次の項目の３県の実態と順位

について伺います。 

 学校建設費を除く児童と生徒１人当たりの教育予算

について、少人数学級の実施状況、教員１人当たりの

児童数と生徒数、教員の精神的疾患による休職者の割

合と、全国比、秋田県との比較。 

 以上の指標から見えてくるのは、１、沖縄の子供た

ちの置かれている家庭の経済状況、生活環境や教育環

境が極めて厳しいこと。２つ目に、米軍占領下のもと

でおくれていた学校建設などに力を入れざるを得な

かったとはいえ、児童１人当たりの教育予算が全国で

最下位であることや教育的施策が他県と比べて不十分

であること、３つ目に、他府県に比べてもそのしわ寄

せが教員に過重負担となっているということです。こ

の解決のためには、教育庁任せではなく県政全体で取

り組むとともに、教育予算の抜本的な増額が必要で

す。知事及び教育長の見解を伺います。 

 そのために、当面すぐやるべき課題として、正規教

員の増員と30人以下学級の全学年での実施、学校事務

職員の削減をやめ拡充し、教員は教育に専念してもら

うこと、就学援助金の削減をやめ、必要な子供たち全

員が受けられるようにすること、子供の医療費を通院

も中学校卒業まで拡充していくことなど全体的な子育

て支援策を強化することです。知事及び教育長の見解

を伺います。 

 八重山教科書問題での文科省の県への是正要求なる

ものは、明らかに教育への政治介入であり、地方自治

への介入です。このような圧力に屈服してはなりませ

ん。教育委員会でのこれまでと今後の対応について伺

います。 

 特定秘密保護法は、再び日本を戦争ができる国につ

くりかえることを狙った大変危険なものです。基地の

島沖縄では、特に暗黒社会になってしまいます。何が

秘密なのかも秘密です。県や市町村がオスプレイの合

意違反の実態を監視することも罰則の対象となってし

まいます。知事として反対すべきです。 

 ＴＰＰ交渉が重大な局面を迎えています。安倍内閣

の「守るべきものは守る」といったものがごまかしで

あったことも日々明らかになっています。全てが関税

撤廃の対象となり、例外と言われた品目も10年から20

年で完全撤廃になってしまいます。沖縄の農業、経済

は壊滅的な打撃を受けてしまいます。直ちに交渉から

脱退すべきと知事を先頭に要請すべきです。 

 消費税は低所得者ほど負担が重くのしかかる最悪の

不公平税制です。沖縄の県民所得は全国平均の７割、

東京の半分です。同じ値段の商品を買った場合、同じ

ように消費税がかかりますが、県民所得に対する負担

割合は全国平均の1.4倍、東京都民の２倍になるので

－ 87 －



はありませんか。一番被害を受けるのが沖縄県民で

す。このような増税を中止するよう求めるべきです。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 渡久地修議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、辺野古埋立申請に対する名護市長意見

についてという御質問に答弁をいたします。 

 埋立承認申請につきましては、現在、その内容につ

いて審査しているところであります。 

 今後、公有水面埋立法等関係法令にのっとり、承認

基準への適合状況、利害関係者、名護市長及び関係行

政機関などの意見を総合的に勘案し、承認するか否か

判断してまいる所存でございます。  

 次に、同じく名護市長意見と辺野古埋立申請を不承

認にすることという柱の中で、選挙公約についての認

識いかんという御質問に答弁をいたします。 

 選挙公約は、県民との言わば約束というべきもので

あります。私は全力でその約束の実現に向けて取り組

んでまいります。 

 次に、ＴＰＰに関する御質問の中なんですが、ＴＰ

Ｐ交渉に対する沖縄県の対応についてという御趣旨の

御質問に答弁をいたします。 

 ＴＰＰ交渉につきましては、去る10月のＴＰＰ首脳

声明以降、11月に首席交渉官会合が開催され、12月に

はＴＰＰ閣僚会合が予定されるなど年内妥結に向け加

速的に進展しており、予断を許さない状況にあると認

識しております。このため、沖縄県では、10月24日と

11月29日にＪＡ等関係団体と連携し、内閣官房長官や

ＴＰＰ担当大臣など政府・与党に対しまして、本県農

林水産業に影響が出ないよう強く要請したところであ

ります。 

 今後とも、ＴＰＰ交渉の動向や国の対応を踏まえな

がら、時期を逸しないよう必要な対策について適切に

対応してまいる所存でございます。  

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 名護市長意見と辺野古埋立

申請を不承認にすることに関する御質問の中で、政府

の固定化発言等についてお答えをいたします。 

 普天間飛行場は市街地の中心部に位置し、周辺には

学校や住宅、病院等が集中する極めて危険な状況にあ

り、一日も早い移設・返還の実現が必要であり、固定

化は決してあってはならないと考えております。 

 県としては、日米両政府に対し、引き続き早期返還

の実現に向け真摯に取り組むよう強く求めてまいりま

す。  

 続きまして、名護市長意見と辺野古埋立申請を不承

認にすることに関する御質問の中で、普天間基地の閉

鎖・撤去についてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。     

 県としては、これまでの経緯等から普天間飛行場の

即時閉鎖・撤去が実現するとは考えがたく、他の都道

府県の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ早

期に課題を解決できる方策であると考えております。  

 続きまして、沖縄の教育問題に関する御質問の中

で、正規教員の増員及び30人以下学級の実施について

お答えいたします。 

 正規教員の増員につきましては、平成23年度以降、

計画的に採用人数をふやしているところであり、今後

とも年次的・計画的に取り組んでまいります。また、

少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年生

で30人学級を、小学校３年生で35人学級を実施してい

るところであります。次年度は、小学校４年生または

中学校１年生へ拡大してまいります。  

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 名護市長意見と辺野古埋立

申請を不承認にすることについての御質問の中で、辺

野古埋立承認申請に対する名護市長意見についてお答

えいたします。 

 埋立承認申請に関し、名護市長からオスプレイ配備

への懸念、生活環境及び自然環境の保全への影響、環

境影響評価手続の不備などに対する意見が述べられて

おります。さらに、移設への反対、賛成する市民の声

などが列挙されております。これら意見の内容につい

て、沖縄防衛局に見解を求めたところであります。 

 今後、沖縄防衛局の見解が示された後、その内容を

精査した上で県の考え方をまとめていきたいと考えて

おります。  

 次に、消費税についての御質問の中で、県民所得に

対する負担割合についてお答えいたします。 

 県民所得は、雇用者報酬、企業所得及び財産所得か

ら成り、個人の所得水準を表するものではないため、

消費税増税に係る負担割合を単純に比較をすることは

困難であります。 

 なお、消費税増税の世帯への影響について、家計調

査のデータをもとに民間研究所が用いた手法で算出す
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ると、消費税が８％に引き上げられた場合、２人以上

世帯の１世帯当たりの年間収入に占める消費税の負担

割合は、沖縄県では3.8％、全国は3.9％、東京都区部

は3.6％になると試算されております。これをもとに

消費税が引き上げられた場合、沖縄県の２人以上世帯

の１世帯当たり年間収入に占める消費税の負担割合

は、全国の0.96倍、東京都区部の1.06倍になると試算

されます。 

 同じく消費税についての御質問の中で、消費税率の

引き上げについてお答えします。 

 消費税は、他の税目に比べ景気変動による影響を受

けにくく、少子・高齢化がますます進展する中で、

国・県・市町村における安定的な財源の確保等のため

その役割は重要であることから消費税法が改正され、

来年４月１日から実施されることになっております。 

 政府では、消費税率の引き上げを踏まえ、低所得者

に配慮するための対策として、住民税の非課税世帯に

現金を給付する措置を具体的に検討しているところと

聞いております。  

 沖縄県としましては、政府が地域経済に配慮すると

ともに、低所得者や中小事業者への対応策が十分講じ

られるよう注視してまいりたいと考えております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 名護市長意見と辺野古

埋立申請を不承認にすることについての御質問の中

で、普天間基地の閉鎖・撤去、県内移設断念を求めた

建白書についてお答えいたします。 

 オスプレイ配備に反対する沖縄県民大会実行委員会

等が連名で、安倍総理大臣及び関係閣僚に直接、建白

書を提出したことは、意義があったものと考えており

ます。 

 県としましては、普天間飛行場の危険性除去、オス

プレイの配備計画の見直し等を日米両政府に対し強く

求めているところであります。  

 次に、自民党国会議員や県連の辺野古容認について

との御質問にお答えいたします。 

 県としましては、普天間飛行場の危険性の除去は喫

緊の課題であり、一日も早い移設・返還の実現が必要

であると考えております。 

 県選出の国会議員や自民党県連の方針については、

党としてさまざまな意見を踏まえ決定したものと理解

しておりますが、県政与党の一員である自民党県連に

おいて、「辺野古移設を含むあらゆる選択肢を排除し

ない。」とする政策を決定したことは重く受けとめて

おります。 

 次に、アメリカの世界戦略と沖縄の米軍基地問題に

ついての御質問の中で、国際情勢の認識や県のこれま

での対応と今後の計画についてお答えいたします。 

 防衛白書によりますと、我が国を取り巻く安全保障

環境について、北朝鮮による「人工衛星」と称するミ

サイル発射や、中国による各種動向などが見られ、国

際的な安全保障環境は依然として不透明で不確実な要

素が残されており、一層厳しさを増しているとしてお

ります。こうした状況を踏まえ、知事公室において

は、アジア地域の国際情勢や安全保障問題等について

独自に調査・分析・研究を行っております。これまで

フォーラムやシンポジウム等のさまざまな機会を通し

て国内外の有識者やシンクタンクとのネットワークを

構築しているところであり、今後さらに連携を強化し

活用をしてまいります。 

 県としましては、今後とも中国の防空識別圏設定に

係る影響等、東アジアの安全保障をめぐる各国の動向

を注視しつつ、基地問題に係る国際情勢や安全保障問

題等について調査・分析・研究を深めてまいります。  

 次に、米国の世界戦略における２つの側面に対する

認識についてお答えいたします。 

 地域安全政策課においては、アメリカの国防戦略や

外交政策を初めアジア地域の国際情勢や安全保障問題

等について、独自に調査・分析・研究を行っておりま

す。米国の世界戦略についてはさまざまな御意見や研

究成果があり、県としても過重な米軍基地負担を担う

沖縄の立場から、基地負担の軽減を図るためさまざま

な御意見を収集し調査研究を行ってまいりたいと考え

ております。  

 次に、普天間問題等に関する米国有識者等の主張に

ついてお答えいたします。 

 県としては、米国において普天間飛行場移設問題や

在沖海兵隊のあり方についてさまざまな意見があるこ

とは承知しておりますが、これらが日米両政府間の正

式な議論にどのような影響を及ぼしているかなど、引

き続き情報収集をしているところであります。  

 次に、辺野古埋め立てを不承認とすることについて

お答えいたします。 

 今回の埋立承認申請については、行政手続法や公有

水面埋立法等の関係法令にのっとり、必要な手続を実

施しております。普天間飛行場の危険性除去は喫緊の

課題であり、一日も早い危険性の除去、移設・返還の

実現が必要であります。現在の日米合意案は時間がか

かり、普天間飛行場における早期の危険性除去は困難

であることから、政府においては確実な早期移設の方
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策を示す必要があると考えております。  

 次に、特定秘密保護法案の廃案を求めることについ

てとの御質問にお答えいたします。 

 特定秘密の保護に関する法律については、過重な米

軍基地負担を抱える沖縄県として強い関心を持ってい

るところであります。今後、具体的な運用基準が定め

られることとなっており、現段階で沖縄県へどのよう

な影響を与えるかについては明らかにされておりませ

ん。 

 県としましては、米軍や自衛隊の運用等について、

これまで政府から提供されていた情報の入手や、基地

行政に必要な調査などが規制されるべきではないと考

えております。このようなことから、国民の間にある

さまざまな意見や懸念に配慮しつつ、国において十分

な議論を尽くすべきであると認識しております。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 名護市長意見と辺野

古埋立申請を不承認にすることについての中の、環境

生活部意見についての御質問にお答えします。 

 当部では、普天間飛行場代替施設建設事業に係る環

境影響評価書に述べた知事意見に対する事業者の対応

を確認した上で、埋立承認申請書に示された環境保全

措置等では埋立面積の最小化等に関する評価が具体的

に示されていないこと、航空機騒音に係る予測・評価

の妥当性が確認できないこと、ジュゴン、ウミガメ

類、サンゴ類など海域生物への影響の程度が不明であ

ること、米軍へ周知するとした環境保全措置の効果の

不確実性などの不明な点があり、事業実施区域周辺域

の生活環境及び自然環境の保全についての懸念が払拭

できないと述べたところです。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは沖縄の教育問題

についての御質問で、生活環境等に関する秋田県、福

井県、沖縄県の比較についてお答えいたします。３

(1)アからクは関連しますので一括してお答えいたし

ます。 

 １人当たりの県民所得は、秋田県229万1000円で42

位、福井県279万6000円で14位、沖縄県202万5000円で

47位となっております。 

 持ち家比率は、秋田県78.4％で１位、福井県77.4％

で３位、沖縄県50.2％で46位となっております。 

 ３世代世帯の割合は、秋田県16.4％で３位、福井県

17.5％で２位、沖縄県5.5％で41位となっておりま

す。 

 離婚率は、秋田県1.41パーミルで46位、福井県1.57

パーミルで40位、沖縄県2.59パーミルで１位となって

おります。 

 母子家庭比率は、秋田県2.4％で16位、福井県2.1％

で34位、沖縄県3.7％で１位となっております。 

 生活保護受給比率は、秋田県14.5パーミルで20位、

福井県5.0パーミルで46位、沖縄県24.1パーミルで５

位となっております。 

 教育扶助を受けている小学生数については、秋田県

0.96人で23位、福井県0.21人で46位、沖縄県1.46人で

11位となっております。 

 教育扶助を受けている中学生数については、秋田県

1.27人で21位、福井県0.25人で46位、沖縄県2.14人で

７位となっております。 

 子供の通院医療費助成制度の状況は、秋田県は小学

校卒業まで、福井県は小学３年まで、沖縄県は３歳児

までとなっております。  

 次に、児童生徒１人当たりの教育予算についてお答

えいたします。 

 文部科学省の平成24年度地方教育費調査の中間報告

によりますと、学校建設費等の資本的支出を除いた学

校教育費は、小学校児童１人当たり、秋田県は約94万

円で５位、福井県は約85万6000円で17位、沖縄県は約

62万3000円で47位、中学校生徒１人当たり、秋田県は

約103万円で５位、福井県は約84万円で30位、沖縄県

は約76万7000円で42位となっております。  

 次に、少人数学級の実施状況についてお答えいたし

ます。 

 平成25年度において、秋田県では、小学校が４学

年、中学校が２学年、計６学年で実施、福井県では、

小学校が３学年、中学校が３学年、計６学年で実施し

ており、多い順にともに18位であります。本県におい

ては、小学校の３学年で実施しており、29位となって

おります。  

 次に、教員１人当たりの児童生徒数についてお答え

いたします。 

 平成25年度において、秋田県では、小学校が13.2人

で少ない順に７位、中学校が11.7人で11位、福井県で

は、小学校が13.9人で17位、中学校が12.6人で20位で

あります。本県においては、小学校が17.1人で41位、

中学校が13.6人で33位となっております。  

 次に、精神性疾患による休職者の割合についてお答

えいたします。 

 平成23年度において、全国では、小学校0.57％、中
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学校0.66％、秋田県では、小学校0.48％、中学校0.34％

であります。本県においては、小学校1.08％、中学校

1.78％となっております。  

 次に、教育予算の抜本的な措置についてお答えいた

します。 

 将来の沖縄県を担う人材の育成のため教育環境を改

善し、時代に合った施策を実施していくことは大変重

要なことと考えております。 

 県教育委員会においては、沖縄振興特別推進交付金

等を活用し、グローバルに活躍できる人材を育成する

ための国際性に富む人材育成留学事業、離島・僻地支

援のための離島児童・生徒支援センター整備事業、児

童生徒の学力向上を目的とした教員指導力向上事業や

離島等における学校に学習支援を行う複式学級教育環

境改善事業など、さまざまな施策を実施しているとこ

ろであります。 

 今後とも、沖縄21世紀ビジョン基本計画及び沖縄県

教育振興基本計画に基づき、予算を措置・確保できる

よう、教育・人材育成に関する施策の展開・拡充を

図っていきたいと考えております。  

 次に、学校事務職員についてお答えいたします。 

 学校事務職員の配置につきましては、いわゆる「義

務標準法」に基づき適正に行っているところでありま

す。 

 学校事務職員は、総務、財務、管財、経理、渉外等

の事務に従事し、学校運営が円滑に実施されるために

重要な役割を果たしております。 

 学校において教員が抱える事務負担を軽減し、教員

が児童生徒と触れ合う時間の確保を図るためには、学

校事務職員の専門性を発揮し、学校運営全般に対する

より効果的な支援を行う必要があると考えておりま

す。  

 次に、就学援助についてお答えいたします。 

 就学援助事業につきましては、市町村においてそれ

ぞれの実情に応じて実施されております。 

 平成23年度までの３年分の学用品費等の受給者数及

び支給額の状況を申し上げますと、平成21年度２万

2795人、約15億3970万円、平成22年度２万5206人、約

16億7871万円、平成23年度２万6894人、約17億7139万

円となっております。 

 県教育委員会としましては、教育の機会均等の観点

から、市町村教育委員会へ就学援助事業の対象費目、

援助額の拡充など適切な実施をお願いするとともに、

全国都道府県教育長協議会等を通して、国に対して十

分な財源措置について要請しているところでありま

す。  

 次に、八重山教科書問題についての御質問で、八重

山教科書に関する県教育委員会の今後の対応等につい

てお答えいたします。 

 県教育委員会では、文部科学大臣からの是正要求の

指示について真摯に取り組み、これまで７回にわたり

議論を重ねてまいりました。話し合いの場では、竹富

町の現在の教育環境、是正要求した場合の八重山地区

への影響、地方公共団体の自主性及び自立性への配慮

等について協議してまいりましたが、結論には至りま

せんでした。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き、何よ

りも子供の教育の視点から是正要求への対応について

協議するとともに、３市町教育委員会それぞれの立場

を尊重しつつ指導助言を行い、同一の教科書採択の実

現に努めてまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 沖縄の教育問題につ

いての御質問の中で、本県の子育て支援策の強化につ

いてお答えいたします。 

 子供医療費通院の拡充につきましては、中学卒業ま

での入院年齢の拡大による事業費の動向や効果を見き

わめ、市町村の意向も踏まえて検討していきたいと考

えております。 

 県としましては、今後とも福祉、保健、医療、教育

など全庁的な連携体制のもとで子育て支援施策の充実

に取り組んでまいります。  

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時54分休憩 

   午後２時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 渡久地 修君。 

   〔渡久地 修君登壇〕 

○渡久地 修君 知事、先ほど答弁で、公約は全力で

実現していくということを答弁されました。知事は、

選挙公約では普天間基地は県外移設を公約に掲げ、答

弁では事実上辺野古移設は不可能だと言い続けてきま

した。 

 先ほどの答弁からいくと、その今の立場は堅持し

て、その公約の実現にこれからも全力を挙げるという

ことで理解していいですか。もう一度答弁お願いしま

す。 

 それから教育問題で、今配った表は、（資料を掲

示） 先ほど答弁されたものを表にしたものです。一
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番上の表は、子供たちの置かれている状況を示してい

ます。県民１人当たりの所得が沖縄は最下位だとか、

生活保護率とか非常に高い状況があります。２番目の

真ん中の表が、そういう状況の中で県や市町村の教育

に対する予算の投入の仕方はどうかといったら、児童

１人当たりでいくと沖縄は秋田県より31万7000円少な

い。中学生は23万3000円少ないという点で、教育費に

対する予算のつけ方も少ないということがわかりまし

た。そういう状況のもとで、教員は秋田県より沖縄は

４人多い、小学生で。福井より３人多い。中学校では

秋田より２人多い。福井より１人多い、教員は担当し

ていると。そしてそれによる精神疾患は秋田県より

5.23倍も中学校で教員の精神疾患があるという。負担

というのが今度の調査でわかったんですよ。 

 ですから、きょうは余り時間ありませんけれども、

こういった全体的な視点で見て分析していくというこ

とは非常に大事だと思いますので、この一覧表今お配

りして、先ほど答弁いただいて、知事ぜひこれはこれ

からも検討していただいてよく分析していただいて、

教育問題を考えていただきたいなと思います。 

 そして、以上の点から、やっぱり即効的にやるべき

は少人数、30人以下学級を急いでやることだと思いま

す。もう秋田県と福井県と比べたらはっきりしていま

すので、ぜひそこを決意をしてふやしていただきたい

と。知事の見解をこの３つお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時58分休憩 

   午後２時59分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○知事（仲井眞弘多君） まず渡久地議員の再質問に

ついて、ちょっと逆のほうからやらせていただきます

が、少人数学級につきましては、県でもいろいろ取り

組んで教育庁と一緒になって取り組んできています。

これから先につきましても、教育庁とよく相談して可

能な限り頑張ってまいりたいと考えております。 

 それから、先ほどいただきましたいろんな沖縄にお

ける暗い面といいますか少し何とかしなきゃいけない

という面がいろんな分野ごとにたくさんあって、ほか

の県と比べていかがなものかというのがいろいろあり

ます。これらは全て関連し合っているのではないかと

いう御趣旨だったと思うんですが、ここもよく改めて

また勉強させていただいて、確かにこういう面が際

立っている、マイナス面といいますか、ここについて

よく勉強を今一段深めていい形で我々も政策展開でき

るように努力して取り組んでまいりたいと思います。 

 それから、私の公約についてですが、これは渡久地

議員は私に投票してくれたとは思いませんが、いずれ

にしましても公約については、文字どおりこれは約束

ですから、県民に対してそれの実現のために全力でや

るというのは当然のことですから、全力で実現に向け

て頑張ってまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 以上をもって代表質問は終わ

りました。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、明６日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後３時１分散会 
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○議長（喜納昌春君） これより本日の会議を開きま

す。 

 日程に入ります前に報告いたします。 

 本日質問予定の赤嶺昇君から、発言通告の撤回があ

りました。 

   ―――――――――――――――――― 

○議長（喜納昌春君） 日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案、

甲第２号議案及び乙第１号議案から乙第29号議案ま

でを議題とし、質疑に入ります。 

 質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。 

 奥平一夫君。 

   〔奥平一夫君登壇〕 

○奥平 一夫君 少し休憩お願いできますか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時３分休憩 

   午前10時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

○奥平 一夫君 皆さん、おはようございます。 

 県民を裏切らない、ぶれない、県民ネットの奥平で

ございます。 

 一般質問を最初に行わせていただきます。 

 きょうの県紙含めて、県紙もテレビも特定秘密保護

法案の強行採決に大きな怒りの見出しでこのように取

り上げられております。（資料を掲示） このような

秘密をもとに国づくりをしようとする国に全く未来は

ありません。こういう強行採決で物事を決めようとす

るこの政治に大きな怒りを禁じ得ません。断固として

強行採決は行うべきではありません。 

 そして、きのうは公明党の金城議員のすばらしい演

説がございました。非常に感銘をいたしました。その

中でも特に、普天間を固定化させている原因は政治の

不作為であり、県民が辺野古移設に反対していること

ではない。県民は立場の違いを認めつつ、引き続き心

を一つにしてスクラムを組んでいこうというまさにこ

の名演説に感銘をいたしました。 

 この発言に勇気をもらって一般質問をさせていただ

きます。 

 知事の政治姿勢について。 

 普天間基地問題について。 

 知事公約の「一日も早い危険性の除去」について、

進捗状況を示せ。 

 ２期目の選挙では「県内移設」から「県外移設」へ

と政策を変更し力強く踏み込んだ公約を掲げました

が、これからも知事においては堅持をしていかれるの

か、お伺いをしたいと思います。 

 日米安保によって沖縄の負担が過重に集中をしてい

る。だからあえて国外と言わずに県外と言っている。

それは沖縄が崩してはならないスタンスだと発言をさ

れているが、その狙いと真意についてお伺いをした

い。 

 政府の県外移設はとんでもないという恫喝発言につ

いて知事の見解をお伺いしたい。 

 2005年の米軍再編協議で日米の現行計画とは違う別

のプランがアメリカ側から出されたが、日本側がそれ

を拒否したことが判明している。昨年12月26日、森本

前防衛大臣の最後の記者会見において、普天間の辺野

古移設は地政学的に軍事的目的で沖縄でなければなら

ないということではなく、政治的に考えれば国内に受

け入れるところがなく沖縄が最適だという発言等を見

れば、日本国の安全保障を沖縄に捨て石になってもら

うことで完結させようという差別姿勢があるのではな

いか。知事の見解をお伺いいたします。 

 自民党中央は、県選出国会議員及び沖縄県連の民意

を裏切る公約撤回で外堀を埋めたとしているが、その 
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後、知事への埋立承認を求めるとしている。知事の見

解を伺いたい。 

 高良副知事、公室長のハワイ州知事アバクロンビー

氏と相次ぐ会談の目的と成果について伺います。 

 嘉手納基地問題について。 

 嘉手納基地周辺地域の平和的生存権（安心と安全

度）について知事の見解を聞く。 

 普天間飛行場と比較して危険性の度合いはどうか、

知事の見解をお伺いします。 

 嘉手納基地の固定化が既成事実化している。国もそ

のことを無視しているが、知事の見解をお伺いしま

す。 

 嘉手納基地返還について知事の見解を伺います。 

 オスプレイの普天間配備や、さらに先島島嶼防衛を

念頭に与那国への陸上自衛隊沿岸監視部隊や那覇基地

への戦闘機部隊の拡充強化配備、下地島空港利用を想

定した調査研究費の計上と沖縄の負担軽減とは名ばか

りの軍備増強が続いています。軍事基地をめぐる異常

な機能強化について知事は反対を求めていくべきでは

ないのかお聞きしたい。 

 下地島空港問題について。 

 利活用に向けた企業への要請活動の経緯について、

ＪＡＬの再開やＡＮＡの継続の可能性も含めてお答え

いただきたい。 

 要請活動が不調の場合、休港も選択肢にあるとして

いる。休港してもメンテナンス費用は必要になるが、

どうするのか。 

 検討協議会で宮古空港・下地島空港の役割分担や運

営方法についての課題が検討されたというが、どのよ

うな意見で集約をされているのか。 

 下地島空港と残地のポテンシャルを伊良部架橋開通

でどう生かしていくのか、知事の見解を伺います。 

 県経済（財源及び財政）と行政運営について。 

 県経済の国への依存度は他府県と比較してどうなの

か。 

 交付税は他府県と比較してどうなのか。 

 米軍関係受取は幾らか。それは県民総所得の幾ら

か。その経緯も示せ。 

 基地関連収入は幾らか。それは県としてどう解釈し

ているか。恩恵的に交付されるとの捉え方なのかお伺

いしたい。 

 離島医療について。 

 小規模離島における保健衛生の実態と課題について

伺う。 

 離島におけるがん医療の確保はどのように進んでい

るのか伺う。 

 離島における恒常化する医師不足の解消に向けた取

り組みについて伺いたい。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） おはようございます。 

 奥平一夫議員の御質問に答弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢についての中で、普天

間飛行場の県外移設について、堅持していきますかと

いう御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去や運用停止の実現は困難であ

ることから、政府においては、確実な早期移設の方策

を示す必要があると考えております。 

 沖縄県としましては、他の都道府県の既に滑走路が

ある場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決でき

る方策であると考えております。日米両政府に対し、

普天間飛行場の県外移設及び早期返還の実現を強く求

めてまいります。 

 次に、離島医療に関する御質問の中で、離島におけ

る医師確保についての御質問に答弁をいたします。 

 沖縄県では、県立病院での後期臨床研修や琉球大学

と連携した医師修学資金等貸与事業等により、離島に

派遣する医師の養成・確保を図っているところでござ

います。また、ドクターバンク等支援事業や医師派遣

等推進事業により、県内外からの医師確保に努めてい

るところでございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、国外と言わず県外としていることについ

てお答えします。 

 普天間飛行場移設問題を初め沖縄の基地問題は、我

が国の安全保障のあり方の中で日本国民がひとしく考

えるべき課題であり、国会の議論を見ても国民の理解

が不十分だと考えております。こうしたことを踏ま

え、普天間飛行場移設問題は過去の決定等にとらわれ

ず状況の変化に柔軟に対応し、日本全体で米軍基地の

負担を分かち合うという原点に立ち返って解決する必

要があると考えております。 

 同じく知事の政治姿勢に関する御質問の中で、ハワ

イ州知事との会談の目的と成果についてお答えしま

す。 

 去る11月19日、私は、米国ハワイ州においてアバク
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ロンビー知事と面談いたしました。在沖海兵隊の海外

移転については、計画全体の行き詰まりに対する懸念

や柔軟な対応の必要性について認識と意見が一致しま

した。また、ポハクロア訓練施設及び海兵隊カネオヘ

ベイ基地を視察し、ハワイにおける海兵隊受け入れの

環境を直接確認いたしました。防災・危機管理につい

ては、ハワイが太平洋地域の地震・津波研究の先進地

域であることから、太平洋津波警報センターを視察

し、同センター及び州知事に対し、防災・危機管理分

野での連携についても依頼し賛同をいただきました。

その他、観光担当部局間の連携など、幅広い分野で連

携・協力関係を発展していくこととしております。 

 同じく知事の政治姿勢に関する御質問の中で、オス

プレイの普天間配備や与那国島への自衛隊配備等の軍

備増強についてお答えいたします。 

 米軍ＭＶ22オスプレイについては、県民の不安が一

向に払拭されておらず、県は、去る８月に軍転協を通

じて、安倍総理大臣を初め関係閣僚に対してオスプレ

イの配備計画中止や配置分散の実施などを要請してお

ります。また、自衛隊の南西地域の態勢については、

防衛白書において各種事態に迅速に対応して部隊が活

動を行うため、自衛隊の空白地域となっている島嶼部

に必要最小限の部隊を新たに配置することが必要とさ

れております。 

 自衛隊の部隊配備等については、我が国の防衛やさ

まざまな緊急事態対応などの観点から、政府において

適切に検討されるべきものと認識しております。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、下地島空港の休港についてお答えいた

します。 

 下地島空港につきましては、これまで利活用に向け

た誘致活動を展開してきたところであります。 

 県としましては、次年度の管理運営費が確保できる

よう、今後とも誘致活動に鋭意取り組んでいきたいと

考えております。仮に休港とした場合でも、将来の空

港再開に備え最小限の施設の維持管理費用は必要とな

ります。 

 次に、下地島空港残地の利活用についてお答えいた

します。 

 下地島空港周辺残地の利活用については、平成26年

度に伊良部大橋が供用開始を迎えるなど、新たな展開

が期待されているところであります。このため、沖縄

県では、平成元年に策定した下地島土地利用基本計画

の見直しについて、関係機関と協議を始めたところで

あります。 

 沖縄県としては、伊良部大橋完成や国内外の交流人

口の増大など社会・経済情勢の新たな動きを踏まえた

空港残地の有効利用に向けて、宮古島市と連携を図り

ながら取り組んでまいります。 

 次に、県経済と行政運営についての御質問の中で、

県経済の国への依存度についてお答えいたします。 

 平成23年度の県分・市町村分を合計した国庫支出金

と地方交付税の県民１人当たりの額は46万9000円と

なっており、全国平均27万1000円より19万8000円大き

く、全国11位となっております。また、沖縄県と同じ

財政力指数0.3未満のグループ９県の平均は58万円と

なっており、グループ内の沖縄県の順位は８位となっ

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間飛行場の危険性除去の進捗

状況についてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性除去は喫緊の課題であり、一

日も早い移設・返還の実現が必要であります。また、

移設するまでの間であれその危険性を放置することは

できないことから、これまでワーキングチーム会合や

基地負担軽減部会において具体的な方策の検討・実施

を求めてまいりました。政府は、平成19年８月に日米

合同委員会で承認した報告書に基づく危険性除去のた

めの諸施策を平成21年５月までに全て完了したとして

おります。しかしながら、県としては、普天間飛行場

の危険性除去は不十分であると認識しており、引き続

き訓練の分散移転などさらなる抜本的な改善措置を検

討するよう政府に求めてまいります。 

 次に、政府の県外移設に関する発言についてお答え

いたします。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去や運用停止の実現は困難であ

ることから、政府においては、確実な早期移設の方策

を示す必要があると考えております。 

 県としましては、他の都道府県の既に滑走路がある

場所への移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方

策であると考えております。日米両政府に対し、普天

間飛行場の県外移設及び早期返還の実現を強く求めて

まいります。 

 次に、普天間飛行場の移設先についての御質問にお

答えいたします。 
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 普天間飛行場移設問題の原点は喫緊の課題である危

険性の除去であり、一日も早い移設・返還の実現が必

要であるということであります。こうしたことを踏ま

え、普天間飛行場移設問題は過去の決定等にとらわれ

ず状況の変化に柔軟に対応し、日本全体で米軍基地の

負担を分かち合うという原点に立ち返って解決する必

要があると考えております。 

 次に、自民党中央が辺野古埋め立ての承認を求める

ことについてお答えいたします。 

 自民党本部は、これまで日米両政府で合意された辺

野古移設案を唯一の解決策として、その実現を自民党

沖縄県連に求めたものと理解しております。今回の埋

立承認申請については、行政手続法や公有水面埋立法

等の関係法令にのっとり必要な手続を実施しておりま

す。 

 次に、嘉手納基地周辺住民の平和的生存権及び返還

についての御質問につきまして、１の(2)のア、ウ及び

エは関連いたしますので一括してお答えいたします。 

 嘉手納飛行場をめぐっては、米軍再編に伴う一部の

訓練移転が実施されておりますが、外来機のたび重な

る飛来に加え、Ｆ22戦闘機の一時配備などにより依然

として目に見える形での負担軽減が行われているとは

言えないと考えております。県は、沖縄21世紀ビジョ

ンにおいて、基地のない平和で豊かな沖縄をあるべき

県土の姿としながら、基地の整理縮小を進めることと

しており、段階的な基地の整理縮小を目指しておりま

す。そのため、基本的には日米で合意された米軍再編

計画を進めることが現実的と考えており、嘉手納飛行

場より南の施設・区域の返還の確実な実施を求めてい

るところであります。 

 次に、普天間飛行場と嘉手納飛行場の危険性の度合

いについてお答えいたします。 

 普天間飛行場と嘉手納飛行場の危険性については、

両飛行場ともこれまで基準を超える騒音や事故が発生

し、それぞれの飛行場の周辺住民は大きな負担を背

負っており一概に比較することは適切でないと考えて

おります。しかしながら、日米で合意された市街地の

中心部に位置する普天間飛行場の危険性の除去につい

ては喫緊の課題であり、一日も早い移設・返還を進め

る必要があると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 知事の政治姿勢に

ついての御質問の中で、下地島空港の利活用に向けた

企業への要請活動の経緯についての御質問にお答えい

たします。 

 下地島空港につきましては、これまで新たな利活用

に向けた誘致活動を展開しているところであります。

その中で、全日本空輸については来年度の下地島空港

での訓練は未定としており、日本航空についてはグア

ムで訓練を再開していると聞いております。そのた

め、県としては、全日本空輸の訓練継続と日本航空の

訓練再開を働きかけているところであります。 

 同じく知事の政治姿勢についての御質問の中で、宮

古空港と下地島空港の役割分担と運営方法についての

御質問にお答えいたします。 

 昨年度の検討協議会では、宮古空港は旅客機能を分

担し、下地島空港は訓練や試験機などの機能を分担す

ることなどが提案されました。協議会の中では、２つ

の空港が存続できるよう利活用に向けた誘致活動に取

り組んでいくことが確認されましたが、同時に、伊良

部大橋供用後において宮古空港と下地島空港の２つの

空港を維持することが困難な場合は、１空港への集約

の可能性についても議論されております。 

 同じく知事の政治姿勢についての御質問の中で、下

地島空港の利活用についての御質問にお答えいたしま

す。 

 下地島空港の利活用については、平成26年度の伊良

部大橋開通により人的交流や物流が大きく変化するな

ど、新たな展開が期待されるところであります。この

ような状況の中で、宮古空港と下地島空港の２つの空

港を維持することが困難な場合は、１空港への集約の

検討が必要となってまいります。そのためには、地元

宮古島市や航空会社及び国関係機関などとの合意形成

が必要と考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 

○企画部長（謝花喜一郎君） 県経済（財源及び財

政）と行政運営についての御質問の中の、県民１人当

たりの普通交付税の他府県との比較についての御質問

にお答えいたします。 

 平成25年度の県民１人当たりの普通交付税額を試算

したところ、県分と市町村分の合計で約24万1000円と

なっております。全国平均の約12万5000円より高く

なっており、都道府県別の順位としては17位でありま

す。 

 次に、軍関係受取についての御質問にお答えいたし

ます。 

 平成22年度における軍関係受取の額は2086億円と

なっております。その内訳は、軍用地料793億円、軍
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雇用者所得504億円、米軍等への財・サービスの提供

649億円、その他基地からの所得140億円となっており

ます。県民総所得に占める軍関係受取の割合について

は、復帰時の昭和47年度は15.5％、平成22年度には

5.3％となっており、その比重は低下しております。 

 次に、基地関連収入についての御質問にお答えいた

します。 

 軍関係受取以外の基地関連収入として、防衛省所管

の基地周辺整備事業に関する補助金や総務省所管の基

地交付金等があります。これらの平成23年度普通会計

決算の合計は259億円となっております。これらはい

ずれも基地に起因するさまざまな問題に対処し、基地

周辺の生活環境の整備や福祉の向上を図るために講じ

られているものであり、恩恵的に交付されているもの

ではないと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 離島医療についての

御質問の中で、小規模離島における保健衛生について

お答えいたします。 

 小規模離島における予防接種や母子保健事業、島民

の健康管理等の保健衛生活動は、町村の保健師と診療

所の医師等が連携し取り組んでおります。当該地域に

おいては、これら保健衛生活動を担う人材の確保が課

題となっております。 

 県におきましては、自治医科大学学生派遣事業や県

立病院の後期臨床研修事業によりプライマリーケア医

師を養成するとともに、保健師等人材確保支援計画を

策定し、保健師の人材育成・確保等について支援して

いるところであります。 

 次に、離島におけるがん医療についてお答えいたし

ます。 

 県では、離島地域の中核的な病院である県立の宮古

病院、八重山病院を「がん診療連携支援病院」として

財政支援を実施しております。当該病院においては、

がん治療の提供、本島のがん診療連携拠点病院等との

連携による患者のフォローアップ、患者に対する相談

及び情報提供等、がん医療の推進を図っております。 

 以上でございます。 

○奥平 一夫君 休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時30分休憩 

   午前10時33分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 まず下地島空港のほうからちょっと

お聞きしたいと思っているんですが、ただいま部長が

答弁をされておりました、ＡＮＡやＪＡＬについても

今働きかけていると。働きかけているのはこれは先月

から知っているんです。それが具体的に今どうなって

いるかということをお聞きしたいんです。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まずＪＡＬについ

てでございますけれども、余り細かいことは企業との

いろんな関係もございますので申し上げかねますが、

ＪＡＬについては次年度からこれまでパイロットの養

成・訓練自体を中止していたわけですけれども、それ

がまた再開されるということで、現在、ＪＴＡさんも

下地島空港から撤退をしているような状況ですけれど

も、それについては一部戻ってこられるような可能性

がございます。 

 そしてＡＮＡさんですけれども、これまでの答弁で

は次年度以降白紙ということで答弁いたしておりまし

たけれども、全く今、可能性がないというわけではご

ざいませんが、現在、鋭意調整中でございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 いろいろ県の都合もありますし、た

だ、時代の流れでなかなかこれまでどおりの航空会社

との契約でそのまま運航できるという状態じゃないと

いうのは十分に承知しておりますので、いかにこうい

う航空会社の訓練にインセンティブを与えていくかと

いうことも非常に大事だと思うんですが、その辺のこ

とについても検討はしているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） これまで航空会社

には覚書に基づいて維持管理費を単純にＪＡＬさんと

ＡＮＡさんで２分の１ずつ折半と、維持管理費がどれ

ぐらいかかっても折半という形でやってきておりまし

たけれども、やはり航空会社の訓練の実態に応じたい

わゆる従量制ということも含めて今調整をしていると

ころでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 ぜひＪＡＬさんにも戻ってきていた

だきたいし、ＡＮＡさんもぜひ継続できるように、鋭

意努力していただきたいと思っております。 

 それから要請活動、さまざまな要請活動が不調に

なった場合、休港もあり得るということでしたけれど

も、ぜひ確保できるようにという副知事のお話もあり

ました。ただ、要請が不調になりますと休港という確

かに非常に局面に来るということは十分に予想できま

すけれども、休港するにしても、先ほど部長がおっ

－ 101 －



しゃったように、一部のメンテナンス費用が必要だ

と。これは大体どれぐらいだと思いますか、試算して

いますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 仮に休港した場合

ですけれども、再開を将来の目標とした維持管理費と

しましては約１億円以上の管理費が必要となるという

ことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 １億円のメンテナンス費用はなかな

か捻出できない状態なわけですよね。これをどうしよ

うというふうに今お考えですか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 先ほどは仮にと申

し上げましたけれども、現在はそういう休港というよ

うなことがないように訓練再開、そして新たな試験機

などの訓練をお願いしているところでございまして、

そういうところにまず努力をしたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 当然、部長からはそれぐらいの答弁

しかできないと思いますけれども、ただ、これは本当

に行き詰まってきましたら、やっぱりどうしても休港

させたとしても、１億円というメンテナンス費用が必

要になるわけですから、これは当然一般財源からの繰

り出しというお話にもなるかと思います。しかしなが

ら、これは県議会の附帯決議があります。ですから、

そういう意味で知事の決断といいますか、どうすれば

いいかというその辺のこともあるんですが、例えば捻

出できないという最悪の場合に、この１億円の一般会

計からの繰り出しということも視野には入っているん

ですか。副知事、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、部長のほうから説明が

ございましたけれども、ＪＡＬが撤退をして全日空の

動きはまだ見えないと。この中でもし全日空が次年

度、ここでは訓練しないという場合に、じゃ、この空

港をどうするのかというふうな、これは非常に具体的

な問題として今出てきております。そしてまた、下地

島空港につきましては、昭和54年の議会の附帯決議も

ございまして、これを一般財源を繰り出してそこを維

持することがいいかどうかという話は少し議論のある

ところだともまた思っております。そういう意味で

は、今、庁内において専ら全日空に対して働きかけを

する一方で、もしそれができない場合に、じゃ、どう

いうふうな対応をするのか、今、検討をしているとい

うふうな状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 財源が捻出できないときは、休港し

ても財源は必要なわけですから、メンテナンス費用

が。それが出せないという場合は、これは廃港という

最悪の事態も想定をされるわけですよ。だからそうい

う意味ではそういうことがないように、ぜひ休港とい

う形でも何らかの財源を探し出してくるという、ぜひ

こういうところに力を尽くしていただきたいなと思っ

ております。 

 知事にお聞きしますけれども、今、最悪の事態とい

うことで余りいい言葉じゃありませんけれども、廃港

……、休港もあり得ないだろうとは私自身もやっちゃ

いけないとは思うんですけれども、ただ非常に難しい

と。ただ、それがもし財源も見つからないというとき

に廃港という決断ということも知事としてはどうで

しょうか、それは視野に入っているんでしょうか、い

きなりですけれども。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 先ほど申し上げましたとお

り、今のところは全日空に対する働きかけをしてござ

いますし、また、ＪＴＡとかそれからＪＡＬさんにも

従量制とかそういうふうなものも含めて働きかけをし

ております。しかし、それができないときは休港とか

廃港とか、一般的な空港の取り扱いとしての考え方は

当然あるわけでございまして、そしてまた、これまで

の経緯、昭和54年の附帯決議の問題もございます。そ

ういうふうなものをもろもろ勘案しながら、今検討し

ているということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 常々知事におかれては、下地島空港

やあるいは残地のポテンシャルの高さについては指摘

をされておりますから、ゆめゆめそういうことはない

とは思いますけれども、そういう要請活動がぜひ実っ

て再開できるというふうなことで、皆さん方の努力を

ぜひお願いしたいと思っております。ただ、もう年度

末でもあります。来年度の予算との関係もありますか

ら、これは早目に決断しないと、なかなかうまくいか

ないんじゃないかと思いますけれども、これは決断は

どういう時期に行う予定ですか。休港なのか、それと

もどうするのかという判断ですね。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、全日空さんとの話し合

い、これはまだ継続中でございます。そして予算編

成、来年の１月末には決着をさせていかなきゃいけな

い。その辺の一応スケジュール感で検討を深めていき
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たいというふうに思います。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 ありがとうございます。 

 それと、まだ県が下地島空港あるいは伊良部架橋が

開通をして下地島空港の残地を含めてどういう絵を描

こうとしているのか、イメージが全然できてないんで

すね。検討をずっとそのまま、下地島空港の存続とい

いますかそればかりに気をとられているので、企画部

長、これはどうですか。どういう絵をイメージしてい

るんですか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 今まさしく本年度、今現在の下地島空港残地の活用

の状況を予算計上しまして実態調査を行っておりま

す。既にある施設もあるわけですが、十分に機能して

いるとは残念ながら言えないような状況で、設立され

た経緯で、それが十分機能してない理由、そういった

ものを詳細に分析しながら、それではどういった形で

伊良部架橋ができた場合に――空港機能の議論いろい

ろありますけれども――やったほうがいいのかという

のを今年度中にいろいろ宮古島市とも意見交換しなが

ら、ある程度の方向性は出してみたいなというふうに

考えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 ちょっと聞き忘れましたけれども、

今、宮古には宮古空港、下地島空港があります。下地

島空港が今ちょっと壁にぶち当たってなかなか空港の

経営ということ自体が難しくなっている。その中でい

ろんな検討をしながらも県は常々、宮古空港と下地島

空港の一体といいますか、集約をすることも視野に入

れているということでありますけれども、この辺につ

いて、県としてはどのあたりをめどにそれを検討して

いくのか。この辺を最後にお聞かせください。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 以前から宮古空

港、そして下地島空港という２つの空港が宮古圏域に

あるということで、空港の機能としては当然といいま

しょうか下地島空港のほうが上だということがありま

す。ただ、こういったことにつきましてはやはり地元

宮古島市、そしていろいろな航空関係者等との合意の

上で考えていくべきことだろうというふうに思ってお

ります。伊良部架橋は27年１月の供用開始を目指して

おりますので、それに向けてそういった２空港、１空

港にするという議論につきましてもまたさらに活発化

していくんだろうというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 下地島の問題についてはこれぐらい

にしておきたいと思います。 

 次に、離島医療について、今、宮古島市の県立宮古

病院での医師不足によって診療が制限をされている。

これはたびたび起こっているんですね、宮古でも県立

八重山でも。こういう離島医療圏域の中で、医師不足

で医療制限されるということがあってはならないんで

すけれども、年に１回、２回本当に起こっているわけ

ですよ。そういう意味では本当に離島医療の抜本的な

人材確保というものをもっと検討し直さなきゃならな

いんじゃないかというふうに思いますが、福祉保健部

長、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医師の確保について

は、離島の医師の確保も含めて先ほど答弁いたしまし

たように、後期臨床研修事業あるいはドクターバンク

事業、そういった事業などを進めておりますけれど

も、今後さらにそういった地域あるいは県内全体、あ

るいは離島を含めて医師の確保に向けて地域医療セン

ター、琉球大学とかあるいは医師会、そういったとこ

ろと連携をしながら医師の確保に向けて取り組んでい

きたいというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 こういう答弁は、この３年間もう聞

いていますよ。耳が痛いほど聞いています。だけれど

も、こういう医療制限がずっと起こってきているわけ

ですよね。だから抜本的なということを私は話しして

いるんですけれども、もっと本当に肝に銘じて離島医

療で医療制限をさせないという決意を聞かせてくださ

いよ。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 従来の医師確保事業

をさらに強化しつつて、先ほど申し上げましたように

次年度に向けて県、琉球大学などが協力して地域医療

支援センターを設立をして、その中で医師の確保に努

めていく、そういうことを考えております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 きょうはこのあたりで引き下がりま

すけれども、ゆめゆめ次からはこういう医療制限があ

るということなどないように、本当にしっかり取り組

んでいただきたいというふうに強くお願いをしておき

たいと思っています。 

 次、普天間の問題について質問したいと思いますけ

れども、県が求める抜本的な危険性の除去というのは

具体的にどういうことでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

－ 103 －



○知事公室長（又吉 進君） これは、普天間飛行場

というのはかねてから言われているように、市街地の

真ん中にありまして、周辺に学校や医療施設等が集中

しているわけでございます。したがいまして、その上

空を墜落事故の可能性があるということでこれを防

ぐ。これはワーキングチーム等でも議論されたところ

は、その飛行経路を工夫するとか、防止灯、標識灯を

つけるとかそういうことはあったわけですけれども、

最終的には危険性の除去というのは移設返還である

と。さらに、その間であれ、そういった努力をしてい

くということだと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 訓練の移転分散だとか機能の分散と

かいうお話もきのうも出てまいりましたけれども、こ

れは抜本的な危険性の除去にはつながらない。これは

建白書でも我々は明確に県民の総意として、普天間基

地の閉鎖・撤去、これを求めておりますけれども、こ

の辺についてはいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 議員御指摘のとおり、

最終的な解決策というのは、これは移設・返還でござ

います。そのためにＳＡＣＯ合意以来、日米で合意さ

れていることでございますので、それを着実に進めて

いただきたいというのが県の考えでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 本籍を普天間に置くとか辺野古に置

いて一部機能を移転するとか訓練を分散するとかとい

うことではなくて、しっかりと普天間は県外だという

ことをぜひ堅持していただきたいというふうに思って

おります。 

 次、高良副知事が沖縄が崩してはならないスタンス

とおっしゃっていましたけれども、それは今でも変わ

りませんね。もう一度聞きます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 奥平議員御案内のように、

我が国の安全保障という側面から見て、沖縄に余りに

も基地負担が集中し過ぎている。これは共通認識だと

思います。その状況を改善するために何が必要かとい

うと、一番大事な問題は、国民全体で日本の安全保障

をしっかりと考える。当然それに伴って基地の負担、

安全保障に伴う負担を分かち合うということが多分大

事じゃないかと、そういう趣旨で申し上げました。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 それから知事、３年前の選挙では県

外移設の中には沖縄から日本を変えるという思いが込

められていると。自立した日本国、そして国民の力で

日米関係、日中関係の信頼をより高めることで沖縄問

題を解決していきたいと述べられております。非常に

すばらしいことだと思います。これは、この問題とい

うのは解決できたというふうに感じていらっしゃるん

でしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時52分休憩 

   午前10時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の、ちょっと、まことに

３年前のあれで少し薄れてきて、ビラに書いてあった

そうですが、基本的にはその精神は全く変わりませ

ん。 

○奥平 一夫君 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前10時55分休憩 

   午前10時55分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 確かにそういう御質問だっ

たと、今思って……済みません。解決しましたかとい

う御質問では、これはなかなか答えにくいので、解決

に向かって、無論これは時間もかかりますし、そうい

う方向に私なりに進めているつもりでございます。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 ありがとうございます。 

 それで、高良副知事にお聞きしたいんですが、意識

的に県外という表現を使ったと。それは日本国民に安

全保障とは何なのか、沖縄県の過重負担を知ってもら

うためだというふうにおっしゃっていましたね。それ

で、その日本国民は安全保障が何であるかというこ

と、あるいは沖縄県民の基地の過重負担というのは理

解できたというふうに解釈していらっしゃるんです

か。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 先ほども申し上げたんです

けれども、私は、沖縄というところはまさに日米関

係、日米同盟の軍事的な現場ということで県民生活で

も日々それと向き合って暮らしているわけですよね。

事件・事故も頻繁に発生しますし、そういう沖縄の現

場感覚というか実態からすると、そこで県民が感じて

いる基地負担、あるいはもしかしてその背景にある安

全保障という問題を全国民が共有し切れてないんじゃ

ないかと。それを共有することが我が国の安全保障に

とって非常に大事なことだろうと。そういう点で県外
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という言葉を使ったということです。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 そういう意味では安全保障を日本国

民は必要だと、日米同盟は重要だというふうな形の中

で安全保障があるからそういう形でやるんだというふ

うに来ているけれども、沖縄の負担軽減、基地の過重

な負担については理解をしてないというふうに、国民

はそうだというふうに考えていらっしゃるんでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 十分に届いているかどうか

はわかりませんが、特にこの10年来さまざまな事件・

事故が起こったり、沖縄におけるさまざまな活動や要

請・要求というものが活発になっています。それを通

じて多分以前よりは全国の国民に沖縄の基地問題とい

うものの複雑さ、困難さ、あるいは沖縄が抱えている

基地負担の過重な状況というものがより伝わっている

のではないかというふうに理解しておりますが。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 だけれども、県外ではこの過重な負

担を引き受けましょうという声、世論が起こってきて

ないんですよ。どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 御指摘のとおりで、具体的

に沖縄の基地負担を我が地域で引き受けましょうとい

うことをかなり踏み込んだ形の受け入れという状況に

なってないと思います。ただ、例えば訓練の一部を引

き受ける、それから岩国市の市長さんが今検討されて

いるように、普天間の給油機を引き受ける、そういう

具体的な動きが少し出ているということは評価したい

というふうに思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 ですから、そういう国民の無理解あ

るいは無関心、そういうことがやはり沖縄の過重な基

地負担をそのまま是認をしているという実態だという

ふうに思っています。政府が辺野古移設を認めなけれ

ば固定化だという発言もまさにそういうことだと思う

んですね。こういう世論があるから、何も物言わぬ国

民の声があるから、こういう形で恫喝をしてくるとい

う本当にひどいことが今行われているわけですね、政

治の世界で。これを絶対に許しちゃならないというふ

うに思っているんですけれども、きのうの金城議員の

発言の中で、固定化は政府の不作為であると。これは

僕は非常に同感をいたしますけれども、知事、この金

城議員の意見をどのように思われますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私は、公明党の金城議員の

昨日のお話にはほぼ全面的に共感を覚えるものです

が、今のその具体的な政府の辺野古でなければ固定化

だというのは、どなたがおっしゃったかわかりません

が、これを恫喝……、マスコミの中ではいろんな表現

がありました。恫喝という言葉もあったかもしれませ

ん。これは人それぞれの受けとめ方の問題で、これを

そのまま自分たちの国の政府がすぐそういう意味のこ

とを気持ちも込めておやりに、何か言われたのかどう

かは私はその場にいないのでわかりませんが、ただ、

こういうものは活字、その他何かで表現されたものと

いうのをそのまま受けとめるのはどうかなというのが

日常の行政業務をやっている身から言ったらそういう

感じがしますから、今、議員のおっしゃるその恫喝的

なとかいう言葉の選び方というのも、私、そのまます

ぐにわかりました、100％賛成でございますとは

ちょっと言いにくい、言えないのではないかと思いま

す。ただ、それぞれの政治家たる議員の先生方がきの

うの金城議員の不作為だという話は、それはそれでそ

れぞれの政治信条と解釈と理解でもって表現される表

現だろうと思っております。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 何を言っているかさっぱりわかりま

せんけれどもね。 

○知事（仲井眞弘多君） そうですか、それぞれの表

現ですよ。 

○奥平 一夫君 ただ、政府が県外移設はとんでもな

いという、固定化だという話は、これはテレビでもき

ちんと菅官房長官であったりあるいは石破幹事長だっ

て言っているんですよ。それを私はわかりませんとい

う話では、ちょっとこれは解せないんですが、もう一

度お願いできますか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員がどういうところでそ

れを現実に現場にいて確認されたか知りませんが、あ

なたが今お出しになった石破さんであるとか官房長官

である、その人の前で恫喝的であるとか、なければ固

定化だというふうなことをおっしゃったかどうか、私

は聞いておりませんから、にわかにはそのままには受

け取っておりません。 

○議長（喜納昌春君） 奥平一夫君。 

○奥平 一夫君 それは議論しないでおきましょう。 

 自民党が沖縄県連や沖縄選出の国会議員に公約撤回

を迫った。外堀を埋めたとしておりますけれども、翁

長市長は、沖縄は試されているというふうにコメント

をされています。私は、ヤマト政府のこの理不尽な要
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求にひれ伏すのか、それとも敢然と埋め立てを不承認

をし県外移設を貫き公約を全うしていくのかというの

が今問われる大変大事な瀬戸際に来ているんだろうと

いうふうに思っておりますけれども、知事の見解をお

伺いして終わりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 何事によらず選挙をやって

きた身としましては、先生方と同じように公約を掲げ

てやっていますから、公約は実現するためのもので

あって、その実現に向かって一生懸命頑張るというの

はこれは当然のことだと思っていますよ。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

   〔仲宗根 悟君登壇〕 

○仲宗根 悟君 県民の皆さん、こんにちは。 

 社民・護憲ネット、議席18番、仲宗根悟です。 

 一般質問を行いたいと思います。 

 「Ｉ ｈａｖｅ ａ ｄｒｅａｍ 私には夢があ

る」、マーティン・ルーサー・キング牧師の50年前の

1963年８月、過酷な人種差別にあえぐ黒人が仕事と自

由を求めたワシントン大行進での演説の一節でありま

す。 

 キング牧師は、全ての人は平等につくられていると

いうアメリカ独立宣言の理念を説き、アメリカはあら

ゆる人種、あらゆる信条を持った人々が、兄弟姉妹と

してともに暮らすことができる国であるという理想の

実現を目指し、黒人の人種差別をなくすための公民権

運動を指導した方であります。 

 この自由と民主主義の国は、この沖縄が要らないと

言っているのに聞き入れてくれないのでしょうか。世

界に向かって自由の価値を説いてきたこの沖縄は例外

なのでしょうか。沖縄へは自由は認められないので

しょうか。 

 アメリカも、海兵隊を沖縄から撤退するというこの

撤退案を日本政府が引きとめたということであります

が、アメリカはなぜそのときその姿勢を貫かなかった

のか非常に疑問があります。 

 我が沖縄は、21世紀ビジョンで目指すのは基地のな

い沖縄の姿であります。沖縄の未来は私たち沖縄のも

のであり、アメリカや日本政府のものではありませ

ん。全世界へ、国際世論へ、訴えをより強めていこう

ではありませんか。 

 それでは、質問に入りたいと思います。 

 知事の政治姿勢に関してお聞きをいたします。 

 日米両政府は外交・防衛担当閣僚による安全保障協

議委員会（２プラス２）において、米軍普天間飛行場

の名護市辺野古移設が「運用上、政治上、財政上及び

戦略上唯一の解決策」であると確認、合意し、共同文

書を発表し、県内推進の姿勢を示しました。知事は

「地元の理解が得られない移設案の実現は事実上不可

能」との姿勢でありますが、このことは変わりがない

のかお伺いをいたします。 

 稲嶺名護市長は、「名護市民の誇りをかけて移設に

断固反対する」として政府が出した辺野古沿岸部の埋

立申請を承認しないよう知事へ意見を提出をいたしま

した。地元理解が得られない以上、不承認にすべきで

あります。知事の見解を伺います。 

 次に、基地問題に関してお聞きをいたします。 

 オスプレイの飛行や離着陸訓練の激化によって、宜

野座村の城原区集落周辺においては100デシベルを超

える騒音被害や低周波での健康被害の不安を訴えてい

ます。また、伊江村でも訓練場周辺住民も同様な状況

に加え、酪農家の飼育牛の早産や死産と異常な出産が

続くなど被害は見過ごすことはできません。現状把握

に努め対策をとるべきであります、県の見解を伺うも

のです。 

 米軍は嘉手納基地の開発計画に伴い文化財調査を予

定しているとするが、ＣⅤ22オスプレイ配備に関連し

ていないか懸念されるところであります。開発計画の

情報開示を米軍に求めることについて伺いたいと思い

ます。 

 ３番目は、健康・長寿の推進に関してであります。 

 長寿県沖縄の復活のための健康づくりの取り組みに

ついてどのようなものがあるのか伺いたいと思いま

す。 

 平均寿命ランキングを落とした原因、その分析につ

いてはどのようなものか伺います。 

 ４番目は、伝統文化の継承・発展に関してでありま

す。 

 各地域に伝わる祭事、そして伝統行事等、伝統文化

が今失われつつある中で、伝統文化の継承事業、そし

て保存事業は重要であると思われます。その取り組み

状況について伺いたいと思います。 

 最後に、我が会派の代表質問に関連して、髙嶺善伸

議員の産業振興と雇用問題に関してでありますが、県

単融資事業の利用率の低さは利用条件によるものでは

ないか、利用条件の緩和も含め利用しやすいような環

境を整えることについて伺います。 

 伝統産業の育成を図る中で、特にヤチムン、陶器生

産者に係る課題として、化粧土の確保の問題があると

されております。県の支援はどのようにされているの

か伺いたいと思います。 

 ２番目は、狩俣議員の学力向上推進に関してお聞き
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をいたしたいと思います。 

 県内の小学校５年生そして中学校２年生と、その保

護者を対象に児童生徒の生活実態調査を実施をいたし

ましたが、課題はどのようなものなのか。そしてどの

ように反映していくのかをお聞きをいたしたいと思い

ます。 

 よろしくお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 仲宗根悟議員の御質問に答

弁をいたします。 

 まず第１に、知事の政治姿勢の中で、辺野古埋立承

認申請に対する名護市長意見についての御質問にお答

えいたします。 

 名護市長意見につきましては、現在、その内容につ

いて精査しているところであります。また、意見の内

容に関して、沖縄防衛局の見解を確認しているところ

でもあります。 

 今後、市長意見につきましても総合的に勘案し、判

断してまいりたいと考えております。 

 次に、伝統文化の継承・発展に係る御質問の中で、

地域の伝統文化の保存・継承についての御質問にお答

えいたします。 

 沖縄県は、昨年各市町村の有する民俗芸能に関する

調査を行い、国・県・市町村の指定も含め無形民俗文

化財等が200件程度あることを把握いたしておりま

す。 

 今年度は、県内４市町村において、地域の伝統芸能

の保存・継承に関するシンポジウムを開催しておりま

す。また、国立劇場おきなわにおいて、各地の民俗伝

統芸能を紹介する公演を開催し、各地域の伝統芸能の

魅力の発信と活性化に取り組んでいるところでござい

ます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、２プラス２共同発表についてお答えをい

たします。 

 現在の日米合意案は時間がかかり、普天間飛行場に

おける早期の危険性除去や運用停止の実現は困難であ

ることから、政府においては、確実な早期移設の方策

を示す必要があると考えております。 

 県としては、他の都道府県の既に滑走路がある場所

への移設が合理的かつ早期に課題を解決できる方策で

あると考えております。 

 日米両政府に対し、普天間飛行場の県外移設及び早

期返還の実現を強く求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 健康・長寿の推進について

の御質問の中で、長寿県沖縄復活への取り組みについ

てお答えいたします。 

 沖縄県では、今年度、健康長寿復活プロジェクトを

立ち上げ、2040年までに平均寿命日本一復活を目指す

こととしております。 

 具体的には、全庁で組織する「健康長寿おきなわ復

活推進本部」において、「運動しやすい日常環境づく

り」、「栄養バランスのよい食事」、「一人ひとりの

健康管理の支援」を施策の柱に、県民が健康づくりを

行いやすい社会環境の整備を推進することとしており

ます。 

 また、市町村や各種団体などを含めた県民会議を設

置し、官民一体となった取り組みを行うこととしてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 基地問題についての

中の、オスプレイによる騒音・低周波音被害の現状把

握と対策についての御質問にお答えします。 

 県では、去る11月に普天間飛行場周辺において、低

周波音調査を実施したところであります。また、今年

度中に伊江島補助飛行場周辺において騒音・低周波音

の調査を実施すべく、伊江村と連携して準備を進めて

いるところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） 基地問題についての

御質問の中で、伊江村の酪農家の被害の現状把握につ

いてお答えいたします。 

 県では、伊江村の乳用牛農場における早産などの異

常産の発生を受け、北部家畜保健衛生所において監視

体制の強化を図っております。 

 具体的には、役場及び地元獣医師と連携し、家畜の

異常が発生した場合の早期通報義務に関する指導、必

要に応じた農場立入検査などを行っております。 

 ６月に異常産があった当該農家に確認したところ、

11月14日に１頭の死産があったと聞いております。し
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かしながら、今回の症例につきましても、当該農家か

ら迅速な通報がなかったことから、原因を特定するこ

とができませんでした。なお、当該農家以外では、家

畜の異常に関する報告は受けておりません。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 基地問題についての御

質問の中で、嘉手納飛行場の開発計画に対する情報開

示についてお答えいたします。 

 嘉手納飛行場でのエリア開発事業計画について、米

軍は開発事業として承認されている建設工事ではない

としております。また、政府は、ＣＶ22オスプレイの

嘉手納飛行場配備については、いかなる決定もないと

しております。 

 県としましては、政府に対し、引き続き同計画につ

いての情報提供を強く求めたところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 健康・長寿の推進に

ついての御質問の中で、平均寿命ランキング低下の原

因についてお答えいたします。 

 ことし２月に公表された平成22年都道府県別生命表

では、本県の平均寿命は男女とも延びましたが、延び

幅が小さく、全国平均を下回っており、全国順位を下

げる結果となりました。 

 また、20歳から64歳までの年齢調整死亡率は男女と

も減少していますが、全国を上回り高い水準で推移し

ております。 

 死因別では、肝疾患や糖尿病などの生活習慣病の合

併症による死亡率が高く、身体状況では、成人肥満者

及びメタボリックシンドローム該当者・予備群の割合

が男女とも全国を上回っており、平均寿命の延びを鈍

化させ、順位低下の原因と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 我が会派の代表質問

との関連の中の、県単融資事業の利用条件の緩和や利

用しやすい環境の整備についてという御質問にお答え

をいたします。 

 県では、これまで融資期間の延長や限度額の引き上

げといった融資条件の改善を行うとともに、金利の引

き下げや保証料補塡の実施、利子補給制度の創設な

ど、融資制度の利便性の向上に努めているところでご

ざいます。 

 また、県単融資制度の利用しやすい環境づくりに向

け、市町村や商工会、金融機関といった受け付け窓口

となる支援担当者を対象に、制度説明会の実施や、

「県融資制度の手引き」を配布するなど、相談体制の

充実強化を図るとともに、県ホームページの見直しや

記入例の掲載、申し込み様式の簡略化など、改善に努

めているところでございます。 

 県といたしましては、今後も引き続き、県融資制度

の利用向上に向けて努めていくこととしております。 

 同じく化粧土確保への県の支援についてという御質

問でございます。 

 本県陶器産業において重要な天然原材料である化粧

土については、一時期、県内での採取が困難となり、

その安定確保が課題となっておりましたが、現在は、

壺屋陶器事業協同組合がおよそ10年分の県内使用量を

確保し販売をしております。 

 また、長期的な安定確保に向け、県工業技術セン

ターにおいては、「壺屋焼原料の品質安定化に関する

研究開発」を実施し、原料の探索やブレンドによる新

しい化粧土の開発等に取り組んでいるところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは我が会派の代表

質問との関連についての御質問で、生活実態調査の課

題と反映の仕方についてお答えいたします。 

 調査の結果から、学習面においては食事、睡眠、運

動、学習時間や読書時間等が有意に関係していること

や、生活面においては児童生徒と保護者の認識のずれ

などが明らかとなり、基本的生活習慣や家庭教育につ

いての課題が浮き彫りとなりました。 

 県教育委員会としましては、調査結果を真摯に受け

とめ、今後とも各市町村及び各学校、地域、関係機関

等と連携し、「早寝早起き朝ごはん」の定着など、家

庭教育のさらなる改善・充実に向け取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 それでは２プラス２についてまずお

聞きをしたいんですが、副知事の御答弁では、現状で

は時間がかかるので、そして早期な解決策としてはや

はり本土の今ある部分が早いんだというような、従来

からあるような内容であります。この日米両政府が10

月３日に普天間飛行場の移設先は辺野古が唯一の解決
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策だというようなことを強調しているんですが、確認

したということで、なぜ今の日程なのか、再確認する

必要がどこにどうあるのか、県のほうはその日程につ

いてどのように捉えているのか。 

 そしてまた、沖縄は日米両政府の私的所有物でもご

ざいませんし、県民のこれまでの意見を踏まえながら

もじゅうりんをするような格好で押しつけてくると。

県内の移設建設を断行することは、これはもう許され

ることではないというふうに私はそう思っているんで

すね。やはり県民無視のこの日米合意には、政治的に

は正当性はないんだというように私もそう思っている

んですが、その２点についてどうお考えなのかお願い

します。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） まず、２プラス２です

けれども、去る10月３日に共同発表が行われたという

ことでございます。 

 なぜこの時期にということは、なかなかわかりにく

いところもございますけれども、そのときの課題とし

て、日米同盟の防衛協力のための指針、日米防衛協力

のための指針として12点ほどを取り決めたと。また、

地域への関与といたしまして能力構築でありますとか

海洋安全保障でありますとか、こういったことを取り

決めたと。さらに、３番目に在日米軍再編といたしま

して、辺野古への普天間飛行場の移設を含む、この既

存の合意を確認したと、こういった流れになっており

ます。 

 県といたしましては、この日米同盟といったものの

重要性は理解しつつも、こういった形で合意案が動い

てないということにつきましてはこれは残念でござい

ます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 どうもこの日程、今の時期、そして

再確認する必要があったというようなことは、非常に

きな臭い。今日まで見てみると、さすがにしたたかな

日程で来ているのかなというような印象を拭い去るこ

とができないんですね。そしてこの「唯一の解決策」

というようなことなんですが、あたかもあらゆる案を

検討した結果のごとく言っているような感じですが、

政府は沖縄以外の他の都道府県について一度たりとも

考えた形跡は私はないと思うんですが、ハワイも含め

て国外を米政府に交渉しようともせず、これらの選択

肢も持たずして辺野古ありきで進めてくる自体が私は

沖縄差別だというように思うんですね。 

 そしてまた、森本前防衛大臣も軍事的には沖縄でな

くてもよいですと。ところが政治的に考えると沖縄が

最適の地域なんだというような言い方をしているわけ

ですよ。辺野古移設が唯一ではないということが、ま

ず明白になっているのではないかというふうに思うん

ですが、その「唯一の解決策」についてどのようにま

た捉えているのか、この一連の動きからして皆さんは

どのようにお考えなのでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今、議員御指摘のよう

に、この日米合意の中では、「運用上、政治上、財政

上及び戦略上の懸念に対処し、」云々ということでご

ざいまして、「普天間飛行場の継続的な使用を回避す

るための唯一の解決策である」というふうに言ってい

るわけです。これは、従前から、沖縄県はこのことに

対して再三確認を求めているところでございますけれ

ども、公式な政府の見解としては今申し上げたような

話であると。過去に民主党政権の時代に徳之島といっ

たものが検討されたという情報もございますけれど

も、もっと幅広に政府は普天間飛行場の県外移設、あ

るいはその機能の移転といったものを考えるべきで

あったろうと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 今、公室長が申し上げたとおり、沖

縄県側からも開示を求めながらも一向にまだ回答が得

られてないんだと。ところがそれを粛々と政府は進め

ていっている状況が今あるんだというような内容だと

思います。 

 アメリカ側の報道によりますと、キャンベル氏は、

そしてまた米国の有力シンクタンクであります安全保

障センターの上級顧問を務めているクローニン氏の発

言からしてみても、この問題についてさらに進もうと

するのか、それとも異なる方向の行動を模索するか考

える局面にたどり着いているんだというようなことを

キャンベル氏も述べているんだと。クローニン氏につ

いても財政的、環境的、政治的課題であるとして、こ

の問題の解決については、それぞれリスクを含みつつ

常に複数存在するんだというような述べ方をしてい

て、やはり辺野古が唯一の解決策とする日米両政府の

説明に否定的な見解を私は示しているというふうに

思っているんですが、それについてはいかがお考えで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今、御指摘になりまし

たキャンベル氏のお話、あるいはクローニンさんのお

話というのは報道で最近知っておるわけです。それ以

前に県は現地ワシントンでシンポジウムを開く等しま

して、そこには例えば、やはりこの普天間飛行場の移
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設そのものが非常に困難ではないかという意見も現実

に出されております。ただ、そういったさまざまなシ

ンクタンク、あるいはシンクタンクも政府系でありま

したり、政府とは距離を置くといったさまざまなとこ

ろがありましていろんな意見が出ていたということは

承知しておりますけれども、現在、政府は現行案でい

くということを崩しておりませんで、その考え方を県

の要望に沿ったものにしていくといった努力は続けて

いるわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 いずれにしろ、沖縄県内で反対に

遭っている県内移設の実現については、アメリカ側に

も無理があるという見方をしている方々もいらっしゃ

るというようなことからしますと、少しの私たちもや

はり粘り強く声を上げるべきだと。県外へ持っていっ

てください、県内ではもう無理ですよというスタンス

は非常に貫くべきだろうというふうに思うんですが、

その辺については知事いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 県が昨年――先ほどの

繰り返しになりますけれども――開催したシンポジウ

ムにおきましては、マイク・モチヅキ氏あるいはマイ

ケル・オハンロンさんという高名な研究家の、普天間

を速やかに返還し、その一部の機能にかえるためのヘ

リポートをつくるべきであるといった意見であります

とか、海兵隊がヘリコプター戦力を維持できるよう沖

縄北部の訓練エリア、キャンプ・シュワブに小規模の

飛行場を整備したらどうかといったようないろいろな

意見が出ているわけです。 

 この件につきましては、県が出しましたシンポジウ

ムの報告書に記載しておりますけれども、こういった

ことをワシントンで政府の関係者が見ている中で実際

に議論を行ったわけでございまして、そういった取り

組みもしっかりやってきた、また今後もやっていくと

いうことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 副知事も知事の代弁で申し上げまし

たとおり、早い解決策というのは県外に求めていっ

て、そのほうが一日も早い普天間の危険性の除去につ

ながるんだというようなスタンスはどうぞ貫いていた

だきたいというふうに思います。 

 次に、オスプレイ訓練被害状況なんですけれども、

これを夜間の訓練、私たちもビデオを見せていただき

ました。真っ暗な中で音だけ物すごい音で迫ってくる

ような、非常に不安感を抱きました。非常に不気味で

怖いというのが印象ですね。そしてもう一つは、伊江

島ではコーラル滑走路のまた粉じんの被害が、付近の

農作物やあるいは生活環境に対しても影響を及ぼして

いると。この騒音ですとかあるいはコーラルの粉じん

ですね、そのようなことも起こっていると。この住民

の不安や低周波の健康被害に即刻つながるような不安

がられるこの訓練を即刻中止すべきだというふうに思

うんですが、その辺についてはいかがでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 御指摘のようにオスプ

レイの運用につきましては、日米でその運用に関する

合意がなされているわけですけれども、できる限りと

いったような表現がついておりますけれども、その趣

旨に反すると思われる目視の調査結果というのが市町

村から寄せられておりまして、それが178件というこ

とを申し上げたところでございます。 

 このような航空機の運用で県民生活にいかなる影響

もあってはならないと県は考えておりまして、引き続

き個々の影響につきまして、市町村と連携をいたしま

して強く申し入れてまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 よろしくお願いします。 

 では質問を変えたいと思いますが、健康・長寿の推

進に関してお聞きをいたしますが、10年後そして20年

後の平均寿命を延ばすには、現在の40代や50代の

方々、生活習慣病、合併症から重症化をしているとい

うような内容でお答えをいただきましたけれども、そ

の上位をキープしていたころ世代、今の世代の大きな

違いは何だというふうなことを分析されているでしょ

うか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） この平均寿命の順位

が低下しているというふうな原因の一つとしては、先

ほども申し上げました生活習慣病の増加ということが

あります。特に青壮年層ですね、40代から60代にかけ

てのそういった生活習慣病の増加というのが大きな原

因になっていると思います。 

 それと以前に比べて、本土と比べて脳卒中あるいは

心臓病などの年齢調整死亡率の差が、以前はかなり大

きかったのですけれども、最近では本土とその差もか

なり縮まってきているというふうなこともこういった

平均寿命順位の低下の原因の一つというふうには考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 ですから上位をキープしていた方々

の、そして現在縮めている皆さんの原因は、生活習慣

病が原因だというふうなことなんですが、その生活習
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慣病に至るまでに、どういう生活だから生活習慣病に

なるのか。食生活なのか、それから夜型社会の中で生

まれてきたものなのか、その辺の原因がわからんこと

には、やはり40代、50代、どんなに叫んだって健診に

も来ていただけない。今、日曜健診もしている状況の

中で枠を広げながら、どうにか早期発見をする意味で

も健診を受けてくださいというような呼びかけをして

いるわけですが、その辺についてはどうなんですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 生活習慣において

も、運動量とかあるいは食生活の内容、脂肪摂取量で

あったりとかそういったところの影響などもあるので

はないかというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 食生活が大分変化をしてきていると

いうような原因の一つにも挙げられるというようなこ

とでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そのとおりでありま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 この食文化なんですが、戦争を境

に、この前なのかその後なのか、その辺についてはど

ういうような見方をされていますか。よく聞くんです

が、お年寄りの皆さんから。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 研究によりますと、

1970年代前後あたりを境にしてそういった変化が起

こっているというようなそういった研究データもあり

ます。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 よく先輩方のお話を聞きますと、今

の食生活が非常にぜいたくに見えるんだと。非常に粗

食な生活をしてきた者にとっては、今の若者やあるい

はその生活を見ていると肉類が中心だとか、あるいは

ファストフードに駆け込むというようなのが非常に多

く見られるというようなことで、これはある意味で

は、戦後、米軍基地からそういった食料が入ってきた

せいもあるのかなというふうに思って、この辺も基地

被害の一つかなというような捉え方もできるのではな

いかなというふうに思ったりもいたしました。 

 それで広報活動、先ほども申し上げましたが、健診

について市町村が非常に工夫をされています。もちろ

ん医療費がかさむと保険料もかさんで一般財源からの

繰り入れや、財政が非常に逼迫をされるような状況で

すから、手っ取り早いのは早く健康になっていただき

たいと。医療費を抑制するためにも、ぜひ皆さんまた

健康・長寿、寿命も延ばすためにもいろんな工夫がさ

れております。部長、最近ラジオをひねりますといろ

んなアピールの歌に例えて出てきますが、まず１キロ

減らしましょうという運動ですね、この辺を大きくま

た伸ばしたらいいかなと思うんですが、その辺の意気

込みいかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 先ほどから申し上げ

ておりますけれども、生活習慣の改善というふうなこ

とで、今のような１キロ減らすというふうなことも含

めて、いろんな取り組みを進めていくことは必要だと

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 みずからも実践していきたいと思い

ますので、よろしくお願いをいたします。 

 さて、教育庁の生活実態調査のお話なんですけれど

も、この今回の調査で得られたことは、やはり生活習

慣の親とその子供たちのずれが表面化をしてきたとい

うようなことですが、教育庁が進める「早寝早起き朝

ごはん」という運動ですね、生活週間を身につけよう

とするこの運動と少しかけ離れているのかなと。実態

調査から見てみますと、教育庁が進めるその運動内容

とどうも実態が合わないのかなというふうな印象があ

るんですが、その辺についてどうお考えですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 教育委員会では、これま

でずっと「早寝早起き朝ごはん」あるいは基本的生活

習慣の確立、それを掲げて取り組んでまいりましたけ

れども、今回の調査ではやはり早寝であるとか、早起

き、朝御飯とか課題がやはり潜在しております。この

辺はまだずれがあって、もっともっとそういう取り組

みをやっていかなければいけないなと思っておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 常々、その子供たちの教育について

は、地域や学校、そして家庭が一体となって連携して

取り組んでいくものだというようなことで運動を展開

していくわけなんですが、どうも地域、家庭、学校、

それぞれがまだまだ連携あるいは一体となった部分が

少しかけ離れているのかな、できていないのかなとい

う意味では、その運動をどのようにまたより強固なも

のにするのか、その辺の意気込み、決意についてはい

かがですか。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 今回の実態調査を真摯に

－ 111 －



受けとめております。 

 現在、こういう基本的生活習慣の確立であるとか、

保護者の家庭での意識を啓発するために、県教育委員

会では「家～なれ～」運動を展開しておりまして、そ

れは家庭でのしつけ、ルール、それから朝御飯、それ

から保護者の意識の啓発を図るために取り組んでいる

ところです。今後の大きな課題ですけれども、鋭意取

り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 仲宗根 悟君。 

○仲宗根 悟君 よろしくお願いします。 

 最後に、伝統文化の継承・保存事業ですけれども、

200件を調査を行ったと、今４市町村で取り組んでい

るというような御答弁でございましたけれども、正し

く継承するための映像の保存ですとか、今後の事業計

画、埋もれていた芸能を掘り起こすことにもつながろ

うかと思います。ぜひ頑張っていただいて、今後の事

業計画、最後にお聞かせいただけませんか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時49分休憩 

   午前11時49分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 御指摘ありがとうございま

す。 

 今、県のほうでは文化を振興するための条例もつく

りましたし、そこで有識者を踏まえた専門家たちのア

ドバイスをいただく体制もこれから強化されます。そ

の中のアドバイスもいただきながら、沖縄県の宝であ

る伝統工芸、伝統文化というものをどういうふうに保

存・継承し、さらに輝きを与えていくかということに

ついて努力をしたいというふうに思います。 

○仲宗根 悟君 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午前11時50分休憩 

   午後１時23分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 午前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 ハイサイ グスーヨー チューウガ

ナビラ。 

 県民ネットヌ 新垣清涼ヤイビーン。ウチナーウマ

ンチュヌウムイ、ウニゲーグトゥヤ 戦スルタミヌ基

地ネーナランナスルクトゥヤ アイビランガヤー。ウ

マンチュトゥトゥムニ 普天間基地ヤ県外ンカイ ウ

ツスルグトゥ チシティアキラミルクトーネーラング

トゥシ チバティイチャビラナ（皆さん、こんにち

は。県民ネットの新垣清涼です。沖縄県民の思い、願

い事は、戦争するための基地をなくすことではないで

しょうか。県民とともに普天間基地を県外に移すこと

を決して諦めることなく頑張っていきましょう。）。 

 一般質問を始めていきます。 

 まず、犬、猫殺処分をゼロにするための県の取り組

みについてなんですが、９月にも捨て犬、捨て猫の取

り組みについてお伺いをしました。「命どぅ宝」とい

う「黄金くとぅば」を持っている沖縄県に捨て犬、捨

て猫をしている県民がいることが残念でなりません。

沖縄県動物愛護管理センターに収容される犬、猫が少

なくなり、そしてセンターから新しい飼い主に譲渡さ

れる犬、猫がふえて、生まれた命を最後まで飼い主が

飼養していく、そういうことを願って質問をしていき

ます。 

 まず、沖縄県動物愛護管理センターの役割について

お願いします。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 沖縄県動物愛護管理

センターは、昭和52年に動物管理所として開設されま

した。それから平成18年に新設して、新施設として現

在のところで業務を開始しているところであります。

同センターにおきましては、動物愛護思想の普及啓発

事業、それから野犬対策としては、市町村との合同捕

獲、犬、猫の収容、負傷動物の保護収容を行っている

ところであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 その犬、猫の殺処分の現状、そして

ゼロにするための県の取り組みについてお伺いいたし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 県におきましては、

平成21年２月に策定した沖縄県動物愛護管理推進計画

に基づきまして、平成30年度において、平成19年度の

犬、猫の殺処分数の50％減を目指して取り組んでいる

ところであります。このため、毎年「捨て犬・捨て猫

防止街頭キャンペーン」や、「動物愛護週間行事」、

「動物愛護の集い」を実施しております。また、特に

最近は野良猫の数がふえている状況にありまして、

「沖縄県猫の適正飼育ガイドライン」を策定し、猫の

適正飼育に係る普及啓発に取り組んでおります。こう

いった取り組みによりまして、本県の犬、猫の殺処分

数は、10年前の約半数に減少しております。具体的に

は、平成14年度１万3044頭から平成24年度には6604頭

に減少しているところでございます。しかしながら、
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まだ全国的に見ますと、殺処分頭数が本県は多い状況

にありますので、今後とも動物の愛護と適正飼養に関

する取り組みを強化する必要があると考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 10年間で約半数ほどに減っていると

いうことでありますけれども、この与えられた、与え

られたといいますか、その命、動物のですね、その一

個の命として、やはり最後まで飼い主がきちんと飼っ

ていく。そのためには今センターに持ち込まれてい

る、収容されている犬、猫をゼロにする取り組みとし

てできない課題としては何があるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 県におきましては、

可能な限り殺処分を減らす努力として、今、動物愛護

団体、あるいはボランティア団体と連携して適正な飼

養ができる飼い主への譲渡会等を行って、殺処分数を

減らしているところではありますけれども、結局この

殺処分数を最終的に減らすというためには、県民の動

物愛護に対するそういった啓蒙・普及、そういった取

り組み運動が必要だと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 愛護に関する県民のモラルといいま

すか、そういったことが普及することが大事だという

ことなんですが、やはり他府県では、市町村単位では

ありますけれどもゼロ宣言をして、そして去勢だとか

避妊とかそういった取り組みをしている地域もあるわ

けです。やはり県でも、そういったことも含めて、県

内でも取り組んでいる市町村あると思いますけれど

も、そういったところにはさらにそういう避妊手術に

対する助成を少し厚くするとか、県のほうで応援をす

るとか、何かそういった取り組みも必要じゃないかな

と思うんですが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） そういった他県の取

り組みの状況を今後とも見ながら、殺処分数を減らす

ことについて検討を進めてまいりたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 それから、収容の中に放置あるいは

放棄、遺棄、処分、こういった分類ではなくて、今収

容されていますよね。そういったこともしっかりと

チェックをしていただいて、そしてそこに持ち込まれ

る動物をできるだけ少なくする、そういう啓蒙、啓発

運動も必要かと思いますので、ぜひまたこれからも精

力的に取り組みをしていただきたいと思います。 

 次に進みます。 

 今回の組織改編の趣旨目的について、４課について

お伺いしていきます。 

 まず、公共交通推進室の設置について、その役割に

ついてお伺いします。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 我々は、21世紀ビジョンの

基本計画をつくりました中に、やっぱり鉄軌道の導入

というのも公共交通システム網をしっかりしたものに

していこうということで掲げております。今のとこ

ろ、平成31年度といいますとこれから五、六年先ごろ

には着工に持ち込みたい。ちょっと逆算になります

が、来年度から再来年度にかけて、政府の決定をもら

えればと、こういうようなまだあらあらのめどですが

持っております。ただし、実は膨大な作業が必要にな

りますから、班の段階から室にしてしっかりした体制

で県リード型といいますか、この構想そのものを我々

が一生懸命考えて、沖縄に適したルート、内容のもの

にしていくためにはぼちぼち班から室に格上げをして

取り組んでいきたいと、こういう目的を持ったもので

ございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 鉄軌道を含めた公共交通整備に向

かっていることだと思うんですが、そういう意味で鉄

軌道をつくっても、じゃ本当にみんなが利用してもら

えるかなというそういうこともあるわけですね。そう

いう意味では、現在のバス利用者の状況について、現

在のバス利用の状況を県としてはどのように把握して

いらっしゃいますか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） お答えします。 

 沖縄本島におきます路線バスの年間輸送人員ですけ

れども、平成13年度の3890万5000人に対しまして、平

成23年度の実績では2568万3000人と年々減少を続けて

おります。その結果として急激な自動車利用も相まっ

て、交通渋滞が日常化しているという状況です。 

 こういった交通渋滞の緩和には公共交通利用への転

換が重要であるという認識のもと、県におきまして

は、バスロケーションシステムですとか、ノンステッ

プバスの導入、広報活動の実施など、公共交通の利用

環境を改善する各種事業を昨年度から実施しておりま

す。 

 おかげをもちまして、これらの取り組みによりまし

て、年々減少傾向にありました路線バスの輸送人員で

すが、平成25年度上半期の速報値によりますと約1340

万人と、昨年度と比較して2.8％、約36万2000人増加

しております。 
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○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 私も車を持っていますから、なかな

かバスの利用というのはないんですけれども、月に何

回か利用するようにしています。そうしますと、バス

に本当にもう１人か２人しか乗っていないときという

のがかなりあるわけですね。そういう意味では、本当

にバス会社は需要者の要求をちゃんと調査されている

のかなという疑問があるわけです。 

 そこで県民の声として、県民の声をどのようにして

需要の調査を県はされているのか。お年寄りや学生た

ちの、そういう時間帯を厚くして、そしてそうじゃな

いときは薄くする必要があると思うんですが、その辺

はどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） やはり交通渋滞によっ

て、まず一番通勤時帯に使っていただくことが重要だ

と思うんですが、定時・定速性に欠けるという実態が

ある、これをやはり何とか解決しなければならないだ

ろうということがあります。 

 それからお年寄り、体の不自由な方々もバスに乗っ

ていただく、そういった取り組みも必要だろうという

ことで、いわゆるノンステップバスを年間40台、５年

間で200台ということで今県は取り組みを行っており

ます。 

 それ以外にも、やはり路線バス網が余りにも複雑で

わかりずらいと。バスが今どこにいるのかわかりずら

い、待ち時間はいらいらする、そういったさまざまな

問題を解決するためにバスロケーションシステムなど

もやろうと思っています。 

 さらにまた、モノレールからバス、それからバスの

それぞれ会社が違う場合に、一々料金を払わないとい

けない、その繁雑さを避けるためにもＩＣ乗車券など

もあわせて今、調査研究をしているところです。会社

もできましたので、これはまた27年度には再開したい

ということで、県民のバス離れを何とか食いとめてバ

ス利用者をふやしていきたいと、そういうふうに考え

ております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 おっしゃるようにやはり定時・定速

がしっかりとできていないということがあると思うん

です。そういう意味でも今、部長お答えになりました

ので、ロケーションシステム含めてやはりバス停で

待っている人がいつバスが来るかを――これは携帯に

もあるわけですけれども、携帯を利用している皆さん

はそれでいいんですよね。ところが、お年寄りはいら

いらするからついタクシーに乗っちゃうとか、こうい

うことになると思いますので、ぜひその辺の取り組み

もしていただきたいなと思います。 

 それで、鉄軌道導入を含む総合交通体系の計画です

が、ぜひ今の状況を僕は県民にどんどん知らせる必要

があると思うんですね。カジノは皆さんいろんなとこ

ろで報告もしながら調査という形でやっていますよ

ね。バスに、交通体系についても何が今必要なのか、

どういうことをしてほしいのかを出かけていって県民

の声を聞くことが大事じゃないかと思うんですが、そ

の辺はどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） おっしゃるとおりで、

やはり広報活動を重要視しております。そういった中

で我々、「わった～バス党」というものを立ち上げま

して、県民に広くバスの利用への周知を促しておりま

す。 

 それからいろいろまたアンケートなども実はしてお

りますけれども、どういった状況であればバスを利用

していただけますかというようなアンケートも実施い

たしました。そうしますとやはり、定時・定速という

部分がやはり大きかったというのも我々、実は把握し

ておりまして、そういった観点からもじゃ定時・定速

のための一定のバス空間ができるようなバスレーンの

延長というのも議論をしているところです。 

 このバスレーンの延長につきましてもアンケートを

実施しておりまして、60％の県民が延長を望んでいる

というような実態も把握しております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 先日、私たち土木環境委員会でフラ

ンス、ドイツも行ってきました。そういう意味では、

非常に民主主義の国として地域の声を、そして地域へ

の説明を多くやっています。ぜひそういう取り組みを

していただきたいと思います。 

 次に、子育て支援課の設置について、子育て支援は

これまでとどう変わっていくのかを御説明お願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 子育て支援につきまして

は、同じくビジョンでもしっかりと取り組んでいこう

ということになっておりまして、新しく子ども生活福

祉部というのを今の福祉保健部を割って、しっかりと

した体制をつくろうという、部を新しくつくり、その

中に子育て支援課というのをつくらせていただこう

と、こういうことになっています。 

 これは何度か申し上げたと思うんですが、やっぱり

29年度末ぐらいまでに――潜在的な人々も含めて約
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9000人の待機児童がいると言われております。この

9000人という膨大な数ですが、29年度末までに解消し

ていこうというこの目的をしっかり持って、子育て支

援課で対応していこうと、こういう趣旨でございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 子育て支援の場合、夫婦でやはり子

供をしっかりと育てられるためには、病気になったと

きにどうするかということがあります。それから、今

育休の問題もあります。なかなか男性の方が取ってい

ただけないという状況もありますね。そういったこと

も含めてぜひ支援をしていただいて、そして子供が生

まれたら病気だとかそういったことについても、今、

入院費については３歳まででしたか、その支援もあり

ますけれども、こういったことについても、もう

ちょっと、入院費は違いますね。そういったことも含

めてぜひ支援をしていただきたいと思うんですよね。

ぜひそういう取り組みもお願いします。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

○福祉保健部長（崎山八郎君） そういった病児・病

後児の保育なども含めて取り組んでまいりますけれど

も、平成27年度から施行予定である子ども子育て支援

新制度、それに対応できる組織ということにしており

ますので、そういった組織でもって待機児童の問題あ

るいは子育て支援の問題、そういった問題に取り組ん

でいきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 次に、自然保護・緑化推進課の設置

についてですが、観光立県として生活環境の快適性と

継続性のある緑化推進体制になるのかどうかお伺いし

ます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 自然保護・緑化推進課の設

置を検討しているわけですが、緑豊かな自然環境を創

造するということは、県民に潤いと安らぎのある生活

空間を提供するとともに、多様な生物の生息・生育の

場の確保につながるなど、生物多様性の保全の観点か

らも重要だというふうに認識しております。 

 そのため、県としては、環境行政に緑化推進業務を

取り込むことによって亜熱帯の特性を生かし、生物多

様性に配慮した緑の美ら島づくりを展開していきたい

というふうに考えております 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 あえて観光立県、生活環境とここに

書いてあるのは、やはり都市緑化、それから道路緑化

もさらに力を入れてほしいという期待も込めているん

ですが、今生物多様性という話、それは別に、もちろ

ん大事だと思うんですけれども、総務部長、この自然

保護・緑化推進課の設置については、やはりこの亜熱

帯の地域である沖縄は、都市緑化と道路緑化にもっと

力を入れてほしいという思いがあるんですが、当初の

計画としてはそういうことはなかったんですか。 

○議長（喜納昌春君） 総務部長。 

○総務部長（小橋川健二君） お答えいたします。 

 今回、緑化推進課を環境部に移管するといいます

か、業務をですね。それを21世紀ビジョンの目指すべ

き将来像が５つありますが、それの筆頭に今沖縄らし

い自然と歴史、伝統、文化を大切にする島というもの

を掲げております。そのためにも、やっぱり緑化推進

業務の幅を広げると。今、森林緑地課、林業ですね、

林業はなりわいとして一生懸命頑張っていただくと。

そのほかに、緑化については今議員がおっしゃるよう

な都市緑化も含めて全島緑化、それに強力に取り組ん

でもらいたいと。環境の中に新たな職制も設置をし

て、そこは充実させるという取り組みをしたいと思い

ます。 

 あわせて、環境と農林のいわゆるマトリックスとい

うような形で協力体制を強固にするということで、そ

れがより一層充実するのではないかというふうに期待

をしております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 やはりこの亜熱帯地域の沖縄では、

今大きいショッピングセンターでも駐車場はもうアス

ファルトだけなんですよ。外国に行きますと、そこに

木が植えられているんですね。だからそういう取り組

みをぜひやっていただきたいと、これは希望を申し上

げます。 

 それから次に、基地環境特別対策室についてです

が、役割、人員体制、新設する意義、そして既存の体

制とどう変わるのかについても御説明をお願いしま

す。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 基地環境特別対策室という

ことについての御質問ですけれども、沖縄県は新たな

基地環境特別対策室を設置して、米軍施設から派生す

る環境問題の解決に向けた効果的な環境保全の仕組み

づくりを推進したいというふうに考えているわけで

す。 

 具体的には、返還跡地、それから返還予定地の環境

浄化の手法、手続などについて国に提案するととも

に、米軍施設における環境調査ですとか環境関連法令

の適用の実現を促進していきたいというふうに考えて
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います。 

 人員体制については、今、関係部局等で検討中とい

うことでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 さきのＨＨ60ヘリの墜落のときで

も、調査をさせてほしいということでもなかなかでき

なかったわけですよね。だから、この沖縄市のサッ

カー場についても、今、防衛局と市との調査の結果が

ずれたりしています。きのうもまた新しくドラム缶が

出てきたようですけれども、そういった調査をすると

きに、ぜひ県民の声も受けていただいて、それから専

門家、要するにこういう薬物ですから、薬物だけとは

限りませんけれども、いろんなものに対してそういっ

た専門家の意見を吸い上げるような、そういう組織に

なっていってほしいなと思うんですが、どうでしょう

か。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 今度新設される基地

環境特別対策室においては、これまでのそういった米

軍基地から派生するさまざまな環境問題について積極

的に対応していこうということで設置されるというこ

とでございます。 

 今お話のあった件につきましても、特に沖縄市のド

ラム缶問題で顕著にあらわれてきたところであります

ので、そういった基地から派生する環境問題の処理に

ついては、情報の公開ですとかあるいは手続、そう

いったものを今回ガイドラインなりを策定していこう

という考えであります。 

○新垣 清涼君 ちょっと休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後１時47分休憩 

   午後１時48分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 次に、基地問題の取り組みについて

お伺いします。 

 キャンプ瑞慶覧返還予定地、いわゆる西普天間地区

の環境問題についてですが、環境部の速やかな跡地利

用計画を推進するためには返還までに環境調査とその

対策が必要と考えます。その取り組みについてお伺い

します。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 今、議員おっしゃるとお

り、駐留軍用地の跡地利用、これを円滑に進めていく

ためには返還前の早い段階から立ち入りをして、文化

財調査それから環境調査という、これは非常に必要だ

と思っております。今般の跡地法の中でもそういうふ

うなものを求めてきたところでございますけれども、

現在、宜野湾市で西普天間住宅地区、それについて今

作業が進められているわけでございますけれども、こ

こでは文化財調査の準備を今進めておりまして、現在

のところはその掘削を伴わない表面踏査というふうな

形で作業を進めてきているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 県のかかわりとしてはどういうふう

なかかわりをされていかれるのか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） ただいま川上副知事か

らございましたように、表面踏査のみの調査になって

いるわけですが、やはり掘削を伴う調査が必要だとい

うことが、宜野湾市だけでなく関係市町村から出てお

りました。そういったことがありまして、外務・防衛

両大臣が出席する跡利用協議会の場において、掘削を

伴う調査ができるようにということで要望しましたと

ころ、去る10月３日の２プラス２において日米両政府

において協議を行うということで現在協議中というふ

うに伺っております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 返還予定地、普天間部隊前ゲートの

ほうから入って左側の返還予定地なんですが、そこに

いわゆる住宅が建っていました。二、三棟壊されて撤

去されているんですが、ここはたしかアスベストが使

われていたと思うんですが、その処理については報告

はありましたでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 現在において報告はご

ざいません。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 やはりそういった、使われていたと

いうことは、もうこれは既に以前に報道されているわ

けですよね。ですから、そこの近くの住民は非常に不

安を持つと思います。そういう意味では、もっと強く

防衛局には訴えてほしいんですが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） 現在の跡地利用推進法

におきましては、返還後、引き渡し前までの支障除去

措置は徹底するということがございます。そういった

ことでこの法律に基づいてしっかり対応していただけ

ると思いますけれども、今議員からの御指摘を踏まえ

て対応をしっかりするように再度申し入れをしたいと

思っております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 
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○新垣 清涼君 現場も確認されてください。撤去さ

れています。 

 それで次に、普天間基地の危険性を除去し閉鎖・返

還の取り組みについてでありますが、普天間基地の返

還合意の理由は何だったでしょうか伺います。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 普天間飛行場は市街地

の中心部に位置するため、周辺には学校や住宅、病院

等が集中する極めて危険な状況であると認識しており

ます。普天間飛行場の移設問題の原点はこうした危険

性の除去でありまして、一日も早い移設・返還の実現

が必要であるということでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 危険であるから返還合意はされたわ

けですね。そして普天間の返還合意からもう相当年数

もたっています。これは私たちは固定化と認識してい

るんですが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 議員おっしゃるよう

に、ＳＡＣＯの合意以来17年を経過いたしまして動い

ていないと。それをどういう定義づけをするかという

のは、少し用語の問題もございますけれども、全く動

いていないという認識では共通だと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 それで辺野古新基地建設についてな

んですが、県の環境生活部は土建部に対して、18項目

48件の意見を明記した上で、環境保全策は不明な点が

あり、「懸念が払拭できない。」という指摘をされて

いますね。そこで、この不明な点や「懸念が払拭。」

できないというのは主にどういったことでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 当部におきまして

は、埋立承認申請書に示された環境保全措置等では、

埋立面積の最小化等に関する評価が具体的に示されて

いないこと、それから航空機騒音に係る予測・評価の

妥当性が確認できないこと、ジュゴン、ウミガメ類、

サンゴ類などの海域生物への影響の程度が不明である

ということ、それから米軍へ周知するとした環境保全

措置の効果の不確実性などの不明な点がありましたこ

とから、これらを評して「事業実施区域周辺域の生活

環境及び自然環境の保全についての懸念が払拭できな

い。」との意見を述べたところです。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 いわゆる自然環境や生活環境の保全

が図れないという状況だと思うんですね。ということ

は、観光立県としてこれはこういう生活環境、自然環

境が守れなければ譲れない部分だと思うんですが、ど

うでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） この後につきまして

は、現在土木建築部のほうから事業者に対して環境生

活部が示した不明な点について照会をしていると聞い

ておりますので、その回答を待って土木建築部のほう

で検討がなされると考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 次に進みます。 

 そこで、県民の基地負担軽減についてなんですが、

普天間基地が例えば仮に辺野古に移されたとしても、

県民の基地負担については私は減らないと思っている

んですね。これは軽減されるという認識なんでしょう

か。普天間を四、五十キロ離れた辺野古に移したから

といって、負担は僕は変わらないと思っているんで

す。それは現に普天間に所属しているオスプレイは伊

江島でも被害を及ぼしているし、あっちこっちでうる

さいということを言われているわけですよね。県とし

ては、どういう捉え方をしていますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） まず、普天間飛行場の

危険性を除去しなければならないという命題がござい

ます。これは行き先の問題がまず一つあるわけですけ

れども、まず行き先の問題を置いておきますと、普天

間飛行場は宜野湾市の市面積の約24％を占めておりま

す。もうこれは改めて申し上げるまでもありませんけ

れども、人口密集地にありまして大変危険であると。

ヘリコプターの墜落事故も起きているということであ

れば、これを取り除くということは大変な基地負担の

軽減になるわけでございます。ただ、議員のおっ

しゃった趣旨というのは、その代替施設の問題も絡め

てということでございましょうけれども、これまでの

経緯からすればこれは普天間飛行場の移設・返還をま

ず最優先で進めるという立場が重要であると考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 おっしゃるように、普天間は近くに

住宅地、学校、病院があって非常に危険です。その危

険な基地を辺野古に移したからといって、県民として

の負担は変わらないという認識なんです。普天間をな

くすことは必要ですよね。でも、基地を沖縄に置くこ

とは私たちが必要としていないわけですよ。これは国

が必要としているわけですから、国が沖縄以外に、沖

縄県民は辺野古ではなくて県外を求めているわけです

から、国が責任を持って、国が必要としている基地は
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県外に移すべきだと思うんですが、どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今の議員の御質問は、

いわゆる基地の存在一般論というものにかなりかか

わってこようかと思います。これは前に私もシンポジ

ウムで申し上げたんですが、沖縄の基地は決して県民

が誘致したものではない、これは共通認識だと思いま

す。しかしながら、現実にこれだけの総量がある基地

については現実的に対応しなければならない。その中

で、最も危険である普天間飛行場の移設を進めると

いったものが県にとっては大きな政策課題になってい

るわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 やはり普天間の基地を県内でいいの

か、県外に求めるべきなのかということで一部の議員

の皆さんが揺らいでいます。そういう意味では、私は

知事がおっしゃるように、やはり県内移設では長期化

しかねないという、だからやっぱり普天間の固定化で

はなくて、いわゆる辺野古にしてしまうと、普天間が

これまでの17年間動かなかったわけですから、そうい

う意味では今度例えば辺野古と知事が承認されたとし

ても、県民は反対をしていきます。そうするとさらに

長期化します。その間、普天間がずっと固定化をして

いくわけですよ。そういうことをやはり許してはいけ

ないと思います。そういう意味では、やはりオール沖

縄で引き続き私たちは基地の県外移設を求めるべきだ

と思いますし、そして公室長がおっしゃるように、県

民が初めて認めた基地をつくらせてはいけない、これ

以上の基地負担を次の世代に引き継がない、このこと

をしっかりと県民とともに取り組んでいきたいと思っ

ています。 

 次に、軍用機による爆音や低周波音による健康影響

調査についてですが、米軍はオスプレイなどの配備で

飛行経路や頻度などに変化があります。県は、県民の

健康を守る立場から嘉手納基地や普天間基地周辺住民

の健康調査を行うべきと考えるが、その取り組みにつ

いて伺います。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 嘉手納及び普天間基地周辺

住民の健康影響調査ということですけれども、沖縄県

においては、基地周辺の低周波音の実態を把握するた

めに低周波音調査というものを今現在実施しておりま

す。それから、この低周波音による健康影響というこ

とにつきましては、年齢や個人差等の誤差が大きいと

いうふうに聞いております。そして健康への影響がま

だ明確になっていないという現状があるというふうに

聞いております。 

 このため、県としましては、国に対して低周波音に

よる健康影響調査等を実施してくださいと要請してい

るところであります。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 その答弁は前回も、環境生活部長か

らいただきました。国に対して要請しているというこ

となんですが――９月議会にそういう――その結果は

どうなりましたか。国からの返事です。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 当該要請に対する国

からの回答はまだいただいてないところでございま

す。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 そういう意味では、国が幾ら私たち

が求めてもなかなか答えてくれない部分、もどかしさ

もあります。本当にこの国は民主主義の国なのかなと

疑問を持つときもあるんですが、ぜひ部長、国がやら

なければ県のほうで主体的にチームを組んで調査をし

ていただいて、その費用を国に求める、そういう取り

組みをしたらどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 先ほど副知事が申し

上げたように、低周波音につきましては疫学的な研究

というものが進んでいないところでありまして、であ

るからして人体に対する影響もまだ未解明であるとい

うことがありまして、いわゆる科学的知見が明らかに

されていないという状況にあります。国においても、

環境基準あるいは規制基準というものも定めてなく

て、今国においては評価方法についての検討をしてい

るという段階でございます。そういった中で、今オス

プレイが24機体制になって本格的に運用され始めたば

かりでありまして、県の低周波音の調査も緒についた

ばかりであるということであります。ですから、こう

いった中でまず我々がするべきことは、まずオスプレ

イの低周波音がどの地域で、どういうレベルで発生し

ているのか、それから既存の普天間にありますヘリコ

プター、例えばＡＨ１Ｗの低周波音、これもかなり高

い低周波音を発生させているところですけれども、こ

れとの比較においてどの程度のものがオスプレイから

は出ているのか、あるいは飛行場周辺の住民がこの低

周波音にどの程度暴露しているのか、その暴露量はど

の程度になるのかということがまだ把握されていない

状況があります。まずはそういったものの実態を把握

してデータの収集に努めたいというところでございま

す。 
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○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 ですから部長、やはり今はっきりし

ていないということでありますけれども、しかし現に

伊江島でも家畜に影響がありましたね。以前の県の調

査の中でも、基地周辺には低体重児の出生率が高いと

いうこともあるわけですよ。そういう意味ではやはり

データの積み重ねだと思うんです。ですから、調査を

するというのはそういう調査をして基礎データをつ

くって、こういう影響が考えられるということでやる

べきじゃないかなと思います。 

 次に、特定秘密保護法案の成立による基地の運用と

県民生活への影響について伺います。 

 米軍基地の多い沖縄では今でも基地内の情報が県民

の手に入らない、入りにくい状況にあります。特定秘

密保護法が成立すると基地周辺の住民生活にどのよう

な影響が懸念されるかお示しください。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今、国会で審議されて

おります特定秘密の保護に関する法律につきまして

は、過重な米軍基地負担を抱える沖縄県として強い関

心を持っております。今後、政令等で具体的な運用基

準が定められることとなっておりますけれども、現段

階で沖縄県へどのような影響を与えるかについては明

らかにされておりません。 

 いずれにしましても県としましては、米軍や自衛隊

の運用等について、これまで政府から提供されていた

情報の入手や、基地行政に必要な調査などが規制され

るべきではないと考えております。このようなことか

ら、国民の間にあるさまざまな意見や懸念に配慮しつ

つ、国において十分な議論を尽くしていただきたいと

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 新垣清涼君。 

○新垣 清涼君 今おっしゃるように、米軍からの情

報というのはやはり私たち県民にしっかりと知らされ

るべきだと思うんですね。ところが、なかなか調査を

しようと思っても調査をさせてくれない、そういう国

民の知る権利が今沖縄では米軍との関係の中で非常に

閉ざされている。そうするとこの法律が、今もう参議

院できょうにも通過しようかということがありますけ

れども、オスプレイの飛行実態を目視調査することも

許されないのかなと。そしてオスプレイの配備に反対

する運動、今現在普天間基地の野嵩ゲートや大山ゲー

トで県民がそういう反対運動をしている、それもでき

なくなってしまうのかなと。今でも米軍関係の事件・

事故が明らかにされていないことが多いです。今後は

求めることもできなくなるのかなと非常に危惧をして

います。ぜひそういうことがないように国に要請をし

ていただきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 沖縄県知事公室におき

ましては、環境生活部もそうですけれども、何かしら

の事件・事故が多発しておりまして、そのたびにその

航空機の運用でありますとか、そういうことを頻繁に

問い合わせているわけでございまして、そういった活

動が制限されないように政府は配慮すべきであります

し、必要に応じて求めてまいりたいと考えておりま

す。 

○新垣 清涼君 よろしくお願いします。 

 ありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

   〔西銘純恵さん登壇〕 

○西銘 純恵さん こんにちは。 

 日本は今、歴史の岐路に立たされています。 

 昨日、国民多数の反対の声を封殺して参議院特別委

員会で、自民党、公明党が秘密保護法案を強行採決を

する暴挙を行いました。安倍政権は、国民の目と耳と

口を塞いで憲法９条を変えて、海外で戦争する国につ

くり変える危険な道を暴走しています。 

 沖縄県民は、筆舌に尽くせぬ悲惨な沖縄戦を通じ

て、二度と戦争を許さないと決意しました。民意を反

映しない安倍政権に未来はありません。暴走政治ス

トップのために、県民・国民の闘いはさらに強く、大

きくなるでしょう。基地の島沖縄に新しい基地はつく

らせないという県民の総意を何としても実現する決意

で質問をいたします。 

 辺野古新基地問題について。 

 沖縄の復帰時に米国が沖縄の海兵隊を撤退させよう

としたが、日本政府が拒んだことがオーストラリアの

公文書で明らかになった。安倍政権は、県民を恫喝し

て「県外移設はあり得ない」、「普天間の固定化」と

辺野古新基地を押しつけようとしている。県民総意の

建白書は、「オスプレイの配備撤回、普天間の閉鎖・

撤去、県内移設断念」である。知事は、県民総意の立

場で辺野古埋立不承認をすべきです。 

 辺野古新基地を建設すれば、海兵隊基地が半永久的

に沖縄に固定化することになります。知事の見解を伺

います。 

 沖縄県民は、安倍政権の圧力と恫喝に屈しません。

知事は固定化の「言葉が出てくること自体、一種の堕

落だ」と発言しているが、普天間基地を固定化させな

い道は、知事が埋め立てを認めないことであり、「普

天間基地の即時閉鎖・撤去」を明確に主張することで
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はありませんか。 

 世界で一番北にすむ「北限のジュゴン」は、辺野古

海域を含む北部沿岸にわずかに残るのみで絶滅の危機

に瀕している。防衛局の補正評価書で「ジュゴンは基

地建設現場から遠く離れているのでそれほどの悪影響

はない」とされた。昨年補正書作成期間中に、埋立予

定海域にジュゴンが何度も回遊し目視されている。

ジュゴンの保全措置は不可能ではありませんか。 

 公有水面埋立法第４条は、埋め立てが環境保全及び

災害防止に十分配慮しているかを客観的・科学的に判

断されなければならない。防衛局はオスプレイの騒

音、飛行場の要件、ジュゴンやサンゴの保全に関する

知事意見に全く答えていない。環境保全は不可能では

ありませんか。 

 政府意見は、辺野古基地建設後の環境保全につい

て、「米軍と十分に調整する」、「機会あるごとに要

請する」となっている。オスプレイの安全合意違反、

ヘリ墜落で基地現場に立ち入れない、基地跡地の汚染

問題等、これまでもできていないのに解決できる保証

はあるのか、見解を伺います。 

 教育行政について。 

 県立学校の特別支援員について、学校からの要請人

数と配置人数、配置しなかった理由は何か。また、発

達障害を含めた障害種に応じた丁寧な学習支援が必要

だと考えるが、支援員の資格や勤務条件はどうなって

いますか。 

 年度途中で支援員を廃止したのがあるか、説明を求

める。今年度途中で廃止する予定もあるのか、あれば

その理由。また、生徒や家族の声はどのようなもので

すか。 

 八重山教科書問題で、文科省が「是正要求」に従わ

ない県教委を呼びつけて是正要求指示をしたことは、

国家権力の不当な政治介入である。県教育委員会の今

後の対応について伺います。 

 医療行政について。 

 県立北部病院の医師不足の実態を問う。県民の医療

を守るために医師を確保するのは福祉保健部の重要な

職務と考えるが、深刻な北部病院などの医師確保にど

のような対策をしていますか。 

 離島苦解消のために一括交付金を活用して、宮古や

八重山のがん患者が切望している放射線治療機を宮古

病院と八重山病院に設置して、患者や家族の経済的・

精神的負担の軽減を図ることについて。 

 沖縄県は、国内で４カ所しか設置されていない重粒

子線治療施設の導入に向けた調査を行っているが、整

備費、運営費、完治までの治療費、全てのがんに効果

があるのかを問う。これまでの調査費用はどれだけ

か。宮古病院で必要な放射線治療機は４億円というが

何機分になるか。沖縄に今必要な施設か、優先すべき

は宮古や八重山の放射線治療機ではないですか。 

 厚労省は、介護保険制度を改悪して「要支援」の認

定者を保険給付の対象外にしようとしている。認知症

は初期段階でケアを受けることが重症化の予防とな

り、通所や訪問介護を受けて日常生活を送っている要

支援者を保険給付から除外することは、重症化に進

み、介護保険財政の圧迫にもつながるものである。県

内の要支援者は何人いるのか。政府に対し要支援者へ

の保険給付の継続を求めるべきではないですか。 

 ひとり暮らしの高齢者が高齢を理由に入居できない

深刻な相談がある。高齢者の居住確保のための対策を

問う。また、高齢者住宅財団の「家賃債務保証制度」

はいつ利用できるのか。早急に利用できるようにする

ことについて。 

 オスプレイ配備問題について。 

 オスプレイの強行配備後、県内各地でのヘリモード

低空飛行、夜間訓練、爆音被害など日米合意は全く守

られていない。県の調査結果によるオスプレイの飛行

訓練経路でどのような公共施設が何カ所あり、何人が

生活をしているのですか。 

 米国防総省監査室の報告書で、オスプレイの機体整

備や関連書類に多数のミスがあり、海兵隊のデータは

信頼できないと報道されていることへの見解を問いま

す。 

 知事は、県民の命と安全を脅かすオスプレイの配備

撤回を強く求めるべき。 

 名護市長意見で、辺野古新基地でオスプレイ24機の

安全・環境保全措置について、実効性ある措置が全く

示されていない。低周波音の深刻な被害に対する対策

が示されていないと指摘されている。見解を伺いま

す。 

 那覇港湾開発事業と浦添新軍港問題について。 

 那覇港管理組合の設立当初計画の目標年度と貨物取

扱目標と実績、外貿公共コンテナ貨物の目標数と実績

について。 

 ガントリークレーンが設置されていない平成９年の

コンテナ貨物取扱数、ガントリークレーンが２基体制

になった平成17年の貨物数、及び2012年の貨物数につ

いて。 

 ガントリークレーン１号機と２号機のそれぞれの稼

働率及び週当たりと１日当たり稼働時間は何時間か。

一括交付金があるからと１基当たり12億円、２基のガ

ントリークレーンを設置するのは必要性も採算性もな
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い無駄遣いではないか。見解を問います。 

 浦添西海岸は、どのような動植物が生息して自然環

境はどうなっているか。沖縄県の世界自然遺産登録の

妨げとなるのではないですか。 

 浦添新軍港建設のための政府の環境アセス予算額と

完成までの推計予算額及び今後の日程を問う。知事は

新基地となる浦添新軍港建設を認めるのですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事  仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 西銘純恵議員の御質問に答

弁をいたします。 

 第１に、辺野古新基地問題に係る御質問の中で、辺

野古埋立不承認をするべきではないかという御趣旨の

質問に答弁をいたします。 

 埋立承認申請につきましては、現在、その内容につ

いて審査しているところであります。今後、公有水面

埋立法等関係法令にのっとり、承認基準への適合状

況、利害関係者、名護市長及び関係行政機関等の意見

などを総合的に勘案し、承認するか否か判断してまい

る所存でございます。  

 次に、医療行政に係る御質問の中で、県立北部病院

の医師不足についての御質問に答弁をいたします。 

 平成25年12月１日現在、県立北部病院において、医

師の確保を必要とする診療科は、産婦人科となってお

ります。産婦人科診療につきましては、平日の診療を

紹介患者に制限していることや、救急診療につきまし

ては原則、中部病院へ搬送することといたしておりま

す。 

 県といたしましては、県内外の大学病院及び民間医

療機関への協力要請、そしてホームページでの募集、

人的ネットワークの活用及び医師の招聘事業など、あ

らゆる手段を講じて医師の確保に努めてまいる所存で

ございます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 辺野古新基地問題に関する

御質問の中で、辺野古新基地が固定化することについ

てお答えをします。 

 普天間飛行場は市街地の中心部に位置し、極めて危

険な状況にあることから、一日も早い移設・返還の実

現による危険性の除去が必要です。しかしながら、辺

野古移設案では時間がかかり、普天間飛行場における

早期の危険性除去は困難であることから、政府におい

ては、確実な県外移設及び早期移設の方策を示す必要

があると考えております。 

 同じく辺野古新基地問題に関する御質問の中で、普

天間基地の即時閉鎖・撤去についてお答えします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要であります。 

 県としては、これまでの経緯等から、普天間飛行場

の即時閉鎖・撤去が実現するとは考えがたく、他の都

道府県の既に滑走路がある場所への移設が合理的かつ

早期に課題を解決できる方策であると考えておりま

す。  

 続きまして、オスプレイ配備問題に関する御質問の

中で、オスプレイの配備撤回についてお答えします。 

 オスプレイについては、県民の不安が一向に払拭さ

れておらず、県は去る８月に軍転協を通じて、安倍総

理大臣を初め関係閣僚に対して、オスプレイの配備計

画中止や配置分散の実施などを要請しております。 

 県としては、さらなる負担の増大は認められるもの

ではないことから、引き続きあらゆる機会を通じて、

オスプレイの配備計画の見直しや配置分散の実施など

を政府に強く求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 辺野古新基地問題について

の御質問の中で、辺野古埋立承認申請における基地建

設後の環境保全についてお答えいたします。 

 県環境生活部の意見の中で、基地建設後の環境保全

措置に関して、供用後に、米軍に機会あるごとに要請

を行うなど、環境保全に向けた取り組みを実施してい

くこととしているが、その実効性に関する担保がな

い、事業者である国は、米国政府と「環境特別協定

（仮称）」を締結するなどの実効性のある方法によ

り、米軍基地から派生する環境問題の未然防止と米軍

基地周辺地域の生活環境及び自然環境の保全について

万全を期すべきであると２件の指摘があります。その

ため、これらの点について沖縄防衛局に見解を確認し

ているところであります。今後、沖縄防衛局の見解が

示された後、その内容を精査した上で県の考え方をま

とめていきたいと考えております。 

 次に、医療行政についての御質問の中で、宮古病

院、八重山病院への放射線治療機器の設置及び患者等

の負担軽減についてお答えいたします。これは３の

(2)と３の(3)イは関連いたしますので一括して答弁を

させていただきます。 

 離島地域においては専門医が少なく、さらに、がん

の症例数も少ないことから、放射線治療等の高度な医
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療機能の維持が困難な状況にあります。そのため、県

においては、琉球大学等と連携をして専門研修を実施

し、医師等の技術向上を図るとともに、地域がん診療

連携拠点病院機能強化事業により、拠点病院と離島県

立病院の医療連携を推進し、離島における医療体制の

確保に努めているところであります。また、本島での

放射線治療のための負担軽減を図るため、沖縄県ホテ

ル旅館生活衛生同業組合との間で、「離島へき地のが

ん患者等の宿泊支援に関する協定」を締結したところ

であります。 

 次に、オスプレイ配備問題についての御質問の中

で、辺野古埋立承認申請に対する名護市長意見につい

てお答えいたします。 

 11月27日に提出されました名護市長意見の中で、オ

スプレイの配備に関し、日本国における新たな航空機

（ＭＶ22）に関する合同委員会合意が守られていな

い、飛行する際の実効性のある環境保全措置が全く示

されていない、低周波音対策が全く示されていないな

どの意見があります。そのため、これらの意見につい

て、沖縄防衛局に見解を確認しているところでありま

す。今後、沖縄防衛局の見解が示された後、その内容

を精査した上で県の考え方をまとめていきたいと考え

ております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 辺野古新基地問題

についての御質問の中で、辺野古埋立承認申請におけ

るジュゴンの保全措置についての御質問にお答えいた

します。 

 環境保全に関し講じる措置を記載した図書におい

て、事業実施区域周辺において生息する個体Ａは嘉陽

沖にほぼ常在しており、事業実施区域においては確認

されていません。また、個体Ｃは平成20年度より嘉陽

沖や大浦湾で確認されるようになりましたが、行動範

囲は大浦湾東側海域までの範囲にあり、施設等の存在

による海面消失に伴いジュゴンの生息域が減少するこ

とはほとんどないと考えられますと記載されておりま

す。このことに対し、11月29日に提出された県環境生

活部の意見の中で、ジュゴンに関して、施行区域付近

での船舶航行に関する環境保全措置の実効性が確認で

きない、個体群存続可能性分析の妥当性が確認できな

い、供用後の事後調査の方法を示す必要があるなど、

７件の指摘があります。そのため、これらの点につい

て、沖縄防衛局に見解を確認しているところでありま

す。今後、沖縄防衛局の見解が示された後、その内容

を精査した上で県の考え方をまとめていきたいと考え

ております。 

 同じく辺野古新基地問題についての御質問の中で、

辺野古埋立承認申請における環境保全についてお答え

いたします。 

 県環境生活部の意見の中で、オスプレイの騒音につ

いて、予測・評価の妥当性が確認できない、ジュゴン

について、環境保全措置が適切であると判断できな

い、サンゴ類について、移植後の調査期間を３カ月と

することの妥当性が示されていないことから、移植後

の生育が不良であった場合の原因特定が困難となり対

策を講じることができなくなることが懸念されるな

ど、16件の指摘があります。そのため、これらの点に

ついて、沖縄防衛局に見解を確認しているところであ

ります。今後、沖縄防衛局の見解が示された後、その

内容を精査した上で県の考え方をまとめていきたいと

考えております。 

 次に、高齢者の居住確保のための対策についての御

質問の中で、高齢者の居住確保対策及び家賃債務保証

制度についての御質問にお答えいたします。 

 高齢者の居住確保のための対策については、ことし

３月に設立した沖縄県居住支援協議会において、今年

度は、高齢者向け住宅の情報提供や高齢者住宅財団の

家賃債務保証制度の紹介等を重点的に行っており、今

月も不動産関係者や福祉関係者への説明会を予定して

おります。また、高齢者住宅財団の家賃債務保証制度

については既に利用可能となっており、現在、県内に

おける財団と家主または管理会社で基本契約を締結し

ている戸数は157戸あり、そのうち保証引受件数は累

計110件となっております。今後とも同制度の周知に

努めてまいります。 

 次に、那覇港湾開発事業と浦添新軍港問題について

の御質問の中で、那覇港の取扱貨物の目標と実績につ

いての御質問にお答えいたします。 

 那覇港管理組合は、平成15年３月改訂の那覇港港湾

計画の中で、取扱貨物量は平成20年代後半を目標年と

しているとのことであります。取扱貨物量の目標は、

外貿貨物1020万トン、内貿貨物930万トンで、合計

1950万トンとのことであります。平成24年の取扱貨物

量実績は、外貿貨物119万トン、内貿貨物871万トン

で、合計990万トンとのことであります。また、外貿

コンテナ取扱貨物数は、目標62万8000ＴＥＵで、平成

24年の実績は８万5560ＴＥＵと聞いております。 

 同じく那覇港湾開発事業と浦添新軍港問題について

の御質問の中で、那覇港のコンテナ取扱貨物数につい

ての御質問にお答えいたします。 
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 那覇港管理組合によりますと、コンテナ取扱貨物数

は、平成９年は７万2000ＴＥＵ、平成17年は７万1043

ＴＥＵ、平成24年は８万5506ＴＥＵとのことでありま

す。 

 同じく那覇港湾開発事業と浦添新軍港問題について

の御質問の中で、ガントリークレーンについてお答え

いたします。 

 那覇港管理組合によりますと、平成24年におけるガ

ントリークレーンの稼働率は、１号機で8.6％、２号

機で13.2％とのことであります。また、週当たりと１

日当たりの稼働時間は、平成24年は１号機で週12.7時

間、１日当たり1.8時間、２号機で週19.6時間、１日

当たり2.8時間とのことであります。 

 ガントリークレーン設置については、貨物積みおろ

しの荷役時間を短縮することで輸送コストを低減し、

競争力と収益向上を図ることが重要であることから、

増設が必要であると聞いております。現在、同時に２

隻の船舶が荷役作業を行う状況が生じており、荷役時

間の短縮に向け、標準整備水準であります１バース２

基体制を確保する必要があり、ガントリークレーン２

基増設を進めていきたいとのことであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育行政につい

ての御質問で、県立高等学校の支援員の配置等につい

てお答えいたします。 

 支援員の配置につきましては、要請のあった学校が

14校で、そのうち13校に15名の支援員を配置しており

ます。配置のない１校については、保護者が希望しな

かったことや障害の程度を勘案し、今回は配置を見

送っております。 

 支援員の勤務条件については、教員免許を有する者

を非常勤職員として、１日７時間の範囲内で任用して

おり、当該生徒の生活や学習面を支援しております。 

 次に、支援員の配置期間等についてお答えいたしま

す。 

 県立高等学校の支援員の配置につきましては、国の

緊急雇用創出事業を活用して、13校に支援員を配置し

ているところです。そのうち７校においては、緊急雇

用事業が年度途中で終了することにより、やむなく任

期が終了することとなりますが、一部の保護者から任

用継続の要請があります。 

 県教育委員会としましては、当該生徒の教育的ニー

ズを踏まえ、学校と連携しながら今後の支援のあり方

を検討しているところであります。 

 次に、県教育委員会の今後の対応についてお答えい

たします。 

 現在、文部科学大臣政務官から早急に是正要求する

よう、強く指示を受けているところです。 

 県教育委員会ではこの問題について真摯に取り組

み、これまで７回にわたる議論を重ねてまいりまし

た。話し合いの場では、竹富町の現在の教育環境、是

正要求した場合の八重山地区への影響、地方公共団体

の自主性、自立性への配慮等について協議してまいり

ましたが、結論には至りませんでした。 

 県教育委員会としましては、今後も引き続き、何よ

りも子供の教育の視点から是正要求への対応について

協議するとともに、３市町教育委員会それぞれの立場

を尊重しつつ指導助言を行い、同一の教科書採択の実

現に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 医療行政についての

御質問の中で、北部地域等における医師確保対策につ

いてお答えいたします。 

 県では、県立病院の後期臨床研修事業や琉球大学と

連携した医師修学資金等貸与事業により、北部地域や

離島へ派遣する専門医等の養成・確保を図るととも

に、ドクターバンク等支援事業を実施するなど、県内

外からの医師確保に努めております。また、当該地域

への安定的な医師派遣を実現するため、今後、琉球大

学と連携し、医師の確保状況等の把握・分析、派遣の

調整・あっせん、キャリア形成支援など、地域偏在解

消のための事業実施について検討しているところであ

ります。 

 次に、介護保険制度についての御質問の中で、要支

援の認定者数及び予防給付の見直しについてお答えい

たします。 

 平成24年３月末現在で、要支援１の認定者数は5076

人、要支援２の認定者数は6881人で、合わせて１万

1957人となっております。 

 県としましては、要支援者の予防給付の見直しを含

む介護保険制度改革の検討に当たり、被保険者に必要

な介護サービスが適切に提供されることが基本である

と考えております。現在、社会保障審議会介護保険部

会において議論されているところであり、その状況を

注視してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

   〔企画部長 謝花喜一郎君登壇〕 
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○企画部長（謝花喜一郎君） 医療行政についての御

質問の中の、重粒子線治療施設の整備費等についての

御質問にお答えいたします。 

 重粒子線治療施設導入可能性調査においては、装置

及び土地、建物などを含めた整備費には約150億円必

要であり、運営費につきましては現在複数のシミュ

レーションを行い、検討を行っているところでありま

す。完治までの治療費につきましては、厚生労働省の

先進医療認定を受けておりますことから、照射回数に

関係なく約300万円となります。 

 重粒子線治療は、血液性のがん以外の通常の放射線

治療では十分な効果が得がたい頭頸部や前立腺、肺な

どの腺がん、脳腫瘍や骨、脂肪、筋肉などから発生す

る肉腫、悪性黒色腫など全てのがんに効果が期待でき

ます。これまでの調査費用は、昨年度、福祉保健部が

行った基礎調査が約2400万円、今年度は、昨年度に洗

い出された課題を解決するため、運営主体、立地、人

材育成、海外集患など６つの具体的な調査を行う費用

といたしまして8300万円を計上しております。重粒子

線治療装置は１機当たり約85億円で、放射線治療機の

約20機分に当たります。しかしながら、日本発の最先

端がん治療である重粒子線治療は、従来の放射線治療

に比べ約３倍のがん細胞殺傷力があり、短期間で治療

が可能であります。また、周辺臓器へのダメージや副

作用が極めて少なく、生活の質を落とさず治療が可能

であり、従来の放射線治療とは異なる画期的な治療と

認識しております。当該施設の導入は、沖縄県におけ

るがん治療体制の大きな柱となることや国際的な医療

拠点形成、並びにさまざまな波及効果などが見込まれ

ることから、沖縄振興に大きく寄与するものと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） オスプレイ配備問題に

ついての御質問の中で、オスプレイの飛行経路の公共

施設、人口についてお答えいたします。 

 県では、普天間飛行場にオスプレイ24機が配備され

たことを受け、軍転協構成市町村を中心に、10月から

11月までの間、オスプレイの飛行実態について情報収

集を行ったところです。10月１日から31日までの間

で、日米合同委員会合意の趣旨に反すると思われるも

のとして172件の報告が市町村から寄せられておりま

す。オスプレイが配備されている普天間飛行場周辺に

は、学校が19校、病院が４施設存在しており、約９万

4000人が生活をしております。 

 オスプレイについては、県内各地で飛行が確認され

ており、より多くの県民が影響を受けているものと考

えられますが、飛行経路にある公共施設の数や人口を

正確に把握することは困難であります。 

 次に、米国防総省監査室のオスプレイに係る報告書

についてお答えいたします。 

 米国防総省の報告書について、去る10月31日の衆議

院安全保障委員会において小野寺防衛大臣は、この報

告書においては普天間飛行場に配備されたＭＶ22オス

プレイは評価の対象になっていないが、いずれにせよ

昨年９月の日米合同委員会合意で、オスプレイの安全

性は確認されている。また報告書の内容、要旨につい

ては、現在、米国政府に確認をしているとの見解を示

しております。 

 県としましては、オスプレイに対する県民の不安は

一向に払拭されておらず、政府は、安全性について十

分に説明する必要があると考えております。 

 次に、那覇港湾開発事業と浦添新軍港問題について

の御質問の中で、浦添新軍港建設のための予算額、日

程等についてお答えいたします。 

 那覇港湾施設代替施設の建設事業を実施する沖縄防

衛局に照会したところ、今年度、環境影響評価の配慮

書作成に要する経費として5400万円を計上しており、

また、完成までの推計予算額については、今後、環境

影響評価、設計等を実施することとしているため、総

額を正確に見積もることが困難であるとのことであり

ます。今後の日程は、４月に発表された統合計画のと

おり、今年度から５カ年をかけて環境影響評価を実施

する予定とのことであります。 

 県としましては、那覇港湾施設の返還が実現されれ

ば、基地負担の軽減、跡地の有効利用による発展に寄

与すると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 那覇港湾開発事業と

浦添新軍港問題についての中で、浦添西海岸の自然環

境及び世界自然遺産登録の影響についての御質問にお

答えします。 

 浦添西海岸は、県の「自然環境の保全に関する指

針」で評価ランクⅡ（自然環境の保護・保全を図る区

域）となっております。当該海岸は、カサノリ類やオ

カヤドカリ類等の重要な種が生育・生息している等、

沖縄島中南部の西海岸に残された数少ない自然海岸で

あると認識しております。環境省によると、現時点で

「奄美・琉球」の世界自然遺産の具体的な推薦区域は
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確定しておらず、今後、専門的見地からの検討等を経

て特定されるとのことでありますけれども、これまで

の検討過程から、奄美大島、徳之島、ヤンバル、西表

島が候補地になると考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時44分休憩 

   午後２時46分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 当該海岸における魚

介類の種についてなんですけれども、キンランカカノ

コガイ、クサイロカノコガイ、カヤノミカニモリガイ

など貝類が15種類となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 最初に、教育長にお尋ねします。 

 高等学校の障害の支援員ですけれども、来週の12月

９日で支援員がいなくなると。それで先ほどの答弁

は、学校と相談をしているとおっしゃったんですけれ

ども、実際保護者と子供ですね、校長もずっとこの件

については、支援員を打ち切られたら困ると、配置を

継続してほしいと、最低でも年度末までということを

ずっと担当の方とやりとりをしてきているはずなんで

すよ。だけれども、担当の職員の話は、予算がないと

いうことなんですよね。緊急雇用の費用でやってこれ

がなくなるからということをさっき答えたんですけれ

ども、３月末日まできちんと配置をするというときに

あとどれだけ予算があれば配置継続できるんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時49分休憩 

   午後２時50分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） ちょっと担当が来るまで

……。 

 実は、この特別支援教育支援員の配置につきまして

は、現在地方交付税措置がされているのが５名であり

まして、それでは足りないことから、去年の12月から

国の緊急雇用創出事業を活用して計15名を配置してい

るところです。その中で、緊急雇用の創出事業が去年

の12月から、この12月９日で切れるんですね。そのた

めにやむなく親御さんを初め学校にはその旨切れます

よということを伝えていたところです。 

 今届きましたので、１人当たり46万5000円というこ

とです。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 教育的そして医学的配慮、またそ

の生徒はアスペルガーということで、お医者さんも支

援員が必要だということを明確に話されているし、校

長からも支援が必要だと、それを予算がないからと。

緊急雇用というのは、12月の今月で切れるというのは

最初からわかるわけですよ。その後の46万円ですよ、

あと46万円。それでこの生徒は安心して１年間は学習

をすることができると。これは代表質問でも我が党渡

久地議員がやっていましたけれども、教育にかける予

算、何でそんなに少ないのというところなんですよ。

私は46万円でできるんであれば当然必要な支援につい

ては、すぐに打ち切りをするのではなく継続をする

と。その立場で即刻検討していただきたいと思いま

す。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

○教育長（諸見里 明君） 県議には大変申しわけな

いんですけれども、私は実はこの問題、認識したのは

県議からの質問を受けてからでございまして、早速そ

の当該校へ指導主事を派遣しまして、実態、そしてこ

の子の様子、そして保護者の意見、学校の意見、そし

て教育的ニーズの立場からどういう対策ができるのか

検討してまいりました。今、予算をかき集めてでも私

としては何とか配置したいと思っております。ただ、

学校でもそのために配置されているスクールカウンセ

ラー、それから地域のボランティア、切れた後の学校

での職員体制、それも今主体的に取り組みが行われて

いるということを校長から聞いております。それも加

味してできるだけ配置して、あわせて学校の職員体制

も連携しながらやっていこうと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん よろしくお願いします。 

 それでは、基地問題について知事にお尋ねします。 

 安倍政権の辺野古基地押しつけの恫喝やおどしに、

県民の怒りはもう本当におさまらないんですよ。知事

は、公約は県民との約束、全力で実現に取り組むと、

我が党の渡久地議員に答弁しました。 

 県外移設の公約を守るかどうかは、辺野古埋め立て

を承認するかどうかにかかっていると思います。法的

にも政治的にも不承認以外ないのではありませんか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時53分休憩 

   午後２時54分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

－ 125 －



○知事（仲井眞弘多君） 公有水面埋立法という法律

に基づく埋め立てですから、法律の趣旨、目的、いろ

いろな基準に合わせて申請してきた日ときちっと受け

付けて我々やっていますから、その法律に照らして結

論を出すというのがまず第一必要なことだと思ってお

ります。 

 そして私の公約の実現に頑張るというのは、あらゆ

る選挙をやった人は皆共通することで、あえて答えた

から答えないからということとは私は抜きにしまし

て、当然全力で頑張るというのはもう当然のことでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん あんまりひどい公約破りがいるか

ら、あえて聞いたんですけれども、次の質問に移りま

す。 

 名護市長は68年に及ぶ米軍基地の被害、人権が脅か

された不合理・不条理は既に県民の我慢の限界を超え

ている。今を生きる大人が悔いのない選択をすること

が未来を担う子供たちの道しるべとなる。名護市民の

誇りにかけて辺野古基地に断固反対すると埋め立て反

対の意見を提出をしています。 

 地元自治体が反対をしていて、埋立承認をした事例

が過去にありますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） まず県内の事例で

申し上げますと、地元の自治体が反対をした事例自体

がございません。また、不承認した事例もございませ

ん。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 知事は、地元の皆さんの立場を考

慮するということを常々言っておられました。ぜひ地

元で厳しい反対の意見が出ているということでは、不

承認ということをぜひ頭に入れて結論を出していただ

きたいと思います。 

 先ほど普天間について即時閉鎖・撤去、副知事が考

えがたいとおっしゃったんです。考えがたい理由は何

でしょうか。米軍に理由があるんでしょうか、日本政

府でしょうか、沖縄県が考えがたいと思っているんで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後２時57分休憩 

   午後２時57分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 先ほど私の答弁で、まず普

天間基地の一日も早い危険性の除去が必要だというこ

とを強調いたしまして、そしてそのためにはこれまで

の経緯を考えれば普天間飛行場の即時閉鎖・撤去が直

ちに実現するとは考えがたいと。それは過去の経緯を

見て、それからＳＡＣＯ合意に基づいて普天間の返還

が合意してから17年以上たっているわけですから、そ

の現実のこれまでの経緯を見てそのような表現を使っ

たわけです。 

 したがって、これを解決していくためには、一番現

実的には他の都道府県の既に滑走路がある場所への移

設がやはり合理的、現実的ではないかというふうに申

し上げたわけです。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 質問したことにきちんと答えてく

ださい。考えがたいという理由を聞いているんです

よ。辺野古が難しいというのは移設先を探してやるか

らだめであって、即時閉鎖が何でできないのというの

をやったことがあるんですか。私、３つの点で聞きま

した。お答えください。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私も同様の御質問、どなた

でしたかこれまでお答えしたことがありますが、今現

実的なことを考えれば、今副知事が答弁したとおりで

す。ただし、言葉から言ってですよ、即時閉鎖・撤去

という、この即時ということですよ。これはスローガ

ンとか別のことに使うなら理解できますよ。ですが、

そういう現実にあるこの物理的な大きなもの、即時と

いう意味が現実的であり得ますかというのが我々の疑

問でございます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 辺野古移設問題は何年たっていま

すか。これから県民の抵抗に遭って、辺野古の基地が

何年かかってできると思っていますか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 事実だけを申し上げま

すと、ＳＡＣＯの合意から17年、さらに先般政府が出

しました統合計画では今後9.5年といったところが数

字的には見えているところでございます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 辺野古問題は既に17年たってい

る。でも、これからも県民の抵抗は続きます。辺野古

につくらせないというのは県民の総意だからですよ。

だから、9.5年という数字もこれは全くの架空の数字

であるわけですよ。どれだけたってもそこに基地はつ

くらせないというのが県民の声なんですよ。 

 それもう一つ聞きます。即時というところでもう

ちょっとやりますけれども、私は一日も早い危険性の
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除去は、普天間基地の即時閉鎖・撤去が最も現実的で

はないかと思っているんですよ。これはスローガンと

言われたんですけれども、1972年に本土復帰が実現し

ました。この12年前の1960年に祖国復帰協議会が結成

されました。61年から毎年４・28の県民大会が開かれ

たんですね。それは即時無条件全面返還というのを毎

年県民大会でやってきたんですよ。その沖縄の復帰は

10年後に日米合意されて、10年でできたんです。即時

という言葉なんですよ。だから、空文句ではないんで

すよ。そしてサンフランシスコ条約というのはまだ生

きているんですよね。条約の中では、今沖縄はまだ米

軍の施政権のもとにあるはずなんですよ。生きている

んですよ。だけど、即時無条件返還をやって、私たち

県民は人間回復や人権の回復を憲法のもとに尊厳回復

をやってきた。これが県民の闘いの歴史でしょう。だ

から、今私は同じような時期に来ていると思うんです

よ。だから、知事が即時閉鎖ということを県民の総意

として言うかどうか、これが大事だと思っているんで

すが、いかがですか。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今おっしゃった祖国復帰と

いいますか、日本復帰の前のいろいろな運動について

そういう即時という言葉が使われていただろうとは思

いますが、それはそれで使われていた言葉としての存

在はあったろうと私は思いますよ。ただし、今の普天

間基地という目の前にあるこの基地でしょう。これを

即時閉鎖、撤去という場合に本当に現実の政策として

の表現に適切かどうかという点では、全く私は議員と

違う意味でリアルじゃない、現実的ではないというこ

とを申し上げているわけです。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 一日も早い危険性の除去というん

であれば、即時閉鎖、それはできないですか。撤去と

いうのは米国に持っていけ、いろいろありますよ。そ

こはアメリカに考えてもらえばいいわけでしょう。何

よりも即時閉鎖、危険だから世界では一番危険。今事

故が起こるかもわからない。だったら、閉鎖しなさい

と、すぐに閉鎖しなさいとそういうことを言ったこと

がありますか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと休憩してくださ

い。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後３時３分休憩 

   午後３時３分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 私に、あなたは言ったこと

があるかという御質問は、言ったことありません。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 困難と言われた沖縄の復帰がやっ

ぱり県民の総意で、この米軍占領下で、県民が本当に

虫けらのように交通事故に遭っても裁判も受けられな

いという人権を回復をするという闘いと相まって、闘

いで即時無条件全面返還というこのスローガン、そし

て大会のたびに決議を上げて、それが日本全国の皆さ

んにも沖縄問題を共有して日本全体で沖縄を復帰をさ

せていったんですよ。だから、そのスローガンという

ことを言われるんですけれども、私はこの即時閉鎖と

いうことを言うことが、まず大きな今の一日も早い危

険性の除去につながる。これ以外はないと私は思って

いるんですよ。だから、知事がそういう言葉を口に出

して日本政府に言うか米国に言うかというのはとても

大事だと思っているんですね。だから、言ったことは

ないということでとどめないで、ぜひ危険はすぐにや

めさせる、じゃ、運用しない、閉鎖する。その立場を

ぜひ考えていただきたいと思います。 

 さっき副知事、答弁ちゃんとしなかったんですけれ

ども、この即時閉鎖というのが難しいと言うけれど

も、実際はこの普天間のオスプレイなんかが全国の７

ルートで運用するわけでしょう。本土は受け入れるわ

けないんですよ。だから、この危険なものはどこも受

け入れないでしょう。じゃ閉鎖するしかないと、それ

をやってじゃどこに撤去するかというのは日米が、70

年代にも海兵隊を米国がもう撤去しようと言ったのに

日本政府が置いておきなさいと、沖縄に置いておきな

さいと、こんな状況でしょう。だから、沖縄県が即時

閉鎖してくれと。オスプレイは危険だからどこも受け

入れるところはないんじゃないかとそういう立場を明

確にしないといけないと思うんですよ。どこかに持っ

ていけというのでは日本全国は、どこもこの基地の新

たな負担とか受け入れるはずないという立場にしっか

り立って、即時閉鎖の立場に立つことだと思っていま

す。 

 県民の総意は、辺野古新基地にノーです。自民党国

会議員や県連が辺野古基地建設を容認しても県民の総

意は変わりません。ポイント・オブ・ノー・リターン

です。知事は公約の立場に立って頑張るべきだともう

一回強調したいと思います。 

 沖縄の歴史で、県民が受け入れてつくられた基地は

かつてありません。後世の歴史に耐えられる決断をし

てほしいと思います。米軍の出撃基地とされている基

地の島、沖縄です。無辜の民を殺りくする基地建設に
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手をかさないでほしいと思います。知事の所見を伺い

ます。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の即時という言葉につい

ての対応というか、理解といいますか、用い方が大分

違うなとは思いますが、ただ全体に今おっしゃったこ

とで、公約をちゃんと守れるようにしっかりやりなさ

いという言葉はお言葉として受けとめておきます。 

○議長（喜納昌春君） 西銘純恵さん。 

○西銘 純恵さん 秘密保護法案が今どうなるか、廃

案、廃止を求める闘いもしますけれども、本当に戦争

をする国に再び戻るかどうかという大変な岐路にある

んですよね。そんな中で沖縄に新しい基地はつくらさ

ないと。普天間基地は無条件全面返還が県民の命を守

る最も確かな現実的な道であると私たちは考えていま

す。ぜひ県民の総意の立場で、知事が埋立不承認を

やっていただきたいと要望して終わります。 

○議長（喜納昌春君） 20分間休憩いたします。 

   午後３時８分休憩 

   午後３時34分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。 

 玉城 満君。 

   〔玉城 満君登壇〕 

○玉城  満君 いつものようにメーガキをやろうか

と思ったんですが、明るい話が今まで一つも出ていな

くて、自民党の公約の問題であるとか特定秘密保護法

案の問題であるとか、ウチナーの最近の明るい話はな

いのかなと思って、皆さん忘れているのがあるなと思

いまして、先ほど思い出しました。何かといいます

と、高校野球ですよ。せんだって行われた地元開催で

はあったんですが、九州高校野球で初の県勢同士の決

勝、それも本当にいい試合で、沖縄尚学が優勝し、美

里工業――私たち沖縄市地元ですが――敗れてしまっ

たんですが、その中で最近ちょっと父母会と触れる機

会がありまして、美里工業のその野球部のあり方につ

いてすごく参考になったことがありました。何かとい

いますと、監督は３人だけ選ぶそうです、選手を。残

りはみんな投票で決めるそうです、選手を。これは本

当の話ですよ、選挙で。ということはどういうことか

というと、やっぱりチームワークが一番第一だと、

チームワーク。どんなに力があってもヤナワラバーは

ナギラサンとかマムラサンとか、やっぱりそういうふ

うなお互いチームワークを大事にするようなチームが

最近ふえてきたんだなということがありまして、つい

この間行われた九州代表として行きました沖縄尚学

が、８対０から８回の裏でしたよ。私は再放送で見ま

したけれども、久々にキーブラチャーというか、本当

に感動いたしました。それもワンアウトから３点とり

まして、まだ相手は勝つだろうというふうにやってお

りました。そうしたら８回の裏で一挙に６点とってチ

ンケーラシてしまった。そして見事９回表を抑えまし

て優勝して、九州に１枠を新たに獲得したということ

で、本当に最近では快挙だなと思ったんです。この８

対０から逆転していったこのウチナーの今の高校球

児、かつての高校球児から考えると本当に変わったな

と。変わったのは大人のほうかなと。だから自民党県

連の皆さんも今からでも、８―０から逆転することが

可能なんですよ。どうにか頑張って逆転できるよう

に、オール沖縄を目指して頑張っていただきたいなと

思いますので、ひとつよろしく、ユタシクお願いいた

します。 

 メーユンターはこのぐらいにしまして、質問をさせ

ていただきます。 

 １、知事の政治姿勢について。 

 (1)、辺野古埋立判断の選択肢で承認、不承認以外に

保留発言されているが、その保留の真意を伺う。 

 (2)、自民党幹部や政府高官の相次ぐ普天間の県外移

設はあり得ない発言に対する知事の見解を伺う。 

 (3)、特定秘密保護法案の沖縄県への影響と法案に対

する知事の見解を伺う。 

 (4)、日米両政府による圧政、基地の押しつけを受

け、県民の間では沖縄独立の機運が高まっているが、

沖縄独立に対する知事の見解を伺う。 

 ２、文化観光スポーツ部関係について。 

 (1)、沖縄観光コンベンションビューローについて。 

 ア、プロモーション事業のあり方について伺う。 

 イ、随意契約による事業の正当性について伺う。 

 (2)、県内資本ホテルの数とここ10年の経緯について

伺う。 

 (3)、地元中小零細観光業者（ホテル・観光卸売・お

土産等）に対する支援はどうなっているのか伺う。 

 (4)、観光オフシーズン対策について伺う。 

 (5)、県内各観光協会への提携と支援について伺う。 

 (6)、琉球芸能の海外公演の成果について伺う。 

 (7)、県内民謡協会の数と今後の県のかかわりについ

て伺う。 

 (8)、しまくとぅば普及推進計画のあらましを伺う。 

 ３、商工労働部関係について。 

 (1)、駐留軍離職者センターの県の支援について伺

う。 

 (2)、県内外の泡盛需要の推移とこれからの支援につ
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いて伺う。 

 (3)、かりゆしウエアの需要の推移とこれからの支援

について伺う。 

 (4)、65歳まで雇用の県内企業の実態について伺う。 

 ４、企画部関係について。 

 (1)、「わった～バス党」の効果について伺う。 

 (2)、鉄軌道導入に当たり各地方自治体、広域圏との

調整は順調か県の対応を伺う。 

 ５、福祉保健部関係について。 

 (1)、障害者就労支援継続事業の現状と課題について

伺う。 

 (2)、がん重粒子線治療施設の県の取り組みについて

伺う。 

 ６、環境生活部関係について。 

 (1)、沖縄市サッカー場工事現場で発見されたドラム

缶問題の進捗について伺う。 

 ７、教育委員会関係について。 

 (1)、県内小中学校のしまくとぅば活用について伺

う。 

 (2)、学校給食の県産品・琉球料理の活用について伺

う。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城満議員の御質問に答弁

をいたします。 

 まず第１に、商工労働部関係の御質問の中で、かり

ゆしウエアの需要の推移と今後の支援についてという

御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 平成25年のかりゆしウエア製造枚数は、11月末現在

で過去最高の40万8000枚となっております。統計をと

り始めた平成９年の約10倍に増加しております。今後

は、県外・海外への販路拡大に加え、長袖など冬物商

材や付加価値の高い礼服等の開発と普及に努めてまい

りたいと考えております。 

 次に、企画部関係の御質問の中で、「わった～バス

党」の効果についてという御趣旨の御質問に答弁をい

たします。 

 沖縄県では、路線バスの利用促進を図るため、お笑

いコンビ「ゆうりきやー」のお二人を党首・幹事長に

見立てた「わった～バス党」を結党し、子供からお年

寄りまでバスに親しみを持ってもらえる広報活動を

行っております。テレビ・ラジオでのＣＭを初めバス

車内や祭り会場でのＰＲ活動により、バス利用への理

解と利用機運を高めております。こうした取り組みな

どにより、減少傾向にありました沖縄本島路線バスの

輸送人員は、平成25年度上半期の速報値によりますと

約1340万人であり、昨年同期に比べ2.8％、すなわち

約36万2000人増加しているところであります。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） 知事の政治姿勢に関する御

質問の中で、沖縄独立についてお答えをしたいと思い

ます。 

 沖縄には戦後68年の長きにわたり広大な米軍基地が

集中し、騒音や事件・事故の発生等、県民は過重な基

地負担を背負い続けております。沖縄の米軍基地問題

は、基地が集中する沖縄県だけの問題ではなく、我が

国の外交や安全保障にかかわる全国的な問題として国

民全体での議論が十分ではないと考えております。こ

のような過重な基地負担に対する県民の不満を反映

し、一部県民の中に独立の考えが出てくるものと考え

ております。 

 県としましては、引き続き日米両政府に対し、基地

の整理縮小を初め目に見える負担軽減を粘り強く求め

ていくことが重要だと考えております。 

 続きまして、文化観光スポーツ部関係に関する御質

問の中で、プロモーション事業のあり方についてお答

えいたします。 

 沖縄県の観光を振興するに当たっては、効果的な誘

客プロモーションを実施し、観光客を誘致することと

あわせて受け入れ体制の整備を図ることが重要だと考

えております。国内向けのプロモーションについて

は、季節ごとにターゲットを設定し、民間事業者とも

連携しながら実施しております。海外向けのプロモー

ションについては、台湾や中国等を重点市場に、東南

アジアを戦略市場に位置づける等、市場特性を踏まえ

て実施しております。 

 続きまして、教育委員会関係に関する御質問の中

で、しまくとぅばの活用についてお答えします。 

 しまくとぅばを児童生徒に理解させ誇りを持たせる

とともに、尊重する態度を育むことは大切でありま

す。沖縄県は、「しまくとぅば普及推進計画」に基づ

き、県民一体となったしまくとぅばの普及を推進して

おります。現在、関係部局が連携して児童生徒が活用

できる教材の作成に取り組んでいるところでありま

す。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 
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○副知事（川上好久君） 知事の政治姿勢についての

御質問の中で、辺野古埋立承認申請に対して承認、不

承認のほかに保留と発言したことについてお答えいた

します。 

 知事は、11月１日の定例記者会見において、承認、

不承認、あるいはその中間もあるかもしれないという

趣旨の発言をいたしました。このことは、承認または

不承認がある以上、その中間となるものも概念的には

あるのではないかとの意味で申し上げたものであり、

具体的な対応策を念頭に置いたものではありません。 

 次に、企画部関係についての御質問の中で、鉄軌道

導入に当たっての各地方自治体等との調整についてお

答えいたします。 

 鉄軌道を含む新たな公共交通システムの導入に当

たっては、駅を中心としたまちづくりなど、各市町村

におけるまちづくり計画との整合を図る必要があると

考えております。そのため、平成24年度の調査結果に

ついて、県内各地区において説明や意見交換を行って

いるところであります。 

 県としましては、引き続き市町村及び関係機関等と

意見交換を行いながら、導入に向け取り組んでまいり

たいと考えております。 

 次に、福祉保健部関係についての御質問の中で、重

粒子線治療施設導入に向けた取り組みについてお答え

します。 

 重粒子線治療施設導入可能性については、県医師会

を中心とする「沖縄県重粒子線治療施設導入可能性検

討協議会」において、10月31日、中間取りまとめが行

われております。県に対しては、11月22日、当該治療

施設は集学的がん治療の確立及び沖縄振興に資する施

設となることや、施設導入費用、立地場所、導入シス

テム、人材育成のあり方などの報告がなされました。 

 県としては、この中間報告を受け、今後公設民営を

含めた運営主体の検討、国内外からの集患や医療ツー

リズムについての検討、沖縄科学技術大学院大学との

連携のあり方の検討、県民理解を得るため治療費負担

軽減策や先進医療特約等に関する検討などを行うこと

としております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） 知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、普天間飛行場の県外移設はあり得

ないとの発言についてお答えいたします。 

 普天間飛行場の危険性の除去は喫緊の課題であり、

一日も早い移設・返還の実現が必要で、固定化は決し

てあってはならないと考えております。日米両政府に

おいては、辺野古移設か普天間飛行場の固定化かとい

う硬直した考え方ではなく、柔軟性を持って検討すべ

きであると考えております。 

 次に、特定秘密保護法案の沖縄への影響についてお

答えいたします。 

 特定秘密の保護に関する法律については、過重な米

軍基地負担を抱える沖縄県として強い関心を持ってい

るところであります。今後、具体的な運用基準が定め

られることとなっており、現段階で沖縄県へどのよう

な影響を与えるかについては明らかにされておりませ

ん。 

 県としましては、米軍や自衛隊の運用等について、

これまで政府から提供されていた情報の入手や、基地

行政に必要な調査などが規制されるべきではないと考

えております。このようなことから、国民の間にある

さまざまな意見や懸念に配慮しつつ、国において十分

な議論を尽くすべきであると認識しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

   〔文化観光スポーツ部長 湧川盛順君登壇〕 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 文化観光ス

ポーツ部関連の御質問の中の、沖縄観光コンベンショ

ンビューローの随意契約についてお答えいたします。 

 沖縄観光コンベンションビューローにおける契約事

務は、県の財務規則に準じて実施しており、一般競争

入札を基本としつつ、契約金額が小額であるもの、そ

の性質または目的が競争入札に適しないものなどにつ

いては随意契約により契約を締結しております。ま

た、随意契約による際も、民間事業者のノウハウやア

イデアの活用が有用な場合には企画コンペを行い委託

先を決定するなど、競争性の確保に努めております。

さらには、企画コンペを行う場合は、県が選定委員会

に参加しているほか、実施可能な事業者が特定される

など特段の事情がある場合は、県と調整した上で委託

先を決定しております。 

 県としては、コンベンションビューローへの委託業

務について公平性や透明性を確保する観点から、適宜

業務内容を点検しながら、引き続き適切な執行が確保

されるよう努めてまいります。 

 次に、県内資本ホテル数と経緯についてお答えいた

します。 

 沖縄県では、宿泊施設に関して資本別による調査は

行っておりませんが、施設数、客室数、収容人員に関

する調査を実施しております。その調査では、県内に

おける宿泊人数300人未満の中小規模ホテル・旅館の

－ 130 －



数は、平成14年度においては237施設、平成24年度に

おいては288施設と増加しております。 

 次に、地元中小企業零細観光業者に対する支援につ

いてお答えいたします。 

 沖縄県では、県内中小ホテルやお土産品店等の観光

関連事業者を対象に人材育成支援を実施しているほ

か、観光施設等におけるＷi－Ｆi機器の設置や翻訳に

対して助成を行っております。また、中小企業者を対

象に運転・設備資金の融資制度を設けているほか、県

中小企業支援センターにおいて経営相談や専門家派遣

等による経営支援を実施しております。そのほか、新

たな取り組みとして、土産品の高付加価値化からマー

ケティング、販路開拓までの総合的な支援や、県内中

小ホテルを対象に経営管理や宿泊客開拓等の課題解決

に向けた支援を検討しているところでございます。 

 次に、観光オフシーズン対策についてお答えいたし

ます。 

 沖縄観光のオフシーズン対策を実施し入域観光客の

平準化を図ることは、観光産業の振興と雇用の安定に

大きく寄与するものと考えております。そのため、沖

縄県においては、梅雨時や冬場のオフシーズンに多く

の誘客実績のある修学旅行やリゾートウエディング、

プロ野球キャンプなどのスポーツコンベンションを積

極的に推進しております。また、今年度はオフシーズ

ンに焦点を当てた魅力あるエンターテインメントの創

出による誘客対策や、新たな成長分野であるＭＩＣＥ

の推進に取り組んでおります。さらに、春、夏、秋、

冬のシーズンごとにターゲットを絞った誘客プロモー

ションを実施し、年間を通した安定的な誘客に努めて

おります。 

 次に、県内各観光協会への提携と支援についてお答

えいたします。 

 沖縄県では、各地域の観光振興における課題や方向

性を確認し、県が実施する施策と連携を図るため、市

町村や観光協会と意見交換会を実施しております。観

光協会等が実施する事業に対する支援として、例え

ば、平成24年度は、東村で実施された海の環境学習プ

ログラム開発等、地域資源を活用した観光メニュー創

出事業に対し助成しております。また、観光まちづく

りに関する課題の解決を図るためアドバイザーを派遣

しているほか、久米島、宮古、八重山等の観光協会と

連携した誘客プロモーション事業を展開しておりま

す。さらに、観光協会等を対象としたコミュニケー

ション研修、接遇・マナー研修等の人材育成支援を通

して組織体制の強化を促進しております。 

 次に、琉球芸能の海外公演の成果についてお答えい

たします。 

 琉球芸能の海外公演につきましては、海外観光誘客

の戦略を踏まえ、沖縄から直行便が運航する中国、台

湾、韓国などの重点市場と、新たな誘客ターゲットと

なり得るフランス、イギリス、オーストラリアなどの

新規市場に沖縄の芸能歌舞団を派遣し、芸能面から沖

縄の魅力を発信しているところであります。昨年度は

14の国や地域で公演を行い、8300名以上の方に鑑賞し

ていただきました。今年度は、８つの国や地域で公演

を行うこととしており、その中で、世界的な演劇祭で

あるフランスのアヴィニョン・フェスティバルと、イ

ギリスのエディンバラ・フェスティバルにおいては４

団体を派遣し、４団体とも地元紙などの評価で２番目

に高い４つ星を獲得しております。海外公演は、特色

ある沖縄の伝統芸能と観光地・沖縄の魅力の発信及び

伝統芸能を担う人材の育成に大きな効果があったと考

えております。 

 次に、県内民謡協会の数と今後の県のかかわりにつ

いてお答えいたします。 

 本県の民謡につきましては、宮古や八重山の団体も

含め県内に20を超える関係団体が存在していると聞い

ております。民謡は、県民生活に深く根差すととも

に、県内外の人々を引きつける本県の貴重な財産であ

ることから、観光産業の振興にも寄与することが期待

されると考えております。このため、県としまして

は、県内の民謡関係団体のあり方について、民謡の一

層の振興に資するよう必要な助言を行ってまいりたい

と考えております。 

 続きまして、「しまくとぅば普及推進計画」のあら

ましについてお答えいたします。 

 「しまくとぅば普及推進計画」につきましては、計

画期間を今年度から平成34年度までの10年間とし、前

期、中期、後期の期間を設け、戦略的に普及運動を展

開していく内容となっております。また、事業効果を

検証するため普及の目標値を設定しており、県民意識

調査の結果で示された挨拶程度をあわせ、しまくとぅ

ばを話す者の現状値を10年後には30ポイントアップさ

せることとしております。さらに、各機関・各団体等

がしまくとぅばの普及を自主的に取り組んでいただく

ために、「しまくとぅば普及推進行動計画」も同時に

策定しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

   〔商工労働部長 小嶺 淳君登壇〕 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 商工労働部関係の、

駐留軍離職者対策センターへの支援についてという御
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質問にお答えいたします。 

 沖縄駐留軍離職者対策センターでは、駐留軍従業員

の離職者対策及びアスベスト相談等を行っております

が、年々市町村からの補助金が減少し、増加するアス

ベスト相談等に十分に対応できない状況にございま

す。県では、こうした状況を踏まえ、相談体制の強化

等の支援策を検討しているところであり、また、去る

10月30日に関係市町村との意見交換会を実施するとと

もに、市町村長宛てに同センターの運営に係る協力要

請を行ったところでございます。 

 県といたしましては、引き続き関係市町村や広域市

町村圏事務組合等と連携し、必要な支援策等について

検討してまいりたいと考えております。 

 同じく県内外の泡盛需要の推移とこれからの支援に

ついてという御質問でございます。 

 泡盛の出荷数量は、県内外ともに平成16年をピーク

に減少しており、県内においては２万2000キロリット

ルから１万9000キロリットル、県外においては6300キ

ロリットルから3300キロリットルとなっております。

その主な要因は、国内酒類市場の縮小傾向、消費者嗜

好の多様化等が考えられます。 

 県におきましては、沖縄振興特別推進交付金を活用

し、泡盛の県外でのプロモーションや新たなこうじ菌

及び酵母の研究、首都圏等での展示会への出展等に対

し、業界と連携して県外市場の開拓に取り組んでおり

ます。その結果、平成24年度の出荷数量は減少傾向に

歯どめがかかり、県外出荷数量は前年度に比べ1.7％

の増に転じており、今後も同事業を通じ泡盛の出荷拡

大に取り組んでまいります。 

 同じく65歳まで雇用の県内企業の実態についてとい

う御質問でございます。 

 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、

65歳までの安定した雇用を確保するため、企業に定年

の廃止、定年の引き上げ、継続雇用制度の導入のいず

れかの高年齢者雇用確保措置を講じるよう義務づけを

しております。沖縄労働局によりますと、平成25年６

月１日現在、従業員数31人以上の県内企業に対し調査

を行ったところ、報告のありました企業1534社のう

ち、いずれかの措置を実施済みとの企業は1297社、

84.6％となっております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 福祉保健部関係につ

いての御質問の中で、障害者就労継続支援事業の現状

と課題についてお答えいたします。 

 平成25年９月１日現在、本県の障害者就労継続支援

事業者は、Ａ型55事業者、Ｂ型185事業者となってい

ます。就労系事業所については、サービス利用者の増

加に伴い、近年増加傾向にあります。一方で各事業所

の利用率が低い場合には、採算性等の面から十分な

サービス提供ができていないなど、質の低下が懸念さ

れております。このため、Ｂ型事業所に対する市町村

の意見や利用率の調査を行っているところでありま

す。 

 今後、これらの調査を踏まえ、利用見込み者数を適

正に把握しながら、各事業所に対して指定基準の遵守

等、事業所指導を徹底してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

   〔環境生活部長 當間秀史君登壇〕 

○環境生活部長（當間秀史君） 環境生活部関係につ

いての中で、沖縄市サッカー場ドラム缶問題の進捗状

況についての御質問にお答えします。 

 沖縄市サッカー場については、去る10月29日から沖

縄防衛局、沖縄市が全面調査を開始しております。現

時点では、グラウンド部分の水平磁気探査、土壌のサ

ンプリングが終了しております。磁気探査において異

常点が見つかった箇所については、昨日までに試掘作

業を終了しております。また、土壌については、採取

した試料の分析作業を行っているところです。 

 沖縄県は、今後、周辺地下水の水質等のモニタリン

グ調査を実施します。なお、沖縄防衛局と沖縄市は、

今年度中の調査終了を目指しております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは教育委員会関係

についての御質問で、学校給食の県産品、琉球料理の

活用についてお答えいたします。 

 学校給食に地場産物を活用することは、児童生徒に

沖縄の食文化や郷土食のよさを理解させるとともに、

本県の産業振興にも寄与するものと考えております。

学校給食においては、県産農水産物利用率が平成24年

度34％となっており、ゴーヤーチャンプルー、パパイ

ヤイリチーなどの郷土料理はもとより、シークヮー

サー等を利用したデザート類も提供しております。 

 県教育委員会としましては、引き続き県農林水産部

等関係機関と連携し、学校給食における県産食材の積

極的な活用を促進してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 
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○玉城  満君 まず、知事の政治姿勢についてです

が、副知事に答弁していただきましたけれども、さっ

き沖縄独立の機運が高まっているといった話があった

んですが、実際、今、いろんな居酒屋でもやはりこの

沖縄への今の仕打ち、そういうものを受けて、やはり

もう独立したほうがいいんじゃないかと、今までは独

立反対派だった人が本当にそういうふうなことを言う

ようになったんですよ。こういう態度でやはり日本政

府に対したり、米国に対したり、独立するぞというよ

うな態度でやると変わりませんかね、何か。どう思い

ますか、知事。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

○副知事（高良倉吉君） 先ほど答弁させていただき

ましたけれども、特に沖縄の米軍基地が過重負担に

なっている状況、不公平等実はさまざまな問題があっ

て、そこを背景にして不満あるいは批判のようなもの

が高まっていて、その中から独立という言葉が一部の

県民から出ているということだろうと思います。問題

は、これは玉城議員御存じだと思いますが、その場合

の独立というものが文化的あるいは思想的、地域の自

立性というものを高めるための議論ということと、そ

れからそのような主張が例えば政治的な結社をつくる

とか、政治的な自立、独立を求めるとかという実はさ

まざまなバリエーションがあるんだと思いますけれど

も、ただ、共通認識としてはやっぱり県民の今の特に

基地問題に象徴されるような不公平感、不満という中

からそういった議論が台頭しているのであろうと理解

しております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 多分、前回も知事に質問させていた

だいたんですが、基地依存論みたいなものがヤマトゥ

ンチューの中には大方蔓延していて、基地がないと沖

縄の人は生活できないんじゃないのなんていう話がヤ

マトに住んでいらっしゃる方の大方がそういうふうに

感じていると思うんですよ。僕らは何をすべきかと

いったら、やっぱりそうじゃありませんよというよう

な発信をもう少し日本各地にやるべきだと思うんです

ね。公室長にもいろいろ提案して、沖縄からこの基地

の実態をヤマトのいろんなところに、都市部だけじゃ

なくて地方にも伝えるためには、僕は今、若手劇団が

やっている「お笑い米軍基地」という作品があるんで

すが、これは毎回こういうふうな作品を使って全国ツ

アーさせたらどうかと。全国ツアーさせて基地の実態

を見ていただいたらどうかと。もう実際、今沖縄県に

とってはお笑いという言葉じゃない、笑い事じゃない

米軍基地というふうな感じにはなってはいるんです

が、そういう発信事業というのは、公室長、考えてい

ますか。 

○議長（喜納昌春君）知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 議員には米軍基地関係

特別委員会でも同様な質問を何度かお受けいたしまし

て、その「お笑い米軍基地」に対しましてもこれは一

つのアプローチとして大変有効であるということをお

答えしております。ただ、こういうメディアに訴えた

りとか、それから県民の意識に訴える、そして何より

も県外の方に訴えるということにつきましては、これ

までパンフレットをつくったりホームページで発信を

したり、十数年前にはキャラバンとかいったことも

やっているわけです。その経過を踏まえて今の現状が

あるわけですけれども、いろいろな発想、とりわけ若

い方々の発想というのは大変重要だと思いますけれど

も、今のところ議員の御発想につきましては貴重な御

提案というふうに捉えさせていただきたいと思ってお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 この貴重な提案がもう３年ぐらいに

なっているんですね。やはりすぐ動かないといけない

と思うんですよ。せんだってオリバー・ストーンさん

が沖縄に来たでしょう。来て、いろいろ民主主義国家

として、今、沖縄の立場はあり得ないと、彼ははっき

り言っているわけだから、オリバー・ストーンさんに

やはりこの沖縄の映画を撮ってもらうとか、そういう

アプローチをするとかして、やはりもう少し世界的に

訴える。確かにホームページでというと、みんな頑

張ってここにたどり着かないと見る機会はないわけで

すよね。ところが、強引につくって、そしてオリ

バー・ストーンといえばもう世界的な映画監督ですか

ら、その映画監督が本当に小さな島のこの沖縄の現状

をオリバー・ストーンなりにアプローチして映画を一

つつくるだけでもこれはもう大変なインパクトだと思

うんですよ、全世界的にもね。だから、そういう手法

を真剣にもう少し考えて、一応今提案しますから、

ちょっと返事をいただきたい。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） オリバー・ストーン監

督の映画というのはすばらしいものであるということ

は承知しております。それをそのまま御提案をお受け

するということにつきましては、少し検討が必要だと

思いますが、実は、来年度予算に現在要求中の事業と

いたしまして、アメリカにおいて沖縄そのものを発信

していくといった計画に取り組んでおります。これは

基地問題も含めて沖縄の豊かな自然でありますとか、
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芸能でありますとか、沖縄にこれだけのウマンチュが

住んでいるんだということを改めてアメリカの方にわ

かっていただこうという、これまでとはちょっと違っ

た取り組みをやって、アメリカあるいは全国の方に、

沖縄に対してもう一度目を開いていただこうと、そう

いった事業も考えておりますので、そういった中で

今、御提案の件も検討してまいりたいと考えておりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 やはりすぐ動いていただいて……、

昔、僕、県にウチナー角力をプロ化したらどうかとい

う提案をしたことがあるんですよ。そうしたら、当時

どなたが部長だったか覚えていませんが、私が芸能関

係やっているころの話なんですが、これをやったらい

けるかもしれんなと言って、あれから約20年ぐらい

たっています。だからそういう意味ではすぐ動いて何

か形にするということで、ひとつ思いも寄らないもの

が生まれてくるかもしれないという意味では、仕掛け

る分には仕掛けていただきたいなと思います。これは

どうせ無理だろうという考え方じゃなくて、今、何が

当たるかわからない世の中なので、これを仕掛けてよ

くぞつくったな沖縄県はというようなものを、ぜひイ

ンパクトあるやつをつくっていただきたいと思ってお

ります。 

 文化観光スポーツ部関係ですが、先ほど「県内資本

ホテルの数とここ10年の経緯について伺う。」の中

で、237が288にふえていますね、部長。僕は、イメー

ジ的には減っているのかなと思ったんですよ。例え

ば、老舗であるところのレインボーホテルであると

か、日光ホテルがもう完全につくり直さないでもう閉

めてしまうという、老舗がどんどんなくなっていると

いうイメージなんですね。そのかわり、今、北谷のほ

うにつくられているヒルトンであるとか、あの海外資

本のでかいホテルがどんどんできてきて、本当に直接

地元資本のホテルがふえていっているのかどうかとい

うのは疑問なんですが、確かな数字なんですか。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） この数字に

ついては、集客施設実態調査ということで県のほうで

直接市町村を通して実施した事業ですので、数字につ

いては間違いないと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 だとしたら、そういう新しい地元の

元気のあるホテル業者がふえていったというふうに理

解していいわけですね。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 必ずしも地

元のホテルがふえたということではなく、最近の動き

として全国チェーンのビジネスホテル等々の進出が今

激しいというところでございます。 

○議長（喜納昌春君）玉城 満君。 

○玉城  満君 私は、今、全国チェーンということ

を聞いてわかったような気がしたんですが、確かにホ

テルはふえていると。そして地元のホテルがだんだん

少なくなって、例えばこの沖縄県に法人がなければそ

のまま売り上げ等は全部ノンバンクというかヤマトの

ほうにいってしまうというような現象が起きているん

じゃないかなという気がしているんですよ。例えば、

ここに法人があればここで法人税なりいろいろ県に

入ってくるいろんな効果が出てくると思うんですが、

そういうホテルがどんどんふえる傾向にありません

か。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 最近の動き

を見ていますと、確かに本土系の事業者がふえてきて

いる状況にはございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 老舗が建て直しを諦めたという理由

のほとんどが、やっぱり予算がかかり過ぎるというこ

とと、最近課せられている耐震化ということがありま

すね。今、学校にも耐震化の支援があるように、地元

の観光、観光立県ですから、これは法律的にどうか私

は勉強不足でわかりませんが、特に沖縄の観光産業に

関しては、その辺の耐震化であるとか、どこかでサ

ポートできるような、建て直しのときにサポートでき

るような仕組みというのはできないものなんですか

ね。 

○議長（喜納昌春君） 文化観光スポーツ部長。 

○文化観光スポーツ部長（湧川盛順君） 今の耐震法

に絡む耐震診断、それから改修ですね、そういったも

のが法律でうたわれておりますけれども、その耐震に

対する支援、それから改修に対する支援については、

土木建築部と相談しながら今対応しているところでご

ざいます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 これはぜひ取り組んでいただきたい

なと思います。老舗がどんどんなくなっていく現象

は、これからも歯どめがきかなくなる。ということ

は、ここに来てあのホテルに行きたいなというような

ものがなくて、全国どこにでもあるようなホテルに、

みんなここで宿泊するようなそういう沖縄県になった

ら寂しいのではないかなと思うので、ひとつぜひこの
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地元資本のホテル、宿泊施設に対して支援をしていた

だきたいなと要望しておきます。 

 それともう一つ、かりゆしウエアについて知事に答

弁していただきました。びっくりしましたね、40万

8000枚と。平成９年から10倍ということですごくい

い。この前、新聞を見たら、冬仕立てもそろそろ充実

してくるということでいいなと思っているんです。さ

らに、学校の制服にもかりゆしウエアをどうにか導入

していただけないかなと。そうすると、このかりゆし

ウエアの柄は那覇高校だなとか、これはコザ高校だな

と見てわかるような、今、わざわざウランダムンとい

うかヤマトゥムンかわからぬけれども、ああいうもの

じゃなくて、やはり沖縄の元気な生徒たちもかりゆし

ウエアで年間通して頑張っているみたいな、ああいう

イメージがあるだけでも、その子らが来たときに、あ

れは何と言ったら、こっちの地元の生徒の学生服みた

いよというような流れになると思うんですが、知事、

どうですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後４時22分休憩 

   午後４時22分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 川上副知事。 

○副知事（川上好久君） 40万枚というのは県民の成

人の２人に１人が毎年買っているぐらいの勘定になっ

てきております。これからもっとこれをふやしていく

ためには、やはり今、議員がおっしゃるような方法も

含めて、これは教育委員会の所管でありますけれど

も、そこも一つのアイデアだと思います。実際、修学

旅行で来られる学校で、かりゆしウエアを沖縄県内で

はつけて修学旅行を楽しんでいるというふうな学校も

あると聞いております。学校の先生方は非常に管理が

しやすいというメリットがあるというふうな話も聞い

ておりますので、そこもまたひとついろんな方法で今

後、沖縄のかりゆしウエアを広めてまいりたいと思い

ます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 それともう一つ商工労働部関係なん

ですが、泡盛の需要がだんだん少なくなっている。ヤ

マト出荷に関してはもう半分ぐらいになってしまって

いると。しかし、一方、焼酎はどんどん伸びている

と。これは今、泡盛関係者、一生懸命やっています

よ。そして県内の大手の飲料関係の会社も「しまボー

ル」運動といって、要するに泡盛を応援するために自

分たちのノウハウを泡盛業界に提供し始めていると。

そういう泡盛に関するいろんなアクションが今後必要

になってくると思うんです。どういうことをお考えに

なっていますかね、部長。 

○議長（喜納昌春君） 商工労働部長。 

○商工労働部長（小嶺 淳君） 県外は、実は24年度

上向きになりました。トータルではまだ低下傾向は続

いています。ただ、低下の速度は歯どめがかかってき

ていますが、泡盛につきましては、これは24年度から

とりあえず26年度、３年間ですけれども域外、県外・

海外も含めて、これに対して展開する企業の支援事業

というのをやっています。それから製品の開発、いろ

んなそういったまた県外・海外のプロモーションの支

援というのをやっていますし、また、それから貨物ハ

ブ等を活用した物産の県外・国外の展開、この事業の

中でも泡盛は中心的な産品として我々は展開をしてい

ると、そういう状況でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城 満君。 

○玉城  満君 ぜひこの泡盛産業を元気づけていた

だきたい。ビールはみんなイメージ的にビアフェスタ

とかということで耳に響いているんだけれども、泡盛

フェスタみたいなものが今ないわけですよ。要するに

全県的なイベントとして中北部、南部、離島でやるよ

うな泡盛フェスタみたいな、再度泡盛をディスカバー

しようやというような、そういうふうなイベントをぜ

ひ県が中心になって、もう少し泡盛の県内需要も含め

て、最近ちょっとハイボールに圧倒されている部分が

あるので、どうにかクンパランといけない時期に来て

いるなという気がしておりますので、ぜひ支援してい

ただきたいなと思います。 

 それと、「わった～バス党」ですけれども、僕も

「わった～バス党」の党員ですから、もうメーナチ、

バスで向かって来ているんです。確かに先ほど話があ

りましたように、乗る人がふえてきておりますね。と

ころが、乗る人をふやす工夫というのは、何か仕掛け

としてなさっていますかね、工夫。 

○議長（喜納昌春君） 企画部長。 

○企画部長（謝花喜一郎君） バスロケーションシス

テム、これが大分好評じゃないか、評判いいのかなと

思っております。やはりバスがいつ来るのかというよ

うな場合に、気軽にバスが今どこまで来て、あと何分

待てば来るんだというようなことで大分利用向上につ

ながっているというようなことがあります。それから

ＩＣ乗車券ですね、モノレールからバス、それからバ

スの路線、会社が違う場合にでもこのＩＣ乗車券で乗

りおりできると、一々料金の支払いなどもなくて済む

ということで、バス停での待ち時間も少なくなるとい

うことで、こういったことを地道にやっていくことに
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よってバス利用客をさらにふやしていきたいと、そう

いうふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君）玉城 満君。 

○玉城  満君 キャンペーンの一つじゃないけれど

も、「わった～バス党」の党首は、名前は「あさとゆ

うこ」さんでしたね。朝と夕方バスに乗りなさいとい

う、多分それにひっかけていると思うんだけれども、

僕は実にいい企画だと思うんですよ。週に１回ぐらい

その党首を乗せてヤンバルから那覇まで行くとか、

ナーファ・糸満まで行くとかというようなそういう仕

掛けもして、バスに乗ったら楽しいなみたいな仕掛け

がまだまだ足りないような気がするんです。意外と楽

しいですよ、バスの中は。最近多くなって。かつて車

掌というのがいた時代がありましたね。やっぱり車掌

がしゃべるとか、今はワンマンで運転手さん一人で大

変だなと思うんだけれども、やっぱり結構ユンタクを

したり、そしてバス停バス停で担当者がかわったりそ

ういう仕掛けを一つやって、もう少しバスに乗りたい

なというようなことをやっていただくとおもしろいん

じゃないか。それと、何にも増してやはりウチナーの

知識がふえていくと思います。バスに乗る時間、往復

２時間の間、ほとんどの皆さんやっぱり本を読んだ

り、いろんなネットを楽しんだり情報をどんどんふや

していっているあの姿を見ると、バスにもう少し力を

入れていただきたいなと思います。 

 もっとあったんだけれども、もうこれで終わりま

す。 

 どうもありがとうございました。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

   〔玉城ノブ子さん登壇〕 

○玉城 ノブ子さん 皆さん、こんにちは。 

 きょうの最後の一般質問になりましたけれども、御

協力よろしくお願いします。 

 日本共産党の玉城ノブ子でございます。 

 一般質問を行います。 

 まず最初に、代表質問との関連について質問いたし

ます。 

 県内41の全ての市町村長、県議会議長は、普天間基

地の早期閉鎖・返還、県内移設断念、オスプレイ配備

撤回を求める建白書を国に手渡しました。沖縄県議会

は、普天間基地の早期閉鎖・返還と県内移設に反対す

る意見書を全会一致で決議をしております。 

 ところが、安倍政権は、沖縄県民の総意を強権的な

手法で分断し、県知事に新基地建設のための公有水面

埋立申請の許可を迫り、力ずくで辺野古移設を押しつ

けようとしていることは断じて許されるものではあり

ません。那覇市議会は、辺野古移設を強引に推し進め

る政府に対して激しく抗議し、県民の総意である普天

間基地の県内移設断念と早期閉鎖撤去を求める意見書

を全会一致で採択をいたしました。 

 名護市長も意見の中で、「私たち県民は、68年にも

及ぶ米軍基地及び軍人・軍属による事件・事故等の危

険・不安にさらされ、人権をも脅かされる生活を強い

られてきました。これらの不合理・不条理さは既に我

慢の限界を超え」ています。「今を生きる大人が悔い

のない選択をすること、未来へ正しい選択を示すこと

で、未来を担う子どもたちへの道しるべとなるものと

確信」し、「名護市民の誇りをかけて、「普天間飛行

場の辺野古移設」に断固反対する、これが名護市長の

強い決意であります。」と述べています。 

 知事は県民の代表として、この県民総意の立場で普

天間基地の早期閉鎖・返還、普天間移設反対を明確に

すべきではありませんか。知事の所見を伺います。 

 公有水面埋立申請について。 

 公有水面埋立申請の不承認を求める稲嶺市長の意見

は、名護市の「自然環境破壊」、「オスプレイ等の航

空機の騒音、低周波音や墜落の危険性」など、生活環

境の破壊を懸念する2500件を超える市民意見が反映さ

れた99％が反対意見であることが示されました。名護

市議会の議決で提出された意見書を知事は尊重し、埋

立申請を承認すべきではありません。知事の所見を伺

います。 

 公有水面埋立申請で示された県内の海砂採取地区

は、ジュゴンが餌場としている海草藻場付近の海域も

含まれ、大量の土砂採取が絶滅危惧種であり国の天然

記念物であるジュゴンの生息環境に深刻な打撃をもた

らすことになります。知事は、埋立申請の可否につい

ては、貴重生物の生態系や環境面への影響を考えて判

断していくとの姿勢を示していますが、知事の所見を

伺います。 

 辺野古埋立申請で県生活環境部は、18項目48件の意

見を県土木建築部に提出いたしました。埋め立てに

よって環境保全措置や外来種の生態系への影響、ジュ

ゴンや航空機騒音による被害等、いずれも具体的な対

策は示されず環境への重大な影響は避けられないと

なっています。辺野古・大浦湾の海は世界遺産登録の

候補地であり、沿岸域は県の環境保全指針でランクⅠ

に評価されている地域です。公有水面埋立法では、環

境保全や災害防止について十分な配慮がなされていな

い場合、知事は免許を与えてはならないとなっていま

す。埋立申請は、不承認にすべきです。 

 オスプレイ撤去について。 
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 オスプレイの爆音、低周波音で人体、畜産への影響

について、県は調査を実施していますか。今後の対策

について伺います。 

 伊江島に新たなオスプレイの着陸帯を増設している

が、実態はどうなっていますか。９月、10月の訓練回

数について伺います。訓練が激化し、住民生活に甚大

な影響をもたらしている飛行訓練の中止を求めるべき

です。 

 24機体制になったオスプレイの飛行訓練が日米安全

合意に反する住民地域上空や夜間訓練の激化で住民の

生命や安全が脅かされています。その実態を把握して

いますか。対策について伺います。オスプレイの飛行

訓練中止、撤去を求めていくべきであります。 

 特定秘密保護法の廃案を求めることについて。 

 国民の目、耳、口を塞いで基本的人権を踏みにじ

り、日本をアメリカとともに「海外で戦争をする国」

につくりかえ、沖縄を再び戦争の惨禍に巻き込む特定

秘密保護法は絶対に許すことはできません。きょうの

参議院本会議で、自民・公明が強行採決を図ろうとし

ていることに怒りを持って抗議をするものでありま

す。知事は断固反対を表明すべきです。 

 ＴＰＰ交渉からの即時撤退について。 

 安倍政権は、ＴＰＰ交渉で米国を初め他の参加国か

ら100％の関税撤廃を迫られ、砂糖を初め重要５品目

の検討作業に着手しています。「守るべきものが守れ

ない」事態がいよいよ明白になっています。知事は、

沖縄のサトウキビを初め地域経済を崩壊させ、医療、

労働、公共事業にも大きな打撃を与えるＴＰＰからの

即時撤退を要求して行動を起こしていくべきでありま

す。 

 生活保護について。 

 憲法25条で保障する生存権を脅かす生活保護法の改

悪が強行されようとしています。貧困問題が深刻化し

ている中で保護を申請する権利を奪い、生存権をも脅

かす生活保護改悪法案の撤回を求めることについて伺

います。 

 生活保護法では、親族による扶養は生活保護の支給

要件になっていません。しかし、保護申請の窓口では

扶養義務が保護を受けるための要件であると誤認させ

るものになっています。その実態を掌握しています

か。改善を図ることについて伺います。 

 農業、水産業の振興について。 

 (1)、農林水産部の加工、流通、販売の一貫体制を確

立する６次産業の取り組みと今後の対策について伺い

ます。 

 (2)、認定件数、ハード・ソフトそれぞれについて答

弁を求めます。 

 事業開始件数。 

 農家、農水産業生産法人等への県独自の支援を実施

すること。 

 ６次産業化を支援する県、市町村、農協、漁協、生

産者が連携できる体制づくりと、加工、流通拠点施設

の建設を推進することについて伺います。 

 (6)、島野菜の普及促進について伺います。 

 (7)、糸満市西区の漁具倉庫建設について伺います。 

 高校、小中学校の空調施設整備について。 

 実態調査の実施と整備計画について伺います。 

 糸満市内の小中学校は、猛暑に加え那覇空港の航空

機騒音で小中学校の教育環境が悪化しています。その

実態を調査していますか。現国土交通省、文科省補助

対象の空調設備の整備状況はどうなっていますか。一

括交付金を活用しての整備と、今後の対策について伺

います。 

 亜熱帯気候の沖縄で、一括交付金を維持費に活用す

ることについて伺います。 

 公営住宅建設について。 

 全国平均で２万戸も不足している公営住宅の増設計

画について伺います。 

 老朽化した県営団地の実態調査と建てかえ計画につ

いて伺います。 

 県営西崎第一団地は、老朽化が進み、雨漏り、水漏

れ、強風対策に不備が生じ、生活環境が著しく悪化し

ています。実態を調査し、改修を進めることについて

伺います。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

   〔知事 仲井眞弘多君登壇〕 

○知事（仲井眞弘多君） 玉城ノブ子議員の御質問に

答弁をいたします。 

 まず第１に、公有水面埋立申請についての中で、辺

野古埋立承認申請に対する名護市長の意見についてと

いう御趣旨の御質問に答弁をいたします。 

 名護市長意見につきましては、現在、その内容につ

いて精査しているところであります。また、意見の内

容に関して沖縄防衛局の見解を確認しているところで

もございます。 

 今後、市長意見につきまして総合的に勘案をし、判

断をしていきたいと考えているところでございます。 

 次に、農業、水産業の振興についての御質問の中

で、島野菜の普及促進についての御質問にお答えいた

します。 

 沖縄県では、島野菜の普及促進を図るため、安定生

産対策や島野菜を利用した料理の普及に取り組んでい
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るところであります。 

 具体的には、島野菜の栽培マニュアルの作成や市町

村の島野菜の産地化、レシピ開発や料理講習会の開催

などの支援を行っているところであります。 

 沖縄県といたしましては、今後とも関係機関と連携

をし、島野菜の普及促進に取り組んでまいる所存でご

ざいます。 

 その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁をさせていただきます。 

○議長（喜納昌春君） 高良副知事。 

   〔副知事 高良倉吉君登壇〕 

○副知事（高良倉吉君） オスプレイ撤去に関する御

質問の中で、低周波音への対応についてお答えをしま

す。 

 沖縄県におきましては、基地周辺の低周波音の実態

を把握するために低周波音調査を実施しているところ

であります。 

 低周波音によるものと考えられる人間への健康影響

につきましては、年齢、個人差等が大きく、健康影響

が明確になっていないのが現状であります。また、沖

縄県では国に対して低周波音の健康影響調査等を要請

しているところであります。 

 続きまして、オスプレイ撤去に関する御質問の中

で、オスプレイの飛行実態及び飛行訓練中止、撤去に

ついてお答えします。 

 県では、普天間飛行場にオスプレイ24機が配備され

たことを受け、軍転協を中心に、10月から11月までの

間、オスプレイの飛行実態について情報収集を行った

ところです。10月１日から31日までの間で、日米合同

委員会合意の趣旨に反すると思われるものとして172

件の報告が市町村から寄せられております。 

 県としては、さらなる負担の増大は認められるもの

ではないことから、引き続きあらゆる機会を通じて、

オスプレイの配備計画の見直しや配置分散の実施など

を政府に強く求めてまいります。 

 以上です。 

○議長（喜納昌春君） 川上副知事。 

   〔副知事 川上好久君登壇〕 

○副知事（川上好久君） 公有水面埋立申請について

の御質問の中で、海砂採取地区におけるジュゴンの保

全措置についてお答えします。 

 11月27日に提出されました名護市長意見の中で、海

砂利の採取に関して、ジュゴンを初めとする当該海草

藻場を利用する海生生物への影響も懸念されるとの意

見や、環境生活部の意見の中で、船舶が沿岸を航行す

る場合、ジュゴンの生息地を避けて岸から10キロメー

トル離れた航路を航行するとしているが、当該環境保

全措置が適切であると判断できないなどの指摘があり

ます。そのため、これらの点について沖縄防衛局に見

解を確認しているところであります。 

 今後、沖縄防衛局の見解が示された後、その内容を

精査した上で県の考え方をまとめていきたいと考えて

おります。 

 同じく公有水面埋立申請についての御質問の中で、

辺野古埋立承認申請に対する環境生活部意見について

お答えいたします。 

 環境生活部の意見につきましては、現在、その内容

について精査しているところであります。また、意見

の内容に関して沖縄防衛局の見解を確認しているとこ

ろであります。今後、環境生活部の意見についても総

合的に勘案して判断してまいりたいと考えておりま

す。 

 次に、ＴＰＰ交渉からの即時撤退についてお答えい

たします。 

 ＴＰＰ交渉における「関税」の分野については、サ

トウキビ生産が主要な産業となっている離島地域への

影響が大きいことから、先般、政府に対して、農林水

産分野の重要５項目などの聖域が確保できなければ、

交渉からの脱退も辞さないものとするなど、慎重な対

応や万全の対策を講ずるよう、ＪＡなどの関係団体と

一体となって要請を行ったところであります。その他

の分野についても、厳しい守秘義務により詳細な交渉

内容等は明らかにされておりませんが、政府交渉担当

者の説明によりますと、公的医療保険のあり方そのも

のや、労働者の国境を越えた移動の自由化について

は、議論されていないとのことであります。また、公

共工事に関係する「政府調達」の分野では、既に日本

が参加しているＷＴＯの政府調達協定の水準を基本に

議論されているとのことであります。 

 県としては、引き続き県内への影響を把握し、適切

に対応してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

   〔農林水産部長 山城 毅君登壇〕 

○農林水産部長（山城 毅君） オスプレイ撤去につ

いての御質問の中の、畜産への影響についてお答えい

たします。 

 県では、伊江村の乳用牛農場における早産などの異

常産の発生を受け、北部家畜保健衛生所において監視

体制の強化を図っております。具体的には、役場及び

地元獣医師と連携し、家畜の異常が発生した場合の早

期通報義務に関する指導、必要に応じた農場立入検査
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などを行っております。６月に異常産があった当該農

家に確認したところ、11月14日に１頭の死産があった

と聞いております。しかしながら、今回の症例につき

ましても、当該農家から迅速な通報がなかったことか

ら、原因を特定することができませんでした。 

 なお、当該農家以外では、家畜の異常に関する報告

は受けておりません。 

 次に、農業、水産業の振興についての御質問の中

で、６次産業化の取り組みと県の支援についてお答え

いたします。６の(1)と６の(4)は関連しますので一括し

てお答えします。 

 県では、６次産業化を推進するため、アグリチャレ

ンジ６次産業化支援事業やプレミアム加工品開発支援

事業等の事業により、地域資源を生かした加工試作品

の開発支援や企業派遣研修、加工機材等の整備、モン

ドセレクション等の国際的なプレミアム認証支援によ

る販路拡大の促進など、農家や農業生産法人等が行う

６次産業化の取り組みに対し、独自の支援事業を実施

しているところであります。 

 また、地域特性を最大限に生かした６次産業化を推

進し、農林漁業者の所得向上と農山漁村地域の活性化

を図るため、「沖縄県６次産業化推進基本方針」の策

定を進めているところであります。 

 今後は、同基本方針に基づき、６次産業化に取り組

む農林漁業者に対する支援を強化してまいります。 

 次に、６次産業化に係る認定件数、事業開始件数に

ついてお答えいたします。６の(2)と６の(3)は関連しま

すので一括してお答えいたします。 

 国の６次産業化法に基づく事業計画の認定件数は、

現在、全国で1681件となっており、そのうち沖縄県で

は51件の事業者が認定されております。 

 県内の事業開始件数としましては、これまでに新商

品開発や販路開拓等を支援するソフト事業で22件が実

施され、事業費で約１億800万円となっております。

また、加工施設や販売所等の整備を支援するハード事

業では10件が実施され、事業費で約10億800万円の実

績となっております。 

 次に、６次産業化に係る連携体制づくりと加工、流

通拠点施設整備の推進についてお答えをいたします。 

 ６次産業化に係る地域の体制づくりにつきまして

は、国の６次産業化ネットワーク活動交付金等を活用

し、市町村、農協、生産者等が連携した体制づくりを

支援していきたいと考えております。 

 具体的な事業メニューとしましては、６次産業化サ

ポートセンターの設置及び相談員の配置、６次産業化

推進会議等の開催、商品開発や加工施設の整備に係る

ハード・ソフト支援などとなっております。また、拠

点となる加工、流通施設等の整備につきましては、地

元の要望等も踏まえ、市町村等関係機関と連携し取り

組んでいきたいと考えております。 

 次に、糸満市西区の漁具倉庫建設についてお答えい

たします。 

 糸満市西区の漁具倉庫につきましては、糸満漁協へ

確認したところ、同倉庫の必要性などについて内部で

話し合っていると聞いております。 

 県としましては、当該漁協や糸満市からの要望を踏

まえ、事業規模や費用対効果等について検討してまい

ります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

   〔知事公室長 又吉 進君登壇〕 

○知事公室長（又吉 進君） オスプレイ撤去につい

ての御質問の中で、伊江島におけるオスプレイの着陸

帯増設及び訓練の実態についてお答えいたします。 

 沖縄防衛局によりますと、７月から10月にかけて６

基の着陸帯が整備されており、４基はアルミニウム製

のマット敷きで、残り２基は粉砕コーラル敷きとのこ

とであります。 

 伊江村からは、９月に８件、10月に12件のオスプレ

イの飛行情報が寄せられております。オスプレイにつ

いては、県民の不安が一向に払拭されておらず、県は

去る８月に軍転協を通じて、安倍総理大臣を初め関係

閣僚に対して、オスプレイの配備計画中止や配置分散

の実施などを要請しております。 

 次に、特定秘密保護法の廃案を求めることについて

との御質問にお答えいたします。 

 特定秘密の保護に関する法律については、過重な米

軍基地負担を抱える沖縄県として強い関心を持ってい

るところであります。今後、具体的な運用基準が定め

られることとなっており、現段階で沖縄県へどのよう

な影響を与えるかについては、明らかにされておりま

せん。 

 県としましては、米軍や自衛隊の運用等について、

これまで政府から提供されていた情報の入手や、基地

行政に必要な調査などが規制されるべきではないと考

えております。 

 このようなことから、国民の間にあるさまざまな意

見や懸念に配慮しつつ、国において十分な議論を尽く

すべきであると認識しております。 

 次に、我が会派の代表質問との関連についての中

で、普天間基地の閉鎖・返還、辺野古移設反対と表明

することについてお答えいたします。 
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 普天間飛行場は市街地の中心部に位置し、その危険

性の除去は喫緊の課題であり、一日も早い移設・返還

の実現が必要であります。 

 県としましては、日米両政府に対し、普天間飛行場

の県外移設及び早期返還の実現を強く求めているとこ

ろであります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 福祉保健部長。 

   〔福祉保健部長 崎山八郎君登壇〕 

○福祉保健部長（崎山八郎君） 生活保護についての

御質問の中で、生活保護法の改正についてお答えいた

します。 

 今回の生活保護法の改正は、支援が必要な方に確実

に保護を実施するという考え方は維持しつつ、生活保

護受給者の自立・就労の促進、不正・不適正受給対策

の強化、医療扶助の適正化などを中心に行われるもの

であります。 

  県としましては、生活保護制度が最後のセーフ

ティーネットとして十分に機能を果たすことが重要で

あると考えており、今後とも保護の適正な実施に努め

てまいります。 

 なお、生活保護法改正案については、本日12月６日

の衆院本会議で与党などの賛成多数で可決、成立した

との報道があったことを申し添えます。 

 次に、生活保護における親族の扶養についてお答え

いたします。 

  生活保護法においては、扶養義務者による扶養は、

保護に優先して行われるものとされ、保護の要件とは

異なる位置づけのものとして規定されております。 

  今般、一部の地方自治体で使用されている扶養照会

書等において、適切ではない表現が使われていること

が判明したことから、厚生労働省により全国調査が行

われたところであります。その結果、沖縄県において

は、１自治体で不適切な表現が使われていたことが確

認されましたが、現在は改善されております。 

  県としましては、今後とも福祉事務所において生活

保護行政が適正に運営できるよう、事務指導監査等で

指導してまいります。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 教育長。 

   〔教育長 諸見里 明君登壇〕 

○教育長（諸見里 明君） それでは高校、小中学校

の空調施設整備についての御質問で、公立学校施設の

空調整備についてお答えいたします。 

 平成25年７月現在、公立学校普通教室における空調

施設の整備率は、小中学校が54.1％、高等学校が

96.7％、特別支援学校が100％となっております。高

等学校の空調整備については、平成27年度までに

100％とする計画でありますが、小中学校について

は、設置者である市町村において、国の補助制度等を

活用して整備を進めているところであります。 

 県教育委員会としましては、引き続き市町村と連携

しながら、空調整備を促進していきたいと考えており

ます。 

 次に、糸満市立小中学校の整備状況と対策について

お答えいたします。 

 糸満市立小中学校の普通教室における空調施設につ

いては、平成25年７月現在、小学校４校の特別支援教

室に設置されており、市の単独事業により整備されて

いるところであります。また、特別教室については、

沖縄振興特別推進交付金を活用して整備が進められて

おります。 

 県教育委員会としましては、引き続き文部科学省の

大規模改造事業等の活用を促す等、糸満市とも連携し

ながら空調整備を促進していきたいと考えておりま

す。 

 次に、沖縄振興交付金を維持費に活用することにつ

いてお答えいたします。 

 空調施設の維持費など地方公共団体が通常必要とす

る行政運営経費につきましては、原則、沖縄振興交付

金の対象外とされているところであります。 

 県では、亜熱帯気候の観点から、これらの維持費に

ついて、交付税措置を講じるよう国へ要望していると

ころであり、引き続き快適で充実した学習環境の確保

に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

   〔土木建築部長 當銘健一郎君登壇〕 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 公営住宅建設につ

いての御質問の中で、公営住宅の増設計画についてお

答えいたします。 

 現在、県では、昭和40年代後半から50年代前半に建

設した大量の公営住宅が建てかえ時期を迎えているこ

とから、特に老朽化が著しく危険な団地の建てかえを

優先的に行っており、県営住宅の新設については厳し

い状況にあります。しかしながら、本県は、全国に比

べ公営住宅の需要が高いことから、今後とも市町村と

連携しながら、公営住宅の建てかえの際に戸数をふや

すことや市町村営住宅の新規整備を支援していきたい

と考えております。 

 同じく公営住宅建設についての御質問の中で、県営

住宅の実態調査と建てかえ計画についてお答えいたし
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ます。 

 県営住宅については、定期的に実態調査を行ってお

り、危険性のある箇所については、速やかな修繕に努

めているところであります。 

 また、県営住宅の建てかえ計画については、平成22

年度に策定した「沖縄県公営住宅等ストック総合活用

計画」に基づき、計画的な建てかえを行っているとこ

ろであります。 

 同じく公営住宅建設についての御質問の中で、西崎

団地の実態調査及び改修についてお答えいたします。 

 県営西崎団地については、老朽化が進んでいること

から、今年度、高層棟において外壁改修工事を実施し

ております。 

 今後も定期的に実態調査等を行い、改善が必要な箇

所については改修を進めていきたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん まず最初に、６次産業化の問題

についてお伺いいたします。 

 亜熱帯地域の沖縄で生産された農作物を活用したこ

の６次産業化事業に、生産者の皆さんが本当に積極的

に取り組んでいけるような体制や環境づくりが必要で

あるというふうに思います。生産・加工・販売まで一

貫体制で取り組んでいくための県の支援をやっぱり拡

充していくということが必要だと思いますが、いかが

でしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 現在も県単事業で、

先ほども申し上げましたようにアグリチャレンジ６次

産業化支援事業とかプレミアム加工品開発支援事業等

行っているわけでございますが、来年度からは国庫事

業も含めて活用していきたいなと。あわせて、加工施

設については他の事業でもメニューがございますの

で、そういったものを含めて支援を検討していきたい

と思っております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 名護市がアグリパーク事業を推

進しているようなんですけれども、この事業内容につ

いて御説明いただけますか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 細かいところは説明

できないんですが、名護市のほうでは一括交付金を活

用して、市のほうで６次産業化に必要な施設を設置し

まして、そこに農業法人等を入れて支援しているとい

うふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 私は、この名護市のアグリパー

ク事業というのは非常に先進的な積極的な事業だろう

というふうに思うんですよね。農家が加工や販売まで

手がける６次産業化を支援するための各施設を備えて

いるわけですよね。インキュベート施設があって、こ

れは６次産業に取り組む市内の業者に貸し出すという

ふうになっているわけです。 

 ですから、６次産業に取り組みたくてもなかなか資

金不足で工場が整備できないとか機械が買えないと

か、積極的に取り組んでいけないこういう生産者を

やっぱり支援していくことができるというふうに思う

んです。私は非常に画期的な事業だろうというふうに

思うんで、このアグリパーク事業のような６次産業化

を推進するための拠点施設を備えた事業を各市町村で

も積極的に推進していくということが必要じゃないか

というふうに思うんですが、どうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） やっぱり名護市の取

り組みは一つのモデルとして、非常にいいものだなと

いうふうに考えておりますので、その事例に倣って各

市町村とまた連携しながら一緒になって取り組んでい

きたいなというふうに考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん ぜひ積極的に進めていただきた

いというふうに思います。 

 まず、オスプレイの問題についてですけれども、オ

スプレイの低周波音の測定について、皆さんは普天間

基地に６基、そして伊江島でも低周波音の測定をやる

というふうに私の代表質問に答弁したんですけれど

も、実際に低周波音の測定は今実施されているんで

しょうか。その内容についてお伺いします。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） オスプレイの低周波

音の調査につきましては、普天間基地周辺につきまし

ては11月に終了しております。 

 伊江島については今年度中を予定しております。と

いうのは、低周波音の測定というものは自動化できな

くて、マンパワーが必要になります。職員等が直接

行ってそこで測定しなければなりませんけれども、い

かんせん、オスプレイの飛行計画はこちらにはわかっ

ていないところがあります。そういった関係で行った

ときにいない場合もあるんで、そこで今のところ県と

しましては伊江村と連携をとって、伊江村の職員でも

そういう測定ができるように測定の方法をレクチャー

したり、あるいは測定マニュアルを今つくっていると
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ころでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん オスプレイの訓練の演習が激化

して、先ほども答弁がありましたけれども、11月には

また酪農家で牛の死産が起きているんですね。そし

て、きょうも早産があったということで連絡が来てい

るんですけれども、この実態について掌握はしている

んでしょうか。その対応策は皆さんどのようになさっ

ているんですか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時８分休憩 

   午後５時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 11月14日に死亡した

のは聞いておりますが、きょうのものは聞いておりま

せん。 

○玉城 ノブ子さん その対応策、死産、それが起き

ているんだったら、皆さんそれについてどういう対応

策をやるか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時８分休憩 

   午後５時８分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 農林水産部長。 

○農林水産部長（山城 毅君） 伊江村のほうとは、

北部の家畜保健所のほうが今畜産の指導しております

ので、そこと村のほうと、それからそこに駐在してい

る地元獣医師と連携を図りながら、それで事故等が

あったら早期に通報していただいて、そこでまた原因

究明に家保のほうから行って死亡の原因等、病気なの

か何なのかについて対応していきたいなというふうに

考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん ぜひ低周波音の測定、早期に

やっていただきたいというふうに思います。 

 先ほど普天間基地周辺での低周波音の測定を実施し

たということなんですけれども、その結果については

皆さん聞いていらっしゃるんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 環境生活部長。 

○環境生活部長（當間秀史君） 低周波音の測定は実

施したところですけれども、この解析には一月から二

月かかりますので、その結果はまだ聞いておりませ

ん。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん ぜひその結果についても県民に

やっぱり公表して明らかにすべきだというふうに思い

ます。そしてそれの対策をぜひ県としても積極的に進

めていくということが必要じゃないかと思います。 

 それと伊江島のオスプレイパッドの増設の件なんで

すけれども、今、オスプレイパッドが増設をされて演

習が激化して夜間訓練が非常に多くなって、きのうは

４機のオスプレイが夜間訓練をして非常に大きな耳を

圧迫するような騒音があったということで、住民から

何とかしてほしいという苦情が殺到しているというこ

となんですけれども、やっぱりオスプレイパッド増設

によって演習を激化させているということなんですけ

れども、これに対して抗議は皆さんなさったんでしょ

うか。新しく計画にもないオスプレイパッドが６基も

増設をされて、これについて即やっぱり訓練中止して

撤去せよということの要求はしているんでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） 今議員が御案内の事象

について、個々の抗議というのは今のところまだして

おりませんけれども、オスプレイにつきましては先ほ

ど答弁いたしましたように、県民の不安が払拭されて

いないということでございまして、伊江村とも連携を

してその情報収集並びにその対応に当たっているとこ

ろです。 

 これまで政府に対し、このオスプレイの配備計画の

中止あるいは県外への移転ということも求めておりま

すので、引き続きそれを求めてまいりたいと考えてお

ります。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 計画にもないオスプレイパッド

が６基も増設をされているわけですよ。それによって

演習が激化して夜間訓練もしょっちゅう頻繁に行われ

ている。住民の安全が脅かされるという、こういう事

態が起きているわけです。これについて皆さん抗議を

して、計画にもない６基が増設されていることについ

ては、これについて早期に撤去せよということを申し

入れるべきじゃありませんか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） オスプレイの配備、こ

れは今おっしゃった計画も含めてオスプレイの配備に

ついては中止をしていただきたいと言っているわけで

すから、そういった趣旨で政府に要求してまいりま

す。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 米軍基地について質問いたしま

す。 

 埋立問題なんですけれども、全国の埋め立てで地元
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の合意なしに埋め立てが進められたということがあり

ますか。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 全国のということ

でございますけれども、国土交通省に確認しましたと

ころ、最近では地元市町村長、この地元というのを市

町村長の意見ということで捉えれば、同意しなかった

場合の事例はないというふうに聞いております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 地元の意見はとても重たいとい

うふうに思うんですよ。名護市長は、明確に「名護市

民の誇りをかけて「普天間飛行場の辺野古移設」に断

固反対する、これが名護市民の強い決意でありま

す。」というふうに述べているわけなんですね。 

 知事はやっぱり地元のこの思いを受けとめて、埋立

申請を不承認にするというふうにすべきだと思います

が、いかがでしょう。 

○議長（喜納昌春君） 土木建築部長。 

○土木建築部長（當銘健一郎君） 公有水面埋立法に

のっとって申請書が提出されているところでございま

す。従来から、公有水面埋立法等関係法令にのっとっ

て対応するというふうにお答えをしてきました。 

 今般、名護市長さんからのそういう反対の御意見、

あるいは県の環境生活部からの意見、そういうものも

踏まえて、現在、沖縄防衛局に対して見解を求めてい

るところでございます。その見解が出た後、審査を進

めてまいりたいと考えております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 安倍政権の、普天間基地を辺野

古に移設しなければ普天間基地を固定化するという県

民に対するこの恫喝、これは本当に断じて容認できな

いというふうに思います。 

 普天間基地は、米軍が銃剣とブルドーザーで私たち

県民から奪い取った土地なんですよね。県民から力ず

くで奪い取ったこの土地を辺野古に移設しなければ固

定化するなどというとんでもない恫喝は、断じて私は

許せないというふうに思うんですけれども、普天間基

地は当然早期に閉鎖・返還すべきだというふうに考え

るんですがどうでしょうか。 

○議長（喜納昌春君） 知事公室長。 

○知事公室長（又吉 進君） この問題の原点と申し

ますのは、住宅密集地にある普天間飛行場の危険性と

いうことでございまして、今、議員がおっしゃったよ

うな経緯といったものであろうかと思いますけれど

も、とにかく今ある危険性を除去するということで取

り組んでいるわけでございます。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 辺野古に新しい基地がつくられ

ると、耐用年数200年以上の巨大な基地になるわけで

す。子や孫の代まで基地の苦しみを押しつけるという

ことになるわけなんですね。ですから知事は、普天間

基地の早期閉鎖・返還、辺野古基地建設反対、これは

今県民の総意になっているわけです。41市町村、議長

会、全ての議長会、市町村長が私たち建白書を持って

このことを要求しているわけです。これは県民の総意

なんですけれども、知事のこれに対する、この早期閉

鎖・返還、辺野古の新基地建設反対、この県民総意に

応えるべきだというふうに思うんですが、いかがで

しょうか。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時16分休憩 

   午後５時16分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員おっしゃるように、普

天間基地の閉鎖状態を早くつくるということが一番重

要なポイントになっております。 

 それで続けて、辺野古の反対というのはまさに多く

の人がそう考えておられるだろうということは想像で

きるんですが、先ほどから申し上げていますように、

これは埋立法に基づく判断が要ります。ですから、そ

れを待っていただくしかないと思いますが。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 私たち県民は、さきの大戦で国

内唯一住民を巻き込んだ地上戦を体験して、私が生ま

れ育った糸満は沖縄戦最後の激戦地となり、再び戦争

の悲劇を繰り返させてはならない。これは県民の譲る

ことのできない思いなんです。 

 しかし、沖縄では戦後も米軍基地占領下で住民が住

んでいる地域を勝手に米軍が接収して普天間基地を建

設しているわけなんです。私たち県民のこの戦後の68

年間は事件・事故の連続であり、基地あるゆえに筆舌

に尽くしがたい苦難を押しつけられてきました。女性

や子供の人権が踏みにじられてきました。今も基地の

島沖縄の現実は何も変わっておりません。 

 沖縄の海兵隊は、日本と沖縄の平和と安全のために

存在するものではありません。イラク戦争やアフガン

戦争に出撃をしてファルージャで住民を虐殺し、世界

中から非難の声を受けた殴り込み部隊です。このよう

な部隊は沖縄にも日本にも必要ありません。世界一危

険なこの普天間基地は、即時閉鎖、無条件撤去する以

外にないと思うんですが、いかがでしょうか。 
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○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 早期閉鎖・返還というふう

に申し上げております。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 私たち県民は今、サンフランシ

スコ平和条約第３条のこの厚い壁を打ち破って祖国復

帰をなし遂げた、県民ぐるみのあの闘いを今、思い起

こしております。県民が団結をし、全国と連帯をして

闘えば、沖縄から、日本から、必ず基地をなくすこと

ができるというふうに確信をしています。沖縄から、

日本から、この基地なくせの一大運動を巻き起こして

いくこの歴史的な出発点になるというふうに考えてい

るんですが、知事はその先頭に立って頑張るべきでは

ありませんか。 

○知事（仲井眞弘多君） ちょっと待ってください

ね。休憩。 

○議長（喜納昌春君） 休憩いたします。 

   午後５時19分休憩 

   午後５時20分再開 

○議長（喜納昌春君） 再開いたします。 

 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） 議員の御意見は御意見とし

て承らせていただきたいと思います。 

○議長（喜納昌春君） 玉城ノブ子さん。 

○玉城 ノブ子さん 私は今、本当に沖縄は歴史的な 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐路に立っているというふうに思います。この沖縄に

新たな基地の建設を許してはならない、これは県民み

んなの総意になっています。ですから、辺野古移設断

じて容認しないと、そういう立場から埋立申請につい

ても承認はしないという立場をぜひ県民に対して明ら

かにしていただきたいというふうに思います。 

○知事（仲井眞弘多君） 今の御質問ですか。 

○玉城 ノブ子さん はい。 

○議長（喜納昌春君） 仲井眞知事。 

○知事（仲井眞弘多君） ですから、先ほどから申し

上げていますように、辺野古につきましては、今、申

請が出ているわけですので、埋立法に基づく判断を待

たないと判断できません。ですから、それにはまだし

ばらく時間がかかりますので、それに基づく判断をお

待ちいただくしかないと思います。 

○玉城 ノブ子さん どうもありがとうございまし

た。 

○議長（喜納昌春君） 以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。 

 本日の日程はこれで全部終了いたしました。 

 次会は、12月９日定刻より会議を開きます。 

 議事日程は、追って通知いたします。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

   午後５時22分散会 
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